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１はじめに

　本稿は外国語教育、日本で行う留学生の
ための日本語教育の実践報告である。すな
わち、本学部留学生１年生向けの読解授業
を活動型へ展開させた実践の報告である。
その目標は大学の授業に支障なく受講でき
る日本語能力を養成することである。それ
は自ら読んで考え、自分の意見を表現でき
るようにすることと考えている。
　近年日本人学生の大学の授業の取得に対
して日本語表現力の低下が言われている。
また講義形式等自主的に勉強する形に戸惑
い、講義受講の方法、ゼミ演習、発表、レ
ポートなどの技法を学ばせるところが多く
なってきた。
　留学生においては、上記の問題はすでに

第二言語科目の「日本語」で習得させてい
る。日本語力における言語知識の問題はか
なり違うが、講義形式以外の様々な技法は
実践しているのである。
　しかし目標としている自ら読み考え、自
分の意見を表現できるようにすることは容
易に身に付くことではない。筆者が長年
行っている読解授業でも教師主導型である
ため、学習者にとって受け身の授業になり
教師の課題に正答を出すことが目的になっ
てしまった。学習者は考えることなく、教
師のいう答えを暗記して、試験に書いて単
位を取得することで満足している。このよ
うに内容を考えることなく、試験のために
字面を追うだけの勉強方法を変えていかな
ければ自律的なスキルは身に付かないだろ
う。そこで、教師主導型から学習者同士の

活動型授業への展開と課題

幸田　佳子

【要　旨】
　本稿は留学生のための日本語教育の実践報告である。１年生向けの読解授業を長年教師主導で行って
きたが、学生が受け身的になって、試験の点数や単位取得だけが目的になっていた。外国語を身に付け
て役に立っているという実感とはかけ離れていた。目標は自らが読み、調べたり考えたりして産出する
自律的な学習法を習得することである。この目標達成のために2011年に活動型の授業を取り入れたが、
言語知識の確認も含めた話し合いでは活動があまり活性化できなかった。さらにテーマ内容を深めるこ
ともできなかった。そこで2012年は言語知識や背景知識を支援しながら話し合いと発表の活動を行い、
内容理解を深めていった。この一年間の前期と後期の授業計画、実際の授業例、アンケート等の実践を
報告している。評価できる点と問題点を取り上げた。まだ自分の意見の形成は十分ではないが、徐々に
産出できている。読解そのものは個人の読みから始まるが、自分の理解したことを仲間に認めてもらう
ことは大事なことである。また相手の読みから気づいたり考えたりすることはそのテーマ内容の理解を
深めることになる。クラスで行う意義はここにある。ただし相手に伝わるように話さないと、理解して
もらえない為その練習も必要になる。

【キーワード】
教師主導型授業　　活動型授業　　自律的な学習法　　話し合い　　発表

研究論文
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話し合いで内容を深める活動型へ展開して
いった。そこから発生した問題点を報告す
る。そしてこの問題を改善して2012年の授
業実践、さらなる問題を考察し、活動型の
授業の特徴や効果を考えていく。

２活動型授業の実践

2-1　先行研究
　活動型授業とは、細川（2008）によると
「対話によって自分の考えをつかみ表現し
ていく」授業と述べている。対話によって、
自分の考えを確認し、相手の反応や発言か
ら気づきがあるインターアクションの経験
をすることである。舘岡（2007）は学習者
が読みで理解しているのが見えないと言
う。その可視化をはかるのに協働による読
解活動（ピア・リーディング）を行うのが
有効であるという。これによって理解を深
めるということだ。筆者が活動型の授業に
展開させた理由は、まさに話し合いに意義
を感じているからである。幸田（2012b）
で述べているが、自分の意見を産出するた
めの思考過程に焦点を当てていること、授
業の中心が教師でなく学習者であるからだ。
　学習者が読んで理解したことを教師が知
るには舘岡（2012）の「外化」、即ち、学
習者に答えてもらうしかないのである。教
師主導型の授業では教師が要点と思う部分
を発問して答えてもらう形で行い、学習者
が間違えれば教師の模範解答を示してい
た。活動型の授業では、テーマ内容につい
て学習者同士で気軽に話してもらい（「外
化」）、確かめていく形にすることで、自分
の読みができているか認知していくのであ
る。つまり、教師主導型で教師が答えを示

しても学習者がそのまま受け取れるとは限
らない。だからこそ学習者同士が思ってい
ることを述べて、話し合いで納得してもら
うのである。そのことで学習者同士の意見
の一致や対立などが起き、情緒と共に記憶
に残る。これを舘岡（2012）は「創発」と
述べている。さらにまとめて発表すること
で、明確に内容を理解していないと述べる
ことができないことを体験して分かり、次
回からの対処方法の意識ができるのであ
る。この３つの理由―話し合いで確認する
こと、情緒と共に記憶に残ること、発表の
体験から向上心ができること―から活動型
へと展開したのである。

2-2　2011年の活動型授業の問題
　幸田（2012b）で2011年の活動型の授業
の成果について述べているが、ここでは授
業フローと問題点を要約し、2012年の改善
した授業の実践を報告したい。
　筆者が担当しているクラスは必修の留学
生用日本語（読解）１年生用で半期制であ
る。学生は11名（中国８名韓国３名）中級
後半レベルである。授業計画は１テーマに
２回の授業を予定した。授業フローは次の
通りである。
①本文（記事などのコピー）を読み、内容
についてのシートに答えを書く。
②ペアかグループになり、わからない語彙
や意味の確認と併せて質問シートの答え合
わせなどを話し合う。
③まとめてから、みんなの前で発表する。
質疑応答する。他のグループの評価を行う。
④自分の活動を振り返り、シートに書き込
み、提出する。
⑤次週に教師が振り返りの総括したものを
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公表する。
　前期の具体的な目標は、様々な文章を読
んで自分の言葉でまとめること、後期は、
要点のまとめと意見を出すこととした。成
績は質問シートと振り返りシート、そして
レポート等から評価していった。
　学期末の自由回答のアンケートで学生が
評価していたことは、「話し合いがとても
楽しかった」「他のグループの結論が予想
外で面白い」「ゆっくりと相手の考えを聞
くことができ、交流ができた」であった。
一方、問題点として、「話し合いがまとま
らない。うまく結論が出せなかった」「思っ
たことが相手に伝わらない」「話す順番が
うまくできなかった。論理的でない」「漢
字語彙が不足している」であった。活動に
ついて自己評価してもらうと、達成できた
（１/11人）、半分（７/11人）、あまり（３
/11人）であった。
　このことから、活動（話し合いと発表）
によって他の学生の情報は受け入れやす
く、さらに共感を得る喜びを経験して印象
に残ったことがわかる。また自ら気づくこ
とは更なる知識探究へと意欲がつながっ
た。一方で自己評価から話すこと、特に発
表がうまくできていない、伝わらないと多
くの学生が感じていたようだ。その原因は
言語知識の不足と述べている。さらに内容
についての背景知識不足も大きく影響した
と考えられる。筆者は話し合いの中で解決
できると考えていたが、学生たちはあまり
話さずわからないままで不安があったよう
だ。この認識のずれは大きな課題である。
　2011年の活動型の授業の課題を挙げると
①話し合い後のまとめができていない、②
発表の仕方がうまくいかない、③語彙・文

法などの言語知識と背景知識の不足であっ
た。
　改善策として、
①については話し合いの前に役割（司会、
書記、発表者など）決めたり、要点の箇条
書きをしたりすることを提案する。
②小さい目標（例　笑顔になる、大きい声
でなど）を決め、到達度を上げる。まとめ
の要点を板書してわかりやすくする。発表
の分担をする。
③教師支援の形で活動の前に補う。
　以上の３点を改善点として、2012年の日
本語の読解授業に臨んだ。

2-3-1　改善した活動型授業の実践と問題
　2012年の担当したクラスは、中級後半か
ら上級レベル、15名（中国12名、台湾１名、
韓国２名）であった。前期の目標は活動型
の授業に慣れること、後期は読んで理解し
たことをわかりやすい発表にすることとし
た。改善した授業フローはまず語彙や文法
などの言語知識とテーマの背景知識の共有
することから始めた（1）。すなわち学生に発
問形式で答えてもらい、知識を共有した。
テーマがイメージできるように、背景の情
報やデータも示した。その後に各個人によ
る本文の読みと質問シートに書き込んでも
らった。教師が分けたグループに分かれて
質問シートの答えの確認やコメントの話し
合いをした。皆の前でグループごとに発表
した。最後に個人で活動についての振り
返ってもらった。12年前期の授業（2）の実践
した概要を述べる。活動型の授業に慣れる
ために、話し合いをすることに時間をかけ
た。また話し合いで理解を深めることを体
感していることも毎回説明した。学期初め
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から５回くらいまではペアでの話し合いに
した。話しやすい雰囲気を作り、話すこと
の抵抗感をなくしていった。そして意見を
出し合いまとめていってもらった。その後
にグループにして同じ形で話し合いと発表
をしてもらった。最初は日本語で話し合う
ことを伝えていたが、同じ国の人のグルー
プはどうしてもその言語（特に中国語）に
なってしまう。とりあえず、話し合いで伝
え合うことができればよしとした。グルー
プワークにしてから、各グループの小さい
目標を立ててもらった。例えば、役割を決
めること、笑顔をみせること、具体例を挙
げることなどやりやすいものを書いてもら
い、実行してもらった。このことで自信を
つけて次の発表に向かってもらった。
　「ファストフード」の記事ついてグルー
プワークの実践例をあげる。
　「ファストフード」の身近な設問、「どん
なイメージがあるか」「何を食べるか」「何
がファストフードだと思うか」等を出して
背景知識を補った。本文の語彙や文法の確
認をしてから、アンケート記事の本文を読
んでもらい、質問シート（3）に答えを書き込
んでもらった。その後、グループに分かれ
て、答えについて話し合った。グループ分
けは教師が学生の特徴（男女、国別、性格
など）を考えて分けた。３－４名で４グルー
プになり、話し合ってまとめていき、発表
した。

「ファストフードとは何だと思うか」につ
いて
①グループ　ハンバーガー、フライドチキ
ンなど速い、安いが特徴
②グループ　ハンバーガー、フライドチキ
ン、牛丼、そば、ラーメンなどチェーン店

の物
③グループ　回転寿司も含まれる外で食べ
るもの、ファミリーレストランの食事も
④グループ　コンビニの弁当やおにぎり
も、学食も　
　①、②グループは全員の答えを全部出し
ていた。③グループは何とか共通性を出そ
うと定義づけをしていた。④グループも定
義づけを参考にしていたが、いくつも例が
でてきて、まとめられなかった。
　自分たちの毎日の食事を考えて、何が
ファストフードなのか発表していくうちに
範囲が広がり線引きができなくなっていっ
てしまった。現在の外食がいろいろな要素
が含まれていて、簡単に定義づけができな
いことが分かった。ここでは一つの解答を
出すわけではないので、現状が認識できた
ことで終了した。テーマ内容について、深
く考えることができ、印象づけられたので
はないかと思う。
　前期では、活動型に慣れることを大きな
目標としたので、うまくいく場合もいかな
い場合も含めて体験したことはよかった。
まだグループでまとめていく形や、発表の
仕方ができていなかったが、これは後期の
課題とした。

2-3-2　後期授業の実践と問題
　12年後期は、読んで理解したこと、それ
についての自分の考えをみんなにわかるよ
うに発表することを目標としているので、
慣れてきた話し合いの中でまず、要点の説
明ができるようになることを練習した。そ
して皆のいろいろな意見をどうまとめてい
くか考えてもらった。例えば共通性を取り
出す、納得のいくのだけ述べる、全部列挙
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などである。また、みんなの前での発表に
ついては、発表方法をどうしたらよいかも
考えてもらった。注意点（声を大きく、読
まない、笑顔でなど）や内容の提示順など
は具体的なモデルを示しながら説明して、
これらをみんなの他者評価や自己評価の基
準にした。
　実践例は「地球が危ない」で挙げる。
　これは地球環境のテーマで一般論をわか
りやすくした文章である（5）。身近なところ
から考えてもらおうと、本文を読む前に環
境問題で知っていることを答えてもらっ
た。地球温暖化やごみ問題、大気汚染など
が上がった。毎日の生活目線から気づいた
ことを述べてもらい、環境問題についての
イメージができたところで、本文の読みと
質問シート（4）への書き込みをしてもらっ
た。その後、各グループ（３名５グループ）
に分かれて話し合ってもらった。話し合い
と発表について目的を板書して明確にし
た。それは話し合いについてはみんなの意
見をまとめ上げること、発表については分
担して全員で行うこととした。どんな解決
策があるかも考えてもらった。
　話し合いは、日本語で始まっていたが、
いつの間にか母国語になっているグループ
が多かった。教師は各グループを回り、話
し合いが弾まないグループでは一緒に考
え、具体例を出した。そして話し合ったこ
とをまとめ上げてもらった。まとめができ
ない場合は、どんな話をしたか経過説明を
話すように指示した。
　①②③④グループは一般的な問題例を出
していた。エネルギーの使い放題、便利さ
だけ考えている、ごみが増えている、道路
が汚い、自動車の増加、都市に集中してい

るといった問題点から、対策を挙げていた。
電気やPCのつけっぱなしをしない、割り
ばしやレジ袋をもらわない、ペットボトル
はリサイクル、過剰包装の多いものを買わ
ない、たばこをやめる、車より自転車、ご
みの分別などである。最後に発表した⑤グ
ループは、意見がまとまらず、経過を話し
てくれた。「汚すことを法律で罰すれば、
ごみや汚染も減る。その例として日本では
千代田区の路上喫煙禁止があり、破った人
は罰金がある」という意見が出た。しかし、
「法律にすればいいというものではなく、
小さい時から、マナーとして教育していっ
た方がいい」と反論も出たという。その後
聞いていた学生から、ネット情報で調べだ
し、他の国で法律にしている例をあげてく
れた。また学校で環境問題の教育があるこ
とも調べてみんなに知らせてくれた。さら
にコンビニでバイトしている学生が「分別
ごみは意義があるんですね」と述べた。生
活の体験と授業内容がつながったことの実
感だと思う。結論を出してはいないが、学
生の意識の中に法律より教育を重視した方
がよいという方向を見出していたようだ。
このように一つの発表から啓発されて多く
の意見が出たのは面白かった。この後で、
振り返りをしたところ、以下の通りになっ
た。自由回答である。
・よく話し合い、コメントを出せた。（11/15
人）
・他のグループの発表で色々気づいた。（８
/15人）
・よく考えていなかったので、もっとよく
考えればよかった。（２/15人）
・まだ発表仕方がうまくいかなかった。（１
/15人）
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・他のテーマ（経済問題）でも話し合いた
い。（１/15人）
　この振り返りを見ると、活動で各グルー
プの情報共有と活性化ができたと思われ
る。それは、テーマが11年よりはやや抽象
化しているが、一般的で時事の問題が含ま
れ、情報も理解しやすいものであったこと、
また発表から気づいて発言したり、調べて
述べたり、認識不足と自覚するなど内容に
ついて考え出して外へ発したこと、さらに
新しいテーマでも考えたいと意欲が出たこ
とである。言語知識の不足の問題はなく、
テーマ内容についての答えが多くなった。
発表の仕方についての不満は、自分の思っ
ていたことがうまく伝わらなかったことに
気づいてのものであった。

2-4　まとめと課題
　最後に学期末に授業のアンケートを取っ
た。「できるようになったこと」と「まだ
不足、問題点は何か」を自由記述で挙げて
もらった。
できるようなったこと
・文章の要点、キーワードの取出し、構成
がわかる（11/15人）
・自分の意見や考えを表現できる（12/15
人）
・色々な意見を聞けて面白かった（１/15
人）
不足・問題点
・小説やエッセイの言葉や意味が難しい

（10/15人）
・文章把握は大丈夫だが、自分の考えをま
とめるのが不十分（４/15人）
・語彙量が不足（２/15人）
・感想を書くとき、いつも思い浮かばない

（１/15人）
・長い文章は集中力が下がる（１/15人）
　12年の前期と後期を合わせてみると、語
彙や文法などの言語知識の不足は補って改
善は見られたが、まだ十分ではない。しか
し話し合いで理解を深めていけるように
なった。それはグループでの答えを質問
シートに整理して書き込み、発表内容が分
かりやすくなっていることからわかった。
自分の考えを外へ出すことが難しいこと、
その時の語彙も不足していることを認識し
たことは成果である。

３活動型授業の効果と課題

　活動型の授業の特徴は、各自が読んで理
解したことを話し合いで確認して、他の答
えを聞いて気づいたり、知識を広げたりす
ることである。そして意見をまとめ上げる。
それをわかりやすくしてみんなの前で発表
することである。
　前述のように、背景知識のある学生がい
ると問題提起でき、周囲を巻き込みながら
テーマ内容を振り下げていくことができ
る。しかし、いない場合は（前述では①②
③④グループのような発表）意見形成にお
いて、自分の考えでなく常識的な考えや
ネット情報から写したもので、受け流して
いると思われる。
　今後の課題は、その一般常識を自分の身
に置き換えて考えたり、好悪の判断などを
したりするところから始め、意見形成をさ
せていくことである。
　また発表は誰もが苦手でハードルが高
い。緊張をしなくなるだけでもよしと考え
る。
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　さらにみんなにわかってもらえる話し方
となると、そのスキルを練習しなければな
らない。
　ある学生に「この授業は発表の授業か読
解の授業かわからなくなった」と言われた
ことがある。わかってもらえる発表は毎回
練習しないと、身に付かないので発表に重
点が移ってしまったように見えたのだろ
う。しかしこの話し合いと発表はあくまで
テーマ内容の理解を深めるための方法であ
る。発表ができて満足するのではなく、そ
の後の質問などで気づきが内容理解を深め
ていくことになる。また振り返りも同様で
ある。
　読解の授業に活動型授業の方法を取り入
れ、実施してみた。読みの理解を深めるに
はどうしたらよいかということから始まっ
た。読む行為は個人の目的や興味などで
様々な読み方がある。当然理解も自分に
とって都合のいいように受け取るはずであ
る。クラスで行う場合は、言語知識を共有
した後自分の読みを仲間に認めてもらい、
さらに仲間の読みから理解を深めていくこ
とが特徴になる。一人読みよりみんなで読
んだ方がよいと実感できる授業をしなけれ
ばならないと考えている。

　この論は、2013年７月20日　第14回国学
院大学日本語教育研究会にて発表したもの
を修正してまとめたものである。

注
（１）　�外国語教育の中で、英語教育の教授法はよ

く知られている。高梨（2000）は、現在の
教授法はボトムアップモデル（言語知識の
積み上げ）とトップダウンモデル（予測、
情報の選択、背景など）の両方を取り入れ

た相互作用モデルを実施しているという。
これを参考にして教師主導ではなく、支援
の形で学生のスキーマ形成を行った。内容
を考えてもらうのが目的なので、知識を伝
えて終わりにはしないようにした。言語知
識と内容とのバランスが難しいところであ
る。

（２）　2012年前期日本語読解Ⅰ　授業計画
１回 授業説明　日本語歴アンケート
２回 他者紹介①ペアでインタビュー　まとめる
３回 他者紹介②　発表する

４回 新聞記事「花見客」要点取り　コメントで
全員での話し合い

５回 新聞記事を選んで①レジメに要点書き込み 
ペアで説明　発表の仕方を考える

６回 新聞記事を選んで②発表　活動について振
り返り

７回 新聞記事「新人諸氏」要点取り　コメント
で全員での話し合い　

８回 アンケート記事「ファストフード」①読み 
要点取り　グループで話し合い

９回 アンケート記事「ファストフード」②グルー
プで発表

10回 コラム「自販機」読みと要点句取り全員で
コメント

11回 ビデオ教材「しんちゃん」行動から心情を
読み取る　全員でコメント

12回 コラム「天声人語」要点取りと説明
13回 コラム「天声人語」コメントの話し合い　
14回 コラム「天声人語」の読みとまとめ

2012年後期日本語　読解Ⅱ　授業計画

１回 後期の授業説明　記事「地熱発電」要点取
りとその説明

２回 コラム「天声人語」読み　ペアで要点の説
明　発表方法

３回「天声人語」の続き　語彙・表現の確認　
アンケート記事「後ろに座る学生」

４回 記事「学士乱立」要点取り　コメントで全
員での話し合い

５回 小説「なぞのロボット」結末予想①　読み 
グループでの話し合いとまとめ

６回 小説「なぞのロボット」結末予想②　グルー
プでのまとめと発表　振り返り

７回 記事「イグノーベル賞受賞」要点取り　コ
メントで全員での話し合い
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（３）　�「ファストフード」の質問シート2012年改
良版

参考資料　朝日新聞2007年４月７日付　「be　
ファストフード」

ファストフードの記事を読んで話し合い
目的　記事本文の理解と自分の考えを表すこと
　　　理解したことを述べること
　　　さらに考えたことをみんなに話すこと
質問
ファストフードは日本の外食文化の一部になっ
ているという。その理由は何か。
自分の答え

ファストフードとは何か、何があるか。
自分の答え

グラフ統計から気づいたことを述べよ。

（４）　「地球が危ない」の質問シート
参考資料日本広報協会『地球が危ない―環境を守
る暮らしの提案』『文化中級日本語Ⅱ』文化外国
語専門語学校

【読む前に】
環境問題で思い浮かぶことを書いて下さい。言
葉だけでもいいです。
身近なことでは何か。
漢字語彙
澄み切った空　　緑に覆われた　　輝き　　産
業革命　　技術革新　　薪　　崩れていく　　
汚染　　飽和状態　　下水道　　土壌　　保た
れて　　実践する

内容についての質問
2段落　私たちは自然の流れとは別の生活リズ
ムを持ち始め・・とはどんなことか。

3段落　環境問題で特に深刻な問題は何か。

4徐々に環境が悪くなっていった原因は何か。

5私たちの生活一つ一つを見直し、実践してい
くのは、どんなことか。

内容理解　１人作業　各段落の大事なところに
下線を引くこと、簡単に要点を取り出しておく
こと

1
グループでやること
グループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
グループメンバー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
話し合うこと
キーワードは何か。
筆者のメッセージ
環境問題で何に関心があるか。
振り返り
今回の話し合いはどうだったか。お互いに意見
交換や気付いたことなどがあったか。

発表はどうだったか。

発表を聞いていて、面白いもの、興味を引いた
意見があるか。

2

（５）　�吉田他（2000）によると、教材は読み手の
文化背景を考慮して、言語能力のレベルよ
り少し難しい程度で論旨ができるだけ明確
なテキストという。構成が分かりやすいも
のを選んだ。

参考文献
池田玲子・舘岡洋子（2007）『ピア・ラーニング

入門』　ひつじ書房
石井陽子・幸田佳子（2012a）『教師主導型から活

動型のはざまで―脱タスクを目指して―』2012
年度日本語教育学会実践研究フォーラム予稿集

石井陽子・幸田佳子（2012b）「教師主導型から活

８回 記事「親　就活の手助け」①要点取り　ペ
アで説明し合う

９回 記事「親　就活の手助け」②コメントも含
めてペアで発表

10回 コラム「地球が危ない」①　要点取り　グ
ループで話し合い　

11回 コラム「地球が危ない」②　グループでの
まとめと発表

12回 コラム「日々是修行」抽象文の要点取り　
コメント

13回 記事「カラオケの多様化」要点取り　コメ
ント

14回 総まとめ　アンケート
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動型授業の改善の考察―脱タスクを目指して
－」　『WEB版日本語教育実践研究フォーラム
報告』2012年度版

幸田佳子（2013）『活動型授業への展開と課題　
国学院大学留学生の例から』第14回国学院大学
日本語教育研究会2013年７月20日発表資料　

高梨庸雄・卯城祐司　（2000）「第１章　読むとい
う行為にふくまれるもの」『英語リーディング
事典』　研究社

舘岡洋子著　（2012） 関正昭編　平高史也編著『読
解教材を作る』スリーエーネットワーク

細川英雄他編　津村奈央著（2008）『日本語教師
のための「活動型」授業の手引き―内容中心・
コミュニケーション活動のすすめー』スリー
エーネットワーク

吉田信介・吉田晴世・三根浩（2000）『「読む」こ
と』竹内理編著『認知的アプローチによる外国
語教育』松柏社
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はじめに

　ドイツの「過去の克服」とは、ナチス・
ドイツの暴力支配がもたらした帰結に対す
る戦後ドイツの様々な取り組みの総称であ
る。具体的に言えば、ナチスの不法の被害
者に対する補償、ナチス体制下の犯罪に対
する司法的な訴追、ネオナチの規制、現代
史重視の歴史教育など政策、制度面での実
践と、これらを支える精神的、文化的活動
を含む（1）。わが国におけるドイツ現代史、
ナチズム史に対する関心は高く、同じ敗戦
国である（旧西）ドイツの「過去の克服」
も詳細に紹介されてきた。しかし、ドイツ
の「過去の克服」が日本人にどのように読

まれているかは必ずしも明らかではなく、
他国から見たドイツ「過去の克服」の姿は
余り問われることがなかったように思われ
る。
　ナチ時代を直接的に経験し、後の人生に
大きな刻印を受けた同時代世代は鬼籍に入
りつつあり、その意味で、「同時代である
ことから別れ」て、ナチ時代が歴史の一部
になりつつある（2）。そうした状況下で、新
しい世代がナチズムの過去をいかに継承す
るかが現在の課題である（3）。そうした点は、
ドイツでも日本でも変わりはない。
　現在、筆者は45歳で、父親が73歳、母親
が69歳である。筆者が日ごろ大学で接する
学生が18歳から20代前半とすれば、彼ら自

ドイツ「過去の克服」と日本人大学生

白川　耕一

【要　旨】
　ナチ時代を直接的に経験し、後の人生に大きな刻印を受けた同時代世代は鬼籍に入りつつあり、その
意味でナチ時代は、同時代の事件ではなく、歴史の一部になりつつある。そうした状況下で、新しい世
代がナチズムや戦争の記憶をいかに継承するかが現在の課題である。記憶の継承という点で、日本も状
況は同じである。現在の日本の大学生は、彼ら自身や彼らの親が第２次世界大戦を経験していないだけ
でなく、彼らの祖父母も実質的に戦争を体験していない場合も多い。大学生は、（伝承された）記憶とし
てではなく、歴史として第２次世界大戦に接することになる。筆者は、2009年度に一般教養課程の講義
において、戦後西ドイツ社会がどのようにナチズムの過去に向き合ってきたのか（「過去の克服」）につ
いて論じ、受講学生には学期末試験としてドイツの「過去の克服」について感想を書いてもらった。感
想から浮かび上がるのは、ドイツの不十分な「過去の克服」に対して学生は批判的であるということで
ある。しかし、日本の加害の過去について、彼らの姿勢は複雑である。上の世代が考える以上に、若い
世代は過去に対して真摯に向き合おうとしているように思われ、日本政府や企業が謝罪しなかったり、
補償しなかったりしたことを残念に思っている。しかし、曽祖父の世代の行為の責任を、若い世代が継
承することに対して、学生から疑問の声も発せられており、切り離された過去に対していかに関係を切
り結ぶのか、いかに過去に向き合うべきなのか、戸惑いを見せる学生も少なくない。

【キーワード】
ドイツ　　日本人大学生　　過去の克服　　第２次世界大戦　　歴史意識　　ナチズム

研究論文



─ 12─

國學院大學教育開発推進機構紀要第 5号

身や彼らの親の世代が戦争を経験していな
いだけでなく、祖父母も実質的に戦争を体
験していない場合も多いように思われる。
新しい世代は、記憶としての第２次世界大
戦とは切り離され、歴史として第２次世界
大戦に接する世代といえよう。戦争犠牲者
に対して大学生がとった不遜な態度が問題
になったことがある（4）。確かに犠牲者や彼
らの苦しみに対して敬意を欠いてはならな
い。だが、若い世代の発言や行動の背後に
は、彼らなりの戦争の記憶への接し方があ
るのではないだろうか。
　ドイツ「過去の克服」の経験の日本にお
ける受容、ファシズムの経験の若い世代へ
の伝達という２つの点から、現在の日本人
の若い世代の意識を知ることは重要である
ように思われる。本稿は、大学生に学期末
試験の一部として書いてもらった小レポー
トを素材としながら、過去に対する彼らの
意識を検討したい。

「過去の克服」1933年～2009年

　「過去の克服」に対する学生の態度を検
討する前に、受講学生や講義内容について
簡単に述べておこう。筆者は2009年度後期
に、ある大学で一般教養科目として現代史
の講義をおこなった。受講者（登録者数
203人）の約９割が１年生であり、文系出
身の学生も少なくないが、大多数は理系出
身者である。そのため、概して言えば、歴
史（学）に縁遠い学生であり、彼らがドイ
ツ現代史に関する比較的専門的な講義を受
けるのは今回が初めてであろう（5）。
　「ナチズムの過去と戦後―ドイツの経験
を中心に―」と題された全14回の講義のう

ち、前半７回で1933年から1945年までを扱
い、後半７回を戦後の西ドイツにおけるナ
チズムの過去との付き合い方についての説
明に充てた。ナチ時代から説き起こしたの
は、戦後における「過去の克服」はナチ時
代におけるドイツ人の経験に大きく影響さ
れている、と考えたからである。
　私たちは、ナチ体制がドイツ人を暴力に
よって抑圧したと考えがちである。しかし、
最近の社会史研究はナチ体制と国民との絡
まり合いを指摘している（6）。例えば、強制
収容所から自治体に支払われる税金や商品
需要、収容所建設に伴う雇用拡大を期待し
て、近辺に収容所が設置されることを歓迎
する自治体もあった（7）。戦争の危機を懸念
しながらも、かつての栄光を回復するヒト
ラーの外交的成果に満足するドイツ人も多
かった。第二次世界大戦は、ナチス・ドイ
ツによるポーランド侵攻に始まるが、ドイ
ツ人は開戦を「止むをえないもの」として
とらえた（8）。
　第２次世界大戦期については、ドイツ人
は戦争を「犠牲者」として経験したことを
説明した。ナチ政府の宣伝によって、「世
界中のユダヤ人によるドイツ人に対する戦
争」として戦争を人々はとらえており、空
襲はその最たる表現であった（9）。戦時中、
空襲の被害者にはユダヤ人から奪った財産
や住居、占領地から集められた食糧や物品
が与えられた（10）。
　第２次世界大戦終了直後、ホロコースト
や強制収容所の惨状に接したドイツ人は、
惨状を連合国による反ドイツ「プロパンガ
ンダ」と見なした（11）。強制収容所を解放
したアメリカ軍は周辺住民に収容所を強制
的に視察させ、遺体の埋葬作業を強制した。
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このことは、かえってドイツ人に自らが占
領軍の「被害者」であるという意識を植え
つけることにつながった（12）。彼らはドイ
ツ人自身が蒙った戦争被害によって、ナチ
ス・ドイツがおこなった犯罪は「相殺」さ
れたと考えた。残された強制収容所跡さえ
も、バイエルン州政府は撤去しようとした。
それに抗議するフランスは、西ドイツとの
間で結ばれたパリ条約（1955年）に、収容
所跡地撤去を禁止する条項を加えた（13）。
だが、ダハウに強制収容所跡を示す祈念碑
が建立されたのは、戦後20年が経過した
1965年であった。
　ナチ党、政府、軍首脳部を裁いたニュル
ンベルク裁判、継続裁判に、ナチ犯罪をド
イツ人に知らしめる効果があったのは確か
である（14）。しかし、占領下でおこなわれ
た非ナチ化は不十分なまま終了した。
　1950年代、再軍備において旧軍関係者の
支持を取りつけたい西ドイツ政府は、旧軍
の犯した戦争犯罪を不問に付し、さらには
連合軍に働きかけて名誉回復をおこなっ
た（15）。西ドイツは「人道の罪」を継承せず、
ナチ犯罪は一般の刑法上の犯罪として扱わ
れ、過去の追及に消極的な世論の下で、ナ
チ犯罪の一部は時効を迎えた（時効論争）。
70年代に社会民主党政権下において西ドイ
ツ＝ポーランド間での教科書対話が本格化
したものの、ドイツ人の間でナチズムの過
去を忘れたいという意識は強いままだっ
た（16）。そうした傾向に歯止めをかけたの
が、アメリカ映画「ホロコースト」の西ド
イツ放映であった（17）。放送後、ナチ犯罪
に対する時効が廃止された。
　ユダヤ人だけがナチ犠牲者ではない。た
とえば、断種･不妊化手術を強制的に施さ

れた者、「安楽死」作戦の対象となった障
害者、「反社会的分子」（犯罪者、風紀逸脱
者、ナチの規範に逆らう人々）、シンティ
＝ロマ（＝ジプシー）はナチスによって迫
害された上、1950年代の補償の対象から外
されてきた。彼らのような「忘れ去れた犠
牲者」は、80年代にはいってようやくナチ
被害者として認知され始めた（18）。1985年
５月、ヴァイツゼッカー大統領は「荒野の
40年」と題された演説をおこなった。演説
によって、「過去に取り組む西ドイツ」と
いうイメージが国際的に定着しただけでな
く、過去への取り組みが西ドイツの政治文
化の中にも定着した。
　90年代、アメリカにおける集団訴訟に促
されて、ドイツ政府と企業は第２次世界大
戦中ドイツに連行され、労働を強いられた
元外国人労働者への補償をおこなったが、
それは良好な対米関係を保ち、アメリカ市
場を維持したいという外交的・経済的配慮
に基づいていた（19）。他方、これまで表に
出ることがなかったドイツ人自身が持つ被
害者意識がマスコミを席巻した（20）。ドイ
ツ現代史家ノルベルト・フライ（イエナ大
学教授）は、ドイツ人自身の犠牲者意識が
前面に押し出されることで、ナチスの犠牲
者に対する共感が失われる可能性があると
指摘した（21）。
　一連の講義で強調したことは、４点にま
とめることができる。第１に、1945年以前、
ドイツ国民の少なくない部分がナチ政府を
支持しており、ユダヤ人財産の略取におい
ては住民たちも加害の一端を担い、それか
ら利益を得た。第２に、第２次世界大戦中
はナチ政府の宣伝によって、戦後は連合国
による「不当な」扱いによって、ドイツ人
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は自らを「犠牲者」と見なした。ドイツ人
自身が「犠牲者」であるという意識は戦後
長らく続いた。第３に、「過去の克服」は
1970年代末以降、西ドイツの政治文化の中
に定着した。第４に、90年代には元外国人
労働者への補償が進む一方、「被害者とし
てのドイツ人」の意識が強くなるなど、「過
去の克服」に対する揺れ戻しもあった。
　なお、80年代～90年代における日独にお
ける歴史意識を相違の比較を若干試みた（22）

以外、日本における過去の取り組みについ
ては全く触れなかった。

「過去の克服」に対する大学生の意識

　学期末試験において、講義で扱ったテー
マを２つ選んで内容を論述し、それを踏ま
えて、（a）ドイツの「過去の克服」につい
ての感想を述べるか、（b）日本の「過去
の克服」に提言するという課題を課した。

（a）または（b）の解答を準備させるため、
試験問題をあらかじめ公開した。
　単位評価を伴う試験という性格もあり、
答案に書かれた内容は学生の正直な見解と
は必ずしも言えないかもしれない。学生も
ポリティカル・コレクトネスを一定程度意
識すると考えられ、ドイツの「過去の克服」
を完全に否定する学生はいなかった。とは
いえ、答案を通じて、ドイツの経験に関す
る学生の、多様で率直な意見を垣間見るこ
とができたように思われる。
　「ドイツは、ナチスによって様々な罪を
犯したが、この過去の克服のためにしっか
りと取り組んできたと思う」（23）、「EU［－
欧州連合］の中心国として、ドイツが信頼
されているのは、過去の克服がおこなわれ

たがゆえ」であるというような（24）、日本
もドイツの「過去の克服」に学ぶべきだと
いう声が多くなることは予想され、答案の
中でもそうした見解は多数派を占める。
　だが、旧西ドイツ・ドイツの「過去の克
服」についてむしろ批判的なまなざしも向
ける学生も少なくなかった。
　　�［非ナチ化が不十分なままに留まった

ことに対して、］多くの関係者を裁く
のに時間がかかりすぎているように思
いました。教科書の問題も長い間、当
時についての詳しい内容は書かれてい
なかったということで、ここでもドイ
ツの反省しきれていない面がかいま見
れました。これらにかかった時間を無
駄な時間とは言えないかもしれません
が、もっと早く様々なことが動いてい
ればもう少したくさんの人、例えば忘
れられた被害者とされる遺伝病疾患の
人たちが救われたと思い悔やまれま
す。（２年生）（25）

　　�補償されずに亡くなった人も数え切れ
ないほど多くいるだろう。もう少し早
くから、過去の克服を行うべきではな
いだろうか。そうしていれば、1960年
頃、若者の教育が不十分で迫害された
ユダヤ人は迫害されずに済んだだろう
し、「忘れ去れた被害者」たちも忘れ
さられずに、補償を受けることができ
ただろう。（１年生）（26）

　　�しかし、私は補償や謝罪をしたからと
いってその罪が許されるわけではない
と思う。ましてや、多くのユダヤ人た
ち被害者はすでに亡くなっているの
で、その本人たちにたいして罪を償う
ことは不可能である。過去の克服とい

0 0 0 0 0 0 0
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うこのような行動を起すことによっ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

て
0

、加害者たちの罪悪感を取り払って
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

いるだけのような印象を受けた
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

。また
ドイツ人たちがこのナチス時代の行わ
れてきた数々の残虐な行為を忘れたい
という意識を持っているようでは過去
を克服しているとは言えない。（１年
生）（27）

ナチズムの過去に対するドイツ人若者の意
識の高さがしばしば引き合いに出される
が、これに対する批判も見られた。
　　�人は過去に戻って自分の行為を改める

ことはできないし、死んでしまったら
賠償のしようもされようもないのであ
る。人々は国家的な犯罪であれ、単独
的な犯罪であれ、苦しんだ人々の視点
で問題を克服すべきである。過去の克
服は、被害者の赦しをもって初めて終
わりを迎える。アンケートをとるべき

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対象は
0 0 0

［ドイツ人の］若者ではない
0 0 0 0 0 0

。
戦争被害者たちである
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、彼らの意見が
0 0 0 0 0 0

答えなのである
0 0 0 0 0 0 0

。（１年生）（28） 

学生は、被害者たちが高齢、あるいは死去
する前に、謝罪や賠償を行うべきであった
と考えている（29）。ドイツの過去の克服を
見る際、私たち研究者は知らず知らずのう
ちにドイツ人の視点と一体化していたこ
と、西ドイツの「過去の克服」の達成を評
価する一方で、その不十分さに目が向いて
いなかった点は反省させられた。「ドイツ
人の若者以上にナチ被害者の見解を重視す
べき」という意見は、新しい世代の立場か
ら見た「過去の克服」の姿として鋭い指摘
ではないだろうか。
　　�そもそも［第２次世界大戦中、―引用

者補足］ドイツ人がユダヤ人を踏み台

にして幸せな生活を送っていたことも
問題であるが、それらに対する罪の意
識を持つことが遅れたことや、賠償を
早くからしっかりと行わなかったこと
の方が大きな問題であると思う。時効
論争をしている間にも多くの被害者が
亡くなっていき、多くの遺族が悲しん
だことを忘れずに、現在生きている後
世のドイツ人にも少しは罪の意識を感
じながら生きていくべきと感じた。（１
年生）（30）

　　�90年代には長いこと放置されていた外
国人労働者に対して賠償金が支払わ
れ、ヨハンネス・ラウ大統領が謝罪の
言葉を述べた。しかし、そこに至るま
でには第２次世界大戦が終了してから
54年の日々を経ており、もっと早くこ
のような措置をとれなかったのかと憤
りを感じた。若い者たちは資料や映画、
人の話からナチ問題に対する関心を
持っている人が多い、しかし、ナチ犯
罪を体験した高齢者たちがあまりナチ
問題に関心を示さず、関わりを持ちた
くないという意識をもっていることは
問題だと思った。（１年生）（31）

　　�大戦が終了してから随分と長い間、犠
牲者への補償がおこなわれなかったこ
とに疑問を感じた。［…］被害者や、
その遺族が高齢になっていてもなお、
問題に対して目を背け続けてきたこと
が信じられず、衝撃的であった。（１
年生）（32）

「もういいではないか」に賛成

　ドイツの「過去の克服」に対して厳しい
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声が発せられる一方で、ドイツ人は「過去
の克服」を十分に果たしており、過去に関
わり続けることを終わりにすべきという声
も見られた。講義において、「過去の克服」
に対するドイツ人の態度を数的に明らかに
するため、アレンスバッハ研究所の世論調
査結果を提示した。例えば、「ナチの過去
についてもう多く述べるべきではなく、ひ
と段落つけるべきか」という問いに対して、
賛成と答えた者の割合は59％、反対と答え
た者の割合は32％であった（1995年２月実
施）。1995年３月の調査では、「過去50年間
にドイツ人は十分に過去と向き合って来た
と思いますか」という問いに対して、63％
は「そう思う」と答え、30％は「不十分」
と回答した（33）。こうした調査結果から、
ナチの歴史にかかわり続けることにひと段
落つけたいというドイツ人の態度を読み取
ることもできよう。このような動向を、学
生は以下のように見ている。
　　�他のどの国と比べてみても、ドイツの

賠償に対する真剣さは強いように感じ
る。ただ、「過去の克服」に関して、
もう十分すぎるくらい償ってきたので
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

はないだろうか
0 0 0 0 0 0 0

、とかんじる部分は多
0 0 0 0 0 0 0 0 0

くある
0 0 0

。ドイツ人はこれからもずっと
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

“ナチスドイツ
0 0 0 0 0 0

”という暗い過去を背
0 0 0 0 0 0 0 0 0

負い続けていかなければならないのだ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ろうか
0 0 0

、という疑問は多少残った
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

。し
かし、こういった過去から目をそらさ
ずしっかりと向き合うドイツの姿勢か
らは学ぶものが多くあるだろう。（２
年生）（34）

　　�まずは自分がしたことの非を認め、そ
の上で、どうやってこれから償ってい
こうかと考える。これが非を克服する、

ということで、何事にも通じる部分で
はないか。そういった面でドイツ人は

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

すでに過去を克服している
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、と考えて
0 0 0 0

もよいのでは
0 0 0 0 0 0

、と私は思う
0 0 0 0 0

。実際、ド
イツ人の約半数の人が「ドイツ人は過
去にこだわりすぎ」と考えているとい
うアンケート調査がある程だ。（２年
生）（35）

　　�過去に起こったことはどうしようもな
いので、今更ドイツを批判することは
ないようにしたい。（１年生）（36）

「過去の克服」に真摯に取り組むドイツ人
の姿勢に共感しながらも、学生は終わるこ
とのない「過去の克服」に不安を抱いてい
るようである。「ドイツ人はもう十分責任
を果たした」という声は、日本人である学
生自身が持つ、日本の過去に対する心情と
関係があるように思われる。日本の過去を
めぐる問題においても、「ひと段落」つけ
たいと考えているのではないだろうか。
　　�しかし、昔のことをいつまでも言われ

つづけるのもつらいこととおもう。こ
れらの歴史があったことを国民として
考え続け、心に留めておかなければい
けないが、その犯罪にかかわっていな
い世代の国民がいつまでも言われ続け
られなくてもいいと思う。例え

0 0

（ママ）、
私が他の国の人に
0 0 0 0 0 0 0 0

「日本人は南京大虐
0 0 0 0 0 0 0 0

殺などをやってきた悪だ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

。」と言われ
0 0 0 0

ても
0 0

、日本の国民としてその事実は
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

しっかりと心にとめているが昔のこと
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

をいわれても困し
0 0 0 0 0 0 0 0

（ママ）、いやである
0 0 0 0 0

。
よって過去のことを忘れ去らず目を背
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

けなければ最終賠償を行ってもいいの
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ではないかと思う
0 0 0 0 0 0 0 0

。一番残酷なのは、
何も無かったことにされることであ
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る。最低限の補償をし、公では語られ
ないが、心の中で過去を留めておく、
ドイツの過去の克服は良かったと思
う。（１年生）（37）

　ドイツの「過去の克服」の事例は、やは
り日本の過去との向き合い方に跳ね返る。
試験において、47人が設問（ｂ）「ドイツ
の例を踏まえて、日本の「過去の克服」に
提言する」を選択した。ドイツの過去の克
服を支持する一方、学生は日本のとりくみ
の不十分さを指摘した。
　　�ドイツにおける「過去の克服」では、

自分がナチ犯罪という大きな犯罪行為
に少しでも関わっていたことを直視し
たくないがために、しっかりと過去の
克服に対してけじめがつけられなかっ
たように思える。しかし、日本におけ
る「過去の克服」では、ドイツのもの
よりもひどい状況が起きるのではない
かと考えられる。過去を直視したくな
いと感じる以前に、過去をしっかりと
見ていないのだ。（１年生）（38）

第２次世界大戦の記憶において、日本人が
強い被害者意識を持っていることはしばし
ば指摘されるが、学生もそれに気がついて
いる（39）。日本がドイツほどの「過去の克服」
を行っていないことを認識した上で、以下
のような発言がみられた。
　　�しかし、日本も賠償を行っていないと

いう訳ではない。東アジアの周辺諸国
に対する資金援助はかなりの高額であ
るし、莫大な利益が生まれる先端技術
を教えている。このような日本の周辺
諸国への対応は戦後の賠償や補償と
いったものに含まれていいのではない
だろうか。表沙汰に「今回、戦後補償

として資金や技術を提供します。」と
一言宣言していれば、中途半端な賠償
にならなかったと感じる。早くに相手
国の意見を最大限に尊重した金額をは
らっていれば、けじめはつけられたは
ずである。このままだとことあるごと
に、賠償と言われ、多大な金額を払わ
ざるをえない状況におかれていくと思
う。（１年生）（40）

　　�日本は中国等のアジアへ様々な支援を
通じて賠償もした。また唯一の被爆国
として今後このようなことが無いよう
に平和を訴えかけた。このような点で
国際的にも平和を作る活動で活やくし
てきた。日本は自国の誤ち（ママ）を
受け入れ、未来をより良いものにしよ
うとする意識が強かったからこそ、い
までは経済大国となり、過去を克服で
きた。（１年生）（41）

日本政府は「賠償問題は解決済み」として
おり、中国人または韓国人元労働者が日本
で企業を相手に賠償請求を裁判所に訴えて
も、棄却される場合が多い（42）。学生の答案
に見られる賠償や補償に対する批判的な見
解は、たとえ日本人であっても、曽祖父の
時代の行為の責任を継承することはできな
いという、若い世代の意識の反映ではない
だろうか。
　　�日本人が行った虐殺について話しを聞

く事はあまり無い。［中略］近代の戦
争について詳しく学んだ記憶も無い。
［中略］しかし、わたしは中国や韓国
についての全ての要求が正しいとは思
わない。自国に都合よく記述を変えて
いるところも多々あり、他国に何か言
う前に自国の教科書を直せといいた
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い。お互いのずれが大きく、このまま
では、ずっと過去の克服ができないま
まになってしまう。ドイツとポーラン
ドのように対話をし、他国の中立的な
専門家を入れて今すぐにも話し合うべ
きだ。（１年生）（43）

　ドイツと日本の「過去の克服」に対して
今後どうするべきかについては、「戦争の
経験を語り告ぐべき」であるという意見が
多数見られた（44）。学生たちは、戦争を体
験した世代に積極的に経験を語るように求
めている（45）。しかし、そのことは、「語り
継ぐ」、「記憶しておく」以上の方法が見当
たらないことの裏返しのようにも思える。
　　�親や祖父母の過ちを、孫の世代まで担

わせるわけにはいかない。それは尚更
だが、その過ちを覚えていることは損
ではないし、逆に得ることもあるだろ
う。知らない歴史を記憶するこのこと
がまさに「過去の克服」だといえるは
ずだ。（１年生）（46）

　確かに、戦争を現場で直接肌で経験した
者が感じた、手触り、雰囲気、におい、し
ぐさは、その場に居合せた者にしか表現で
きないリアリティがある（47）。しかし、同
時代人の証言が「過去の克服」に必ずしも
直結するわけではないことは指摘しておか
なければならない。ハロルド・ヴェルツァー

（テュービンゲン大学教授（当時））を中心
とした研究グループは、家族内の３世代間
で、ナチ期の経験がどのように孫、または
曾孫に受け継がれるかについて、141家族
に面接調査をおこなった。その結果、家族
内のコミュニケーションが「過去の克服」
に対して果たす役割について、ヴェル
ツァーは悲観的である。彼によれば、家族

の記憶の伝承の中でナチスの犯罪は全く役
割を果たしていなかった。家族の記憶の中
でナチ時代の過去が思い出されるにして
も、「ナチス」は常に他者であり、口承に
よる記憶の伝達において、自分の家族（す
なわち、祖父母、曽祖父）とナチ犯罪との
関係は見出されない。ヒトラーやヒムラー
（ユダヤ人迫害の中心的人物）を除けば、
加害者像は具体像をとっておらず、犠牲者
が思い起こされることない。その実態から
離れて、脱歴史化されて、ナチズムは家族
構成員間で記憶されていると、ヴェル
ツァーは結論づける（48）。

おわりに

　試験を採点する際に気がついたことを述
べて、まとめに代えたい。
　第１に、本稿ではドイツ「過去の克服」
に対する批判的見解を多く取り上げたが、
ドイツを参考にしながら、日本人も戦争の
過去に真剣に向き合うべきであるという態
度が若い世代の間でも大多数を占めてい
た。上の世代が考える以上に、若い世代は
過去に対して真摯に向き合おうとしている
よう思われ、日本政府や企業が謝罪しな
かったり、補償しなかったりしたことを残
念に思っている点には若い世代なりの正義
感が示されている。しかし、曽祖父の世代
の行為の責任を、自らの世代が継承するこ
とに対する疑問の声も発せられている。
　第２に、21世紀における「過去の克服」
のあり方について、若い世代は明確な観念
をもっておらず、経験を「語り継ぐ」こと
に留まるということである。それは、曽祖
父の世代の行為の責任を若い世代が引き継
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ぐことを疑問視する学生の声と大きく関係
しており、第２次世界大戦と若い世代との
間の接点がますます見えにくくなっている
ことを意味するのではないだろうか。沖縄
戦や原爆被害についての証言は、戦争の記
憶を風化させない、平和を守りたいという
意思の現れであり、大きな意味がある。し
かし、そのような重い事実を若い世代に追
体験させることを通じて、第２次世界大戦
と若い世代との間を架橋することには限界
があるのではないだろうか（49）。
　第３点目は、若い世代にとって、日本の
戦争経験とドイツのそれとは同じくかけ離
れた存在であるということである。外国と
してドイツの事例に距離があると同時に、
彼らにとって日本人の曽祖父の世代の経験
も直接的な関係を持たない遠くの存在であ
る。彼らにとって、ドイツの事例は無条件
に学ぶべき対象ではなく、ドイツの「過去
の克服」を第３者の視点から検討すること
が可能となるのではないだろうか。

追記：本稿は学生の思想に関する情報を含
むため、大学名等を明らかにすることは差
し控えたい。末筆ながら、拙い講義を忍耐
強く聴き、試験においても真摯に解答して
くれた学生諸君に心からお礼を申し上げた
い。
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１．はじめに

　保育園・幼稚園といった保育の現場で盛
んに行われている「リトミック」という活
動を、どう捉えるべきなのだろうか。教育
実習指導のために訪れた保育現場で見るリ
トミック活動は実に様々な様相を呈してい
て、その中には、「リトミック」であるの
か疑問を持つ活動もあった。しかし、そも
そも「リトミック」であるかないかを判断
する基準はどう捉えられるのだろうか。こ
の問に答えるためには、日本でリトミック
が保育に取り入れられた最初の状況につい
て調べる必要があるだろう。
　そもそも「リトミック」とはスイスの音
楽教育家エミール・ジャック＝ダルクロー

ズが考案した＜リズムによるリズムのため
の教育＞で、ダルクローズが教育の対象と
して見ていたのは音楽大学の学生だった。
しかし、ダルクローズがリトミック研究所
（学校）を建て、様々な国籍の、様々な分
野の人間が学び巣立った結果、ダルクロー
ズ・リトミックの理念から出発しながらも、
自国の文化や教育対象に従って様々なリト
ミック指導が生まれ、発展した。我が国で
も山田耕筰が学び推奨した以外に、石井漠
などによる演劇界や天野蝶など体操の分野
でリトミックが取り入れられた経緯がある
が、保育の中にリトミックが入ってきたの
は、小林宗作の功績による。小林は自身が
ダルクローズより学び、帰国して最初に成
城幼稚園主事になって以降、自ら園児達に

保育におけるリトミックの始まりに関する一考察

二宮　紀子

【要　旨】
　保育現場で様々な様相を呈するリトミック活動を捉えるため、日本にリトミックがもたらされた時の
状況に着目した。リトミックが様々であるのは、もともと音楽大学の学生を対象として考えられた教育
法を様々な国籍の様々な分野の人間が学び、自国の文化や教育対象に従って指導法を開発したことに起
因する。我が国でリトミックが保育現場で盛んなのは、理想の幼児教育を求めて欧州視察に出かけてい
た小林宗作がリトミックを薦められ、自ら学んで持ち帰り、幼稚園で指導を行ったというリトミック導
入のいきさつに由来する。本論では小林が幼児教育へ進むきっかけともなった、当時の幼稚園での音楽
事情、とりわけ律動遊戯・表情遊戯への批判に焦点を当て、リトミック導入にまつわる状況を明らかに
した。当時の教育雑誌への土川の寄稿と作品の読み込みを中心にリズムに関する考え方や律動遊戯作品
を検証し、土川が律動的表情遊戯にこめた、従来の表情遊戯との違いを明らかにした。結果、リズムと
運動の調和に関する考え方や、強い弱い、重い軽い、速い遅い、擦る動きと跳ぶ動き等の区別を、音楽
と体を合わせることで体感する等、律動遊戯にはリトミックを思わせる要素が多々含まれていることが
わかり、リトミックが導入される以前にリトミックと同じ理念と方法論を具現していた活動として、律
動遊戯を日本の保育におけるリトミックの始まりとして捉えることができるのではないかと考えた。

【キーワード】
保育　　リトミック　　律動遊戯　　表情遊戯　　律動的表情遊戯

研究論文
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リトミック教育を行い、後年は国立音楽大
学でリトミックの講師を務め、日本リト
ミック協会を設立して講習会を開き、後進
の育成にあたった人物である。小林はもと
もと小学校の音楽の教員だったが、自らの
子育てを通し幼児教育の重要性に気付いた
だけでなく、当時の幼稚園での音楽のあり
方に疑問を持ち、自ら幼児教育に携わるた
め欧州視察に出かけ、新渡戸稲造よりリト
ミックを学ぶことを勧められた。この小林
がリトミック教育を行うのに最も適した時
期を幼稚園上級と小学１年次と考えたこと
が、現在もリトミックが保育現場で盛んに
行われる礎となったのであろう。小林自身
も自らのリズムによる教育方法論を記した

『総合リズム論』の最後に、ダルクローズ・
リトミックに＜尚いくらかの欠陥がないと
はいへない＞として加えるべき研究成果を
補足しており、「リトミック」という言葉
が様々な内容を含みながら使われていくこ
とを示している。
　ところで、小林が幼児教育の道へ進む
きっかけとなった当時の幼稚園での音楽事
情であるが、小林が批判した対象の一つに

「律動遊戯」「表情遊戯」と呼ばれるものが
ある。これらは明治期に行われていた唱歌
遊戯への批判として、土川五郎が作り出し
たものと理解されている。保育内容として
あった「唱歌」を歌い踊るものが唱歌遊戯
であったが、土川はその動きが子どもらし
い動きではないと批判し、律動即ちリズム
に着目した遊戯を「律動遊戯」として発表
すると、それは文部省主催の夏期保育講習
会で10年に渡って講師を依頼されるほどに
普及した。小林の批判はその最中のもので
ある。ところが土川が当時作品と同時に発

表していた教育雑誌での論説を見てみる
と、小林が批判している「律動遊戯」や「表
情遊戯」が行われていたのと同時期に、土
川自身が「幼稚園で行われている表情遊戯
なるもの」を批判している論述があり、小
林の批判する律動遊戯・表情遊戯が即土川
の作品と断定できるかどうか疑わしくなっ
てきた。そもそも土川の「律動遊戯」はそ
の名が示すように律動すなわちリズムに着
目した作品であるのだが、小林はその辺り
をどう見ていたのか、小林が、＜全く理解
できない＞と批判した＜幼稚園で行われて
いる表情遊戯＞とはどのようなものであっ
たのか、その上で、両者の書き残した論説
から明らかにしたい。同時代に重なり合っ
ている土川と小林の活動を整理し、リト
ミックが日本にもたらされた時、日本の保
育現場ではどのような音楽活動が行われて
いたのか、小林の批判を軸に土川のリズム
論と作品を検証し、保育における「リトミッ
ク」の始まりがどのようなものであったの
かを明らかにしたい。

２．小林宗作による律動遊戯・表情遊
戯批判 

　小林による律動遊戯批判は、昭和元年、
成城幼稚園勤務時代に書かれた「幼稚園教
育の可否に就いて」に見られる。この論説
は、大正から昭和にかけての幼稚園事情を
伝えている。例えば、昭和になっても、ま
だ幼稚園には行かなくてもよい、むしろ行
かないほうがよいという認識が根強くある
ことや、二百余名の小学校入学者のうち幼
稚園終了者は五、六十名いるが半年、一年
もすれば、幼稚園に行った者と行かなかっ
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た者の差がなくなるとか、幼稚園に行く者
が少ないようなのに、園では一人の若い先
生が三十人もの園児の面倒をひとりでみて
いるなどである。さらに、小林自身も現行
の多くの幼稚園がしている保育法には満足
できないが故に、理想をかかげ新しい幼稚
園経営に乗り出したのに、幼稚園教育の重
要性がなかなか理解されないことを嘆いて
いる。律動遊戯・表情遊戯への批判は、前
述のような否定的意見が多くでる幼稚園と
いうものが事実どんな教育をしているの
か、以前小林が住んでいた家の隣にあった
幼稚園を例に書かれたくだりの中に出てく
るのだが、当時の幼稚園生活がどのような
もので、律動遊戯・表情遊戯がどのように
行われていたのか、小林がどのような点を
問題視していたのかを知るために、そのく
だりを引用したい。
　「…狭い庭に多勢の子供が、ガヤガヤ遊
んでいる。狭い所に無理に、ブランコやス
ベリダイが不調和に並べてある。やがて鈴
がなる。若い女の先生がガタガタブーブー
とマーチをひく。下手なマーチだ。オルガ
ンがコワレかけている。子供は気の毒なほ
どキチンと並んで室内に入って行く。やが
てピアノのマーチに合わせて律動遊戯やら
表情遊戯等が行はれる…（中略）…やがて
唱歌を唄い出した。中々元気であたかも大
きな声の競争でもしている様に、先生も声
の使い方を知らないらしい。…歌の唄い方
も知らないらしい。…（中略）…しばらく
すると各々の保育室に入り、お仕事が始る。
豆細工の室、絵を書いている室、お話をし
ている先生等様々なお仕事がある。」（1）

　こうしてお仕事の後お弁当になり（小林
はお弁当が栄養の点で何も配慮のないもの

であることも批判）、お弁当が済むと又せ
まい混雑する園庭でしばらく遊んで一時頃
帰って行く姿を描いている。
　この記述から律動遊戯やら表情遊戯やら
が＜ピアノのマーチに合わせて＞行われた
ことがわかる。また小林はこれらを次のよ
うに批判する。「私はこの律動遊戯なる物
には或る程度の意義を認めるが、表情遊戯
に至っては、どう考えても不思議な存在だ。
私は表情遊戯を単なる遊びと課しているの
であるならば大した事でもないが、単なる
遊び以上何物かを求めているならば大いな
る誤りであろうと思ふ。」（2）ただこの批判に
は具体性がなく小林の見た律動遊戯・表情
遊戯がどのようなものであったかをうかが
い知ることはできない。　
　着目すべき点は、小林が＜或る幼稚園の
隣に住んでいた＞のは、小林が小学校の教
員になってから欧州視察に出かけるまでの
間（大正６年から12年）のことだという点、
土川が最初の律動遊戯作品を発表し、文部
省主催の夏期講習会で律動遊戯の講習をし
たのが大正６年だという点、土川の表情遊
戯については、大正幼年唱歌に振りをつけ
た３曲を発表し、自らの考える表情遊戯に
ついて雑誌『幼児の教育』に論説を掲載す
るのが大正８年、律動的表情遊戯としての
作品が11年間に渡り『幼児の教育』に掲載
され、その作品数が百数十曲にも及ぶほど
普及するのが大正12年からであるという点
である。小林は大正12年の７月には渡欧し
てジュネーブで新渡戸稲造に会っているこ
とから、小林が＜不思議な存在。大いなる
誤り＞と切り捨てた表情遊戯は、年代的に
見て土川の作品ではない可能性が高い。と
すれば、小林が見た律動遊戯・表情遊戯と
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は何だったのであろうか。

３．土川による表情遊戯批判

　土川は、大正６年９月、『幼児の教育』
に掲載された「幼稚園の遊戯について」の
中で＜表情遊戯の欠陥とその改良＞につい
て述べている。それによれば表情遊戯とは
＜現今幼稚園で行われている集団的遊戯＞
のことであり、種類としては沢山あるのに
一幼稚園では二、三十種に限って毎年繰り
返し使っているとして、＜鳩ぽっぽ＞や
＜金太郎＞をお定まりのように繰り返し行
うので、先生も子どももあきてしまってい
るという様子を描いている。ここに挙げら
れた題目（＜鳩ぽっぽ＞＜金太郎＞）から
すると、明治期に生まれた唱歌遊戯が、歌
詞に合わせて振付をすることから表情遊戯
と呼ばれるようになっていたことが考えら
れる。この記述の年代から考えて小林が見
て批判した表情遊戯は、土川も批判してい
る集団的遊戯（表情遊戯）である可能性が
高い。一方「律動遊戯」に関しては、この
遊戯の名称が土川によるものである上、年
代的に見て律動遊戯が脚光を浴びた時であ
るので幼稚園で行われた可能性は高く、小
林が見た律動遊戯は土川のものと考えるの
が妥当であろう。同じ批判の中に並んで出
て来る一方（律動遊戯）が土川のもので、
もう一方（表情遊戯）が土川のものでない
というのは不自然さをまぬがれないが、小
林の批判が昭和になってから過去を回顧す
る形で書かれたものであること、昭和にな
る頃は「表情遊戯」と言えば土川の作品を
指したと考えられることから、二つの遊戯
の名称が並んだ言い方になったとは考えら

れないだろうか。そこで、土川による「表
情遊戯」批判の内容から土川がその欠陥を
どう捉え、自身の「律動遊戯」及び「表情
遊戯」をどのように作っていくことになる
のかを明らかにしたい。

４．土川による表情遊戯批判内容

　土川は当時の表情遊戯が幼児に喜ばれて
おらず、一般的にも厭われて、物足らぬ感
じを起こすようになっている原因として以
下の５点（3）を挙げて説明している。
　「第一、表情的動作即ち運動が萎縮して
居る」　幼児は筋肉を思う存分に使い十分
に大なる運動をすれば、大なる快感を得る
ものであるのに、これと正反対のことに
なっている。
　「第二、活動量に不足の感がある」　幼児
の最も好むものは跳ねる、飛ぶ、駆け回る
ことなのだが、歌を唄いつつ表情をなす遊
戯の場合、此種の運動はやりにくいので、
幼児の要求に満足を与えられない。
　「第三、運動感覚を忘れて居る」　表情遊
戯を作るのに最も大切なのは運動感覚で、
感情から筋肉を動かすと共に運動感覚から
情緒を惹起することができる。ここを考え
ないで、その歌に含まれた気分を持たせよ
うとするので気分も感じも出ずおもしろく
ない。
　「第四、表情が主知的に傾いて居る」　歌
の意味が自然と動作に表われれば情緒がう
まくそこに出で来る。つまり、情緒的にそ
の動作を付ければ、それは自然と合致して
よい気持ちになり、自ずとその気分が出て
来る。しかしそうすることが難しい所があ
ると、先生が寄合って種々と苦心し、こう
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したらいいとか、ああしたらどうかと考え
た末、不自然なものを案出し、知らず知ら
ずのうちに主知的に落入ってしまう。これ
を幼児に与えると骨が折れて面白味がなく
遊戯の本質からかけはなれた物となってし
まう。
　「第五、歌と曲との不適合」　歌の選択が
幼児を忘れ、先生のみが感心して選ばれて
いる。近来、歌詞が面白くないものが多く、
幼児に何の喜びも美しい感じも起こさせな
い。聴覚から入る音響がいかにもその気分
を生み出す様な味わいのある曲が少ない。
曲が自然と筋肉を動かす様な妙味（遊戯の）
が欠けて居る。
　そしてこれらマイナス要因を排除する形
での遊戯を提案している。土川によれば遊
戯は活動そのものを楽しめるものでなくて
はならず、人に見せるためのものではない。
活動を楽しむためには幼児にとっての運動
と快感ということをよく考慮しなければな
らない。そして面白い音楽によって拍子よ
く運動することが幼児の喜ぶところとなる
として、この夏（大正６年の夏）の文部省
の講習会で行った遊戯（律動遊戯）はこれ
らのことを考えて作られたものであるとい
うことを書き記している。
　律動遊戯に歌詞はついていない。この時
点で土川は、歌詞があると歌詞の内容にと
らわれて運動が小さくなって活動量が十分
ではなくなることを恐れ、音響のみで気分
の出て楽しい遊戯を発表したと考えられ
る。それでも土川は２年後には、歌詞のな
い律動遊戯ではなく、唱歌や童謡など歌詞
のある表情遊戯を創作するようになる。ま
ず、律動遊戯の発表にいたる土川の遊戯研
究と律動遊戯創作の理念をふりかえること

で、表情遊戯の創作へ繋がっていく前段階
がどのようなものであったかを整理する。

５．土川の遊戯研究と律動遊戯

　土川によれば、リズムと動作を合致させ
なければならないと考えたのは東京府女子
師範学校附属小学校に奉職していた時で、
その頃同校の運動会でキンダーポルカが行
われているのを見たことが大きなきっかけ
になったようである。明治43年に麹町小学
校に転じ、同校の附属幼稚園を見て幼児教
育の責任を深く感じ、特に遊戯のさせ方に
大いなる疑問を持ったというが、このころ
既に土川の遊戯研究は始まっており、明治
36年四ツ谷第一小学校校長となってから
は、同校の運動会で演じる行進遊戯はみな
＜律動的旋律的＞であるように作ったとい
う。明治38年の運動会で披露した「平和の
舞」はその点を徹底したもので、この発表
がきっかけとなって本格的な遊戯研究が始
まったとされる。大正４年、米国人カーチ
スの書いた『遊戯を通じての教育』という
本を入手し、大変参考になったことが大正
６年に出された『律動遊戯　第１集』の巻
頭、諸言に書かれている。ここには、土川
が遊戯（特に集団的に行うもの）の研究の
ために学んだのが生理解剖学、美学、フォー
クダンス、体操、心理学、日本の舞、踊り
であることが、師事した人々の名とともに
記載されている。この『律動遊戯　第１集』
は45曲からなる作品集であるが、巻頭に「理
論」と称する頁があり、その中で遊戯が「児
童の生活の中の主要な部分であり、遊戯に
よって児童は多くの知識を得る。情的方面
も意的方面にも有効なる教育が行われるも
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の」「しかも身体的方面に対して最も効果
あるべきもの」（4）であると述べている。さ
らにリズムという点から「リズムと運動（即
ち表現）が内的に調和されたもの即ち運動
からリズムが出て来たかリズムから運動が
出て来たかの境の分からない程よく調和さ
れて　始めて其気分も出て真の快感が得ら
れる」（5）という記述がみられるが、この運
動（表現する体）のリズムと音楽のリズム
との調和、どちらがどちらを誘発したかわ
からない程の調和が気分と快感をもたらす
という考え方は、音楽リズムを直ちに肉体
運動に反応させる練習をすることで、生き
生きとしたリズミカルな精神と肉体を得る
ことを目指すリトミックに通じる考え方で
あると考えられる。
　続く大正７年に『律動遊戯　第２集』10
曲が出されるが、これら２つの遊戯集の音
楽は土川によるものではなく、M.R.Hoffer
による『Music for Child WorldⅠ、Ⅱ、Ⅲ』
や『Folk Dance and Music』『Folk Dance 
and Singing Game』などの曲集の中から
日本の子どもの生活に合うものを選んだ
り、ビクター会社のレコード（米国幼稚園
と小学校で用いている曲）から譜に取った
ものを使っており、従来の日本的旋律の中
から選び出したものは３曲（羽子つき、機
織、月）だという。第１集の冒頭には「強
き歩み」「軽き歩み」「駆け足」「すり足」

「跳躍」「三拍子」などのタイトルをもつ曲
が、短い物ではあるが集中して載せられて
おり、リトミックでいう強い弱い、重い軽
い、速い遅い、擦る動きと跳ぶ動きの区別
や拍子の違いを、体の動かし方を違えるこ
とで体感するのと同じような動きの音楽と
なっている。「チルドレンポルカ」のよう

にタイトルもフォークダンスのものが１曲
ある。その他は「海」「水兵」「飛行機」な
ど具体的な情景や人物・事物をタイトルに
もつものが多数あり、唱歌によく見られる
タイトルも多いが、それらにも歌詞はない。
このようなタイトルは曲のイメージを持ち
やすくし、動きやすくするためにつけられ
ていると考えられる。例えば「海」では曲
は５部に分かれ、それぞれ＜貝拾い＞＜小
さき波＞＜大なる波＞＜ボート漕ぎ＞＜泳
ぎ＞という小タイトルがついていて、タイ
トルで示された動きで音楽にあわせて体を
動かすようになっている。拾う、漕ぐ、泳
ぐといった動作の動きや波の変化を、体全
体を使って表す以外の動きとしては、足を
あげておろしたり、回ったり、動いた先で
拍手をしたりというものが多く見られ、従
来の唱歌遊戯に比べると、曲の軽快さや歌
詞のない音の響きだけということも手伝っ
て、大きく動いていることがうかがわれる。
　しかし、大正６年、７年と続けて律動遊
戯集を発表し、講習会では幼児教育界の
人々が熱心に学んだが、現場への浸透とい
う意味では土川の考えるところはなかなか
伝わらなかった様子が大正８年１月の論説
から見てとれる。土川の言う、遊戯で大切
なことは快感をとらえることということも
理解されづらく、また土川の遊戯が短く簡
単なこと、楽曲として外国のものを使った
ことの真意も伝わりづらかった。土川はこ
の論説の終わりで「我国の表情遊戯は確か
な理論（規則）の下にもっともっと発達さ
せて律動的遊戯と併用していきたいと思
う。表情遊戯は我国の最も得意とする所で
ある。」（6）と述べ、以降表情遊戯の創作に舵
を切るのである。
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６．土川の表情遊戯

　土川は１月の論説の後、同年２月には「表
情遊戯」と題して作品３曲（櫻、ピアノ、
飛行機）を発表する。これは「大正幼年唱
歌」に振りを付けたもので、自分は経験も
浅く力もないので実験して批評してほしい
と書いている。この作品がどのように評価
されたのかはわからないが、土川は同年７
月に「表情遊戯について」という論説を出
して、注意を向けてほしいのは「一、表情
遊戯を作り又は為すのには感じが第一の大
切なること。二、歌詞に伴って居る音楽（旋
律と律動）に重きを措くべき事。」（7）とした
上で、次のように述べている。「現今幼稚
園で行われて居る表情遊戯が兎もすると歌
詞に捕らわれて、其歌詞の通りに手でお舟
を作ったり山をこしらえたりして、何でも
一つも余す所なく表そうとして、感じとい
う事に少しも顧慮されぬ傾向はあるまい
か、と思われる所がある。…（中略）…
自分はこの櫻が咲いたという詞に対し如何
に表情するか、之れが第一である。次に小
児が表情すれば如何んな形式を取るか、之
れが第二である。次に其表現したる形式で
踊ったならば其踊って居るものは正しく快
く其感じを受取るであろうか。」（8）それ故土
川の「櫻」では手や隊形で櫻を表すことは
なく、＜桜が咲いた＞の歌詞では＜拍手し
て、右手をかざして右上を眺め、右足を斜
め右前に出す＞といった動きが繰り返され
る。＜野にも＞＜山にも＞という歌詞の所
も＜上体を前屈して見下ろす様＞＜上体を
後屈して山を眺める様＞といった動きに
なっている。
　この後大正12年から昭和８年にかけて、

土川は従来の幼稚園唱歌や小学唱歌集、童
謡の中から、＜もっとも子どもに適して教
育的＞な歌曲を選び、それに動作を振付け
たものを律動的表情遊戯として発表してい
く。歌詞の安易な＜当て振り＞を避け、
＜感じ＞を大切にした表情遊戯は、歌詞を
持ちながらも律動遊戯で見られたような動
作の動きを取り入れ、自然で大きな動きを
持つ遊戯であることが特徴づけられる。資
料１参照

７．『幼な児の為のリズムと教育』に見
られる小林の考え

　土川が律動的表情遊戯を発表していた
時、小林はすでに日本で幼児に対するリト
ミック教育を始めていたのだが（資料２、
年譜参照）、土川が論説の中で小林の活動
について触れた事はなかった。唯一ダルク
ローズに触れた記載があるが、それもダル
クローズが「子供は音楽についての大芸術
家である」（9）と言ったというものである。
二人に面識がなかったのか、はっきりとは
分かっていない。一方、小林は著作である
『幼な児の為のリズムと教育』の中で土川
の遊戯について触れている。それは「四　
幼児のリズム訓練の方法」の中である。こ
の章は冒頭次のように書かれている。「幼
児の生活は未だ分化されない全体的活動の
時代であるから、リズム訓練も所謂リト
ミックの如く、分析されたリズムの姿で取
扱はれてはならない。」（10）この認識から小
林は幼児にリトミック指導を行う際は、渾
然としたまま積み木遊びにも書き方にも流
れ込んでいかなければならないとしてい
る。さらに幼児期を揺籃時代、単語時代、
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模唱時代に分け、それぞれの指導法につい
て詳述している。律動遊戯については模唱
時代の前期、即ち４、５歳児のリズム運動
の項目の中で触れられている。「単純なる
律動遊戯を教へることは、甚だ有効である。
又ききおぼえている唱歌を歌はせながら、
自由に動作を伴はせることも是非忘れては
ならないことである。単純なマーチに合せ
て行進する様な事も必須な事である。」（11）

小林はこの本の序説で「リトミックは体の
機械組織を更に精巧にする為の遊戯で
す。」（12）と述べており、これらの記述から、
小林が日本に持ち帰ったダルクローズ・リ
トミックを、日本の保育現場の実情に合わ
せて、現場で行われていた活動の意図を理
解しうまく利用しながら独自のリトミック
教育法を編み出していったことを読みとる
ことができる。

８．まとめ

　土川と小林の二人には共通項が多い。ま
ず二人とも小学校の教員だったが幼児教育
の重要性に気付き幼児教育者になった。当
時の幼稚園教育、中でも特に音楽、遊戯の
あり方について疑問をいだき、その改革に
乗り出した。リズムに着目し、一人は新し
い遊戯を、一人は日本版幼児のリトミック
教育法を編み出した。しかしほぼ同時代に
生きながら、二人が協力して活動すること
はなかった。
　水野は『「律動遊戯」「幼児の遊戯」解説』
の中で土川の律動遊戯を、保育史的に見て、
遊戯形式に一大革命を与え、リトミックや
新しい遊戯を生み出す原動力になったと評
価している。確かに、律動遊戯にはいくら

かの意義を認めるとしながらも批判的だっ
た小林が、欧州よりリトミックを持ち帰っ
てからは、自身のリズム教育の内容の一つ
に律動遊戯を取り入れていること、又、土
川のリズムや運動、遊戯についての考え方
や律動遊戯作品には、リトミックと同じ理
念、同じ活動内容（ここで言うリトミック
とは小林が主に「幼な児の為のリズムと教
育」の中で説明した内容を想定している。
この点については本論中の記述についても
同様である。）を読みとることができるこ
とを考えると、律動遊戯を、リトミックを
生み出した原動力と見ることはできるだろ
う。しかし、律動遊戯自体がリトミックと
融合するとかリトミックとして発展すると
いうことはなかった。それは土川自身が、
現場に根強く残っていた遊戯の形、歌の歌
詞を踊るという形から逃れられなかったか
らとも言える。土川の律動遊戯から表情遊
戯への創作の転換は、いかに現場が唱歌遊
戯に親しんでいたかを感じさせる。土川に
とって律動的表情遊戯の創作は、遊戯に歌
詞があることからくる様々な問題を、歌詞
のある形で克服することだった。
　水野は、倉橋惣三、和田実、巌谷小波、
中山晋平、野口雨情、北原白秋、西条八十
等が発起人となって開かれた土川の還暦記
念祝賀会を土川の最も輝かしかった時代の
終わりと捉え、その後土川の活動にとって
かわった活動の一つに小林のリトミックを
挙げている。確かに大正８年を皮切りに一
世を風靡した土川の作品は表情遊戯であっ
たので、作品形態としてはその後のダンス
やリトミック等にとってかわられたように
見える。しかし、土川が見ていたものはリ
トミックにとってかわられるものではな
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く、小林の考えるリトミックと同じ方向で
あったと考えられることから、律動遊戯を
日本の保育におけるリトミックの始まりと
して捉えることができると考えたい。
　尚、土川の律動遊戯創作の発端となり、

他にも例えば石原キクがアメリカ留学より
持ち帰った、大正期のアメリカのリズム教
育とダルクローズ・リトミックとの関連に
ついては今後の課題としたい。
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資料１.「表情遊戯：お星さま」大正12年９月（雑誌『幼児の教育』23巻９号に唯一写真
入りで掲載）より抜粋
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資料２．土川五郎、小林宗作年譜
　事柄は学校、幼稚園、リトミック等二人の活動の理解に関わると思われる範囲で記載

西暦 年号 事柄 土川五郎 小林宗作
1870 明治３年 東京府小学校６校設置 　 　
1871 明治４年 学校は文部省の管轄に 出生、岐阜県大垣 　
1872 明治５年 学制公布 　 　

1876 明治９年 東京女子師範学校付属幼
稚園開校 　 　

1879 明治12年 学制廃止、教育令制度 　 　

1886 明治19年
学校令制定（小、中、師
範学校令）教科書図書検
定条例公布

　 　

1887 明治20年 現場の教師が遊戯を創作
「音楽の枝折」 　 　

1890 明治23年 教育勅語発布 　 　
1892 明治25年 小学遊戯書 　 　

1893 明治26年 　
東京府尋常師範学校卒
業、青山尋常高等小学校
訓導就任（以後７年間）

出生、群馬県吾妻郡

1896 明治29年 音楽適用遊戯の枝折 　 　

1900 明治33年
文部省令第14号小学校令
施行規則。小学校令改正
（授業料無料、義務教育
四年制の確立）

東京府女子師範学校付属
小学校訓導就任（以後３
年間）

　

1901 明治34年 遊戯雑誌発行 　 　
1902 明治35年 新案遊戯法刊行 　 　

1903 明治36年
女子高等師範学校付属幼
稚園に於ける保育の要項
定められる

四ツ谷第一小学校校長 　

1904 明治37年 体操遊戯取調委員会発足。　 　

1905 明治38年 国定読本唱歌遊戯教授
書、唱歌遊戯の友。

運動会で「平和の舞」本
格的に遊戯研究開始 　

1906 明治39年

検定教科書から国定教科
書、国定小学読本唱歌適
用遊戯法、小学適用遊戯
全書、「体育の理論の実
際」委員会報告出版

　 　

1907 明治40年
市川左團次、小山内薫と
ともに自由劇場設立。リ
トミックを基礎練習に

　 　

1910 明治43年

改正国定小学読本唱歌適
用遊戯。小学読本唱歌適
用遊戯法。山田耕筰ヘレ
ラウのダルクローズ舞踏
学校見学

麹町小学校長兼麹町幼稚
園長 　
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西暦 年号 事柄 土川五郎 小林宗作
1913 大正２年 小山内薫ヘレラウ来訪 　 　

1915 大正４年 中村春二が新教育を求め
成蹊小学校創立

雑誌『婦人と子ども』に
執筆～12年まで　

1916 大正５年 　 　 東京音楽学校師範科乙種

1917 大正６年 　
文部省主催第２回夏期保
育講習会の講師（以後約
10年）律動遊戯第１集

東京音楽学校卒業、東京
府千寿第二小学校訓導

1918 大正７年 赤い鳥刊行。 律動遊戯第２集　 東京市山吹小学校訓導

1919 大正８年 　 表情遊戯創作（大正幼年
唱歌に振りつけ） 　

1920 大正９年 成蹊学園小学部訓導～12
年まで

1921 大正10年 羽仁吉一・もと子 自由
学園女学校創設 　 　

1923 大正12年

麹町小学校を辞し瑞穂幼
稚園創設（品川区大井
町）、東京女子高等師範
学校講師遊戯指導。倉橋
惣三と全国各地を遊説教
授
雑誌『幼児の教育』に執
筆・作品発表

渡欧。７月ジュネーヴで
新渡戸稲造より、９月ベ
ルリンで舞踏家石井漠よ
りリトミックをすすめら
れ、パリのダルクローズ
リトミック学校に入学

（１年間）

1924 大正13年 　 童謡に振り付けた表情遊
戯 　

1925 大正14年 　 　
私立成城学園幼稚部開
園。主事就任。同小学校
及び女学校の音楽体操教
授

1926 大正15年 律動的表情遊戯 私立東洋英和女学校師範
科講師（１年）

1927 昭和２年
倉橋惣三を顧問として昭
和保姆養成所を幼稚園に
付設（昭和20年戦災によ
り閉鎖）

1929 昭和４年 夏期保育講習会主催（昭
和15年まで）

1932 昭和７年 還暦記念祝賀会 　

1937 昭和12年 　 　
成城学園依願退職。私立
自由ヶ丘小学校、幼稚園
設立。校長。

1940 昭和15年 　 『幼児の教育』執筆最後 　

1946 昭和21年 　 　
自由ヶ丘小学校、幼稚園
戦災のため廃校。校長職
辞す

1947 昭和22年 ６・３・３制スタート、
日本国憲法施行 没　 　
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引用文献
（１）　�小林宗作1926「幼稚園教育の可否に就いて」

『全人』第33號　成城学園p.65-66
（２）　同上p.65
（３）　�土川五郎1917「幼稚園の遊戯に就いて」復

刻版『幼児の教育』17巻９号p.330-331
（４）　�土川五郎1926「律動遊戯」『大正・昭和保

育文献集』第４巻　日本らいぶらりp.7
（５）　同上p.7
（６）　�土川五郎1919「再び律動的遊戯について」

復刻版『幼児の教育』19巻１号p.10
（７）　�土川五郎1919「表情遊戯について」復刻版

『幼児の教育』19巻７号p.306
（８）　同上p.306
（９）　�土川五郎1938「幼児の遊戯」『大正・昭和

保育文献集』第４巻　日本らいぶらりp.106
（10）　�小林宗作1938「幼な児の為のリズムと教育」

『大正・昭和保育文献集』第４巻　日本ら
いぶらりp.224

（11）　同上p.232
（12）　同上p.201

参考文献
土川五郎1926「律動遊戯」・1938「幼児の遊戯」

1939『大正・昭和保育文献集』第４巻　日本ら
いぶらり　　

復刻版『幼児の教育』より土川五郎1917「幼稚園
の遊戯に就いて」17巻９号、1918「リズムに就
いて」18巻２号、「律動的遊戯の過去及び将来」
18巻４号、1919「再び律動的遊戯について」19
巻１号「表情遊戯」19巻２号「表情遊戯につい
て」19巻７号、1923「表情遊戯お星様」23巻９
号、1928「遊戯に忘れてはならぬ三つの要件」
28巻１号

小林宗作1935「綜合リズム教育概論」・1938「幼
な児の為のリズムと教育」1939『大正・昭和保
育文献集』第４巻　日本らいぶらり、1926「幼
稚園教育の可否に就いて」『全人』第33號　成
城学園

水野浩志「「律動遊戯」「幼児の遊戯」解説」小林
恵子「「綜合リズム教育論」「幼な児の為のリズ
ムと教育」解説」1978『大正・昭和保育文献集 
別巻』日本らいぶらり

小林恵子『ダルクローズ・リトミックの日本への
導入』日本ジャック＝ダルクローズ協会

名須川知子2004『唱歌遊戯作品における身体表現
の変遷』風間書房

西暦 年号 事柄 土川五郎 小林宗作
1948 昭和23年 新制高校発足 　 都立保母学院講師

1949 昭和24年 　 　 国立音楽中学校、音楽高
等学校、音楽学校講師

1950 昭和25年 　 　
国立音楽大学講師（リト
ミック）。７月国立幼稚
園園長

1952 昭和27年 　 　 国立音楽大学保育科講師

1956 昭和31年 　 　 国立音楽大学附属幼稚園
教諭養成所教師

1963 昭和38年 　 　 没
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１　はじめに

１．１　背景と目的
　たとえ優れた能力があったとしても、人
が十分な動機無しに何か大きな目的を達成
することは難しい。外国語学習もまた、例
外ではない。第二言語習得の分野では、動
機（motivation）は言語習得の成否を決め
る重要な要因であると考えられてきた
（Cheng & Dornyei, 2007；Guilloteaux & 
Dornyei, 2008；村野井, 2006）。特に教室
外で英語を用いたコミュニケーションの機

会がほとんどもてない日本のような環境で
は、何らかの動機が無ければ人は英語を学
ぶことを難しいと感じるだろう、とCook
（2008）は指摘する。一方で英語を学ぶた
めの十分な動機があれば、英語の力やスキ
ルを伸ばすことや維持することが可能にな
る（Shrum & Glisan, 2007）。英語学習や
英語指導がうまくいくかどうかは動機づけ
次第である、と言っても過言ではない。ど
うすれば生徒の英語学習に対する意欲を高
めることができるのか。英語学習に効果的
な動機づけについて知ることは、教師の主

Motivational strategiesと生徒の英語学習意欲：
学習者はどのような指導を動機づけに効果的と考えるか

吉住　香織

【要　旨】
　小論は、Motivational strategiesを理論的枠組みとする調査に基づいて、学習者の視点からみた動機づ
けに効果的な英語指導を考察したものである。
　動機は第二言語習得の成否を決める重要な要因だが、近年特に実際の教室場面に関わる要因が学習動
機に与える影響力が注目されている。どのような授業指導や活動が生徒の学習意欲を高めるのか。この
点を明らかにすることは、英語学習への動機づけの弱さが指摘されがちな日本のEFL環境の中で、望ま
しい英語授業指導のあり方を考える上で極めて重要である。
　そこで学習者が動機づけに効果的だと受け止める英語指導とその動機づけ要因を探るため、混合研究
法を用いた調査を実施した。調査項目の作成と分析の理論的枠組には、主にDornyei（2001）の
motivational strategiesを利用した。
　結果は、１）学習者が安心して授業に臨める基礎的な環境整備のために教師が「楽しく、支持的な雰
囲気」を作ること、２）内発的動機に影響する成功体験を通して自己効力感が促進できるように、教師
が学習者の頑張りに「励まし」を与えること、さらに３）学習者に英語の内在的価値観を実感させて英
語への興味を喚起するために、「本物の英語」を使用する機会を作ること、の３点が特に動機づけに効果
的であることを示した。
　規模は小さいが、学習意欲を高める授業指導を解明する上で、本調査は学習者視点に立つ情報を提供
すると共に、学習者の動機づけに教師が果たす役割の大きさをあらためて示すことができたと思われる。

【キーワード】
英語学習　　Motivational strategies　　自己効力感　　雰囲気作り　　本物の英語使用　　
英語教師の役割

研究論文
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要な関心事であるだけでなく、生徒の英語
力の向上を目指した授業指導を行う上で不
可 欠 で あ る と 言 え る で あ ろ う （ 廣 森 , 
2003）。
　動機理論の基本となる重要な概念に内発
的動機（intrinsic motivation）と外発的動
機（extrinsic motivation）の区別がある。
前者は他の何かのためでなく「喜びや満足
感を得るためにそれをすること自体を目的
として」（Dornyei & Ushioda, 2011：23）
行動することに関わる動機である。後者は、
例えばよい成績をとるためというように
「何らかの具体的な目的のための手段とし
て」（前掲書）行う行動に関係する動機で
ある。第二言語（以下L2で表記する）学
習の場面で考えるなら、入試のため、ある
いは親にほめられるためといった他からの
意見や要求によって、いわば英語をやらさ
れている状態は外発的動機による学習であ
るのに対し、英語に興味をもちそれ自体が
楽しくて英語学習を続けている状態は内発
的動機による学習である、と言える（村野
井, 2006）。ただし、初めは外発的動機から
英語を学習していたとしても、例えば英語
を用いたコミュニケーションは英語への興
味喚起につながるし、国際語としての英語
の役割に意義を感じて英語を学ぶことは、
内発的動機に近いと言える（鈴木ほか, 
2010）。また内発的動機があれば自らやり
たくて英語を学習することになり、動機は
より安定し維持される（Ma lmbe r g , 
2006）、という指摘は注目に値する。
　では、学習者の内面に英語学習がやりた
いという気持ちが湧いてくる、内発的動機
につながる英語指導とはどのようなもので
あろうか。英語教師が授業の中で実際に

行っている様々な活動は、動機づけという
点から学習者にどのように受け止められて
いるのだろうか。これらの問いに対する答
えを得るためには、動機づけをする側では
なくされる側に立つ視点が求められるであ
ろう。しかし人間の動機は複雑かつデリ
ケートなものである。たとえ教師が生徒の
やる気を引きだそうと思っても、それが生
徒に伝わるとは限らない。ここに、個人の
目標関連行動を促進する手法である「動機
づけ方略（motivational strategies）」の理
論を援用することができる。動機づけ方略
は̒ motivational influences that are 
consciously exerted to achieve some 
systematic and enduring positive effectʼ
（Dornyei, 2001b：28）と定義されている
とおり、学習者に対して体系的でずっとプ
ラスの影響が続くような動機づけ方略を教
師が意識的に用いることを重視するからで
ある。
　本研究の目的は、学習意欲を高めるのに
効果があると生徒が受けとめる英語授業の
言語活動や指導を探り、その背景にある主
たる動機づけ方略とその要因を明らかにす
ることである。この目的のため、将来英語
教師をめざす大学生を対象に調査を実施す
る。外国語としての英語（English as a 
foreign language, 以下EFLで表記）を教
える「英語教師を目指す人たちの第一の動
機は、英語に対する肯定的な態度（positive 
attitude）と英語を向上させたいという思
い（desire）」であるとKubanyiova（2009: 
318）は主張する。確かに教師をめざす学
生は１人の英語学習者であり、彼らが教え
る教科として英語を選択しているという事
実は、彼らの英語への興味・関心が高いこ
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と、つまり彼らが英語に対して内発的に動
機づけられているということを反映してい
ると言えるであろう（上田, 2004; 廣森, 
2003）。その上彼らの多くが教師志望の理
由として過去のよい教師との出会いや授業
経験を挙げていることを考えれば、過去に
体験した英語授業や学習指導が彼らの内発
的動機づけに何らかの形で影響している、
と仮定することもまた可能であろう。彼ら
を対象とする本調査は、効果的な動機づけ
を意識した英語の授業指導を考える上で必
要となる、学習者の側に立つ視点や材料を
提供してくれるはずである。
　第２節では本研究と関わりが深い主要な
第二言語習得の動機づけ理論と先行研究を
概観し、小論の背景となる理論的枠組を明
らかにする。続く第３節で本研究調査の方
法論について述べ、第４節では調査の結果
について分析・検討を行う。最終の第５節
では、本研究の成果と今後の課題に言及す
る。

１．２　リサーチ・クエスチョン
　本研究調査のリサーチ・クエスチョンは、
中学、あるいは高校の英語の授業で体験し
た様々な活動や指導について、
　１�）学習者は、動機づけ効果という視点

でどのように受け止めているか
　２�）学習者の動機づけに効果的な要因と

はどのようなものか
の２点である。

２　先行研究  

２．１　Gardnerに代表されるL2動機づけ
研究
　何が英語を学ぶ意欲をもたらすのか。第
二言語習得分野ではここ30年ほどの間に、
動機づけに関して多くの研究・調査が行わ
れてきた（Gardner,1985; Dornyei, 2001a,b; 
Cheng & Dornyei, 2007; Ellis, 2008, Csizer 
& Kormos, 2009; Oxford, 2011; Dornyei & 
Ushioda, 2011）。中でもL2の動機づけ研究
で中心的役割を果たしたGardnerら（1972, 
1985）が提唱した統合的動機づけと道具的
動機づけの概念は、広く知られている。前
者は学習者が目標言語（英語）を話す人々
やその文化を好意的に受けとめて、その集
団（community）の一員として自分も参
加したい、と願う気持ちを意味する。つま
りある言語を話す人々の社会や文化に興味
を持っている学習者は、その言語の学習に
成 功 す る と い う 考 え 方 で あ る （ 白 井 , 
2008）。それに対して後者は、目標言語が
学習者にとって道具の働きをする場合で、
たとえば就職で英語ができると有利であ
る、あるいは入学試験科目の１つとして英
語で高い得点を取りたい、というように、
英語を目的達成のための道具として捉え
る、いわば実利的な学習動機である（前掲
書）。しかし統合的動機という概念の範囲
はかなり広く、また道具的動機との区別が
曖昧で両者を截然と分けることは難しい、
という批判もある（Dornye i ,  2001b ; 
Nakata, 2006; Ellis, 2008）。現在では、こ
の２つの動機は相反するものではなくむし
ろ重なり合う部分があり、ほとんどの場合
１人の人間に両者が同居している、と考え
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られるようになってきている（村野井, 
2006）。さらに様々な分野で国際化やグロー
バル化が進む今日では、英語を特定の国の
言語に限定することなく、国際的な事柄全
般に対する興味をもつことが統合的動機に
相当するという考えが、日本だけでなく他
国でも広がりつつある（Yashima, 2002; 
Rueschほか, 2012）。

２．２　L2動機づけ研究の教育的アプローチ
　90年代に入り、より広い視野からL2動
機づけの概念形成が進み、動機づけの教育
的アプローチに注意が向けられるように
なった。その結果、実際の教室環境での学
習という観点から学習者の動機を捉える新
しい視点が登場した。以下に述べる２つの
L2動機づけの枠組は、この新しいアプロー
チを代表するものである。

■Dornyei ’s  （1994）framework of 
L2motivation
　Dornyei（2001b:18）はL2学習の動機づ
けを３つのレベルに分けて概念的に説明し
ている：
１．�「言語レベル（LANGUAGE LEVEL）」

－ 文化や社会などL2の特徴に関する
多用な要素を包括し、統合性と道具性
に関連する伝統的なL2動機づけの要
素を表す

２．�「学習者レベル（LEARNER LEVEL）」
－自己効力感（Self-efficacy）や言語
使用不安（Language use anxiety）な
ど学習目的の達成に影響する個別の学
習者の特性を含む

３．�「 学 習 場 面 レ ベ ル （ L E A R N I N G 
SITUATION LEVEL）」－学習場面

に特有の３つの動機づけ要素－教材や
シラバスなどを含む授業特有要素
（Course -spec i f i c  mot ivat iona l 
components）、教え方や人柄までをも
含む教師特有要素（Teacher-specific 
motivational components）、グループ
活動を利用した協同や競走を含む集団
特有要素（Group-specific motivational 
components）。

特に３つめに挙げられている学習場面レベ
ルは、実際の教室で行われる多用な学習の
側 面 に 目 を 向 け た 場 面 特 有 の 動 機
（situation specific motive）を対象にして
おり、授業を通した効果的な動機づけを考
える際に必要な要素を示していると言って
よいだろう。

■William and Burden（1997）framework 
of L2motivation
　William and Burden（1997）の枠組も
また、L2動機づけを多面的に捉えようと
するものである。彼らはL2への動機づけ
を大きく２つの範疇に分けて、興味、関心
や自己効力感（self-efficacy）といった学
習者に内在するものを内的な動機づけ要因

（internal factors）、教師や仲間、親など周
囲の他者、さらには時間割やクラス規模か
ら地域社会まで学習者の動機に外側から影
響を与えるものを外的要因（external 
factors）として区別した。特に教師や共
に学ぶ友人を動機づけにおける重要な他者

（significant others）とみなしている点は、
重要であろう。
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２．３　Motivational Strategies in the 
Language Classroom
　学習者の動機は動的（dynamic）で時間
の経過とともに変化する。そしてEll is 
（2008: 688）が‘Motivation can change 
over the course of learning as L2 as a 
result of how learners evaluate and 
explain their progress.’と述べているよう
に、多くの研究は、授業や学校での体験が
動機を変化させる要因となり得ることを示
している（William and Burden, 1997; 
Nakata, 2006; Dornyei, 2009）。とりわけ学
習者が授業で自分の進歩を自覚できるよう
な経験をすると学習動機が高まる、との指
摘は注目に値する（Csizer & Kormos, 
2009）。どうすれば、授業の中で学習者の
内面に学習したい気持ちがわき上がる、つ
まり動機づけに効果的な指導ができるの
か。Dornyei （2001b）のMotivational 
strategies in the Language Classroom（以
後MSsと表記）は、外国語の授業指導にお
ける動機づけ方略に焦点を当てて提案され
たものである。動機が時間と共に変化する
ということをふまえ、Dornyei（2001b: 
29）は教師が授業中の活動を通して行う動
機づけにつながる働き掛けや指導に対して
MSsという論理的枠組を与え、学習者の動
機づけのための指導過程を’Motivational 
teaching practice’ （前掲書、以後MTPと
表記）、つまり動機づけを高める授業指導
として、４つの動機づけの局面とそれらを
構成する要素（’The components  o f 
motivational teaching practice in the L2 
c lassroom’）を用いて図示した（文末
Appendix 1）。MTPは具体的には、
　１．�動機づけのための基礎的な環境を作

り出す
　２．学習開始時の動機づけを産み出す
　３．動機づけを維持し保護する
　４．肯定的で追観的な自己評価を促す
の４つの局面を辿る過程として示され、さ
らに各局面には下位領域の構成要素として
実際の教室で教師が用いると想定される動
機づけのためのマクロ方略（例えば基礎的
な環境を作る局面であれば、教師の適切な
行動や雰囲気作りなどがマクロ方略に該当
する）が示されている。
　MSsが実際の英語学習にどのような効果
があるのかを調べるため、その後各国で教
師や生徒を対象に調査が実施されてきた。
Dornyei（2001b）も認めているように、
全てのMSsがどの国でも効果的であるとは
限らない。万国共通に効果的な（universal）
方略もあれば、国や文化の違いを反映して
あまり効果のない方略もあるが、台湾の約
390人の英語教師を対象に主要な動機づけ
マクロ方略に焦点を絞って行われた調査
（Cheng & Dornyei, 2007）と、韓国の約
1,300人の生徒を対象として行われたMSs
効果を測る大規模な調査（Guilloteaux and 
Dornyei, 2008）では、学習意欲を高め動
機づけに効果がある幾つかのMSsが確認さ
れており、調査規模の大きさと日本との共
通点が多いアジア圏で行われた調査である
という点で示唆に富む。英語ができない大
きな理由として動機づけの弱さが指摘され
る日本でも（白井, 2011）、各国の調査や先
行研究をふまえ、どのようなMSsが動機づ
けにつながるのかについて効果的な動機づ
け方略を調査し明らかにしていくことは、
望ましい英語授業指導を考える上で意義あ
ることであろう。
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２．４　動機づけに関する日本の先行研究
　垣田ほか（1993：25）は、英語学習の学
習意欲を高める、つまりは動機づけに大き
な影響を与える要因として、１．環境の要
因（例：社会・家庭環境、学校の物理的、
精神的雰囲気）、２. 教授の要因（例：教師、
教授法、教材、評価）、３. 生徒自身の要因
（例：性格、知能、適性、興味）の３つを
挙げている。だがこれらの要因は、動機を
高めるだけでなく同じ要因が反対に意欲減
退（demotivation）を招く場合もある。実
際その後日本で行われた動機づけ研究をみ
ると、教授要因、とりわけ教師の態度や教
授能力が学習意欲に大きな影響を与えるこ
とを挙げた上で、むしろそれは意欲減退に
つながると結論づけている研究が多い（佐
野ほか, 2011）。日本の動機づけに関する研
究では、このように学習意欲減退の要因を
明らかにしようとする先行研究や調査はあ
るが（Nakata, 2006; Kikuchi & Sakai, 
2009; 荒井, 2004; 佐野ほか, 2011）、学習へ
の動機づけを高める要因という視点で学習
者を対象に行われた研究調査については、
まだその数が限られている（杉田と竹内, 
2007; Nakahira et al. 2010; McEown & 
Takeuchi, 2012）。
  小論では、学習者の視点からみた効果的
な動機づけ指導に焦点を絞り、英語教師を
志望する大学生が授業経験のどのような指
導や活動を学習意欲がわくと捉えているか
についてMSsの観点から調査・分析し、英
語学習への効果的な動機づけにつながる要
因について論じたい。

３　方法論

３．１　調査目的
　英語教師をめざす大学生が、中学、ある
いは高校の英語授業で過去に体験した様々
な活動や指導を、どの程度動機づけに効果
的であると受けとめているか、さらに学習
者の動機づけにより効果的な要因とはどの
ようなものか、の２点を明らかにすること
を目的として調査を実施した。

３．２　参加者と調査期間
　本調査の参加者は、首都圏の２つの私立
大学のいずれかに所属する89名（男51人、
女38人）の２年生～４年生の大学生である。
彼らは全員、筆者が担当する中学、または
高校の英語教員免許を取得するための必修
科目、「英語科教育法」を受講している。
　調査は、2013年４月第２週から３週にか
けて行われた。

３．３　調査方法
　調査方法としては、量的研究と質的研究
を組み合わせた混合研究法を採用した。両
者を組み合わせて用いる混合研究法なら、
数字的な客観性の強いデータと個別かつ具
体的なデータを同時に得ることができるの
で、結果的には相互の不足する部分を補完
しあうことが可能である。特に動機という
複雑な概念を調査研究する上で、今回の目
的を達成するのにふさわしい調査方法であ
ると言えるだろう（Nakata, 2006; Dornyei, 
2007）。量的研究調査ではアンケート用紙
に予め示された質問項目に対してその答え
を選択する形式でデータを集め、質的研究
調査ではテーマについて被験者が自由に記
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述するセルフレポートをデータとして利用
した。
  調査実施日当日は、本調査の主旨を説明
した上で学生にアンケート用紙とセルフレ
ポート用紙を配布し、記入方法に関する補
足説明を行った。そもそも年度当初に実施
する予定であった「教師を志望する理由」
についてのアンケート調査に、本研究調査
のための「英語授業経験に関する」質問を
追加する形をとったため、回答項目数はか
なり多くなった。さらに自由記述欄やセル
フレポートも含まれているため回答には一
定の時間がかかると判断し、周囲を気にせ
ず落ち着いて回答できるよう、教室ではな
く自宅回答の形をとった。回収は翌週の授
業時に行った。

３．４　質問用紙の構成
　質問アンケートは、主に回答者個人に関
する部分（Q１~Q７）、教員志望の理由に
関連する部分（Q８～Q37）、本調査のため
の授業経験での動機づけ指導の効果を問う
部分（Q38～Q63）の大きく３つの部分で
構成されている。なお、アンケート用紙は
文末（Appendix 3）に掲載したが、本調
査に直接関わらないQ８~Q37については
省略した。
　質問の作成にあたっては、Dornye i
（2010）の̒ Questionnaires in Second 
Language Research を̓参考に構成や質問
方法について検討した。また本調査のため
の質問項目の大半は、先行研究で言及した
Motivational strategies in the Language 
Classroom （Dornyei, 2001b）、および主要
な動機づけのためのマクロ方略（Dornyei, 
2001b；Guilloteaux & Dornyei, 2008；

Cheng & Dornyei, 2007）に基づく内容だ
が、日本の一般的な中学・高校の英語指導
の環境や実情も考慮して、補足説明を加え
たほか（Q42, Q47, Q48, Q62）オリジナル
の項目を追加した（Q54～Q57）。
　質問アンケートの回答方法は、各項目内
容について５段階の（１: 全くよいと感じ
なかった、から ５: とてもよいと感じた、
まで）リッカート・スケールを利用して回
答する形式とした。ただし、アンケート項
目に挙げられた英語指導や活動を回答者が
経験していないことも想定されたので、示
された項目の内容を一度も経験していない
場合は、数字「６」を記入させることにし
た。
　またセルフレポートは、中学・高校時代
の英語の授業で英語学習に対するやる気に
つながったと思える活動や指導、あるいは
印象に残る英語教師との出会いが回答者に
あれば、その内容や理由を記述式で書いて
もらう形式とした。

４　結果と考察

　本節では調査から得たデータを基に、英
語授業の中で多くの回答者が学習意欲につ
ながると受け止める主要な項目を中心に調
査結果を分析し、動機づけ要因を探ると共
にその背景を検討する。分析・検討に際し
て基本とする理論的な枠組みには、質問項
目作成時に参考にした Dornyei （2001b）
の̒ Mot ivat iona l  s t ra teg ies  in  the 
l a n g u a g e  c l a s s r o o m （̓ ＝ M S s ）、

ʻMotivational teaching practice（̓＝
MTP、Appendix 1）、および動機づけの
ための「マクロ方略」（Cheng & Dornyei, 
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2007: 165）を主に用いる。具体的には、ま
ず調査結果の概略を簡単に述べた後、動機
づけ効果が高いとみなされた主要な項目に
ついて、MSsに基づいたMTPの４つの局
面と動機づけのためのマクロ方略の観点に
立って、授業指導の様々な側面を表す各項
目の内容と動機づけに効果的な要因を分
析・検討していく。また、必要に応じて関
連する他の項目の結果や参加者のセルフレ
ポートに書かれた具体的なコメントを参考
にしながら、実際の英語の授業の中で行わ
れる指導や言語活動が学習者の学習意欲や
学習への動機づけにつながる主な要因につ
いて考察を加えたい。

４．１　集計結果全般について
　 ア ン ケ ー ト 調 査 の 集 計 結 果 （ 文 末
Appendix 2）が示すとおり、５段階で評
価された全ての回答項目の平均値は3.78で
あった。4.0を上回る項目が複数ある一方
で、全体平均値をかなり下回る項目もあり、
実際に行われている授業時の指導や活動に
対する動機づけ評価は項目によって異なる
が、５段階で3.78という全体平均の数値は、
回答者の大半は中学・高校の英語授業で自
らが体験した様々な指導や活動を、英語学
習への動機づけという点で比較的好意的に
捉えていることを示していると言えるだろ
う。これは同時に、彼らが現在英語教師を
志望していることと決して無関係ではない
はずだ。すでに指摘した通り、英語教師を
志望する者に見られる英語学習に対する肯
定的な態度や英語への興味・関心は、彼ら

の過去の授業体験から徐々に育まれたと考
えられるからである（Kubanyiova, 2009；
廣森, 2003）。
　男女別の平均値を比較すると、全体の平
均値の差は0.14（男性：3.72、女性：3.86）
で女性の方がやや高い値を示している。し
かし女性が男性より動機づけ効果が高いと
結論づけるには、調査規模もデータも十分
とは言えず、また回答者の男女比も異なる。
したがって今回は、程度の差はあるにせよ
ほとんど全ての項目の結果について女性の
数値が男性の数値より高い傾向が見られ
た、という点を指摘しておくことに留める。
むしろ効果的な動機づけ要因という観点に
立てば、合計24の項目がある中で上位を占
める大部分の項目で男女共にほとんど同じ
指導や活動について動機づけ効果を認めて
いる、という点に注目したい。特に首位の
３項目は、順位は異なるものの内容は男女
共通しており、英語学習に効果的な動機づ
け要因を探る上でふさわしい項目であると
言えよう。

４．２　動機づけ効果が高い主要な項目
　次頁に掲載した表は、集計結果に基づい
て、参加者が学習意欲につながると受けと
めた上位８項目を示している。特に大半の
回答者から高い支持を得ている首位３項目
に焦点を当てながらMSsの観点から結果を
分析し、マクロ動機づけ方略としてそれぞ
れどの様な要因が英語学習への動機付けに
つながるのかを探っていきたい。
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表１　回答者から高い評価を得た上位８項目

順位 項目
番号 各調査項目の内容

平   均
男性 女性 全体

1 Q39
その日の授業や英語に直接関係なくても、先生は時々、
英語または日本語で、面白い話や冗談を言って、楽し
い雰囲気を作ろうとしていた。

4.08 4.28 4.17

2 Q46 先生は、生徒の頑張りや真面目な取り組みを励ました
り、褒めたりしてくれた。 4.14 4.18 4.16

3 Q62 本物の英語に触れる機会があった。
＜例＞ネイティブの英語の先生が参加した、英語の小
説や新聞を読んだ。 4.11 4.24 4.16

4 Q61 CDデッキ、VTR、時にはIT技術（インターネットやメー
ル）を活用して授業を行っていた。 4.04 4.05 4.05

5 Q38 先生は時々、日本語または英語で、授業や英語に関連
する話をした。 3.90 4.00 3.94

5 Q43 先生は生徒に合わせた教材（プリントやワークシート
を含む）作りをしていた。 3.84 4.08 3.94

7 Q41
英語を用いて、生徒・先生間で、または生徒同士がや
りとりするコミュニケーション活動がとりいれられて
いた。

3.83 4.06 3.92

8 Q45 教科書以外の活動（英語のスピーチ、発表、歌やゲー
ムほか）を取り入れていた。 3.83 4.00 3.90

■ 「 動 機 づ け の 基 礎 的 な 環 境 作 り 」
（Dornyei,  2001b:29）に関わる項目
　学習意欲につながる指導として参加者か
ら最も高い支持を得たのは、「Q39. その日
の授業や英語に直接関係しなくても、先生
は時々、英語または日本語で、面白い話や
冗談を言って、楽しい雰囲気を作ろうとし
ていた」であった。教師が授業の雰囲気作
りとしてユーモアをまじえた話をすること
は英語だけに限らず、決して特別なことで
はない。しかし「楽しい、支持的な雰囲気」

（’A pleasant and supportive atmosphere’, 
Dornyei, 2001b: 29）を教室内に作り出す
ことは、外国語の授業では他教科以上に動
機づけとして重要な意味をもつことに気付
く必要があるかもしれない。なぜなら日常
生活で慣れ親しんでいる日本語ではなく、

発音から単語、文法、文構造まで多くの点
でまったく異なる英語を用いた授業に臨む
ことになるからだ。つまり英語の授業では、
英語は学ぶ対象であるだけでなく使用言語
としての機能も果たし、学習者にとっては
二重の（twofold）の意味をもつのである
（Cook, 2008：157）。教室での英語の授業
を思い浮かべれば、oral introductionや内
容に関する質疑、retellingなど英語授業特
有の様々な指導や活動を行う場合だけでは
なく、通常は日本語で行う挨拶やWarm-
up活動、classroom Englishなど、教師や
生徒が用いる言語自体、英語であることを
期待される場面は多い。実際回答者のセル
フレポートを読むと、英語を用いた授業に
ついてのコメントは高校より中学の方が多
いが、内容としては、native speakerによ
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る英語の授業は勿論、日本人教師による授
業でも、「天気の話」や「簡単な会話」といっ
た初級レベルに留まらず「ほぼ全て英語で」
授業が行われていたという報告まであっ
た。この点でL2学習者にとって英語の授
業は、他教科の学習とは性質の異なる緊張
感を求めることになる（Dornyei, 2001b）
と言われるのも不思議ではない。言語不安
（language anxiety）がL2学習の進歩を阻
む大きな原因になり得ることはすでに過去
の外国語学習の動機づけ研究で明らかに
なっているが、母語ではない言語を用いて、
聞き、読み、話し、書くといった様々な言
語活動を行う英語学習時に、もし教室内に
張り詰めた空気や失敗が許されない雰囲気
があれば、不安感は学習者の言語活動に支
障 を き た す 結 果 を も た ら し か ね な い

（Dornyei & Ushioda, 2011）。その一方で、
楽しく（pleasant）、安全な（safe） 雰囲気
がいかに学習者の動機づけに効果があるか
ということについては、研究者の間でほぼ
意見が一致している （前掲書）。そのよう
な安心できる環境は、学習者が教室で行わ
れる様々なコミュニケーション活動や自己
表現のような創造的な活動により意欲的に
取り組むことを可能にするに違いない。
　雰囲気や環境といった要因は、このよう
に学習者の動機づけに重要な役割を果た
す。Dornyei（2001b）の動機づけのMTP
局面では英語学習指導のための「基礎的な
環境作り（creating the basic motivational 
conditions）」として最初の段階に位置づけ
られ、「楽しい、支持的な雰囲気作り」は、
効果的な動機づけのためのマクロ方略とさ
れている。この項目同様、「Q51ペアやグ
ループで協力しながら取り組む活動が取り

入れられていた」、「Q53. 先生・生徒の関
係が良好で、生徒同士が励まし支え合う雰
囲気があった」はいずれも、MTPの動機
づけの基礎的な環境作りに貢献するもので
ある。調査結果はこの２項目もまた学習意
欲が高まった内容として回答者に支持され
ている、ということを示している。だが両
者の平均値と（Q51：3.81、Q53：3.72）本
項目の平均値、4.17を較べてみれば、やは
り教師による雰囲気作りの方が学習への動
機づけ効果が大きいことが示されていると
言ってよいだろう。実際、回答に１（「まっ
たくよいと感じなかった」）や２（「あまり
よいと感じなかった」）を選んだ者は一人
もいなかった。換言すれば、回答者全員が
教師の楽しく安全な雰囲気作りが英語学へ
の意欲につながるということを大なり小な
り認めているということであり、そこに学
習者の思いは集約されていると考えてよい
だろう。さらに、この動機づけマクロ方略
を 利 用 し て 教 師 が で き る 対 応 と し て
Dornyei（2001b）が述べている幾つかの
ポイントも、同様の動機づけ効果が期待で
きる要因として言及しておきたい。たとえ
ばラポール－ここでは教師と生徒との相互
信頼関係－の構築や教師が用いるユーモア
の重要性、間違いに対する寛容さなどであ
る。
　本調査の回答者のセルフレポートには、
この項目に関連した教師の指導について
様々な内容が綴られていた。教師からの声
がけややりとりを通して培われた信頼関係
について記した内容や、「皆の前で発表す
る機会や人前に出る」活動を「恥ずかしい
と感じる生徒もいる」が、教師が生徒とや
りとりをしながら明るい和やかなムードを
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作ることで「生徒も間違いを恐れずにどん
どん挙手して発言していた」とする記述も
あった。また別のコメントは「英語の時間
は楽しいものだ」と思わせてくれた教師の
話や雰囲気作りがやる気につながったとい
う言葉で結ばれていた。

■「動機づけの維持と保護」（Dornyei, 
2001b:29）に関わる項目
　調査の結果、学習意欲につながる指導と
して２番目に回答者の支持を集めたのは

「Q46. 先生は、生徒の頑張りや真面目な取
り組みを励ましたり、褒めたりしてくれ
た。」であった。学習者の行った何らかの
活動やその努力に対して与えられる教師か
らの励まし（encouragement）は、MTP
局面では’Maintaining and protecting 
motivation’（Dornyei, 2001b: 29）に位置
づけられ、動機づけを維持し保護する上で
重要な役割を果たす。なぜなら教師のよう
な重要な人物からの励ましは学習者に成功
体験を自覚させると共に、自分の能力につ
いて自信や自己評価を高めることにつなが
るからである（前掲書）。集計結果の数値
は平均4.16である。多くの回答者が、教師
に「頑張ったことを褒められたり励まされ
たりした」授業での経験によって英語学習
への意欲がわいたと受け止めていることが
わかる。言い換えれば学習者は、英語学習
の中で自分達の頑張りに自信を与えてくれ
るような教師の言葉や働き掛けを強く期待
していることがわかる。Cs i z e r  a nd 
Kormos（2009）は、特に言語学習の初期
の段階では、自分が目標言語を用いて上手
にやることができたという自己認識が成功
体験となり動機に結びつく、と主張する。

つまり教師の励ましやほめ言葉は、「学習
者の自信を強める」（Cheng & Dornyei, 
2007:165 ）という動機づけのためのマクロ
方 略 と し て 生 徒 の 自 己 評 価 （ s e l f -
evaluation）を高め、自尊感情（self-esteem）
を促進し、それが生徒のやる気や意欲を引
き出すことにつながるのである。本調査の
結果が示唆するのは、英語の学習指導にお
いて自己肯定感の促進という要因をふまえ
て学習者の動機づけを考えることの重要性
である。
　背景には近年日本の教育現場においてし
ばしば指摘されている10代の若者の自己肯
定感の低さという問題がある。小学生より
中学生、中学生より高校生、というように、
10代でも年齢が上がればあがるほど反対に
自己評価は下がっていく傾向が指摘されて
いる（尾木, 2010）。10代の若者がプレッ
シャーに弱く精神が不安定なのは日本だけ
ではないであろうが、実際中学生・高校生
の意識の国際比較調査をみると、日本人の
中・高生の自己評価や自己効力感に対する
評価は、アメリカはおろか近隣の中国、韓
国と較べても極端に低く、自分に自信がも
てない若者が多いことが明らかにされてい
る（日本青少年研究所, 2009）。
　しかし英語指導では自尊感情や自信は建
物の土台にたとえられているほど、この部
分が安定していないと、つまり自分に自信
が持てないと英語学習に対する積極的な態
度や創造的活動を学習者に期待することは
難しい（Dornyei & Ushioda, 2011）。英語
の授業では音声が重視され、教師との簡単
なやりとりから、口頭練習や音読、スピー
チに至るまで、生徒が人前で声を出して発
話や発表をする、他教科の授業ではあまり
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行われない様々な言語活動に参加すること
を求められる。そのような学習形態にあま
り慣れていない学習者は、自分は果たして
正しくやれるのか、うまくできるだろうか、
という失敗やリスクへの不安を抱えながら
活動に参加することが多い。彼らが不安を
乗り越える動機づけの原動力となるのが、
今回の結果に示された、教師からの励まし
や「褒め言葉」（praise）だと言える。英
語を使った活動で自分の努力や頑張りを褒
められることは学習者にとって、自分の力
で目標を達成できた、という前向きなメッ
セージであり結果的に自分の英語力に対し
て自信をもつことにつながる。たとえ短く
ても教師の̒ Well-done! あ̓るいは̒ Good 
job! と̓いった励ましのフレーズが学習者
に大きなやり甲斐と自信を与え、次も頑張
ろうというあらたな意欲を引き出すことに
つながるであろう。換言すれば、「できな
いことよりできることを強調」（Dornyei 
& Ushioda, 2011: 121）することが動機づ
けを高め、英語を用いた成功体験を重ねて
いく中で学習者は自己有能感をもつことが
できるようになると言えよう。
　この動機づけ方略に関してさらに重要な
のは、自らが成功体験であると捉えること
で自分の英語力に肯定的になること自体
が、結果的には学習者の内発的動機を高め
る、という点である。Nakahira ほか（2010）
は、授業の中で自分が「できる」と感じら
れる経験、つまり自己効力感（self-efficacy）
が内発的動機にもっとも影響することを、
短大生を対象に行った調査に基づいて明ら
かにしている。本調査のセルフレポートに
書かれた回答者のコメントには、教師の褒
め言葉で自分の英語力に自信をもった体験

や、いつも励ましてくれた英語の教師との
出会いが教員志望の動機につながった、と
記述している学生もいた。これらもまた自
己肯定感の促進が効果的な動機づけの重要
な要因であることの証左であろう。

■「動機づけの喚起」（Dornyei, 2001b:29）
に関わる項目
　英語学習への動機づけにつながる指導と
して３番目に支持されたのは、「Q62. ネイ
ティブの英語の先生が参加したり、英語の
小説や新聞を読んだりして本物の英語に触
れる機会があった」である。歌や映画を含
む英語圏文化の紹介、あるいは教室の内外
での英語を用いた相互交流や会話など、い
ずれも本物の英語（authentic language））
使用がイメージできる活動であり、真正性

（authenticity）に関わる内容が支持された
と言える。このような生徒が楽しく取り組
めそうな英語学習の側面を強調する指導
は、MTPでは英語学習への「生徒の動機
づけ喚起」の局面に位置づけられ（Dornyei, 
2001b: 29）、学習者を「L2に関連する価値
観に馴染ませる」（Cheng & Dornyei , 
2007: 166）ための動機づけマクロ方略とみ
なされている。言語を学ぶ以上、学習の過
程で生徒が「学んだ事を自分の実際の生活
に関連づけられるように」実際にその言語
を使ってみる「本物の活動（authentic 
a c t i v i t i e s）を体験する必要がある」
（Brophy, 2010: 52）。いわんや教室外での
英語使用が限られている日本のEFL環境
（Nakata, 2006）を考えれば、回答者が本
物の英語（authentic language）に触れる
機会を効果的な動機づけの主な要因の１つ
とみなすのは、ごく自然のことであると言
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えよう。
　なぜ外国語（＝英語）を学ぶのか。英語
学習への動機そのものを問うことになるこ
の問いに対する答えには、英語だけでなく
その背景にある英語圏の文化や社会、ある
いは英語を話す人々に対して学習者がどの
程度興味や関心があるか、ということが少
なからず影響するはずだ。英語圏の文化に
普段から馴染んでいる、あるいは外国人に
興味がある生徒もいれば、そうでない生徒
もいる。調査結果が示唆するのは、だから
こそ教師には、生徒が英語に関連した好奇
心をもてるように、あるいは英語学習の楽
しい魅力的な側面を体験できるように、教
材の工夫と多様な言語活動を通して生徒が
英語学習の内在的価値観（intrinsic value）
を実感できるような授業指導が期待されて
い る と 言 え る だ ろ う （ D o r n y e i  & 
Ushioda、2011: 114）。この点に関連して、
今回の調査で高い評価を得ている項目であ
る「Q38. 先生は時々、日本語または英語で、
授業や英語に関連する話をした（５位、平
均3.94）」も同様の動機づけマクロ方略で
説明できる。自分が学んでいる教師から聞
く英語に関連する魅力的な体験を共有する
ことが、生徒自身の英語への興味づけにつ
ながっていることを示す結果と言えよう。
さらに「Q45. 教科書以外の活動（英語の
スピーチ、発表、歌やゲームほか）を取り
入れていた（８位、平均3.90）」、「Q61. 先
生はCDデッキやVTR、時にはインター
ネットの様なITを活用して授業を行って
いた（４位、平均4.05）」もまた上位８項
目以内にあげられ、学習者自身の英語使用
や本物への志向を示す結果であると言え
る。英語圏の人々や文化への理解を深め、

あるいは言葉のやりとりを通して情報交換
や交流をすることで、学習者は英語学習の
意味を自覚し、それが英語への学習意欲を
高めるであろうことは十分予測できる。回
答者のセルフレポートに書かれていたの
は、実際に授業で経験したそのような活動
の数々である。修学旅行の課題で海外から
来た人と話して「英語が通じた喜び」や、
インターネットを利用したチャットやメー
ルで「英語を用いたやりとりができた」驚
き、アメリカ映画を字幕無しで視聴して少
しは理解できた時の「自信」、英語の歌を
月例で言葉の意味と共に学び歌う「楽し
さ」、学習者の現実世界と英語を結ぶ多用
な活動を通して彼らは異口同音に「英語に
興味をもつようになった」、「英語の時間が
楽しみになった」と語る。教師が生徒と英
語との出会いをできるだけ好ましいものに
しようと行う本物の英語を意識した指導
が、いかに動機づけに貢献しているかを映
し出す内容である。教室での学習の成果と
英語使用の楽しさを実感できるこのような
経験こそ、生徒にとって自己への自信を高
めながらL2関連の価値観を強化できる絶
好の機会である。教師が用いる効果的な動
機づけマクロ方略が生徒の学習意欲、さら
には内発的動機につながり得ることを示し
ている、と言ってよいであろう。

５　おわりに

　本研究調査の目的は、学習意欲を高める
のに効果があると生徒が受け止める英語授
業の言語活動や指導を探り、その背景にあ
る主たる動機づけ方略とその要因を明らか
にすることであった。結果は以下のように
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まとめられる。
　まず、教師の人柄や行動といった「教師
特有の動機づけ要素（Dornyei, 1994）」が、
動機づけの基礎的な環境作りと学習者の自
己効力感の促進という点で、学習者の効果
的な動機づけの大きな要因であることを結
果は示唆する。具体的には、教師が教室に
失敗や間違いを恐れる必要の無い雰囲気を
作り出すことで生徒は安心して言語活動に
関わることができ、その生徒の頑張りに対
して重要な他人として存在する教師の励ま
しが、学習の向上に不可欠な自己有能感を
高め学習者の動機づけにつながっていくこ
とが示された。興味深いことに、この楽し
く安全な雰囲気作りと学習者の自信を強め
る教師の励まし、という２つの動機づけ方
略 は 他 国 で 行 わ れ た 同 様 の 調 査 結 果
（Cheng & Dornyei, 2007; Ruesch ほか, 
2012）でも首位の１位、２位を占めている。
つまりこれらは英語学習の̒ universally 
endorsed strategies（̓Cheng & Dornyei, 
2007：171）として、日本のみならず他の国々
にも通じる第二言語学習のための万国共通
とも言える動機づけ方略なのである。これ
らの結果は、英語学習にふさわしい楽しく
安心できる環境の中で、授業を通して生徒
が自分の英語に対する有能感や自己肯定感
を高め自信（self-confidence）を強めてい
けるような指導と工夫が、教師に求められ
ていることを示唆していると言えるだろう。
　しかしこのような教師からの働き掛けが
あっても、もし学習者が英語に内在的価値
観を認めていなければ彼らの学習への興味
を喚起することは容易ではない（Dornyei 
& Ushioda, 2011）。その点で今回の結果は
また、本物であること、すなわち真正性

（authenticity）が学習者を英語関連の価値
観に馴染ませる上で重要かつ効果的な動機
づけ要因になることを明らかにした。教室
での英語学習では、現実の世界で行われて
いる言語使用場面をそのまま再現できない
し、本物の英語（authentic language）を
用 い る 場 面 は 限 ら れ て い る （ 村 野 井 , 
2006）。だがたとえ教室内であっても、現
実世界と類似する言語使用場面があるよう
な「状況的真正性」（Ellis, 2003）があるタ
スクや言語活動を行えば、安心できる雰囲
気の中で場面を意識した言語使用を経験
し、実際に役立つスキルを身に付けること
ができる。それは学習場面と実際の社会で
行われる本物の言語使用場面との距離を縮
めることを可能にするだろう。その上で本
物の英語（authentic language）使用を伴
う活動を授業の中に適宜取り入れ、学習者
が現実の世界でも自分は英語を使ってうま
くできた、と感じられるような成功体験を
教師が意識的に与えることが、学習者の自
信を強めるだけでなく、英語学習の価値や
目標を再確認させ、もっと本物に対応でき
る英語力をつけたいというあらたな学習意
欲を生む原動力になるはずだ。授業の中で
自分ができると感じられる成功体験こそ、
学習者の内発的動機にもっとも影響するの
である（Nakahira ほか, 2010）。
　調査規模やデータは小さいが、本調査研
究は以上のような点で、何が生徒の英語学
習意欲を高めるのかについて、その動機づ
け要因を探るための材料をいささかなりと
も提供し、英語授業のあり方と教師の役割
を考える際の視点を示すことができたと言
えるだろう。しかし紙数の関係で小論は本
調査結果の主要項目の検討に焦点を絞って
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おり、その他の項目の－たとえば男女別の
結果の比較、動機づけ効果の低い項目や文
化の違いなどを反映する特徴的な項目など
－動機づけ効果については言及することが
できなかった。これらについては今後別の
機会を設けて論じたい。また本調査結果の
信頼性を高め、動機づけ効果の因果関係を
結論づけるには、継続的な調査を行うこと
に加え、学習者の動機づけ効果を示すこと
ができるような（例：学習成果との相関）
調査データが必要となるであろう。より広
く多用な視点からの調査項目の見直しと検
討も含めて、これらの問題点を今後の研究
課題としたい。
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APPENDIX 1 
 
 

The components of motivational teaching practice in the L2 classroom (Dornyei, 2001b: 26) 
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APPENDIX 2 
 

集計結果一覧表：Q38~Q62 各項目の段階毎の男女別・全体人数およびその平均値 
 
 
 

 1 2 3 4 5 6 平均値 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 全体 

計 計 計 計 計 

Q38 
0 2 2 0 10 4 29 21 9 10  

3.90 4.00 3.94 
2 2 14 50 19 2 

Q39 
0 0 0 0 10 7 24 12 14 17  

4.08 4.28 4.17 
0 0 17 36 31 5 

Q40 
0 1 4 1 17 10 18 17 7 6  

3.61 3.74 3.67 
1 5 27 35 13 8 

Q41 
1 1 3 0 10 6 14 21 11 11  

3.83 4.06 3.92 
2 3 16 35 22 11 

Q42 
0 0 5 4 11 10 24 14 10 10  

3.78 3.79 3.78 
0 9 21 38 20 1 

Q43 
1 0 5 3 8 7 22 12 13 16  

3.84 4.08 3.94 
1 8 15 34 29 2 

Q44 
0 3 6 2 11 10 16 6 7 13  

3.60 3.71 3.65 
3 8 21 22 20 15 

Q45 
2 1 4 2 9 8 18 7 15 15  

3.83 4.00 3.90 
3 6 17 25 30 8 

Q46 
0 1 1 1 11 3 17 18 20 15  

4.14 4.18 4.16 
1 2 14 35 35 2 
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Q47 
1 0 5 2 14 4 13 16 8 7  

3.54 3.97 3.71 
1 7 18 29 15 19 

Q48 
2 0 2 3 13 5 17 15 6 10  

3.58 3.97 3.75 
2 5 18 32 16 16 

Q49 
1 1 6 2 11 8 20 14 9 9  

3.64 3.82 3.72 
2 8 19 34 18 8 

Q50 
1 1 5 2 10 9 22 8 8 12  

3.67 3.88 3.76 
2 7 19 30 20 11 

Q51 
0 0 3 3 14 10 19 11 11 10  

3.81 3.82 3.81 
0 6 24 30 21 8 

Q52 
0 1 5 3 14 12 20 9 8 11  

3.66 3.72 3.69 
1 8 26 29 19 6 

Q53 
0 2 5 1 14 11 20 9 7 13  

3.63 3.83 3.72 
2 6 25 29 20 7 

Q54 
0 2 9 3 19 10 16 9 10 4  

3.31 3.65 3.45 
2 12 29 25 14 7 

Q55 
4 6 15 11 13 10 10 6 7 4  

3.02 2.76 2.91 
10 26 23 16 11 3 

Q56 
2 1 2 5 11 10 18 8 17 14  

3.92 3.76 3.85 
3 7 21 26 31 1 

Q57 
3 0 6 10 16 6 14 11 8 9  

3.38 3.53 3.45 
3 16 22 25 17 6 

Q58 
0 1 8 1 10 10 22 8 10 18  

3.68 4.08 3.85 
1 9 20 30 28 1 

Q59 0 1 3 1 9 10 31 13 7 12  3.84 3.92 3.87 
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1 4 19 44 19 2 

Q60 
0 1 5 3 16 12 21 12 7 8  

3.61 3.64 3.62 
1 8 28 33 15 4 

Q61 
1 1 1 1 9 9 23 11 16 16  

4.04 4.05 4.05 
2 2 18 34 32 1 

Q62 
0 0 2 1 8 7 20 9 17 17  

4.11 4.24 4.16 
0 3 15 29 34 8 

 

*注：各項目は以下の内容を表す 5 段階のリッカートスケ－ルで回答されている。 

1. 全くよいと感じなかった      2. あまりよいとは感じなかった 

3. 多少よいと感じた            4. だいたいよいと感じた 

5. とてもよいと感じた   

6. そのような体験をしなかった（※書かれた活動を一度も体験していない場合） 

 

**注：平均値はすべて小数点第 2 位で四捨五入されている 
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APPENDIX 3 
 

「英語の教員志望」および「英語授業経験」に関するアンケート 
 

２０１３年４月 

 

＊はじめに 
 

 
このアンケ－トは、あなたが英語教師をめざす動機を知るとともに、これまでの学校での英語学習体験

や英語に対するあなたの考えを理解する目的で実施するものです。アンケ－トは I～IV までの４つのパ－

トで構成されており、各パートの指示にしたがって別紙（解答用紙 NO１と２）に答を書いてもらいます。

パ－ト I～III はあなたの考えや状況にもっとも近い答を選択肢の中から選ぶ形式で、パ－ト IV は記述式

のセルフレポートです。質問に対するあなたの考えをできるだけ詳しく書いてください。これはテスト

ではないので「正解」や「不正解」はありませんし、名前を書く必要もありませんが、この調査結果を

分析・研究し、今後の私の講義に活かしていく予定です。ぜひ真剣に、誠実に取り組んで下さい。 

 

＊回答記入、および回収についての注意 
 

・回答用紙は２枚あります。パ－ト I～III では回答用紙 NO１を、パ－ト IV では回答用紙 NO2 を使いま

す。 

・提出は回答用紙だけです。次回持参してください。 

 
 

＝ パートI  あなた自身について ＝ 
 

●回答用紙 NO１を用意して下さい。まず、あなた自身について質問します。自分にあてはまる番号を以

下ひとつ選び回答用紙に該当の番号を記入してください。 

 

1) 性別  1: 男,  2: 女 

2) 年齢  1:１９～２０才,  2: ２１才～２２才,  3:２３～２４才,  4:２５才以上 

3) 専攻   

1: 専門科目として英語を学ぶ必要がある学部・学科・コース  , 

2: 専門科目として英語を学ぶ必要がない学部・学科・コース 

4) 海外留学または在住体験の有無   

1: ない    

2:１０日～２週間程度の英語圏への留学経験がある。 

3:半年～１年未満の英語圏在住又は英語圏留学の経験がある。 
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4:半年～１年未満の英語圏以外の国の在住又は留学の経験がある。   

5:１年～３年の英語圏在住、又は英語圏留学の経験がある。 

6:１年～３年未満の英語圏以外の国の在住、又は留学の経験がある。 

7:３年以上の英語圏在住、又は英語圏留学の経験がある。 

8:３年以上の英語圏以外の国の在住、又は留学の経験がある。 

 

5) 出身中学 

1:公立の普通中学校    2:公立中高一貫校   3:国立大学附属中学校   

4:私立の普通中学校   5:私立中高一貫校(大学附属高校を含む) 

6:海外の日本人学校   7:海外の日本の私立学校系列校  8:海外の現地校 

9:国内外のインターナショナル・スクール    

10:その他→回答用紙に 10 を記入したうえで、あなたの出身中学校についての情報 

を回答用紙 No1 の一番下にある記述スペースに書いて下さい。 

 

6) 出身高校  

1:公立の普通高校    2:公立中高一貫校   3:国立大学附属高校   

4:私立の普通高校   5:私立中高一貫校(大学附属高校を含む) 

6:海外の日本人学校  7:海外の日本の私立学校系列校  8:海外の現地校 

9:国内外のインターナショナル・スクール    

10:その他→回答用紙に 10 を記入したうえで、あなたの出身高校についての情報（検 

定試験受験含む）を回答用紙 No1 の一番下にある記述スペースに書いて下さい。 

 

7) 持っている英語資格  

1: 英検 1 級, 又は TOEFL iBT=100 以上,又は CBT=250 以上, 又は TOEIC 850 以上 

2: 英検準 1 級, 又は TOEFL iBT=71 以上,又は CBT=197 以上, 又は TOEIC 660 以上 

3: 英検 2 級, 又は TOEFL iBT=61 以上,又は CBT=173 以上, 又は TOEIC 590 以上 

4: 英検準 2 級, 又は TOEFL iBT=52 以上,又は CBT=150 以上, 又は TOEIC 450 以上 

5: その他 ※回答欄に 5 と記入し、詳しい内容を回答用紙裏面に書いて下さい。 

 
 
 

＝ パ－トII  英語教員をめざす動機に関わる質問 ＝ 
 

※注  Q8~Q37については、本研究調査に直接は関係しないので省略する。 
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＝ パ－トIII  これまでの学校での英語授業経験に関する質問＝ 
 

●中学校、または高校で経験した英語授業について、あなたがどのように受けとめているかを聞きます。

アンケートに書かれている各項目の英語授業の内容や活動について、あなたは、学習意欲が高まる、あ

るいは英語をやる気になる、という観点からどの程度よいと感じましたか。次の 1～6 の番号の中から

自分の状況にあてはまるものを 1 つ選び回答用紙に記入してください。なお、もし書かれている活動を

一度も体験していない場合は、回答用紙に数字“6”を記入して下さい。 

 

1. 全くよいと感じなかった                     2. あまりよいとは感じなかった 

3.  少しだけよいと感じた                       4. だいたいよいと感じた 

5.  とてもよいと感じた                         6. そのような体験をしなかった. 

 

＜例＞「英語の映画をみた」という活動内容について、あなたがあまりよいとは感じ  

なかった、と思ったら回答用紙に数字“2” を記入する。 

 

38) 先生は時々、日本語または英語で、授業や英語に関連する話をした。 

39) その日の授業や英語に直接関係なくても、先生は時々、英語または日本語で、面 

白い話や冗談を言って、楽しい雰囲気を作ろうとしていた。 

40) 生徒がどんな目標で学習活動に取り組めばいいか、めざすゴールが示されていた。 

41) 英語を用いて、生徒・先生間で、または生徒同士がやりとりするコミュニケーシ 

ョン活動がとりいれられていた。 

42) 頑張れば成果があがる、という期待感をもって学習をすることができた。 

＜例＞ 音読練習で頑張ると発音がよくなる、単語が覚えられる、点が上がる等 

43) 先生は生徒に合わせた教材（プリントやワークシートを含む）作りをしていた。 

44) グループ対抗あるいは個人対抗で、生徒同士を競わせる活動やタスクを授業に 

取り入れていた。 

45) 教科書以外の活動（英語のスピーチ、発表、歌やゲームほか）を取り入れていた。 

46) 先生は、生徒の頑張りや真面目な取り組みを励ましたり、褒めたりしてくれた。 

47) 先生は生徒の自主的な取り組みを促すようにしていた。 

＜例＞ 活動内容やテンポを生徒自身が決める、生徒が行う活動を選択できる 

48) 新しく学ぶ知識や英語に対して生徒が興味をもてるように工夫さていた。 

＜例＞新しい Lesson に入る際、道具や写真等を使って生徒の興味を引き出す 

49) 先生からの一方通行の説明だけでなく、双方向のやりとりがあった。 

50) 生徒が自分の考えや個人的経験を英語で表現する（書く／話す）機会があった。 

51) ペアやグループで協力しながら取り組む活動が取り入れられていた。 

52) 時には頑張りに対して報酬があり、成績評価につながった。 

＜例＞頑張るとポイントが貰える 

53) 先生・生徒の関係が良好で、生徒同士が励まし支え合う雰囲気があった。 
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54) 発音練習や音読など、授業では音声を重視した活動が行われていた。 

55) 英語を用いる活動は少なく、授業の大半は日本語で行われていた。 

56) 文法説明は、ほとんど（またはすべて）日本語で行われていた。 

57) 入試に合格するため、特に受験対策を中心に授業指導が行われた。 

58) 大事な箇所やポイントが明らかで、分かり易い説明が行われていた。 

59) 指導や練習は、段階を踏んでステップ・バイ・ステップで行われていた。 

60) 練習やドリルでは、必要に応じて十分な時間をとっていた。 

61) CD デッキ、VTR、時には IT 技術（インタ－ネットやメ－ル）を活用して授業を 

行っていた。 

62) 本物の英語に触れる機会があった。 

＜例＞ネイティブの英語の先生が参加した、英語の小説や新聞を読んだ。 

63) その他、もしここにあがっていない活動や内容で、自分が経験した内容でコメン 

トできることがあれば、回答用紙に数字 ” 7 ” を記入した上で、回答用紙 NO1 の 

裏面にあるスペースに自由に書いて下さい。 

   

 

 

＝パ－トIV  印象に残る英語授業や先生についてのセルフレポ－ト ＝ 
 

 
●中学・高校それぞれの英語授業体験の中で、あなたが英語を学ぶ上でよい印象を与えた授業や英語の

先生との出会いがありましたか。もしあれば、その内容とあなたがよいと思った理由を、別紙「セル

フレポート」用紙に書いてください。 

 

 
 

ご協力ありがとうございました！ 

回答用紙は、次回の授業時に持参してください。 
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はじめに

　企業のグローバル化に伴い，これまで各国で独自に作成されてきた会計基準が国際財務
報告基準（International Financial Reporting Standards。以下IFRS）へと統合される方
向性にあることは周知の通りである。2005年にIFRSはEU域内で強制適用となり，米国
をはじめとする各国においても，それぞれ最も適した方法でIFRSへ対応することが検討
されている。わが国ではすでにIFRSの任意適用が認められ，会計基準として採択するこ
とが可能となっている。
　今後の会計教育は，このような世界的動向の中でIFRSを含めた国際的水準を満たす内
容となることが不可欠となる。現在，公認会計士等の会計プロフェッションの場合には，
資格取得前後における国際的水準の教育が検討されている。その一方で，わが国の大学に
おける会計教育の方針については，統一した方向性が見出されていないのが現状である。
　IFRS適用に際して，「人材育成・教育」は重要なテーマの１つである。大学における会
計教育はその主要な役割を果たすと考えられる。本稿ではまず大学における会計教育の位
置づけと現況を確認する。次にIFRSの特徴の１つである原則主義（プリンシプル・ベース）

IFRS 時代における大学の会計教育

上原　優子

【要　旨】
　会計基準をIFRSへと統合する世界的動向の中で，大学における会計教育がIFRSを含めたものとなる
動きは今後一層加速すると考えられる。多くの会計初学者を受け入れると同時に，会計プロフェッショ
ンとして社会に貢献することを志す学生にも対応する大学は，わが国の会計教育の中心的存在である。
IFRSの適用に向けて大学が果たすべき役割は大きい。
　一方，IFRS の取り扱いは各大学または各教育担当者に委ねられている現状がある。IFRSに適応する
教育方針や具体的カリキュラムについて大学が再検討を試みることは，わが国の将来の会計人材の育成
を考える上で重要な意味を持つであろう。
　IFRSは原則主義の会計基準である。そのあり方は細則主義を採るわが国の伝統的な会計基準のあり方
とは異なる。今後はIFRSの基本的な考え方を学んだ後に，事例研究や実務で経験を積み，解釈方法や判
断力を養う必要が生じる。IFRSを習得する人材を育成するためには，大学における会計教育の変革が必
要である。
　大学が具体的に取り組むことが可能である方策として，本稿では「事例研究」を掲げた。実際に運用
するにあたっては，カリキュラムの見直しや制度整備など多くの課題を克服する必要があり，IFRS導入
に向けた取り組みは，これからの大学教育において必要かつ重要な課題となるであろう。

【キーワード】
IFRS　　原則主義　　細則主義　　会計教育

研究ノート
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に焦点をあて，わが国の伝統的な細則主義（ルール・ベース）を基本とした会計基準との
相違と，その相違による会計教育の変化について検討する。最後に前述の議論をベースと
して，実際の授業時における試験的な取り組みに触れ，わが国の今後の会計教育のあり方
についての見解を述べることとしたい。

１．大学における会計教育の位置づけ

　わが国では多くの場合，最初に会計教育を受ける場となるのは大学であると想定される。
ここでは以下いくつかのデータを紹介しながら，大学における会計教育の位置づけと役割
について明らかにしたい。

　文部科学省の2013年の「学校基本調査」によれば， わが国の高等学校教育における学生
数は3,347 , 127名である。その内，「会計」「簿記」などの「商業に関する学科」を履修科
目に含む，商業科に在籍する学生は214 ,269名（約6.4%）となっている。
　高等学校卒業者の内， 大学・短期大学への進学者は578 , 554名であるが，その大半は
（494 ,133名，約85 .5%）は普通科を卒業したものであり，商業科を卒業した者の進学は数
パーセントに留まっている（17 ,988名，約3.1%）（図表1左参照）。
　わが国の大学で開講される会計科目の内容を見ると，開講名はさまざまであるが会計の
基礎科目として「簿記」が相当数開講されている（1）。多くの場合，会計との初めての出会
いは大学で開講される簿記の科目であり，簿記を習熟することが会計科目習得のステップ
の重要な位置づけとなっていると考えられる。
　一方，経済状況の厳しい今日，大学を卒業する者にとって就職活動は非常に重要なもの
となっている。就職活動を行う大学生の中には，就職活動を有利なものとするために資格

図表１

文部科学省（2013b）， 公認会計士・監査審査会（2013）を参考に作成
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試験取得を目指す者も多い。
　日本商工会議所の簿記検定（日商簿記）は古くから実施されている資格試験であること
から知名度も高く、毎年50万人以上が受験する（図表２参照）。就職の際に面接官となる
ことが想定される年代を含めた幅広い層に認知された資格でもある。このため同資格の取
得は就職活動において有利であると考えられ，大学生に人気が高い資格の１つとなってい
る。
　日商簿記の試験には１級から４級が用意されている（2）。最も受験者が多いのは基礎的な
会計技術が求められる３級であり，毎回受験者全体の５割を超える。次いで受験者が多い
のは２級である。３級および２級の受験者数合計は，一貫して受験者数全体の９割を超え
ている。
　受験者の年齢層に関するデータはあまり公表されていないが，日本商工会議所が2007年
に商工会議所のデータの１部を抽出し，全国の受験者の年齢層を分析した結果によると，
初歩的なレベルである４級を除いては，各級とも約50％が20 -30歳の受験者であった。ま
た，どの級においても60%以上の受験者が30歳以下の受験者であったことが確認されて
いる（3）。この30歳以下の受験者の中には相当数の大学生が含まれていると推定される。

　日商簿記の検定は複式簿記の基本的仕組みや記帳方法から始まり，企業規模やその目的
に応じた財務諸表の作成方法を学ぶ形式を踏んでいる。現在の大学における会計教育が簿
記教育から始まることと日商簿記の検定試験との結びつきは非常に強く，大学における会
計教育の成果と簿記検定のステップアップが比例する仕組みが確立していると言える。
　一方，わが国の会計プロフェッションの代表である公認会計士の2013年の願書出願者は
13 , 244名であるが，その構成は大学（短大を含む）の在学者・卒業者が9 , 466名（約
71 .6%）と非常に高い割合を占めている。また同様に公認会計士合格者1,178名の内， 915
名（約77 .7%）は大学（短大を含む）の在学者・卒業者であり，合格者の大半を占めてい
るのが現状である（図表1右参照）（5）。

図表２

日商検定（http://www.kentei.ne.jp/bookkeeping/news/data.php）を参考に作成（4）
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　公認会計士試験として出題される「財務会計」や「管理会計」の科目を備える大学は数
多く存在するが，その内容は必ずしも公認会計士試験と合致するわけではない。また，わ
が国の公認会計士試験では特に受験資格は限定されておらず，大学教育が公認会計士試験
を想定したカリキュラム編成を求められているわけでもない。このことは公認会計士試験
を目指す受験生の大多数が，公認会計士試験を扱う専門学校とのダブルスクールとなって
いることからも理解される。
　しかし，諸外国では公認会計士試験の受験資格そのもの，あるいは公認会計士として登
録する場合の資格要件として大学卒の要件を定めている場合も多く，大学における会計科
目の単位取得が受験要件の中に盛り込まれる場合も多い（6）。公認会計士の国際的なレベル
の調整，相互認証における学歴要件の均一性を考えた場合，今後の試験制度改正で大学卒
や会計科目の単位取得等が検討される可能性は否定できない。少なくとも大学の教育に
よって初めて会計教育に触れ，会計プロフェッションを目指すことを志した大学生に対し，
その志を成就するための道筋について示すことは，教育機関である大学が担うべき役割で
あると言えよう。
　以上の状況から現在のわが国の大学における会計教育の位置付けと役割については次の
ように考えることができる。まず，わが国の中学校卒業者の大半は普通科高等学校に進学
することから，高等学校在学時に会計を学ぶ機会を得る者は限られている。また，大学・
短期大学への進学者のほとんどが普通科高等学校の出身者である状況から，わが国では大
学が多くの者にとって初めて会計を学習する場になると理解される。
　日商簿記の受験者の状況からは，基礎的な会計技術が求められる３級の取得を目指す者
が多く，一般教養としての基本的な会計知識を習得することを，多くの大学生が期待して
いることが推測される。また，大学における会計教育が簿記教育から始まることと日商簿
記の検定試験との結びつきが強く，会計教育と簿記検定のステップアップはリンクする構
造となっている。
　一方，公認会計士を志す者の大半は大学（短大を含む）の在学者・卒業者であり，多く
の会計初学者が大学で初めて会計に触れることによって会計プロフェッションを志す状況
を考慮すれば，大学は会計プロフェッションとして将来的に高度な教養を獲得する道筋を
示すことも期待されている。つまり大学には，多くの会計初学者を受け入れると同時に，
会計プロフェッションとして社会に貢献するのに必要な，高度な会計知識を獲得する場の
１つとして，幅広い会計教育を提供することが求められる。
　会計教育において重要かつ広範囲にわたる役割を担うわが国の大学では，常に国際的な
動向・水準の教育を意識しながら，質的・量的な教育の拡充を図る必要がある。数々のグ
ローバル企業を持つわが国が，IFRS時代の会計教育において諸外国に後れを取るわけに
はいかないが，そのためには大学における教育システムが充実することは必要不可欠であ
ると言えよう。
　しかし現在のように簿記教育を中心とし，会計教育が多くの簿記の規則を覚えることと
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を主とした場合，後述するIFRSの原則主義を体得することは非常に困難なものとなるで
あろう。大学における会計教育は大きく変わることが求められていると考えられる。
　一方，大学における会計教育は教育制度や慣習，文化にも大きく影響を受け，早急にそ
の学習環境を変更すること，あるいは新たに均一な教育環境を構築する場合には困難が伴
うことも多い。また会計教育は実質的に，各大学または各教育担当者に多くの部分が一任
された状態となっているのが現実である。IFRSへの統合という世界的動向の中で， 大学
の場においてどのようなカリキュラムを導入し，IFRSに対応した教育を行うべきかを検
討することは急務であると言えよう。

２．IFRSと原則主義

　IFRSの代表的な特徴として橋本尚・山田義隆（2009）は①原則主義，②比較可能性の
重視，③資産・負債アプローチ，④公正価値会計・キャッシュ・フロー会計・連結会計の
重視，⑤経営者の恣意性の排除，⑥実質優先思考，⑦豊富な注記，⑧演繹的アプローチ，
の８つを挙げている（7）。８つの特徴の中でも原理原則を示し，個別・具体的な問題につい
ては企業ごと・事例ごとに財務諸表の作成者である経営者自身に判断させる原則主義は，
わが国のこれまでの会計基準のように詳細な規定を設ける細則主義とは対照的なものであ
る。
　従来わが国が採用していた細則主義の会計基準では，会計基準自体を理解・習得するこ
とが会計教育における最大のテーマであった。膨大な規定を熟知し，その中から特定の取
引・事象に該当する規定を適切に抽出する能力が，会計実務を担うにあたって最も重要で
あったためである。
　つまり，これまでわが国では一度会計基準を熟知して該当する規定を的確に抽出し，機
械的に規定通りの処理をすれば適正な会計処理となった。逆に言えば細則主義の会計基準
の場合，定義から漏れるような事象に対しては脆弱であり，会計基準の解釈を悪用した巧
妙な会計基準逃れが生じる可能性もあると考えられた（8）。
　これまでわが国の大学では，簿記から始まる会計教育が数多く実施されてきた。先に述
べた日商簿記をはじめとした簿記の資格試験との結びつきも強く，会計教育が資格試験と
並行してステップアップするという状況にある。
　簿記の資格試験では複式簿記の仕組みや記帳方法に重点が置かれ，企業の大小およびそ
の目的に応じた財務諸表の作成方法が問われる。このような試験の組み立て方は，財務諸
表の作成者が実務において会計処理を行うプロセスと一致する。言い換えれば組織の実務
者が，「実際にどのような規定・処理方法を選択すれば適切な事務処理を行えるか」とい
う財務諸表作成者の立場に立った試験形式なのである。会計実務者は細則主義の会計基準
のもとでは多くの規定を熟知し，その中から適切な会計処理を抽出することに最大の力量
を発揮しなければならないため，この試験の組み立て方は細則主義における会計技術を測
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る上では理に適ったものであると言えよう。
　原則主義のIFRSでは会計基準自体の分量は，細則主義の会計の基準と比べて非常に限
られたものとなっている。会計処理に関しては基本的な考え方を定めることにとどめ， 会
計処理の判断のための重要性の数値基準など，具体的な判断基準や処理方法の提示も限定
される。このためIFRSを習得しようとした場合，細則主義の会計と比較すると会計基準
自体の内容を理解する時間的負担は軽減されると考えられる。
　その一方で原則主義の会計基準では，本質的な会計理論を理解した上で，それを論理的
に組織の状況に合せて適用・採用する能力が求められる。会計実務者はIFRSが定める会
計原則に従って会計処理の妥当性を判断して財務諸表を作成し，上場企業など監査人が関
与する場合にはその適否が監査人の専門的判断に委ねられることになる。従って，会計実
務者には会計専門家として現場においてどのような処理を行って最終的に財務諸表上に表
現することが適切であるかを判断する能力が問われる。

 	  

　橋本・山田（2009）はIFRSを適用するために必要な能力として「判断力」「思考力」「分
析力」「表現力」の４つを挙げている。また，細則主義から原則主義へと変化した場合に
不可欠なスキルは，図表２のように「会計基準の理解」が80％から20％程度に軽減される
一方，実務適用能力の比重が５％から50％程度へと大きく増加すると説明している。これ
からの会計教育ではIFRS導入の要請に即し，多くの基準・規定を覚え適切な処理方法を
「抽出する能力」ではなく，原則と照らして「判断・思考する能力」をどのように育むか
に重点を置いた教育が求められよう。
　大学が提供する会計の授業内容が「判断・思考する能力」を育むことを中心としたもの
になった場合，学生に一番残るのは会計を体系的・理論的に捉える力であり，細かい会計
の処理方法ではなくなるであろう。学生は大学を卒業した後，財務諸表を「作成」する機

図表３

橋本尚・山田義隆（2009）を参考に作成
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会よりも「利用」する機会が圧倒的に多い。体系的・理論的な会計力は，利用者の立場と
して財務諸表を活用する場合にも適用が可能であり，財務諸表作成者の立場を中心とした
伝統的な会計教育で得たものよりも汎用性の高い力となる可能性がある。先に学生の多く
は一般教養としての基本的な会計知識を習得することを期待していると述べたが，最終的
にその期待に沿うことにもつながるのではないだろうか。

３．大学における会計教育のあり方

　原則主義のIFRSを適用する場合，最も重要になるのは実務適応能力である。このスキ
ルを高めるには多くの事例に触れ，実務経験によってIFRSの解釈方法や判断能力を磨く
必要がある。大学には IFRSの素養を身につける人材を長期的かつ安定的に育成する教育
システムを開発することが望まれる。
　大学の会計教育において，学生がより実務適応能力を高めるために一層活用が必要にな
ると思われる要素としてはまず「事例研究」が挙げられるであろう。大学生は社会と接す
る機会も限られていることから，IFRSの解釈や判断について事例から学ぶことは非常に
有効であると考えられる。
　五十嵐（2010）は「アカデミックは，IFRS をコア・カリキュラムに入れることと 
IFRSの基本的な考え方の教育が必要である」と述べている。一般教養としての基本的な
会計知識を習得することを目的としている大学生が大半であること，IFRSが原則主義を
基本としていることから，会計の「考え方」を大学教育の早い段階で習得することはとり
わけ重要であると考えらえる。そして「考え方」を学んだ上で事例に取り組み，判断能力
を養う機会を重ねることが必要となる。
　特に将来的に会計プロフェッションとして社会に貢献することを志す，公認会計士等の
資格取得を目指している大学生にとって，より多くの事例に取り組む場が用意されること
は非常に有用なものとなろう。現在，高度な専門職業人を養成する大学院では，特定分野
で高い実績を残してきた専門家を実務家教員として迎え入れ，実践的な事例を学ぶことが
できる講座を数多く開講している。今後は大学においても実務でどのような会計上の判断
がなされているのか学生が体感できるような講座を取り入れ，学生の実務適応能力を効果
的に高めるカリキュラムを構築する必要があるであろう。
　以下では，授業時に会計の「考え方」について学生が議論する時間を試験的に取り入れ
た事例を紹介する。対象となる学生の大半は国際経営学部に所属し，初歩的な会計学の授
業を終了したレベルにある。実際に授業時に議論の対象としてとり上げたのは，わが国の
特定非営利活動法人（以下，NPO法人）が適用するNPO法人会計基準である（9）。
　非営利組織であるNPO法人においても企業会計と同様に「説明＝Account」すること
が求められる。IFRSの基礎となる国際会計基準審議会（The International Accounting 
Standards Board：IASB）の「財務報告に関する概念フレームワーク」は，一般目的の財
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務報告の目的を「現在の株主，潜在的株主（投資家），貸付資金の提供者およびその他の
債権者など主たる利用者（Primary Users）の意思決定に有用な情報を提供することであ
る（10）」としている。また財務報告基準を開発する際は「財務諸表の利用者のニーズの中
でも最大多数のニーズを満たすような情報を提供することを目指す（11）」としている。
　NPO法人の会計の場合，財務諸表利用者は「市民」であるが，中でもNPO法人の場合
にはその特性を鑑み，以下の２点に留意した情報開示が必要となる。

①　資金が適切に使用されていることを説明する
　NPO法人では資金を預かる会計担当者，実際にお金を動かすことを可能とする理事等
は，当該団体の資金を適正に使ったか，不正が無かったかなどを会員等に報告する義務が
ある。会員や寄付者等から資金を託されているという性質上，これらの資金が適切に管理
され，効果的に使用されたことを説明することが必要となる。
　特に企業会計と異なる点として，資金使途が制約されている場合などが挙げられる。
NPO法人の活動の中でも「特にこの活動に使用して欲しい」と寄付者が意思表明する場
合等がこれにあたる。この場合は寄付者の意思を反映して資金が使用されたか否か，ある
いは他の資金と区分して管理されているか，などを適切に説明することが必要である。

②　自らの活動を周知させ，現在および将来の寄付者等の共感を得る
　NPO法人には所轄庁にその活動について報告する必要があるが，この報告は法的義務
を果たすという意味に止まらない。所轄庁がこれを開示し，多くの利害関係者に閲覧して
もらうという目的が存在する。
　NPO法人の会計報告には，団体内部者はもちろん，現在そしてこれからNPO法人に関
わる人々，サービスを受ける人々を含めた多くの人々に自らの活動を理解してもらうとい
う意味がある。活動に対する理解と共感を得るによって新たな資金提供を生み，活動を発
展させることへとつながるのである。逆に言えば信頼と共感をNPO法人が獲得できなけ
れば，活動の継続は困難なものとなるであろう。
　活動実態を広く周知させるためにNPO法人は自ら積極的な情報開示を進め，その結果
より多くの人々の共感と大きな信頼を得る。所轄庁への会計報告の提出も，広く市民に公
開して信頼と共感を得ることが第一の目的である。

　学生にとってNPO法人は企業と異なり馴染みの薄い存在である。さらにNPO法人会計
基準については企業会計とは異なり全く耳にしたことにない状況にあった。授業ではまず
学生にNPO法人の状況や社会的役割を伝えるとともに，情報開示において重要となる上
記の２点について，一般企業との相違点を含めて説明した。
　その後いくつかの事例，例えば企業会計では見られない「使途等が制約された寄付を受
けた場合」「ボランティアによる役務提供を受けた場合」などについて，４～５名の小グ
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ループに分かれ，どのような会計処理を行うべきか話し合う時間を設けた。その後いくつ
かのグループに導き出した結論と，なぜそのように考えたのかを発表させ，最後に実際の
会計処理について説明を加えた。
　小グループでの議論の時間には，これまで会計学で学んだ知識を活用しながらどのよう
に処理すべきかをNPO法人の役割や現状を踏まえながら活発に意見交換する様子が見受
けられた。「使途等が制約された寄付を受けた場合」は受け入れた寄付金を複数年に渡っ
た活動に使用する場合にどのような処理を行うことが適切であるか，「ボランティアによ
る役務提供を受けた場合」は，通常の営利企業であれば対価を支払って得る役務の提供を
どのように計上すべきであるかが議論の中心である。
　実際のNPO法人会計基準では，「使途等が制約された寄付を受けた場合」は原則として
寄付金等を受け取った年度に計上し，期末残高を含めた使途ごとの寄付等の明細を注記す
ることとなっている。また， 「ボランティアによる役務提供を受けた場合」には，原則と
して会計処理を行わないが，一定の条件の下で財務諸表に表示することも可能としている。
このような処理を行うに至ったNPO会計基準策定時の議論，基準として採用する際に結
論へ至った背景などについても学生に伝えることによって，NPO法人の置かれている状
況と会計基準の現状との関連性についての理解も深まった。
　この一連のプロセスは，NPO会計基準の原則を「教える」にとどまらず，学生が主体
的に「考える」時間を設けたことを意味する。このことは具体的にどのような会計処理を
行うか「判断・思考する能力」を育むことへとつながると考える（12）。
　現在IFRSの講座が開講されていない大学はまだ多いが，その場合でも，上記のように
さまざまな事例を使いながら会計における「判断・思考する能力」を養う授業を行うこと
は可能であると考えられる。授業で扱ったのはNPO法人会計基準であるが，将来IFRSへ
の対応が求められるのは上場企業だけに限られない。実際，英国ではすでに上場企業に対
する連結財務諸表にIFRSが強制適用されているが，一方でIFRSを中小企業に向けて簡
素化した中小企業版IFRS（International Financial Reporting Standards for Small and 
Medium-sized Entities：IFRS for SMEs）を，現在IFRSの導入の対象となっていない組
織へ適用することも検討している。今後は多様な組織や業種でIFRSに対応することが迫
られる。大学の講義内で会計の原則を学ぶと同時に事例を挙げ，具体的に学生が判断・思
考する時間を盛り込むことは，将来的なIFRS導入の準備をする意味においても非常に有
効であろう。

まとめ

　会計基準をIFRSへと統合する世界的動向の中で，大学における会計教育がIFRSを含
めたものとなる動きは今後一層加速すると考えられる。多くの会計初学者を受け入れると
同時に，会計プロフェッションとして社会に貢献することを志す者にとって必要な，高水
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準の会計知識を習得することへと導く場ともなる大学は，わが国の会計教育の中心的存在
である。IFRSの適用に向けて大学が果たすべき役割は大きい。
　その一方で，IFRSの取り扱いは各大学または各教育担当者に委ねられている現状があ
る。IFRSに適応する教育方針や具体的カリキュラムについて大学が再検討を試みること
は，わが国の将来の会計人材の育成を考える上で重要な意味を持つであろう。
　IFRSは原則主義の会計基準である。そのあり方は細則主義を採るわが国の伝統的な会
計基準のあり方とは異なる。今後はIFRSの基本的な考え方を学んだ後に，事例研究など
によって解釈方法や判断力を養う必要が生じる。会計基準に対する意識改革さえ必要であ
る（13）と言われるIFRSを習得する人材を育成するためには，大学における会計教育の変革
が必要である。
　大学が具体的に取り組むことが可能である方策として，本稿では「事例研究」について
実例を示しながら採り上げた。実際に運用するにあたっては，カリキュラムの見直しなど
多くの課題を克服する必要があるが，IFRS導入に向けた変革は大学の会計教育において
重要かつ急務であろう。
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日本会計教育学会（http://www.jaaer.jp/message/），2014年１月２日アクセス

注
（１）　�2013年の開講科目では慶応義塾大学の「基本簿記と財務諸表の見方」早稲田大学「基礎会計学」，

明治大学「簿記」あるいは「簿記論」，法政大学「簿記」，立教大学「会計学入門」などがこれに
相当する。
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（２）　�日本商工会議所によれば， １級は「大学程度の商業簿記，工業簿記，原価計算並びに会計学を修
得し，財務諸表規則その他企業会計に関する法規を理解している」，２級は「高校程度の商業簿記
および工業簿記（初歩的な原価計算を含む）を修得している」，３級は「基礎的な商業簿記原理お
よび記帳，決算等に関する初歩的実務を理解している」，４級は「初歩的な商業簿記を理解してい
る」レベルである。

（３）　�日本商工会議所が発表した第116回簿記検定試験（2007年６月10日）の受験者の年齢を分析した結
果を参考としたもの。商工会議所のデータ（全体の44 .0％）全国の受験者の年齢層を分析した結果。
結果によれば１級受験者は～20歳が11 . 9%，21 - 30歳が48 . 9%。２級受験者は～20歳が14 . 7%，
21 - 30歳が48 . 1%， ３級受験者は～20歳が16 . 1%，21 - 30歳が49 . 1%，４級は～20歳が51 . 7%，
21-30歳が20 .6%である。

（４）　�日商簿記検定は年３回（６月，11月，２月）実施される。図表２の受験者数は各年度６月～２月
の受験者数合計である。

（５）　�公認会計士・監査審査会（2013）は，（１）大学院修了，（２）会計専門職大学院修了，（３）大学
院在学，（４）会計専門職大学院在学，（５）大学卒業（短大含む），（６）大学在学（短大含む），
（７）高校卒業，（８）その他，の８つの区分で願書提出者，論文式受検者，合格者のデータを提
供している。 

（６）　�例えば米国の会計士試験の場合，州によって受験資格は異なるが，大学における会計科目の取得
単位数が受験要件として盛り込まれている。また，ドイツの経済監査士は，受験資格を得る方法
の１つとして，大学を卒業し（経営学，経済学，法律学など一定の学位が求められる），卒業後経
済監査会社（WPG）での３年の監査業務を経験することを挙げている。

（７）　�平松（2009）は，演繹的アプローチ，原則主義，包括利益，公正価値評価重視，経済的単一体説，
政治的影響を受けやすい点，の6点をIFRSの特徴として挙げている。

（８）　�橋本・山田（2009）は，2001年12月に生じたエンロン事件を契機に，細則主義よりも原則主義の
会計基準の方が会計不正の防御に有効であると考えられるようになったとしている。

（９）　�NPO法人会計基準は2010年７月20日に民間の主導によって策定・公表された基準である。会計基
準策定の議論には誰でも参加可能という開かれた協議の場が用意され，NPO法人の会計実務に携
わる者や会計の専門家，研究者を巻き込んでさまざまな角度でNPO会計のあり方が検討された。
筆者自身も専門委員として会計基準策定に関与している。

（10）　The Conceptual Framework for Financial Reporting， Chapter 1 OB2 .
（11）　The Conceptual Framework for Financial Reporting， Chapter 1 OB8 .
（12）　�日本会計教育学会会長柴氏（http://www.jaaer.jp/message/）は原則主義の会計基準を適用する

場合，従来の「教化主義による細則主義的判断能力の習得」から「学習者主体の構成主義的教育
による原則主義的判断能力の習得」へと将来的に移行することが会計教育において必要であると
示唆している。

（13）　橋本・山田（2009）。
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はじめに

　大学等の高等教育研究機関において障害のある学生の支援を担当する者は、様々である。
教員、職員、専門家、非専門家。専門家にしても、対象とする障害の分野は限定されてい
ることが多く、身体障害から精神障害まで網羅的に研究している者は少ないと考えられる。
本学では学修支援センターが障害のある学生の学修支援に関わっているが、筆者はそこに
所属するその道の素人であり、障害のある学生の学修支援に関して勉強中である。素人と
して関わっていると、不明な点や疑問点が出てくることが多く、たびたび基本事項に立ち
返って考えたり検討したりすることになる。
　現実的には、平成28年４月施行予定の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律」（以下、障害者差別解消法と称す）（1）を見据えた取り組みが喫緊のものとなっている。
平成24年６月には文部科学省「障がいのある学生の修学支援に関する検討会」（2）（以下、文
科省検討会と称す）が発足しており、支援の現場ではこの検討会の報告や、日本学生支援
機構（以下、ＪＡＳＳＯと称す）の『教職員のための障害学生修学支援ガイド』（3）（以下、
支援ガイドと称す）を参考にして取り組むことが多い。本稿では、主に平成24年12月の文
部科学省「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第一次まとめ）」（4）（以下、「第
一次まとめ」と称す）と支援ガイドを用いながら、支援にあたっての基本的な概念を確認

障害のある学生の学修支援に関する覚え書き
―基本的概念について―

佐川　繭子

【要　旨】
　障害のある学生の学修支援にあたっての基本的概念を確認する。文部科学省「障がいのある学生の修
学支援に関する検討会」の報告では、「障害のある学生」とは「障害及び社会的障壁により継続的に日常
生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある学生」のことを言い、障害とは「身体障害、知的障害、
精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害」を意味する。「障害」の内容は多様であるが、
日本学生支援機構の調査によれば、高等教育機関に在籍する障害のある学生全員が支援を受けているわ
けではない。障害及び社会的障壁によって相当な制限を受ける者が支援を必要とするのであり、支援の
現場では何が社会的障壁に相当するのか、それを除去するにはどうすればよいかを考えなければならな
い。また、障害者の権利に関する条約に示された合理的配慮という概念があり、支援の現場ではこの概
念に沿って支援内容を検討する必要がある。精神障害のある学生の支援については、従来は障害に対し
て行うという認識がなされていない傾向にあり、今後の「障害のある学生」としての支援事例等の検討
の進展が望まれる。

【キーワード】
障害のある学生　　学修支援　　障害　　合理的配慮　　障害者差別解消法

研究ノート
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してゆく。

１、法律について

　平成25年６月に障害者差別解消法が制定された。大学について言えば、障害者に対する
差別的取扱いの禁止が法的義務となり、国公立大学は障害のある学生に対して合理的配慮
をしなければならないという法的義務が、私立大学は同じく合理的配慮をするように努め
なければならないという努力義務がそれぞれ定められたとされる（5）。その前提にあるのは
障害者の権利に関する条約（6）（略称：障害者権利条約）であり、平成18年12月の国連総会
で採択され、平成25年12月の国会において承認された。批准までに年数が経っているのは
関連する法律の整備を進めていたからであり、この間に障害者基本法が改正され（7）、障害
者差別解消法も制定された。前述の文科省検討会の基本的な考え方は障害者基本法に基づ
いている。

２、「障害のある学生」の定義

　「第一次まとめ」には、
　　�改正後の障害者基本法第２条において、障害者とは「身体障害、知的障害、精神障害

（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある
者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限
を受ける状態にあるもの」と定義しており、社会的障壁とは「障害がある者にとつて
日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、
観念その他一切のもの」と定義している。 

　　�したがって、本検討会において検討対象とする「障害のある学生」の範囲は、「障害
及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあ
る学生」を対象とした。 

とあり、「障害のある学生」の定義が示されている（8）。障害のみならず、「社会的障壁」と
「相当な制限」という要素が加わって、支援対象となりうるのである。例えば、ＪＡＳＳ
Ｏによる「平成24年度（2012年度） 大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある
学生の修学支援に関する実態調査結果報告書」（9）（以下、実態調査と称す）によれば、大学、
短期大学、高等専門学校（10）に在籍する障害学生の総数11768人中、支援障害学生の総数は
6451人である。障害学生とは「身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳及び療育手帳を
有している学生又は健康診断等において障害があることが明らかになった学生（重複する
場合は実数）」（実態調査２頁）であり、支援障害学生とは「学校に支援の申し込みがあり、
それに対して学校が何らかの支援を行っている」（同前）障害学生のことである。この数
字からは、障害があっても支援を受けていない学生が存在することがわかる。支援を受け
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ていない学生の中には、そもそも支援が必要ではない（社会的障壁による相当の制限を受
けていない）学生や、反対に支援が必要だが大学側の体制が整っていなかったり、支援を
願い出るという考えが欠けていたり、願い出るのを躊躇している学生がいることが想定さ
れる。
　また、障害に加えて社会的障壁による相当な制限を受けている、という要素があるのが
「障害のある学生」と定義されても、そもそもいかなるものが「障害」なのかが素人には
判然としない。障害者基本法の定義には「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含
む。）その他の心身の機能の障害」とあり、その範囲は広いことが理解できる。また、「実
態調査」では、障害種別を①視覚障害②聴覚・言語障害③肢体不自由④病弱・虚弱⑤重複
⑥発達障害（診断書有）⑦その他、としており、⑦その他に相当するのは「上記に相当し
ない障害（精神疾患・精神障害、慢性疾患・機能障害、知的障害、上記以外）」である。
①から③は、他者から見て比較的障害の存在を認識しやすいものである。④「病弱・虚弱」
は名称だけでは具体性が不明だが、内訳区分には病名等が示されている（11）。「実態調査」
では、障害者基本法に見える「精神障害」が⑦その他扱いになり、精神障害に含まれてい
る発達障害が単項化しているが、この点については後で触れる。まずは、実に多様な「障
害」があることが確認できる。
　多くの大学は、障害のない学生のことを想定して（というより、障害のある学生のこと
を想定せず）作られたものであるため、障害のある学生にとっては、そこにあるあらゆる
ものが社会的障壁になりうる。障害のある学生の側に立って、何が社会的障壁になってい
るのかを考えることが必要である。例えば、聴覚障害があり手話を他者とのコミュニケー
ション手段としている学生が、音声をコミュニケーションの手段としている教員の授業を
履修する。この学生には教員の言っていることが理解できないが、それは多数の者が音声
をコミュニケーション手段としているという慣行が社会障壁となっているからであると言
える。この障壁によって、授業の理解を相当に制限されるのである。

３、「合理的配慮」の提供ということ

　障害のある学生の支援に関わる資料を見ていると、よく目につくのが「合理的配慮」と
いう語である。支援する上での基本概念であると言ってよい。この語の定義は障害者基本
法ではなく、障害者権利条約に見える。障害者権利条約第二条定義に
　　�　「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的

自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整で
あって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度
の負担を課さないものをいう。（下線部筆者）

とあり、教育と合理的配慮の関わりについて、第二十四条教育１に「締約国は、教育につ
いての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なしに、かつ、機会の均等を基
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礎として実現するため、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度及び生涯学習を確保す
る」とあり、２「締約国は、１の権利の実現に当たり、次のことを確保する。」（Ｃ）「個人
に必要とされる合理的配慮が提供されること」とある。では、いかなるものが合理的配慮
に相当するのか、が議論されることになる。「第一次まとめ」は、
　　�大学等における合理的配慮とは、「障害のある者が、他の者と平等に『教育を受ける

権利』を享有・行使することを確保するために、大学等が必要かつ適当な変更・調整
を行うことであり、障害のある学生に対し、その状況に応じて、大学等において教育
を受ける場合に個別に必要とされるもの」であり、かつ「大学等に対して、体制面、
財政面において、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」とした。

としているが、「合理的配慮は、大学等が個々の学生の状態・特性等に応じて提供するも
のであり、多様かつ個別性が高いものであることから、合理的配慮の内容全てを網羅して
示すことは困難」であるとも述べる。「障害のある学生」が抱えている障害や、学修を相
当に制限する社会的障壁が「多様かつ個別性が高い」ものであるがゆえに、その具体的な
対応である「合理的配慮」も「多様かつ個別性が高い」のである。支援をする側に必要な
ものは「多様かつ個別性が高い」合理的配慮を提供する能力、換言すれば広範な知識と柔
軟な体制および「合理的配慮」であるか否かを判断する能力、適切な支援を提供する能力
である。かなり高い能力が必要とされている。
　ここで、先に挙げた聴覚障害のある学生を例にとると、授業に手話通訳をつけたり、学
生に対してノートテイクによる支援をしたりすることが合理的配慮に当たる。身体障害の
場合は社会的障壁やそれを除去する方法が比較的理解しやすいが、対応に苦慮することが
想定されるのが精神障害である。例えば、うつ病に罹患しており、症状のために登校が困
難なことが多く、欠席が続いてしまった場合はどうか。社会的障壁に相当しうるのは、出
席する受講形式という大学の制度であろうか。「第一次まとめ」５．大学等における合理
的配慮（４）教育方法等には、「治療等のため学習空白が生じる学生等に対し、補講を行
うなど、学習機会を確保する方法を工夫することが望まれる」とある。これに照らせば、
障害及び社会的障壁によって規定回数受講できずに授業についていけないという相当な制
限を受けた学生に対し、欠席した分を補講という形で配慮することが考えられるが、補講
よりは講義内容の録画もしくは録音を提供した方が、当該授業の再現に近いのではなかろ
うか（12）。なお、この例について言えば、学生が障害によって欠席せざるを得ない状況で
あることを説明する診断書等が必要である。
　また、社会的障壁の除去に該当する支援を行ったが、当該学生が試験では合格点に達す
ることができずに単位を認定されないことも当然ありうる。大学側が提供するのはあくま
でも障害のある学生が「他の者と平等に『教育を受ける権利』を享有・行使することを確
保するため」の支援であり、それ以上のものではない。先のうつ病の例で言えば、教育を
受ける機会を保障したものの、学生の症状が悪化し全く勉強できずに不合格になる可能性
はある。学力ではなく症状のために所定の成績を修められなかったとしても、大学側がで
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きること、すべきことは学修の機会を保障するところまでである。障害等によっては、試
験時間延長等の試験や成績評価方法に関わる配慮も想定されるが、支援できるのはそこま
でであり、成績自体は当該学生が自分で修めなければならないのは言うまでも無い。

４、途上にある「精神障害のある学生」の学修支援の検討

　先に、実態調査の障害種別において発達障害以外の精神障害がその他扱いになっている
ことを指摘した。支援ガイドは視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・虚弱、発達障害、
の五項目とは別に「参考情報（精神障害）」という項目を立てており、
　　�従来、大学等では精神障害のある学生に対しては“障害者”としての支援を行なうと

いうより、健康に問題を抱えた学生として保健管理センターや健康管理室の健康管理
の中で、あるいは心に悩みを持つ学生として学生相談の枠組みで支援を行なってきた
という経緯がありました。しかし2011年８月に改正された「障害者基本法」の障害者
の定義に「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む）」と明記されたことか
ら（13）、大学等でも障害のある学生としての支援を検討する必要が生じ、本ガイドで
も精神障害を取り上げることにしました。（203頁）

と述べ、また、
　　�精神障害の学生への支援は、視覚障害の点字資料、聴覚障害への手話通訳、肢体不自

由への車椅子のようなハード面での明確な支援は難しく、主にソフト面での配慮や相
談が支援になりますが、大学等としてどのような病態や問題を持つ学生にどのような
支援をすればよいかというコンセンサスはまだ十分にできていないのが実情です。

（213頁）
と言う。支援は行われてきたが、「障害のある学生」の支援としては認識されていなかっ
たということであり、「障害のある学生」としての支援事例の検討等は他の障害に比べて
遅れていると言えよう。これに対して、発達障害は支援ガイド初版（平成21年10月）（14）か
ら他の障害と並んで項目が立てられている。これは平成17年４月より発達障害者支援法（15）

が施行されており、その第八条２に「大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態
に応じ、適切な教育上の配慮をするものとする」とあることを承けていると考えられる。
　さて、精神障害、精神疾患と言われても、素人にはどのようなものがそれに該当するの
かがわからない。支援ガイドが取り上げているのは、①統合失調症、②うつ病、うつ状態
や躁うつ病、③摂食障害（拒食症と過食症）、④パニック障害、全般性不安障害とアゴラフォ
ビア（広場恐怖）、⑤対人恐怖・社会不安障害あるいは社交恐怖、⑥強迫性障害と不潔恐怖、
⑦トラウマによる問題とPTSD（心的外傷後症候群）、⑧依存の問題（嗜癖（しへき）行
動障害）、⑨心身症と身体表現性障害、⑩ボーダーラインあるいは境界例、⑪性同一性障害、
⑫リストカットや自傷行為、⑬引きこもりや大学生の不登校、⑭高次脳機能障害、である（16）。
⑫以下については、「WHOの精神障害の診断基準には含まれていないのですが、特に大学
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生で問題となる行動上の障害として」（206頁）取り上げるとある。精神障害や精神疾患を
含め、広く心の問題を抱えている学生の対応には留意が必要なことは言を俟たないが、そ
のことと「障害のある学生」としての対応には区別が必要なのではなかろうか。例えば、
支援ガイドには支援例として、「休学して入学時の友人と学年が離れてしまった場合、相
談室で居場所を提供し、少しでも交友関係が持てるように支援する。また実験やゼミなど
でも関係を作りやすい学生のグループに入れるよう配慮する」（216頁）とあるのだが、こ
の場合は何が社会的障壁に該当するのか、素人は理解に苦しむ。人間関係に問題を抱えて
いる学生や人づきあいが苦手な学生は、障害の有無に関わらず存在する。この事例が社会
的障壁の除去に相当することを説明できなければ、他の学生に対して公平性を欠くのでは
なかろうか。
　実態調査によれば、平成24年度に大学、短期大学、高等専門学校に在籍する精神疾患・
精神障害のある学生は1916人であり、支援障害学生は1097人である。①視覚障害②聴覚・
言語障害③肢体不自由④病弱・虚弱⑤重複⑥発達障害（診断書有）それぞれの支援障害学
生数と比較すると、精神障害・精神疾患のある支援障害学生数は⑥③に次ぐ多さである（17）。
精神障害のある学生の学修支援については今後の研究の進展が待たれるが、支援の現場で
は障害のある学生に対する合理的配慮という基本認識を踏まえながら、個別の対応事例を
積み上げてゆくしかない。

おわりに

　本稿では幾つかの基本的な考え方を確認したに過ぎず、実際の支援にあたってはこの他
に検討すべきこと、理解すべき事が多々存在する。また、素人なりの理解であり、誤解も
あるかと思う。大方の叱正を乞う次第である。
　「障害のある学生」の定義、「障害」の内容を確認した過程で思うことは、個々の教職員
が「障害」や「障害のある学生」を認識することの難しさである。学生が授業担当教員に
対して個別に診断書等を持参し、そこに見知らぬ病名が書かれていた時、教員にはそれが
障害に相当するのか否かは俄には判断できないであろう。また、学生によってはどのよう
な支援が必要なのかを明確にできずに、「単位が欲しいと言っているのか」と教員に誤解
される場合もあろう。当該学生が支援対象であるか、どのような支援が必要か、の検討を
個々の教職員に委ねることは難しい。学校の構成員には障害のある学生の学修支援につい
ての理解を求めると同時に、学校側は支援のしくみを明確にして個々の教職員や学生が困
惑することのないようにしなければならない。今後、本学学修支援センターとしても、学
内における共通認識の形成を促進していきたい。
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注
（１）　http://law.e-gov.go.jp/announce/H25H0065.html
（２）　http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/gakuseishien/shugaku/
（３）　�平成21年10月発行。平成24年３月に平成23年度改訂版が発行され、http://www.jasso.go.jp/

tokubetsu_shien/guide/top.htmlからダウンロードできる。本稿で言う支援ガイドは、特に注記の
ない限り改訂版を指す。

（４）　http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/12/1329295.htm
（５）　�「第七条　行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と

不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。２　行政機関
等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨
の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利
益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障
壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。」とあるのは、国公立大学
に相当し、「第八条　事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不
当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。２　事業者は、
その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明が
あった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害するこ
ととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施
について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。」とあるのは、私立大学に相
当する。（下線部筆者）

（６）　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page22_000599.html
（７）　�最終改正は平成23年８月５日。http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S45/S45HO084.html
（８）　�なお、「第一次まとめ」では検討対象となる「学生」の範囲についても示しているが、本稿では割

愛する。
（９）　平成25年３月。http://www.jasso.go.jp/tokubetsu_shien/chosa1201.html　よりダウンロード可。
（10）　実態調査の対象校は1198校、回答校1197校。
（11）　� 「以下のいずれかに該当している者○心臓機能障害、じん臓機能障害、呼吸器機能障害、ぼうこ

う又は直腸の機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害、肝臓機能障
害及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患の状態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度
のもので、医師の診断書がある者○身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの
で、医師の診断書がある者又は、健康診断等において上記の障害があることが明らかになった者」
とある。

（12）　�担当教員が何校も掛け持ちしている非常勤教員であって補講時間の調整がつかない場合や、必要
な補講回数が多いために特定の教員に過度の負担となる場合も想定され、補講の方が大学側にとっ
ては負担になると言える。

（13）　�なお、改正前の障害者基本法の障害者の定義には「身体障害、知的障害又は精神障害」とある。
障害者基本法の一部を改正する法律案新旧対照表参照。http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/
kihonhou/shinkyu.html

（14）　http://www.jasso.go.jp/tokubetsu_shien/guide/top.html　よりダウンロード可。
（15）　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/001.htm
（16）　�支援ガイドの定義と対象には、「精神障害は日本では「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」

の第一章第五条に『この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒
またはその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。』と比較的重い病態
を念頭に定義されています。一方、世界保健機構（WHO）による国際疾患分類（ICD-10）やアメ
リカ精神医学会の定めた精神障害の診断の手引き（DSM-Ⅳ）ではもう少し広くとらえ、精神と行
動の障害としてほとんどの精神疾患をあげています。ここでは学生でよくみられ、精神科医療の
対象となる「心の病気」を精神障害として広く取り上げることにします。」（203頁）とある。
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（17）　発達障害（診断書有）は1291人、肢体不自由は1255人。
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Ⅰ．はじめに

　本学人間開発学部では、初等教育学科の１年次向けの展開科目（Ⅱ類（自然科学）：２
単位必修）として「理科実験・観察基礎論」を開講している。この授業は、教員をめざす
学生自身に「理科」の楽しさを体験させるとともに、ごく初歩的、基本的な実験・観察を
通して、身の回りの各事象を自然科学的に捉える力を養成することを目的とする。本授業
は学部１年生（３年次編入生を含む）が５組に分かれ、５人の担当教員が（A）生物分野、
（B）物理分野、（C）地球科学分野、（D）化学分野、（E）地質学分野の基本的な内容の講
義および実験・観察をローテーションで担当している。したがって、一人の学生は各分野
の実験・観察を３週（あるいは２週）ずつ行うことになる。
　筆者が担当する化学分野においては、小学校教員志望学生に求められる基本的な実験・
観察を安全かつ適切に行うための知識と技能として、アルコールランプや上皿天秤などの
器具を正しく扱うことや、安全かつ計画的に実験を計画し行うこととともに、実験結果を
適切に記録し、実験結果をもとに科学的に考え推論する力を修得することを目指している。
さらに、グループで実験・観察を行い、実験・観察の結果をもとに議論し、結論を的確に
記述・発表できるよう、指導を行っている。本授業において受講生が修得した実験・観察
に関する基礎的な知識・技能が基盤となって、実験・観察を通して科学的な見方や考え方
を児童に身に付けさせる小学校理科の授業を実践する指導力がさらに付加できると考える。
　科学への興味・関心や楽しさを感じる児童・生徒の割合は全般的に低い傾向にあること

小学校教員志望学生の化学分野の
実験・観察の経験や自信について

猿田　祐嗣

【要　旨】
　本学における小学校教員志望学生の化学実験の経験の有無やその内容に対する自信の程度をアンケー
トによって調べた。燃焼や水溶液を扱う小学校理科で基本的な化学分野の実験・観察を経験した受講生
は９割を超えて多かったが、水や二酸化炭素の性質を探るために科学的思考や推論を必要とする実験・
観察を行った経験がある受講生は約半数であった。物質の変化を視覚的に観察したり、条件と結果を結
び付けたりすることが比較的容易な実験・観察の内容の理解に自信がある受講生は多いが、半数以上の
実験・観察については内容の理解に不安を持っている受講生が多いことが分かった。教職課程においては、
受講生の経験が少なく内容の理解に不安を持っている実験・観察を重点的に取り上げ、実施する機会を
設けなければならないことが示唆された。

【キーワード】
小学校理科　　化学分野　　実験・観察　　経験　　自信

研究ノート
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が指摘されている（中央教育審議会、2008）。具体的には、理科を楽しく勉強している小
学校４年生の割合は約８割に達するが、国際的に見ると、その割合は低い方である（国立
教育政策研究所、2013）。科学技術立国を標榜する我が国において、理数系の教科目への
興味・関心を高め、科学的知識や技能を有する国民を育成することは国是と言っても過言
ではない。近年メディア等で懸念される科学離れや科学を嫌う風潮を是正するためには、
小学生時代に科学への興味・関心を喚起し、大人になっても科学に接することを厭わない
人々を育てる必要がある。しかしながら、小学校で学級担任として理科を教える教員の約
５割は、理科の指導に苦手意識を感じているという調査結果（独立行政法人科学技術振興
機構、2009）から、小学校教員養成にあたっては、科学的素養を持った教員を養成する責
務が課せられている。
　そこで、一般に文系学部とされる本学部において、小学校教員志望学生が小学校理科の
実験・観察をどのくらい経験し、その内容理解の自信がどの程度あるかについて、特に化
学分野に限って調べたので、その結果を報告する。

Ⅱ．調査方法

　平成25年度後期に「理科実験・観察基礎論」の受講生123名（１年生107名、２年生１名、
３年次編入生15名）を対象として、小学校理科の化学分野の基本的な実験・観察20個それ
ぞれについて、経験の有無および内容を理解している自信の程度をアンケート調査した。
取り上げた化学分野の実験・観察20個を表１に示したが、これらは文部科学省から示され

表１　小学校理科の化学分野の実験・観察

① 注射器に閉じこめた空気と水を圧縮して体積と手ごたえを調べる。
② 入れ物の大きさや隙間の開け方を変えて、ろうそくの燃え方を調べる。
③ 酸素、二酸化炭素、窒素の中での燃え方を調べる。
④ 石灰水を使って空気の性質を確かめ、気体の割合について気体検知管を使って調べる。
⑤ 炭酸水から出る泡の性質を調べる。
⑥ ４つの水溶液などの性質を、リトマス試験紙を使って調べる。
⑦ 形を変えたときの物の重さを感じとり、天秤や自動上皿はかりを使って重さを比較する。
⑧ 自動上皿はかりを用いて、体積が同じ物でも重さが違うことを調べる。
⑨ 溶かす前と溶かした後の水溶液の重さを調べる。
⑩ 食塩は、水にどれくらい溶けるのかを調べる。
⑪ 水の量や温度を変えて、水に溶ける食塩の量を調べる。
⑫ ミョウバンの溶け方を調べる。
⑬ 水溶液から、溶けている食塩やミョウバンを取り出す方法について調べる。
⑭ 塩酸にアルミニウムや鉄を入れて様子を調べ、溶けたものを取り出して性質を調べる。
⑮ 空気と水の体積の変化について、比較しながら調べる。
⑯ 金属の体積変化を調べる。
⑰ 金属、水、空気の温まり方を調べる。
⑱ 水を熱したときの状態変化を調べる。
⑲ 水を熱したときに出る泡を調べる。
⑳ 水が氷になるときの体積変化を調べる。
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た指導資料（文部科学省、2011）に掲載された小学校理科の化学分野の実験・観察から採
用したものである。
　そして、アンケートにおいては20個の実験・観察それぞれの経験について、「経験あり」

「経験なし」「覚えていない」の３つの選択肢から１つ選ばせた。また、それぞれの実験・
観察の内容の理解については、その自信の程度を「自信がない」を１、「自信がある」を
５とし、その間を１～５の５段階に区切り、中間の「どちらでもない」を３として、番号
を１つ選ばせた。集計の際、自信の程度については、１と２の回答を「自信がない」、４
と５の回答を「自信がある」にまとめた。

Ⅲ．調査結果と考察

　アンケート調査においては、高等学校における理科科目の履修状況も合わせて調べた。
回答があった82名の履修状況を図１に示す。

 

　高等学校の理科科目で最も多くの受講生が履修していたのは「生物Ⅰ」であり、次に「化
学Ⅰ」「理科総合Ａ」が続く。逆に、「理科基礎」「物理Ⅱ」「化学Ⅱ」「生物Ⅱ」「地学Ⅰ」「地
学Ⅱ」は２割以下と履修者は少ない。したがって、大部分の受講生は高等学校時代、文系
型の科目履修を行っていることがうかがえる。逆に、「理科基礎」「理科総合Ａ」「理科総
合Ｂ」の総合理科科目以外に履修した分化理科科目の組み合わせを調べると、「物理Ⅰ」
と「物理Ⅱ」の両方を履修した受講生は11名で、これらの学生のうち10名は「化学Ⅰ」も

図１　受講生の高等学校における理科科目の履修状況（有効回答：82名）
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履修し、さらに７名は「化学Ⅱ」まで履修していた。また、「化学Ⅰ」と「化学Ⅱ」の両
方を履修した受講生は「物理Ⅰ」と「物理Ⅱ」も合わせて履修した上記の７名を含む15名
で、それ以外に、「物理Ⅰ」と「生物Ⅰ」の履修者が６名（うち２名は「生物Ⅱ」も履修）、
「物理Ⅰ」の履修者が２名であった。以上の履修パターン以外に、「生物Ⅰ」と「生物Ⅱ」
の両方のみの履修者が４名みられた。これらのことと、科目履修状況の調査への無回答者
が40名ほどいたことを考慮すると、高等学校で理系型の科目履修を行っていたと思われる
受講生が少なくとも全体の２割近い人数（15～20名程度）は存在すると推定され、これら
の受講生は科学的素養をある程度有していると言えよう。
 

図２　化学分野の実験・観察の経験の有無（有効回答：117名）
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　小学校理科の化学分野の実験・観察20個それぞれの経験の有無と内容の理解の自信度に
ついては、受講生117名から回答があった。図２と図３にそれらの結果を百分率でグラフ
に表したが、グラフの項目には実験・観察の番号のみで具体的内容の記載は省略した。な
お、グラフ中の数値は四捨五入し整数表示したため、合計が100％になっていない場合が
ある。
　図２より、経験したことがある実験・観察で最も多いのは、ともに96％の受講生が回答
した「③ 酸素、二酸化炭素、窒素の中での燃え方を調べる」と「⑥ ４つの水溶液などの
性質を、リトマス試験紙を使って調べる」であった。次は91％の「⑩ 食塩は、水にどれ
くらい溶けるのかを調べる」であり、以上の３つは燃焼や水溶液を扱う化学分野の基本的
な実験・観察である。その他80％を超えて経験が多いのは、⑱の水の状態変化（86％）、
⑪の食塩の溶解（85％）、④の空気の性質（84％）、②のろうそくの燃焼（82％）であった。
これらも、小学校では基本的な実験・観察である。
　逆に経験した受講生が半数未満で少なかった（あるいは覚えていない）のは、48％の「⑲ 
水を熱したときに出る泡を調べる」と49％の「⑤ 炭酸水から出る泡の性質を調べる」で
あり、いずれも観察や実験によって、水や二酸化炭素の性質を調べる活動を行う。操作は
簡単であるが、物質の正体を探るために科学的思考や推論を必要とする実験・観察を行っ
た（あるいは覚えている）受講生が約半数しか存在しなかった。
　図３より、内容を理解している自信の程度については、20個の実験・観察すべてで受講
生の４分の１から３分の１が「どちらでもない」を回答し、自信があるともないともはっ
きり言えない受講生が多い傾向がみられる。その中で、内容の理解に自信がある受講生が
最も多かったのは、56％の「① 注射器に閉じこめた空気と水を圧縮して体積と手ごたえ
を調べる」であり、これ以外に受講生の半数の50％に達したのは「⑩ 食塩は、水にどれ
くらい溶けるのかを調べる」「⑪ 水の量や温度を変えて、水に溶ける食塩の量を調べる」

「⑱ 水を熱したときの状態変化を調べる」であった。これらは、水や空気の性質を調べる
実験・観察であるが、物質の変化を視覚的に観察したり、条件と結果を結び付けたりする
ことが比較的容易な内容であるため、理解に自信がある受講生が多かったものと考えられ
る。
　逆に自信がない受講生の割合が自信を持っている受講生の割合を上回った実験・観察と
しては、「⑭ 塩酸にアルミニウムや鉄を入れて様子を調べ、溶けたものを取り出して性質
を調べる」（自信あり27％、自信なし39％）、「⑤ 炭酸水から出る泡の性質を調べる」（自
信あり30％、自信なし40％）、「⑫ ミョウバンの溶け方を調べる」（自信あり32％、自信な
し38％）、「⑬ 水溶液から、溶けている食塩やミョウバンを取り出す方法について調べる」

（自信あり32％、自信なし37％）、「⑮ 空気と水の体積の変化について，比較しながら調べ
る」（自信あり32％、自信なし35％）、「⑯ 金属の体積変化を調べる」（自信あり32％、自
信なし35％）、「⑲ 水を熱したときに出る泡を調べる」（自信あり32％、自信なし41％）で
あった。これら以外の実験・観察についても、自信がある受講生の割合が自信がない受講
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生の割合を上回っているとは言え、どの実験・観察も自信がない受講生が２割を超えてい
る。また、「どちらでもない」という回答した受講生も自信があると明言できないことから、
半数以上の実験・観察については内容の理解に不安を持っている受講生が多いことがうか
がえた。
 

図３　化学分野の観察・実験の内容理解の自信（有効回答：117名）
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　経験の有無と内容の理解の自信度との関わりでみると、経験した受講生が約半数にとど
まった水や二酸化炭素の性質を探るために科学的思考や推論を必要とする実験・観察につ
いて、自信を持って内容を理解していると回答する受講生は少なく、内容の理解に不安が
ある受講生の方が多かった。
　以上のことから、教職課程においては、特に受講生の経験が少なく内容の理解に不安を
持っている水溶液の性質や金属の析出に関する実験・観察などを重点的に取り上げ、実施
する機会を設けなければならないことが示唆された。

Ⅳ．参考文献

中央教育審議会（2008）：『幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指
導要領等の改善について（答申）』．

独立行政法人科学技術振興機構（2009）：『平成20年度小学校理科教育実態調査報告書』．
文部科学省（2011）：『小学校理科の観察，実験の手引き』．
国立教育政策研究所編（2013）：『TIMSS2011理科教育の国際比較－国際数学・理科教育

動向調査の2011年調査報告書』，明石書店．



─ 89─

國學院大學教育開発推進機構紀要第 5号

１，はじめに―呼び出し対応実施の経緯―

　学修支援センターでは、発足当初から授業への出席不良者に対する呼び出しを行ってき
た。「鉄は熱いうちに打て」とも言うように、１年次の学業の躓きが、大学での学びのそ
の後を大きく左右すると判断したからである。また、出席不良であるがゆえに学生の修学
状況を知るための具体的なデータも不足していたことから、まずは学生に連絡するもっと
も手軽な方法を用いて学生を呼び出し、学生から直接話を聞いて本人がどのような状況な
のか、大学生活に対してどのような考えを持っているのかを調査することにした。最初の
呼び出しは、いわゆる「五月病」を発症するとされる５月の連休明けに行い、学生のデー
タから対象となる学生を抽出し、教務課からのお知らせメール配信機能を利用して実施し
た。だが、対象となったほとんどの学生は来談せず、学生は大学からの呼び出しには簡単
に応じないという残念な結果であった。学生は、大学から突然「出席状況が良くないから
相談に来なさい」というメールを受け取ったからといって簡単には来談しない。事実、対
象となった学生の大半はメールを無視していたのである。しかし、それでも数名の学生は
来談してくれたので、彼らからは出席不良になってしまった経緯を聞くことができた。こ
の呼び出しから見えてきたことは、出席不良者に対する方策を一律に講じることは難しく、
むしろ、学生個人ごとにその人物に合わせた対応や支援が必要であるということである。
　とはいえ、メールによる呼び出し通知を配信すれば、少ないながらも一定の割合の学生
は呼び出しに応じて来談する。彼らから聞き取った情報は、現在本学に所属する出席状況

呼び出し対応における学生との関わりから見えてきたもの
及び学生対応の今後の展望

東海林孝一・鈴木　崇義

【要　旨】
　学修支援センターでは、発足当初より出席状況の悪い学生をメールによって呼び出し面談を実施して
きた。しかし、僅かな学生しか来談せず、呼び出しの対象となった学生の実態をうかがい知ることが難
しかった。一方で、来談した学生に対する個別対応の重要性については、これまでの面談実績より明ら
かになっていた。そこで、平成25年度後期にはきわめて出席率の悪い学生に絞り込んで電話連絡による
呼び出しをしたところ、来談率が大幅に上昇し、呼び出し対象となった学生の実情を知ることができた。
以上の経緯をふまえ、学生の個別対応の重要性を改めて主張し、今後の学修支援センターの学生対応の
展望および学修支援センター相談室専従教職員に望まれることについて指摘した。

【キーワード】
出席不良　　早期警告（early alert）　　メール呼び出し　　電話呼び出し　　個別対応

研究ノート
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の良くない学生の生情報そのものである。故に、メールによる呼び出し業務は継続して実
施することとした。また、当初はこの情報に基づき学修支援のあり方を検討する予定であっ
たが、呼び出しに応じた学生の中には、本人にとって深刻な状況に陥っている者が多かっ
た。よって、学生相談室や教務課の助言を受けつつ個別対応をしていくこととした。呼び
出しに応じてくれた学生の人数が少なかったため、ある程度重点的な支援を必要とする学
生に対しても、その学生に合わせた支援は可能であった。このような経緯を辿りながら、
平成25年度前期まではメールによる呼び出しは継続して実施し、呼び出しに応じた学生へ
の個別支援を続けてきた。
　その間、学修支援センターでは、障害に関する支援制度も整備を進めていき、平成22年
度には「障害に関する学修支援ガイドライン」を策定し、さらに、平成24年度には「障害
学生の学修支援に関する内規」を策定した。この平成24年度から現在に至るまで、申請の
あった学生の障害に関する支援を行っていくうちに、学修支援に携わる教職員には、学生
個人の状況や特性に応じた支援が必要であり、そのためには根気よく、また丁寧に対応し
なければならないという意識が芽生えていった。
　そこで、平成25年度後期は、さらに深刻な状況にある学生の学修支援を重点的に行うた
めに、きわめて出席率の悪い（出席率10％～０％）学生本人に対して、電話での呼び出し
を実施することにした。その結果、対象者またはその保証人のほとんどと連絡が取れ、学
生個人の状況を知ることができた。本稿は、これまで実施してきた呼び出し対応の結果を
報告するとともに、今後の学生対応、学修支援についての展望を述べるものである。

２，メール呼び出しの概要とその結果

　学生の呼び出しは、教育開発推進機構が発足した平成21年度前期より実施されている。
発足当時の学修支援センター委員会において、大学生の成績が授業の出席率と相関関係に
あることがデータから明確になっていることから、学生の出席率を向上させるために、学
生に対して何らかの働きかけができないかということが議論になった。そこで、出席して
いない学生の事情を知るために面談をする機会を設けようということで実施されたもので
ある。
　呼び出し時期は５月の連休明け、対象学年は１年生のみとした。平成21年度前期はまだ
学修支援センター相談室が開設されていなかったことから（1）、各学部教務委員のオフィス
アワーに来談するよう呼びかけた。平成22年度から24年度は、学修支援センター相談室が
開室されていたので、学部と協議のうえ教務委員のオフィスアワーで対応する学部と、学
修支援センター相談室で対応する学部とに棲み分けて対応を行った。また、呼び出しのメー
ルも１回だけではなく数回に分けて配信し、面談受付期間も前回より長く設定した。
　平成24年度には、夏期休暇明けに出席状況が悪くなる学生がいることが判明したので、
前期だけではなく後期にも出席不良の学生を呼び出すことが提案された。出席不良の学生
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とつながりを持つ機会を年２回に増やすことにしたのである。後期の呼び出し時期は11月
の連休明けに設定した。また、同年度からは窓口を一本化するためと学生の情報を一極集
中して管理するため、学修支援センター相談室でほとんどの学生対応を行うことにし、必
要だと判断した場合には学部に接続することにした。この呼び出し方法は、平成25年度前
期まで大きな変更なく実施していった。
　学生の呼び出しについては、教務課のお知らせメール配信機能を利用して、１）出席状
況が良くないことから面談の機会を設けたこと、２）面談を受け付ける期間、３）面談場
所、をメール配信した。これを数回に分けてメール配信する場合は、３週間くらいの期間
を空けて面談に来ていない学生に対して学期終了まで何度も配信した。呼び出し対象とな
る学生は、大学が定めている成績評価を受ける資格である３分の２以上の出席率に満たな
い者とした。
　さらに、平成23年度からは、新たに３年生に編入してきた学生も対象とした。編入生は、
大学生活前半の２学年を他大学（短大）で経験しているため、今までの学修内容や履修方
法の違いによるとまどいや、４年制大学への期待とのギャップに苦しむ学生も存在するこ
とが、明らかになってきたからである。
　編入生は修学意欲が比較的高いので、問題をひとりで解決しようと無理をしてしまう傾
向があり、本学の環境や教学制度に慣れていないため（あるいはなじめず）に、修学状況
が悪化することもあるので、こうした学生に対しては気軽に相談できる場所があることを
伝える良い機会となったと思う。
　また、学生は授業に出席した際、教室に設置されているカードリーダーに学生証をかざ
すことになっている。これにより学生の出席状況は大学で集中管理されているため、今回
の出席率もこのデータを元に割り出した。
　なお、カードリーダーの利用については新たな問題点も明らかになった。毎回の授業へ
の出席は当然のことであるから、成績評価に授業への出席を全く考慮しないという教員も
いる。そのこと自体は問題ないが、一部の学生にはカードリーダーをかざす必要がないと
誤解していた者もいた。本学では、授業に出席することが学修の第一歩であるとの教学方
針から、学生には教室に到着したらカードリーダーに学生証を通すよう指導している。そ
のため、学修支援センターから各学部の教務委員会を通じて各教員に対して、必ずカード
リーダーに学生証をかざすようにあらためて指導していただきたい旨をお願いした。
　続けて、出席不良者の呼び出し対応について述べていこう。呼び出し結果は【表１】の
通りである（対象者は当該年度の１年生と新編入生として編入学してきた３年生）。
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　平成22年度から平成24年度の前期までは、出席状況を調査する対象科目を絞り込んだ。
その結果200名前後の学生が対象となったが（2）、来談者は僅かであった。この状況を踏ま
えて、平成24年度後期は３回に分けてメールを配信して呼び出すことにした。また、出席
状況は各学生が履修登録している全科目の出席状況の平均値から調査したため学生の出席
率が若干低下し、呼び出し対象人数が約500人から600人となった。来談者率としては、平
成22年度はかろうじて10パーセントを上回ったが、23年度、24年度はそれを下回ってしま
い、ごく僅かな学生としか面談することができなかった。
　呼び出しに応じた学生の様子は、比較的謙虚な姿勢で来談する者、自分が呼び出し対象
となるとは心外だという気持ちを持って来談する者、怒られるのではないかと不安に思っ
て来談する者と様々であった。呼び出しの対象学生が１年生ということもあるためか、カー
ドリーダーに学生証をかざし忘れていたという主張もしばしば聞いたが、こういった学生
に対しては授業に出席した際にはきちんと学生証をかざすよう指導することと、学生生活
で不安なこと等は無いかという確認をした。
　その他にも、他大学を受験することを考えている者や単なる怠学、深夜のアルバイトに
よって生活リズムが崩れてしまった者等、原因が想定できる学生もいた。また、家族内ま
たは友人同士のトラブルや、上京してきて不安を感じて家の外へ出られなくなってしまっ
ていた学生もみられた。
　以上のように呼び出しに応じた学生と面談をした結果、出席不良に陥る学生にはおおよ
そ次のような傾向があることがうかがえた。

　１�）いわゆる「怠学」と呼ばれるもので、サークルやアルバイト及び学業以外のことに
夢中になってしまい、学業に手が着かなくなってしまったケース。こういった学生は、
１年次の成績を見てショックを受け、２年次以降学業にも力を入れて持ち直すことが

【表１】出席不良者の呼び出し結果（学修支援センター委員会資料より）

呼び出し
対象者数 来談者数 来談率

平成22年度 前期 266人 38人 14％
平成23年度 前期 166人 7人 4％

平成24年度

前期 190人 8人 4％
後期１回目 492人 10人 2％
後期２回目 555人 21人 3％
後期３回目 601人 21人 3％

平成25年度
前期１回目 311人 12人 3％
前期２回目 294人 8人 2％
後期（電話呼び出し） 42人 29人 69％
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多い。しかし、あまりにも欠席が多くなってしまうと留年や退学をしてしまうことも
ある。

　２�）病気や症状を抱えて大学に来られなくなってしまったケース。これは主に、身体に
関わる病気の場合は入院や治療をしていて出席ができないが、大学に事情を届け出て
いないことが判明することが多い。また、精神に関わる症状の場合は、病院に行って
いないことが多い。

　１）については、昔の大学生にも見られた怠け者であり、当方でも一定の人数がいるだ
ろうことは予想していたが、２）については、大学から呼び出しをかけ、それに学生が応
じてくれたことによって初めて判明したことである。
　以上のような傾向に区分することはできたが、問題の傾向は分類できたとしても、その
問題を解決するためには学生ひとりひとりに個別に対応し、実態に即した支援を行わなけ
ればならない。なぜなら、同じ傾向に分類できたとしても学生はそれぞれ個別の人格を持
ち、成長、生活している環境が全く違うからである。ある学生に対して行った支援が、別
の学生には不都合であることもしばしば見られるのである（3）。
　ただし、依然として来談率が向上しないため、こちらが呼び出し対象とした学生の全体
的な状況はなかなかつかめずにいた。以上の結果を踏まえ、平成25年度後期には電話によ
る呼び出しを実施したのである。

３，電話呼び出しの概要とその結果

　平成25年度前期の学修支援センター委員会において、メール呼び出しの来談状況および
結果に基づき議論したところ、今後も同様の呼び出しを続けることについて疑義が呈され
た。確かに、この方法で呼び出しをすれば、一定の割合の学生については支援の糸口がつ
かめる。しかし、呼び出し対象者が多い現在の状況では重点的な支援策を打ち出せない。
むしろ、来談率を向上させるより大学での支援が必要な特定の学生に対して、重点的な支
援を実施した方がよいのではないかとの意見も出るようになった。
　そこで、委員会において今までの呼び出し状況や対応履歴に基づき、学修支援センター
相談室としてより具体的な学修支援をするために、いかなる方法で学生呼び出しを実施す
べきかの方策について協議がなされた。そして、平成25年度後期は試験的に、今までの方
針を変更し、ある程度出席している学生は呼び出しの対象にせず、極めて出席率の低い（出
席率10パーセント未満）学生に絞って呼び出すことにした。
　手順としては、まず本人の携帯電話に連絡を入れ、繋がらなかった場合は自宅の固定電
話に連絡を入れることにした。そして、本人が電話に出なかった場合は、家族の方に、「学
修支援センターから重要なお知らせがありますので、学修支援センター相談室の担当○○
までお電話くださいますようお伝えください。」との伝言を依頼した。一人暮らしの学生
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についても同様で、本人が電話に出なかったら保証人に連絡して本人への伝言を依頼した。
なお、家族や保証人が「重要なお知らせ」の内容について質問してきた場合は、出席不良
であることは説明した。また、保証人が面談を希望したいということであれば、できるだ
け本人も連れてきて欲しい旨を申し添えることとした。
　以上の手順により、対象である学生42人全員に対して電話呼び出しを実施した。その結
果、【表１】のとおり29人の学生と連絡を取ることができ、来談率も69パーセントになった。
これによって、出席不良に陥った一定量の学生と面談をすることができたのである。

　【表２】は電話呼び出しの対象者の内訳である。まず、電話呼び出しの対象者の約80％
が修学指導面談（4）の対象者であることから、出席不良者は成績不振に陥りやすいというこ
とが改めて確認できた。さらに、修学指導面談を受けた学生の方が、受けていない学生よ
り呼び出しに応じた割合が高かった。また、修学指導面談対象外の学生も半数以上は呼び
出しに応じ、対応することができた。以上のことから、こちらが電話を通じて何度も呼び
出しをすることによって、学生はそれに応じる傾向にあるという結果が得られた。
　また、呼び出しに応じた結果を分析すると、次のような傾向が見られた。

本人が応じた結果わかったこと
・他大学受験を考えている。
・家庭の事情で授業に出席できなかった。
・一身上の都合で休退学を考えている。
・生活リズムの乱れにより出席できなかった。

保証人が応じた結果できたこと
・本人の学修状況が把握でき、家庭内での学修支援に繋がるきっかけとなった。
・本人と繋がり、家庭と大学で協力して学修支援をする体制が構築できた。
・保証人が学生本人のことについて相談に来室した。

　これらのことから、大勢の学生に対して一斉に呼び出しメールを配信するよりも、少数
の学生に対して電話を通じて本人に、あるいは家族や保証人に直接対応をすることの方が
より有効であることが裏付けられたと言うことができよう。

【表２】平成25年度後期電話呼び出し対象者内訳（合計42人）

平成25年度前期修学指導面談対象者
（合計34人）

面談を受けた学生 17（13）人（76％）
面談を受けなかった学生 17（９）人（52％）

平成25年度前期修学指導面談対象外の学生 ８（５）人（62％）
※（　）内は、今回の電話呼び出しで対応することができた人数。
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４，個別対応の重要性と今後の展望

　我々がこれまで実施してきた学生への呼び出しは、アメリカの高等教育機関で行われて
いる取り組みの一つ、「早期警告」にも準じていると考えられる。これについては、谷川
裕稔等『学士力を支える学習支援の方法論』において次のように紹介されている。

　　�早期警告（early alert）は、学生の定着率を高めるためのサービスのひとつであり、
学期の早い時期に学業不振に陥りそうな学生を発見し、サポートをおこなうものであ
る。出席状況やテストの結果、授業への参加状況などを勘案して、教員から警告する
という手続きをとる。当該学生を、学習支援やカウンセリングなど、適切な支援が受
けられる場へとつなぐ役割を果たす（5）。

　学修支援センター相談室は、この機能を全て果たしているわけではないが、学生の出席
率向上を目指しての呼び出し対応は「学生の定着率」（大学への帰属意識）を高めようと
し実施した業務である。そして、この業務により出席不良に陥る学生の状況を把握するこ
とができた。さらに、呼び出しに応じた学生に対しては、個別対応により学生の状況を把
握したうえで、大学の各部署と連携して支援策を講じることもできた。
　こういった学生対応が可能であるのは、学修支援センター相談室が、予約を必要とせず、
かつ、椅子やテーブルも用意されていて落ち着いて話ができる場所であること、学内の窓
口（教務課や学生生活課）から案内されて来談する学生もいること、さらに、学修支援に
特化した部局であるため、継続的に学生を観察することができることによるだろう。
　平成25年度後期の電話呼び出しに限らず、これまでのメール呼び出しに応じた学生に対
しても、個別に対応や支援をすることにより学生が抱える問題を発見し、その問題を解決
するための手段や方策を学生本人と一緒になって考えていくことができたのは、こういっ
た個別対応をする場所やそこに専従する教職員があってこそ可能だったのである。なぜな
ら、学生の学修面を支援しようとすれば、必ず学生自身の生活状況に立ち入らざるを得な
いこともあるし、本人の事情を勘案しながら指導や助言をしなければならないこともある
からだ。そのためには、学生との信頼関係を時間をかけて構築しなければならない。また、
今回の呼び出し対応に関わらず、専従教職員がいるということが、学生に「以前話した人
とまた話ができる」、という安心感を与え、それが信頼関係の構築を強く推進してくれる
のである。
　もちろん、学生との信頼関係だけで学修支援ができるわけではない。これまでの呼び出
し業務によって、学生の抱える問題をデータとして蓄積し、おおよその傾向に分類するこ
とができた。そして、学生ひとりひとりに対する個別対応の重要性について認識すること
もできた。今度は、問題を抱えた学生にアプローチする時期について検討し、また、様々
な学生に対していかに接していくかという教職員の学生対応スキルの向上が望まれるので
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ある。これまでの呼び出し対応は、その基礎固めだと考えることができよう。
　今後の展望としては、次の方策が挙げられる。まず、呼び出し人数を絞り込み、対象と
なる学年を１年生や新編入生以外にも拡大することである。後期にも呼び出し対応を実施
して判明したことだが、学生はどの段階で躓くか分からない。よって、さらに呼び出し対
象の網を広げる必要があると考えられる。
　ちなみに、平成26年１月、文部科学省は大学中退問題の実態把握に乗り出すことになっ
た。すでに本学では平成22年度から学部学科、学年別に中退者数、中退率をホームページ
で公表しており、全学部で平成22年度は2.85％、23年度2.84％、24年度2.88％となっている。
この数値はＯＥＣＤの調査による日本の平均退学率約10％に比べて遥かに少ない数値では
あるものの、今後増加する可能性を否定できない。この中退を防ぐためにも、さらなる学
生の満足度向上のためにも学修支援センターの役割はますます大きくなるであろう。
　次に、学生の支援に際しては、必要に応じて保証人と連携して当たる体制を構築するこ
とである。現在、学修支援センター相談室は学生本人と直接対応をする場所として面談業
務を行っている。しかし、きわめて出席状況の悪い学生の学修支援を行うには、その学生
を様々な面から支援することも必要である。今回の電話による呼び出しでも、保証人に伝
言を依頼することで来談した学生もいる。また、家庭内における学修環境の改善や学生本
人への指導を保証人に依頼することも求められる。以上のケースを踏まえ、学生の生活す
る環境や習慣を改善するためには保証人の協力が必要だと考えられる。
　最後に、学生に寄り添うために学修支援センター相談室の専従教職員の相談技術向上を
図ることである。学生が来談しても、必要かつ十分な対応ができなければ呼び出し業務が
無意味化してしまう。我々専従教職員はたくさんの学生を対応してきたが、多様な学生、
対応に注意しなければならない学生についての知識や相談スキルはまだまだ不足している
感がある。相談スキル向上のためにも、学修支援センター相談室には、週２日学修支援ア
ドバイザーを配置し、学生対応について助言を受けているが、さらなる方策も検討する時
期であるといえよう。よって、次年度以降の目標としては、学生の個別対応に重点を置く
ための対応スキルの向上により一層努めることとし、他課との連携をさらに強め、学生相
談室のカウンセラーや学修支援アドバイザーなどの専門職をより活用して学生対応をして
いきたい。
　以上の点を踏まえ、今後の呼び出し対応による学修支援について次のような施策が考え
られる。
　今回、電話呼び出し対応をした学生は新入生であるため、今後の成績状況等の追跡調査
を実施する。対象学生の出席率が向上し、成績状況も改善されれば見守るが、改善が見ら
れない場合は再度の電話呼び出しをかけ、継続的な支援を実施する。
　また、今回の電話呼び出しは学生個人の状況を詳細に知ることができたため、新入生の
みならず２年次以上の学生に対しても有効ではないかという仮説が成立する。よって、２
年次以降の出席率が著しく低い学生に対しても電話呼び出しを実施したい。ただし、電話
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呼び出し対応をする専従教職員の人数にも限りがあることから、修学指導面談に来談して
いない学生、留年した学生（あるいは留年見込みの学生）、過年度生といった対象範囲の
絞り込みが必要であろう。また、対応可能な人数であれば出席率を20パーセント未満まで
引き上げることも検討の余地がある。これらについては、委員会や連携する関係部署との
協議も必要であろうが、今回の電話呼び出しによって学修支援が必要な学生ひとりひとり
への具体的な支援策を講じる手がかりがつかめたので、継続的な支援体制を構築していく
ことが今後の展望（課題）として挙げることができるだろう。これについては、今後の学
修支援業務が蓄積されていく中であらためて報告していきたい。

注

（１）　学修支援センター相談室は平成21年10月に開室
（２）　�平成23年度は東日本大震災の影響で出席できない状況にある学生を対象外としたため、166人と若

干少なくなっている。
（３）　�なお、これらの呼び出し対応の中で、学修支援センター相談室で特に重点的に支援を行った事例

については、鈴木「相談事例からみる学修支援の現状と課題」（『國學院大學教育開発推進機構紀要』
第４号）にて報告をしたことがある。

（４）　�前期成績結果または学年末の成績評価における、GPA及び修得単位等に基づき実施される修学指
導。対象となった学生には所属学科の教員による面談が義務づけられている。

（５）　谷川裕稔代表編者『学士力を支える学習支援の方法論』p23（ナカニシヤ出版2012年）
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　本報告の目的は、國學院大學その他の大学において、「文化人類学」の授業（講義）の
中でシャーマニズムを学生に教授するその視角を考察する一つの素材を提供することにあ
る。報告者はシャーマニズムが汎宗教的現象ないしは身体文化の重要な一側面であるとみ
なしているのだが、マスメディアや一部教団宗教などは単なる「際もの」「邪宗」と見な
すことも多いのが現実であり、一般通念ともいえる。こうした現実に対して、アカデミッ
クな立場からの言説はどの程度までその立場を確保できるのかを最終的な到達点と考え、
その第一のステップとして、学生たちの偽らざる認識を通じて一般通念との理解回路を見
出すことを目的とする。本報告はその一通過点と見なすこともできる。
　報告者は、本学を始めとしていくつかの大学で「文化人類学」の講義を担当させてもらっ
ている。その講義の中で、前期、後期のタームどちらかのテーマを“身体”として、身体
文化に関わる授業を組み立てている。シャーマニズムはその中のトピックの一つとして講
じられる。
　まずは、ある年度における身体論の講義概要を記しておく。なお、國學院大學以外の大
学は、それぞれＡ大学、Ｂ大学と表記する。

１．平成24年度「文化人類学研究ⅡE」（A大学）におけるシラバス実践
第１回　イントロダクション
身体文化とは何か…「心身二元論」の限界を示すとともに、文化が異なるといかに身体動

作が異なり、それによって世界観が違うものになってゆくのかを示す。
骨密度の関係で、アフリカ系民族には「水泳」の文化が定着しない。あ
る民族ではおぼれた者を助けても死刑になることもあったというトピッ
クを提示。

第２回　身体技法の文化性
モースの“身体技法”…フランスの社会学者、マルセル・モースMarcel　Maussの概念で

ある“身体技法”、その文化性を「彼ら」の実践形態を事例をあげて紹介
する。「しゃがむ」「座る」「寝る」「食べる」など、私たちが意識するこ
ともなく行う行為がきわめて大きな文化バイアスの中で行われているこ
とを示す。

シャーマニズム教授に関わる実践報告
―文化人類学の視点から―

安倍　　宰

取り組みリポート
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第３回　市川浩の身体理論
『精神としての身体』…“身体”の現象学。①主体としての身体…私たちが「内側」から

把握する、「広がり」としての身体。②客体としての身体…皮膚の外か
ら把握される「塊」としての身体。③他者に現れた自己の身体…他の人
の言動に表れた自己の身体。羞恥心、人見知りなどは、それらに対する
嫌悪感として認識される。④他者の身体…他人の身体は別の“物質”では
なく、微笑みに思わず微笑むというように、シンクロする場合も多い。

『〈身〉の構造』…心身二元論を超える試みで市川が注目したのが、やまとことばにある「身」
という考え方である。「身代金（≒命）」「身構え（≒姿勢）」「身支度（≒
髪、衣類、化粧）」というように、単なる肉体から「精神」という言葉
に近いものまでの幅広いコノテーションで「身」が理解されることを示
す。

第５回～第７回　シャーマニズム
（別項にまとめて示す）
第８回　法と文化主体

“ワークルスムヌ”と法令…沖縄県宮古地域のフィールド調査に基くもの。当該地域のい
くつかの村落では、男性成員のほぼ全員が衛生的にブタをと殺する身体
文化を共有している。慶事はもちろん、ある村落では葬儀に際してもワー
クルスムヌ（「ブタのと殺」を指す方言）を行うこともある。しかし、
条例の適用が変化し、公衆衛生の観点から「密殺」の取り締まりが厳し
く行われるようになった。この時、「取り締まられる」側の主体ロジッ
クのあり方を考える。

第９回　盛り場と身体
都市社会と盛り場…都市人類学において、都市住民の主体的な生活実践のあり方として、

和崎春日の“他者との拮抗的共存”の考え方を紹介。機能的空間配置の
中での都市的生活様式のあり方から「盛り場」を捉える視点を作る。

第10回　プロクセミクス
プロクセミクス…エドワード・ホールのプロクセミクス（個体間距離）概念を紹介。
渋谷の盛り場的展開…渋谷が盛り場として成立するまでに、どのような歴史的展開があっ

たのか、一般に“若者の街”として知られる渋谷だがその歴史性はどの
ようなものか、世代や美意識によって人々が思う“渋谷”が異なってい
ることを示す。渋谷の地図を渡し、自分が足を向ける場所に頻度別にドッ
トを落としてみて、そこから何がみえるか考えさせる。

第11回　新宿の盛り場的展開
盛り場的歴史性…甲州街道の第一の宿場町として成立した“内藤新宿”は、はじめからイ

メージ通りの街であったこと、大戦後の闇市を経過し、歌舞伎町建設に
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至る編年的経過をたどる。60年代の人口移動と“団塊の世代”の青年化
が相まって、市民秩序に抵抗する「新宿文化」が成立したことを考える。

第12回　新宿のトランスジェンダー文化
トランスジェンダーとは…性とジェンダーの区分
世界のトランスジェンダー文化
新宿の盛り場的特質
第13回　トランスジェンダーと法

「特例法」の意味…平成15年に改定された戸籍法の特例法の中身
GIDと法

２．シャーマニズム（講義次第）
　本講義における“シャーマニズム”の講義は、３回に分けられる。大まかには、①本講
義におけるシャーマニズムの規定といくつかの事例、②沖縄・宮古のシャーマン（ユタ）
の事例と“タマスウカビ”、③「夢を語る」人々、となる。

第１回　シャーマニズム
①　�シャーマニズムとはどのような現象か…佐々木宏幹の「シャーマン―プリースト」の

差異。大船渡における「オショウサン」と「オガミサン」の共存。
②　�脱魂型と憑霊型…同じく佐々木説からシャーマンの二分法を紹介する。前者の代表例

としてチュクチ族の“サマン”、後者は台湾や東南アジアでみられるタンキーやムー
ダンを示す。

③　�フィールド調査で出会ったシャーマン…報告者が行った沖縄・宮古におけるフィール
ド調査で話を聞くことのできたシャーマン（ユタ）の成巫過程を考える。初めて会っ
た職業ユタであるAさんを事例としてあげる。

第２回　シャーマニズム（２）
①　事例紹介…前回のＡさん以外にも、あと４人のユタを紹介する（Ｂさん～Ｅさん）。
②　�「ユタ＝超能力者」図式の超克…某アニメーションにみられるように、シャーマンを「超

能力者」的な視点で捉える言説が一般にみられる。その“胡散臭さ”を強調する意味
もあるのだろうが、シャーマニズム理解にとっての妨げでしかない。

③　�そのための二つの視点…その超克のために報告者が現時点で提示しうる二つの視点を
紹介する。「タマスウカビ」と「夢語りの文化」である。

④　�タマスウカビ…宮古の人々と話していると、時折、「タマシイが落ちた」「タマシイを
落とす」という表現に出会う。そのとき彼らの言説の中には、時折ユタの影がちらつ
く。「タマスウカビ」とは、落ちたタマシイを元の身体に戻す儀礼的動作、意味付け
をいう。

⑤　�タマスウカビの事例…ここでは３人の事例を紹介し、職業ユタと「一般人」の身体図
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式（キネステーゼ）が基本的に同じであり、並べるなら一種のグラデーションのよう
に「切れ目」がないことに着目させる。

⑥　�マウガンという祭祀物…ユタに関連する話の中には、「個人の守り神」と説明される
ことの多いマウガンが登場することが多い。（この話は、場所によって話す機会がな
い場合もあった）

第３回　「夢を語る」人々
①　�夢の意味…誰もが見る夢であるが、その生物学的な意味、文化による意味付けが本格

的に行われることは少ない。
②　�メディスの睡眠理論…ロンドン大学の動物行動学、レイ・メディスの睡眠理論から、

夢の意味を考察する。教授は、睡眠とは種にとってもっとも危険な時間（ヒトにとっ
ては夜）に体を固定するメカニズムであると説く。その中で夢とは、一定の間隔で行
う「偵察」のメカニズムであると意味付けられる。

③　�「夢を語る」人々…当該地域の人々と暮らしていると、思いのほか昼寝が多い。その
多くが畳の上に直に寝たり、手枕での睡眠だったりする浅い眠りが多いため、夢を見
る確率も大きくなる。さらに当地には、ユンタクと称する辻々での雑談の風習があり、
ここで他の話題と変わらぬ比重で夢の話がなされる。夢の共有が行われ、その総体が
ムラの意思のような様相を帯びることがある。一般の人はもとより、ツカサ（プリー
ステス）に選出された女性たちも後付け的に夢によって選出が予知されていたとの意
味付けを行うことも多い。私たちの中でも、夢は頻繁にみるものであるし、インフル
エンザ時の不思議な幻覚なども加えるならば、こうした無意識がむき出しになる機会
は想像する以上に多いのである。記憶、想像力、身体図式など、さらにシャーマニズ
ムを含む無意識領域に働きかける文化様式も重要な研究分野になるはずである。

④　�付論：白日夢について…手元にある事例が少ないため、まとまった展望が見いだせな
い。そのため、付論の形を取り、病院で死にかけている叔母の姿を社において、しか
も社内では死を意味する場所で見てしまった同島の女性の事例を紹介する。そのあと、
彼女はユタと共にその白日夢を分析したという話で終了する。

３．学生の取り組みと理解（アンケート結果をもとに）
　ここで取り上げる「文化人類学」の講義は３つの大学でほぼ同じ内容でなされた。しか
し、それぞれの大学で、カリキュラムの中における当講義の位置付けが同じではないため、
その点から触れておきたい。
　國學院大學は、旧制度で言うならば、夜間開講の時間帯であり、文学部史学科の専門課
程の講義の一つとして開講されている。よって、時間もやや遅い時間に配当されており、
３年生次以上の学生の講座である。
　Ａ大学は、千葉県の外国語、海外文化を学ぶ学生の多い大学である。ここでの「文化人
類学」は「一般教育」の一つである。学年配当は全学年であり、そうした事情も手伝って
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か、ここで検討する中では最も受講人数が多い。
　Ｂ大学は、山梨県の短期大学である。卒業した後、他大学へ編入する学生も多い。当授
業は、２年次後期に配当されている。編入試験や就職活動に時期が重なることも多く、年
度によって受講生の数、取り組みに大きな差が見受けられる。
　アンケートはシャーマニズムの３回分の講義が終了した時点で回答してほしい項目を告
げ、Ｂ大学以外は持ち帰って翌週に提出してもらう形で回収した。調査項目は、以下の通
り。この項目を板書し、学生が書写している間に回答用紙を配布する。なお、回答用紙は
その日（および翌週）の出席表の役割も果たす。中身を成績に反映することは絶対にない
こと、さらにその二つ以外の目的に本アンケートを使用することはないことを明言する。

（アンケート）
　１．�これまでシャーマニズム（ないしシャーマン）ということばを耳にしたことがあっ

たか。（→Yes，No）
　２．（１．でYesの人）どのような形で認識していたか。
　３．（２．でNoの人）大船渡の事例をどのように受け止めたか。
　４．授業を通して考えたこと（これまでのイメージが変わったかも含め）
　５．こうした宗教文化を持つ日本文化について（他人事ではないという意味で）
　６．フリー記述

§アンケート結果分析
　母数は、國學院大學15人（２回目の出席数と同数）、A大学56人、B大学24人（３回目の
出席人数と同数）となる。この人数は、シャーマニズムをテーマに授業を行った最終日の
出席人数である。初回、２回目、３回目の出席人数を参考までにあげておく。国学院大學、
各々13人、15人、18人。A大学、各々67人、65人、74人。B大学、各々26人、25人、24人。
B大学がわずかに減少傾向を見せているが、國學院大學はその反対の傾向がうかがえる。

「１．これまでシャーマニズム（ないしシャーマン）ということばを耳にしたことがあっ
たか。（→Yes，No）」について。
國學院大學…Yes－15、No－0
A大学…Yes－43、No－13
B大学…Yes－21（「おぼろげに」「名前だけは」を含む）、No－３

「２．（１．でYesの人）どのような形で認識していたか。」
國學院大學…イタコのようなもの（２名）、アニメから（２名）、超能力者・オカルト（３
名）
A大学…アニメ・ドラマから（13名）宗教学の授業で（６名）、超能力・オカルト（12名）、
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異国的（４名）、イタコのようなもの２名）、学術的定義とほぼ一致（８名）
B大学…アニメから（３名…カードゲームから１名を含む）、超能力・オカルト（４名、
他ペテン師１名）、歴史的、異国的（３名）、プリーストと混同（３名）

　2001年にある大学で身体論特別講義の一環でリレー授業を行ったことがあったが、その
ときはフロアから「初めて聞いた言葉である」「イタコ以外にもそのような人がいるのか」
などの発言があった。そのことと比較し、格段の認知度上昇が感じられる。回答中の「異
国的」「歴史的」とは“自分とは関係ないもの”というニュアンスが強いように思われる。

「３．（２．でNoの人）大船渡の事例をどのように受け止めたか。」
数人（A大学…３人、B大学…１人）が欠席していて大船渡の事例を聞いていないとの回
答があった。それ以外は「不思議なこと」「信じられないこと」「葬儀に様々な地域性があ
ると認識」などの回答が目立つ。

「４．授業を通して考えたこと（これまでのイメージが変わったかも含め）」
國學院大學…「超能力者という認識は枠を狭めてしまうと考えた」「（シャーマンは）遠い
ものだと思ったが、意外に身近な存在だと考えた」「テレビは演出ということもあるが、
胡散臭いものという印象が強くする」「成巫の過程に興味を持った」（同意見がそれぞれ数
件みられた）
A大学…「霊的なもの、祖先崇拝のようなものが日本には定着しているのだと思った」「マ
ンガでしか知らなかったことが本当にあって驚いた」「霊感の強い人がいても、それを信
じる人がいなければ社会現象にはならないということがわかった」「夢に対して変な気分
になった」「シャーマンに関して一種の恐怖心・差別心があったが、そのような感じがな
くなった」「〈タマスウカビ〉は『我にかえる』というニュアンスに近いものでは」「シャー
マニズムは日本にも古くからある文化だということがわかった」「シャーマン＝かっこい
いとか考えていたが、そのようなものではないと思った」（専門的すぎて理解できなかっ
たという意見、実感の持てないまま終了したという意見もそれぞれ１件）（意外に身近な
存在という意見も６件）
B大学…「不思議だと思った」「いろいろな人たちがいるんだと思った」「考えていたイ
メージと結構違うんだと思った」「周囲にそのような人がいないため、不思議だし少し怖
いと思う」「自分の“普通”が普通ではないと考えた」「オウム真理教と同じようなイメー
ジ」「全員がユタ族

（ママ）

になったら少しいやです」「夢もそれだけ昼寝をしたらあたる夢もある
と思う」「記憶力、想像力について考えることができたが、超能力を持った人間がいるか
というと納得できない部分がある」「超能力的なものではないことがわかった」「不便とい
うか苦労することも多いだろうなと思った」「自分はオカルト的な見方から離れられない
と思った」「現実味を感じない」「一般人との線引きも曖昧なものだということが理解でき
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た」「日本にもいることに驚いた」

「５．こうした宗教文化を持つ日本文化について（他人事ではないという意味で）」
國學院大學…「予言者的に活動するユタに共感することはできなかった（同意見他１件）」
「日本人の精神に組み込まれている現象なのだということがわかった」「民族のアイデン
ティティを失わないためにも守っていきたい（同意見他１件））」「神道の原型がわかるの
ではないかと思った」「日本の文化を考えると（シャーマニズムは）普通のことではない
かと思った（同意見他１件）」「自分も似た経験があり、特別なことではないと思った」
A大学…「日本はそこまで宗教の色が強くないが、色んな宗教文化を取り入れている（初
詣、クリスマスetc.）シャーマニズムも取り入れる必要がある」「知らないうちに宗教文化
の中で生活しているんだなあと思った（同様な意見他４件）」「神

（ママ）

の言葉が人間の行動基準
になっている時代は終わったと思っていたのでそれが現代まで続いていることに驚いた」

「日本にもこんな面白い文化があるなんて知らなかった」「宗教系のことに怖いイメージが
あったが、そうではなくて身近で、神秘的なものだとわかった（同意見他２件）」「何とな
く刷り込まれてきた『日本は無宗教』的な考え方も地方の実感を無視して出来上がったも
のなのかなと感じた（同意見他３件）」「日本の宗教には昔からシャーマニズムの要素が
あったのではないかと思った」「もっと知ってみたい（同意見他２件）」「『私のお墓の前で
…』という歌がありますが、シャーマニズムを覆すとんでもない歌詞だと思います」「日
常生活の中にたくさんの宗教的価値が潜んでいるんだなと思います（同意見他４件）」」「こ
うした文化は残していくべき（同意見他２件）」「日本にも日本人が知らない文化はたくさ
んあるのだなと思った（同意見他４件）」「夢の考え方が特に印象に残った」「日本にも
シャーマニズムがあるのかと驚いた」「こうした文化があるのは当たり前だと思う」「宗教
に関して寛容であるべき」「自分に関係のあるものだとは感じなかった（同意見他２件）」

「日本で最も興味を持つ文化です」
B大学…「このような宗教には警戒してしまう」「宮古島には縁がないが、これも日本文
化だと思うと不思議なもののように思える」「日本文化の根幹に宗教的なものがあると思
う」「意識していなくてもシャーマニズムが生活に浸透しているのだなと感じた」「同じ日
本文化として考えることはできなかった」「いろいろあるということです」「写真では日本
の中である東京の写真もあったので、日本はこれからどうなるんだろうという恐怖心が出
てきた」「自分は日本のこと何も知らないんだなと思った」「特別視してはいけないんだと
感じた」「日本文化の中に宗教文化があることが信じられない」

４．概観
　アンケートを雑駁な形ながら整理してみた。学生の性別や所属などを単位にした分析が
行われるのが理想であったが、資料数の問題で割愛することになった。
　授業前は「宗教」に“胡散臭いもの”“危険なもの”というイメージの強い学生がほと
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んどであるようだが、思ったより多くの学生が「文化としての宗教」を理解するところま
で進めることができているようだ。信仰をキリスト教や多くの教団宗教と同一視し、意識
的な信仰のみを「信仰」と考える学生が最後までいることに指導力の欠如を感じる。
　この数年、授業でシャーマニズムを扱う際には、極力、シャーマンを「突然変異」「超
能力者」のイメージから切り離すことを念頭において現場に臨んできた。それが部分的に
成功したクラスもあるが、とりわけB大学では、そうした認識まで導くことができたと断
言できない状況にある。シャーマニズムを他人事として捉えないようにという配慮を常に
したつもりであるが、最後までマスメディアのまき散らす際もの的なイメージに固執して、
突き放してしまう学生が多いのが気がかりである。
　全体にわたりアンケート用紙に目を通して見て、國學院大學では他にも宗教学的な授業
も多いことから、初めからしっかりしたシャーマニズム認識を持っている学生が多いよう
だ。またA大学では、海外文化に接する機会が多いせいか、そうした異質なものを頭ごな
しに拒絶しない態度が涵養されているのかもしれない。同じ内容でも、学生が受講する他
の授業との関わりによって内容理解に大きな差が出ることは改めて強く認識されるべきで
あろう。
　夢に関する理論は、“身体論”をテーマにした当初から計画にあったものである。反応
が形になって現れたのはA大学だけだったが、國學院大學でも個人的なディスカッション
の中で何人かの学生に指摘されていることは付け加えておきたい。
　平成生まれの学生が圧倒的多数を占める現在、アカデミックな好奇心を喚起してゆく授
業を行う必要と困難は日に日に増しているように思える。ここで行ったアンケート分析の
精度を高め、それを基にその世界観に触れる授業を数多く組み立てていきたい。
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開会の挨拶――赤井　益久（國學院大學学長）

（司会）�　本日は國學院大學教育開発シンポジウムにご来場いただきありがとうございま
す。司会は教育開発推進機構長を務めております、私加藤が務めさせて頂きます。
開催に先立ちまして、本学学長の赤井益久よりご挨拶を申し上げます。

國學院大學創立130周年記念事業・平成24年度教育開発シンポジウム

私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから
― 建学の精神・キャリア教育・質保証 ―

日　時： 平成25年２月16日（土）13：00～17：30
会　場： 國學院大學渋谷キャンパス・学術メディアセンター（AMC）１階・常磐松ホール
主　催： 國學院大學教育開発推進機構
共　催： 國學院大學研究開発推進機構校史・学術資産研究センター
参加者：143名

【第一部】基調講演

「青年の心に太い支柱を！」

　　鳥居泰彦氏（元慶応義塾塾長、元中央教育審議会会長、國學院大學理事）

【第二部】シンポジウム

報告１　「龍谷大学における建学の精神と「仏教の思想」」

　　長谷川岳史氏（龍谷大学大学教育開発センター長、経営学部教授）

報告２　「教養教育の担うもの－建学の精神は伝わるのか－」

　　柴﨑和夫氏（國學院大學教育開発推進機構共通教育センター長、人間開発学部教授） 

報告３　「教養教育と建学の精神―同志社大学の事例報告―」

　　圓月勝博氏（同志社大学 文学部教授）

コメンテーター：川島啓二氏（国立教育政策研究所高等教育研究部総括研究官）・鳥居泰彦氏

司　会：加藤季夫（國學院大學教育開発推進機構長）
※所属等は開催当時のもの

※�本シンポジウムでは、寺﨑昌男氏の御講演「『現代のリベラルアーツ』と私学教育」も予定しておりましたが、寺﨑氏が急
な御病気で入院されることとなりましたため、中止させていただきました。

講演録
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　皆さんこんにちは、國學院大學にようこ
そおいでくださいました。皆さんがいらっ
しゃいます、この國學院大學の母体である
皇典講究所が明治15年に設立されて以来、
昨年の11月４日で、創立130周年の記念す
べき節目の年を迎えることが出来ました。
従いまして、今年は131年目の歴史を数え
るということになります。
　私立大学における環境の変化は、既に皆
さんもご承知の通り、18歳人口の減少、大
学間競争の激化、ユニバーサル化・全入化
といった事態を迎えております。私立大学
にとって、これから大学の運営・教育をど
うすべきかということを考えたときに、本
学でも、大学の中期計画として、学校法人
全体としては、一つには個性ある研究と教
育の実現ということを謳っております。と
りわけ私立大学には、それぞれ独自の建学
の精神というものがありますから、それを
活かして行くことが重要なのではないかと
思います。
　個性ある研究と教育の実現のために、國
學院大學は、平成19年にこれまでの組織を

一本化いたしまして、現在この建物を主と
して利用しております研究開発推進機構と
いう組織を設けました。その３年後の平成
21年には、教育方面での個性ある教育を実
現するために、教育開発推進機構を設置い
たしました。本日のシンポジウムを主催し
ておりますのが、この機構でございます。
　大学設置基準の大綱化以降、大学におけ
る教育力の位置づけがますます重要になっ
ていると思います。この教育力を、これか
ら従前とは違った形で展開して行かなけれ
ばならない。個性ある教育・研究の実現と、
今大学に最も求められている教養教育との
関わりについて、本日は、鳥居泰彦先生を
はじめ、龍谷大学や同志社大学の先生方よ
り、実際の具体的な経験をご報告いただけ
ると伺いました。是非、皆さんの英知を合
わせて、私立大学の今後の在り方について、
考えて参りたいと思います。本日は長くな
りますけれども、是非ご参加・ご質問等い
ただきまして、有意義なシンポジウムにし
て参りたいと思います。どうぞ宜しくお願
いいたします（拍手）。 

　阪本でございます。國學院大学校史・学
術資産研究センターは、平成19年に、國學
院大學の校史の研究をし、その成果を共有
するという趣旨で発足いたしました。
　今日のシンポジウムのテーマでありま
す、建学の精神を学士課程の教育にどのよ

開会の挨拶――阪本　是丸（國學院大學校史・学術資産研究センター長）

（司会）�　続きまして、本シンポジウムを共催しております、國學院大学校史・学術資産研
究センター長の阪本是丸教授よりご挨拶申し上げます。

うに活かして行くかということについて説
明させていただきますと――これはご承知
の通り、平成10年に「個性が輝く大学」と
いう、大学審議会の答申、また大学設置基
準の大綱化を踏まえまして、本学でも平成
８年くらいから自己点検、あるいは様々な
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改革をして来たわけでございます。その中
で、本学は創立130周年を迎えた古い大学
ですし、学術資産、また学校の歴史もずい
ぶんありますが、その研究の成果を学士課
程教育、あるいは大学院の教育にどう活か
すかという課題が浮かび上がって参りまし
た。そういう意味で、教育開発推進機構と
相まって、國學院ならではの研究と教育と
いうものを世に問いたいということで、こ
こ数年、このようなシンポジウムを共催す
るという形で、我が校史・学術資産研究セ
ンターも参画して参ったわけです。
　本日は、本学の柴﨑教授からも話がある
かと思いますが、同志社大学、あるいは京
都の龍谷大学、奇しくも戦前で言いますと
神仏基――寺﨑先生がおられました立教大
学もキリスト教ですので――まさしく日本

の宗教を代表する学校から、それぞれの校
史あるいは建学の精神をどのように教育に
取り入れるかということについてご報告を
いただきます。また、そのためにも、やは
り教育の前提として、着実な研究が必要で
あるということで、國學院大學としては研
究と教育を両輪といたしまして、こういっ
たシンポジウムを開催し、そこで色々な英
知を集めて、皆様と共に考えて行きたいと
考えております。私どもも、ただ研究だけ
に携わるということではありませんけれど
も、主として研究面からのアプローチとい
うことで、共催という形で今回参画させて
いただいた次第でございます。
　本日のシンポジウムが実りあるものとな
りますことを祈念して、一言ご挨拶を申し
上げます（拍手）。
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（司会）�　それでは、早速、第1部の基調講演を開始させていただきます。講演に先立ちま
して、講師の鳥居泰彦先生をご紹介させていただきます。鳥居先生は東京都のご出
身で、昭和36年慶應義塾大学経済学部を卒業され、41年に大学院経済学研究科博士
課程修了。スタンフォード大学、カリフォルニア大学バークレー校の研究員をなさ
れた後、慶應義塾大学経済学部教授に就任され、平成５年に慶應義塾長をなされて
います。専門は経済学、また、文部科学省中央教育審議会の初代会長、日本私立学
校振興・共済事業団の理事長を歴任され、日本における大学教育改革を牽引して来
られた先生です。現在は慶應義塾大学学事顧問の他、本学の理事も務められており
ます。それでは、鳥居先生、宜しくお願いいたします。

基調講演

青年の心に太い支柱を！

鳥居　泰彦（元慶応義塾塾長、元中央教育審議会会長、國學院大學理事）

 
はじめに

　ご紹介いただきました鳥居でございま
す。このようなシンポジウムにおいて、基
調講演をさせていただきますことを大変光
栄に存じます。基調講演ですので、なるべ
くその趣旨に沿ったお話を申し上げたいの
ですが、寺﨑先生もお休みでございますの
で、最初に、大学というのは何のためにあ
るのかということを少しお話して始めたい
と思います。

１．大学の三つの使命

　お手元に配布しましたレジュメ（pp.122-
129）には書いておりませんけれども、私
は本来、大学は社会に対してある使命を有
しており、その使命を果たすのが一番大切
であると思っています。その話を先に致し

ましょう。
　私は、その使命は三つあると思います。
一つ目は「文明の継承」ということです。
我々は、色々な文明の遺産を引き継いでい
ますから、それを次の世代へと継承して行
かなければならない。その役割を担うのは、
色々な仕組みがありますが、第一には大学
です。もう一つ重要な文明現象は宗教、そ
してその他にも、たとえば博物館とか、図
書館とかいったものも、その使命を担うこ
とになるでしょう。それら諸々の仕組みの
中心にいるのが大学だと思います。
　二番目ですが、これは言葉で表現すると
非常に広範囲にわたりますので、あえて短
い言葉に縮めて言えば、「知的生産」であ
ると思います。人間の世の中は、知的生産
を積み重ねていかなければならない。そう
しないと先へ進めないのです。知識がその
例です。それから技術がそうです。色々な
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ものが、知的生産に必要なのですが、これ
は他の動物には真似が出来ないものです
ね。それを背負って行くのが、大学の使命
だと思っております。
　三番目は「人格の形成」だと思います。
　この三つ、それを大学はしっかりとやっ
て行かなければならない。ところが最近
――ここ五十年くらい、日本のみならず世
界全体で、大学に要求することがもっと増
えて来てしまった。たとえば、就職協定な
どに代表される就職騒ぎということがあり
ますが、元来、大学としては、先程挙げた
三つの大事な使命から考えれば、就職とい
うのは、あとで本人と産業界が考えればい
いことであったはずなのに、今や、むしろ
大学がそれを本気で考えなければならなく
なってしまった。まだまだいっぱいありま
す。その諸々のことを私たちは突きつけら
れて、大学とはどうあるべきかについて考
えることは後まわしになってしまい、本来
大学の使命から言えば二の次、三の次だっ
た話のほうを中心に考えざるを得なくなっ
ています。
　もう一つ厄介な問題は、世の中が変わっ
て来たために、若い人たちの考え方も変わ
り、そしてその若い人たちを生み育てる親
も変わってしまいましたし、更に、その親
の周りで教育という仕事に携わる教育関係
者もすっかり世代交代してしまったもので
すから、本来、親がやるべきこと、家庭が
やるべきこと、社会がやるべきこと、それ
を全部、学校がやらなければならなくなっ
てしまった。それこそ、挨拶のしかたから、
身の回りのことから、全部教えてやらなけ
ればならない、そういう時代に入ってし
まっています。これは何とかしないと、こ

の先世の中どうなって行くかわからない、
と私は思っています。
　その最も極端なものは、宗教です。元来、
どこの国にもどの民族にも、何らかの形で

「祈り」というものがあったと思うのです。
ところが、キリスト教国家でも、朝晩の祈
りが忘れられてしまった民族が増えてきて
いる。仏教においても然り、我が国の神道
においても然りです。これを前提にして成
り立っていたヨーロッパの文化、あるいは
日本の文化が、祈りの習慣や仕組みを持た
なくなってしまったために、その埋め合わ
せをやらなければならない。それは、単に
教会に行きなさいということだけではなく
て、生活の隅々まで埋め尽くしていたはず
の文化を、そういう基本的なところから教
えなければならなくなってしまった、そう
いう時代の変化が起こっています。

２．教養教育の原型

　そういうことを前提として、大学とは
いったい何なのかということについてもう
一度考えてみようと思います。今日大学と
言われるものの原型は、11世紀に成立した
ボローニャ大学だと言われています。その
後、大学は各地に広がり、サレルノ大学で
すとか、あるいはフランスへ渡りまして、
パリから百キロほど行ったところにシャル
トルというのがありますが、そのシャルト
ルの大学、シャルトルは今では大きな礼拝
堂になりましたので、代わりに今度はパリ
に大学が出来ました。それからまたベルリ
ン大学、あるいはオックスフォード、ケン
ブリッジと遷っていったわけです。
　さて、そのボローニャが原型となった大
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学は、四つの科目を基本科目としています。
それが神学、法学、医学、人文学ですね。
この四つは人間の存在にとって不可欠なも
のと考えたがゆえに、ボローニャの人たち
はこれを基本としました。その四つを詳し
く説明するのは時間の関係で省略します
が、四番目の人文学は、その中が更に七つ
に分かれています。一つ目は文法です。次
に修辞学、倫理、算数と幾何、天文学、音
楽、だったようです。これが長い間、リベ
ラルアーツ七科目と呼ばれるものだったわ
けですね。このリベラルアーツの七科目が、
ボローニャの大学から生まれたわけです。
私たちはこの七科目に特にこだわる必要は
ないと思いますが、やはり、ボローニャに
生まれたリベラルアーツの考え方、要する
に健全な人間としての存在、それを作り上
げて行くためには何を教えなければならな
いか、ということを、考え続ける必要があ
ると思います。

３．日本の教育を考える

　話が変わりますが、明治の初めには、教
育というものは、最初はそれに相当する言
葉がありませんでしたから、educationと
言っていました。そのeducationを、どう
いう日本語にしようかということで、色々
な意見が出ました。大久保利通は「教化」
という言葉を提案しました。何も知らない
人に教えるという意味です。初代の文部相
であった森有礼は「教育」、つまり教え育
てるというのが良いと。それに対して、森
有礼の仲人であった福沢諭吉は、言葉は提
案しませんでしたが、森有礼に対して、
educationという言葉の語源はラテン語の

educereという言葉にあり、それには引き
出して行くという意味がある。その
educereの、引き出すという意味から考え
ると、人間が持っている潜在的な能力・才
能、そういうものを引っ張り出してやる、
開発してやるということも大事なんじゃな
いかということを言いました。これは後世
になって、森・福沢論争などと言われるこ
ともありますが、別に二人は、論争は全然
しておりませんで、福沢もそういう、ちょっ
としたお説教を森有礼にしたのだと思いま
す。
　私たちは今では「教育」と呼んでいます
けれども、この、今日本語で「教育」と言っ
ている言葉の中に、大久保利通の言った意
味での「教化」ということも捨ててはいけ
ないと思うのです。また、福澤諭吉が言っ
た「開発」、才能を引っ張り出してやると
いうことも、非常に重要だと思います。そ
して、そういうことを含めて教え育てると
いう「教育」を、日本は大切にしていかな
ければならないと思っています。
　やはり「教育とは何なのか」ということ
になるのですが、これについては私のレ
ジュメの１枚目（p.122）に色々な面があ
るということを書いておきましたので、ご
覧いただければと思いますが、まず、（１）
で「人間形成」と我々が言うときには、体
を鍛え、精神を鍛え、運動神経を鍛え、フェ
アプレーの心を鍛える、教える、というこ
とから始まりまして、また（１）の最後の
ところに述べましたように、「何が罪であ
るか」ということについて教える。色々な
宗教があるにも関わらず、戒律というもの
は、どの宗教も共通のことを言っている。
殺してはいけない、盗んではいけない、と
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いった類のことは、皆共通しています。そ
して、その前に、信仰あるいは感謝、我々
がこの世に存在していることへの感謝があ
ります。それを、どういう形で子供たち、
次の世代に伝えて行くかということを考え
続ける、そういう教育でありたいと思いま
す。
　次に（２）「基礎知識、専門知識の伝授」
という面、これは時間の縦軸で言えば、昔
から現在までの歴史をおろそかにしてはい
けない。それから、この世の中には、色々
な民族がいて、色々な文化があって、色々
な習慣があるということを理解しなければ
いけない。そして、ものの考え方には色々
な面があるということ、そもそも「概念」
というものについての理解を、子供たちに
教える必要があると思います。
　日本の教育は特にそうですけれども、知
識を教えたり、教わったりするということ
を、何となくためらっている。つまり、子
供たちが、教室で「議論をすれば必ず正解
が出てくる」というような教育を受けるよ
うになってから、もう60年が経ちます。占
領軍が導入した日本の教育制度、そしてそ
れに乗っかった――私は、悪乗りだと思い
ますけれども――日教組教育というのは、
まさに「子供たちが意見を出し合う、そう
すれば、そこから正解が出てくる、それが
みんなの意見になる」という、こればっか
りやってきたようなものです。そうではな
くて、教わらなければならないことを教わ
る。教えなければならないことを教える。
これが重要なのです。
　それから（３）「学習」について言えば、
知識を得るための「学習の方法」というも
のを教わらなければならない。いくら議論

したって、図書館の使い方はわかりません
から。
　そしてもう一つ、最近30年くらいでしょ
うか、よく言われるようになった（４）「成
長の支援、人生設計の支援」ということも、
今では学校の大事な仕事になっています
が、これは考えてみれば、欧米では昔から
当たり前にやっていたことだと思います。

４．教育改革の歴史的背景

　さて、そういった諸々のことについて――
時代が変わったこと、今自分たちはどうい
う状況にいるのか、それを乗り越えるため
に若い世代に何をしてやれば良いのかとい
うことを、考えてみたいと思います。レジュ
メの２枚目（p.123）に、横書きに書いて
ある部分をご覧下さい。
　日本は、繁栄の時代を通り越して、今や
困難な時代へと向かいつつあります。その
結果、苦しい時代を知らない世代が出て来
てしまいました。世の中というのは皆で苦
しんで作らなければ繁栄はしないものだと
いう、当たり前のことがわからなくなって
います。そうした世代が、今や人口の半分
を占めてしまったと私は思います。その人
たちに、一体どうしてやったらいいので
しょう。父や祖父の努力の歴史を教えなけ
ればならない。あるいは、彼らの遺産に対
する尊敬の念、感謝の念を教えなければな
らない。我々が享受している、父や祖父の
世代から譲り受けた文化遺産がいかにして
作られたのかを理解すると同時に、感謝の
念を持ってそれらを使わせていただくとい
う、生活習慣と言いますか、人生の習慣を
身につける必要があると思います。



─ 114 ─

國學院大學教育開発推進機構紀要第 5号

　これは日本だけの話をしているようにお
考えかもしれません。けれども、実は日本
だけではないのです。このような諸々の嘆
かわしい現象というのは、1980年頃になっ
て、世界の先進各国が皆気づき始めたので
す。そこで、レジュメの４枚目（p.125）
の一番上をご覧いただきたいのですが、ア
メリカではレーガンがA Nation at Risk「危
機に瀕する国家」という膨大なレポートを
まとめました。1983年のことです。同じ頃
中曽根さんは臨時教育審議会、臨教審を設
置しまして、日本の教育の総ざらいをやり
ました。臨教審の方針を読んでみると、今
日においても即座に実行しなければならな
いことが、たくさん書いてあります。この
頃その他にも色々な教育改革が提案されま
したが、ここでは、特にサッチャーの取り
組みを紹介したいと思います。
　サッチャーは、1979年に首相になりまし
た。そしてブラックプールという町で保守
党大会を開きます。その大会での演説の中
で、これからの教育改革について――イギ
リスの子供たちを変えなければならない、
ということを訴えました。彼女は、その訴
えた中身を８年かけて、1988年までかけて
実現しました。最後には1988年教育法とい
う法律に仕上げました。
　サッチャーが訴えたことはどういうこと
かと言いますと、イギリスでは子供たちに
対して必要な教育が行われていない、必要
な教育をしようではないか。伝統的な道徳
価値が失われている、それを改めて復活し
ようではないか。当時は、イデオロギー色
の非常に強い教育が行われていました。そ
れをおしまいにしようではないか、読み・
書き・計算の基本能力がどんどん落ちてし

まっているのだけれども、改めてイギリス
の子供たちにきちんと教えようではない
か。それから、伝統的な家族というものを
重視するようにしよう、と。
　その頃、1980年代になりますと、イギリ
ス社会における考え方の中では、家族とい
うものが崩壊の危機に瀕していました。そ
れをもう一度、改めて復活しようというわ
けです。今の日本みたいです。家族という
ものが、我々の社会構造の中で本当に色あ
せてしまっています。そのことが子供たち
の将来にどういう悪しき影響を及ぼすかを
考えると、私は空恐ろしいと思っておりま
す。
　「ビクトリア朝の美徳」とサッチャーが
呼んだもの、それを復活しようということ
です。「ビクトリア朝の美徳」というのは、
勤勉・努力・勤労、そして競争。これらを
復活しようというわけです。
　ところで、どうしてそのようなことに
なったのか。サッチャーは、ある本を――
レジュメの５、６、７枚目（pp.126-128）に、
その本から３ページだけコピーして載せて
おきましたが、この本を皆に突きつけて、
使うのをやめようではないか、と言ったの
です。本の題は「How racism came to 
Britain」。「人種差別はいかにしてイギリ
スにやってきたか」、何となくもっともら
しい題ですが、要するに、イギリスはアフ
リカをはじめとする植民地を作って、その
植民地を収奪することによって出来た。そ
の通りです。しかし、そのことを、極端に
子供たちに教えるために作られたのがこの
本です。これは、ほとんど全ての公立学校
の教科書として使われていたのです。中を
ご覧いただくとわかりますけれども、たと
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えばイギリスの地図が無数のしゃれこうべ
で出来上がっている。こういう地図が――
これは漫画ですけれども、この漫画を見れ
ば一目瞭然、イギリスという国は植民地の
人たちの、血の上に成り立っている国だと
いうことです。
　次のページは、アフリカの地図です。ア
フリカの地図を、肥った豚が食べている。
アフリカから、鉄道線路を通じて収奪する、
つまりアフリカの血を吸って生きている、
という絵です。
　このようなことがあって、我々の国も同
じようにして、自虐史観、あるいは戦争に
対するそうした教育をずっと続けて来てい
ましたが、サッチャーたちは1988年にこの
ような教育から卒業しているにも関わら
ず、我が国はまだここから卒業出来ないで
います。
　我々は敗戦国です。戦争に負けました。
アメリカや、あるいは中国は、日本に勝っ
たのです。ですから、中国やロシアから「お
前ら悪いことして、散々アジアや他の国の
血を吸って生きてきたじゃないか」と非難
されることはあっても、それはしょうがな
い、あとは言い返すしかない。ところが、
イギリスは戦勝国ですよ。その戦勝国でも
同じことが起こっていたのですね。1980年
を中心にして起こった、先進国各国での教
育に関する議論は、そうしたことを浮き彫
りにしてくれました。その答えは明快であ
りまして、こうした考え方は、社会主義を
テコとして起こって来た。後に出されたイ
ギリス政府の報告書を読むと、この訳のわ
からない漫画みたいなものを載せた本を
作っている出版社は、社会主義者たち、と
りわけトロキストと呼ばれている人たちが

中心となっている、ということが報告され
ています。一方、我々の国では何が起こっ
ているか――これ以上は今日はやめておき
ますけれども、非常に難しいところに今の
教育は来ていると思います。
　そこでレジュメの２枚目（p.123）に戻っ
ていただきたいのですが、今、日本の若い
人たちの思考様式がどんどん変わりつつあ
る。大学生諸君をどうこう言う前に、彼ら
の育ってきた小学校からの教育がどうなっ
ていたのかということを考えてみる必要が
あると思うのです。それは、２枚目の中央
に書いておきましたが、イギリスで言うと

「トピック学習」です。自分の好きなトピッ
クだけ勉強すればいいということです。似
たようなことは日本でも起こっています。
その代わり、先程の繰り返しになりますが、
読み書きそろばんの能力が低下し、規律も
また低下していっています。今、私たちは
改めて、そういう状態からどうやって脱出
するかということを考える必要があると思
います。この現象が起きた震源は、一つは
確かに社会主義という思想の問題ですが、
もう一つは、戦後作られた教育制度そのも
のに問題があると思います。それが地方教
育委員会制度であり、教職員組合の問題で
あり、その人たちが作り上げてきた国家批
判、あるいは自虐史観、歴史教育の問題だ
と思います。

５．日本戦後の一般教養教育

　この話はそのくらいにして先に進みたい
と思います。３枚目（p.124）の上の段に
移りたいのですが、教養教育の問題、これ
が大事なテーマの一つですので、これに触
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れておきたいと思います。日本の戦後の教
育では、一般教育とか、一般教養とか呼ば
れますが、それについて、まず1947（昭和
22）年に学校教育法というものが出来まし
た。これも実際話せばきりがないのですが、
憲法が制定されたのは1947年の５月です。
その５月を待つことなく、先に出来たもの
が学校教育法なのです。1947年の３月に出
来ました。当時の文部大臣は高橋誠一郎で
す。その冒頭には、憲法が出来たらば動き
出すであろう法律だということがわかるよ
うに書いてあります。
　そして、その学校教育法に基づき、旧制
の大学、旧制の師範学校、旧制の高等学校
等を全部統合することにより、新たに新制
大学が出来ました。従って、高等教育は４
年に短縮され、結果として現在、我々は４
年間の高等教育制度を有しております。そ
して、その４年間の前半２年間を使って、
一般教育あるいは一般教養と呼ぶものが用
意されました。これは、アメリカ流の一般
教養、general educationですね。これが接
ぎ木のように継ぎ足されたわけで、人文・
自然・社会・倫理・道徳といったような様々
な分野について広い知識を持つ、というこ
とを狙ったものでありました。
　そのような制度でしばらく行われてきた
わけですが、1956年に大学設置基準という
法律が制定され、そこで一般教育を必修化
することになりました。この一般教育のこ
とを、俗に「パンキョウ」と呼んだのです
けど、パンキョウはやっているうちにだん
だん評判が悪くなりまして、最後には、
1991年に大綱化という名前で――名前だけ
は聞こえがいいですが――要するに消滅し
ました。

　なぜそんなに評判が悪くなったのかと言
いますと、一つには、入学時に専門を決め
てしまっている学生にとっては、一般教育
は高校の延長にしか見えない、ということ
が起こりました。そんなことはないのです。
本当は高校の延長ではないものなのですけ
れども、いつの間にか、パンキョウはそこ
に落ち込んでしまいました。
　もう一つは、専門を重視する大学人が
――これは、大学の先生たちに問題がある
のですが――一般教育の担当教員を低く見
る、軽く見る、そういう空気が出来上がっ
てしまいました。私の大学など典型的です。
私の大学の場合、大学の本部が三田にあり
ますけれども、一般教育は日吉でやります。
そこで「日吉の先生」と呼んだだけで、ま
るで別の人種を呼んでいるみたいになって
しまう。そういう時代が来てしまいました。
　第三に、教える人たち――評判がいいか
悪いかは別として、その担当している先生
たちは免許を必要としません。これは本気
になって、人文社会や自然科学の専門分野
の専門家になってくれなければならないの
に、彼らはやっぱり「パンキョウ」、一般
教育の先生という枠の中で、いつの間にか
ぬるま湯に浸かってしまった人もいたので
はないかと思います。
　最後に、これは今でも日本にとって大問
題なのですけれど、日本にはクラシック、
つまり古典ですね、古典を教えるという習
慣がない。古典をやっている先生は、特別
な先生、物好きな先生としか思われていな
い。『古事記』がそうです。あるいは、バ
イブルがそうです。そういうものを大事に
してきたのが、人間という存在なのだ。そ
の人間という存在が大事にしてきた古典が
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疎かにされるようになって、日本人が理解
不足に陥ってしまった。これは大きいと思
います。
　その頃旧中央教育審議会がありまして、
そこでこれらの、今四つほど並べておきま
した事柄について、どうするかという議論
をしたようです、私はその頃は旧中教審の
会長ではありませんでしたから、詳しくは
わかりませんけれども。しかし、色々話し
あってみると、四つの項目のうち、下に行
くに従って議論が疎かになっていました。
最初のほうの議論はしていました。つまり、
入学時から専門を決めているというのはど
うかというような、そういう話はしていま
したけれども、古典を大事にしようという
議論は全然していない。そのような次第で、
1991年に大学設置基準が改正されまして、
その改正のことを大綱化と呼んでいますけ
れども、要するに何でもいいですよという
ことです。結局、東京大学では教養教育が
解体されるに至った。本来であれば、もっ
とじっくり、たとえば大学の構造を６年制
にして最初の２年間で教養をやるとか、そ
ういうようなことを考えなくてはいけな
かったのだけれど、その議論は未だに行わ
れていません。
　最も端的にそれを表しているのは――あ
れは2006年のことでしたか、安倍さんが第
一次安倍内閣の総理大臣のときに決着がつ
いた教育基本法の改正のときに、散々色々
な人の反対を食らって、私も日本中、北は
北海道から南は九州まで説明に行きました
が、その度に「教育基本法改正反対！」な
んて言っていましてね、会場に入ることも
出来ない。それでも何とか中に入って行く
と、ほとんどの席が反対派の人々に埋め尽

くされて、「反対、反対」でしたけれども。
　しかし、反対しきれなかったものも実は
あります。この教育基本法改正の原案とい
うのは、格好良く言えば、中央教育審議会
と私たちが議論していたわけですけれど
も、実態は、自民党のごく一部の専門家の
先生たちと、公明党の先生たちが中心に
なって原案を練っていたわけです。そこに
時々、中教審の会長である私も呼ばれて行
きました。そうすると、色んな議論をして、
最後にそこで使った資料をですね、「机の
上に置いて帰って下さい、全員、誰も持っ
て帰っちゃだめですよ、マスコミに漏れた
ら大変だから」というので、皆置いて帰り
ましたよ。そうやって、置いて帰った議論
の中で、置いて帰ったまま、未だに実現し
ていないものがあるのですよ。
　どういうことかというと、実は、教育基
本法の中には高等学校のことは入っていな
いのです。幼稚園から大学までの一つ一つ
については、教育基本法にその役割が書い
てあります。また、それを受けて、学校教
育法にも書いてあります。ところが高等学
校については、学校教育法のほうにはどう
にか書いてありますが、肝腎の教育基本法
では、そこはエアポケットになっている。
一体それは何を意味しているのか――高等
学校というのは、後期中等教育、あるいは
小等教育、中等教育の延長なのでしょうか。
それとも、我々が「パンキョウ」を捨てた
ときに捨ててしまった一般教養を教えるこ
とによって、大学の予科、大学の一歩手前
の段階、つまり前期高等教育を用意しよう
としているのでしょうか。
　この問題について、決着をつけようじゃ
ないかと言うと、「鳥居さん、黙って。そ
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れは今日は無理だよ」と言われる。要する
に、両方の意見は最後まで合わない、今日
まで合っていないままだと私は思います。
日本人は、高等学校については、つまり高
等学校の形式の問題として考えるに留ま
り、「教養教育をどうするか」ということ
については結論を持ち越したまま、教育基
本法を改正しました。そして安倍さんは、
この後、何とかしようと思ってはおられる
ようですが、さて、というのが現状です。

６．「国難」の時代

　次の話に移ります。時代が変わりまして、
色々なことが起こっています。敢えてここ
では列挙しませんけれども、現在の日本が
直面している世界の状況は、まさに国難と
呼ぶべき状況がひたひたと押し寄せてきて
います。その国難というものを、どうやっ
て若い人たちに教え、どのようにしてそれ
に立ち向かう気持ちを持たせるかというこ
とが非常に重要なときに来ていることに、
私たちは気づかなければならないと思いま
す。
　今日は、國學院の剣道部の総師範、また
師範の先生方が、ずらっと会場に来てい
らっしゃいますが、私は実は全日本学生剣
道連盟の会長です。一昨年の３月11日にあ
の事件が起きて、津波が起こって以来、津
波だけではない、日本の国防の問題も然り、
日本の経済の問題も然り、政治の迷走の状
態も然り、アメリカの経済の問題も然り、
皆これは大問題なんだよという話を、学生
剣道連盟の大会のたびにすることにいたし
ました。
　最初のうちは、私がその話をすると、何

だか会長が変なことを言い出したと。国難、
国難と、おい国難って何だ、という話だっ
た。そこで、国難ということを色々と説明
しまして、世の中の人が必ず言うように、
この国難のときに剣道をやっているべきだ
ろうか。それでも、俺たちは自分の体を鍛
え、精神を鍛える、そういう大事な人生の、
ほんのわずかな瞬間にいるのだから、世間
の人たちが納得してくれる形で剣道をやら
なければ、と。そこで、「剣は国難を憂う」
というのを学生剣道連盟のスローガンにし
まして、毎回毎回、大会が開かれるたびに、
パンフレットの表紙はこれにしました。皆
さんのお手元の資料の８枚目（p.129）に
掲げてあります。「剣憂国難」の四文字です。
　最初のうちは皆、何だか良くわからなく
て、「何だか知らないけれども、変な表紙
が出てきたよ」という反応だったのですが、
もう今年になりますと、「今年のパンフレッ
トの表紙、何にしようか、何か好きなこと
書いてやるよ」と担当の学生代表に言いま
すと――今回は同志社の学生だったと思い
ますが、「また剣憂国難書いてください」
と言うのですよ。「それはお前、ダメだ」と。
「次の問題は何か、自分で考えてご覧」と
言って、今宿題にしてあります。これはも
う、二年間書き続けましたから。
　このような問題について、私たちから若
い人たちに向けて言い続けて行くことが必
要だと思うのです。剣道は幸いなことにオ
リンピックに入っていませんが、入るつも
りもありませんから良いのですが、今日、
オリンピックを目指すことだけを目標にし
ていたような色々なスポーツが、様々な問
題を起こしています。それを考えるにつけ
ても、やはり、私たちの人生は短いですか
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ら、その短い人生の、短い時間を、何のた
めに、ということを考えなければならない。
たとえば剣道、たとえば柔道、そういうも
のが、本当にどこから見ても、天から見て
も納得の行くものでなくてはならないと思
います。という訳で、この「剣憂国難」の
四字を紹介させていただいたわけです。

７．自己確立・尊敬・国民の精神

　さて、最後に、今日のお話で皆さんに一
番伝えたいことをお話したいと思います。
私は約25年前に、ニューヨークに高校を開
設しました。慶應ニューヨーク高校と俗称
では言いますけれども、そこで壁にぶち当
たりました。幾つかの壁の一つとしては、
日本から来ている高校生、アメリカから来
ている高校生、メキシコから来ている高校
生、色んな高校生たちに、日本で私たちが
考えているself-discipline、自己の確立とい
う概念を、どのようにして教えればよいか、
ということがあります。
　なぜそれが壁かと言いますと、私が話を
聞かせる教員・教授の先生たちが、幾ら言っ
ても理解出来ないのです。彼らは何となく
日本人として生きてきて、それなりの自己
確立をやっているものだから、それなりに
自信を持っている。しかし、それを一人の
教員として、日本から来た人にも、メキシ
コから来た人にも、友達にも教えてあげよ
う、臨機応変に教えよう、という訓練は受
けていないのです。
　もう一つは、respect、尊敬ということ
です。先生である以上は尊敬を受けなけれ
ばいけない。ところが、本人に自分が尊敬
に値する先生になろうというつもりがない

と、以心伝心で若い人たちは先生を尊敬し
なくなる。社会全体が、指導者を尊敬する
という考えを捨ててしまっているのです。
これは、日本国内の学校と違って、国際的
な学校を運営して行くときの大きな悩みな
んです。特に悩ましいのは、宗教です。様々
な宗教の人がいますからね。一番宗教色が
薄い、宗教があるのかないのかわからない
のは日本人なんですよ。
　日本では、たとえば、公立の小中学校で
は「いただきます」と、こう両手を合わせ
るのはわかるでしょう。あれと宗教とは、
分離されているわけです。それから、修学
旅行で伊勢神宮に行くと、鳥居の前で解散
しますよ。ここから中は自分たちで見て下
さいと、先生たちは外で待っているから。
それでいて、ソウルの反日博物館に行くと
先生は道案内をしてくれて、面白いと思う
のですが、まあそれはいいとして。
　ニューヨークの高校では、子供たちがど
うしたらいいかわからない。それで私たち
は、moment of silence、「沈黙の時間」と
いう五分間を作って、そこで自分の神に、
自分の仏様に祈る。仏様や神様に対する信
仰の概念を全く持たない人は、自分で頭の
中で考えて、自分自身について、いつまで
も今のような在り方でよいのかどうか考え
てくれよ、という形でやります。宗教の問
題は、これからの日本が国際化して行くと、
益々大きな問題になると思います。違う宗
教の人間同士が共同するのならば、まだ何
とかなります。しかし、宗教を持っていな
い人と、持っている人との同居というのは、
本当に難しい問題を扱うことになった、と
私は思います。
　次に国民の精神、national spiritという
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問題があります。national spiritというこ
とについて、日本では教育の習慣がほとん
どありません。しかし、たとえばイギリス
では、national spirit、イギリス人魂、と
いうものは脈々と教え続けられています。
イギリスでは、gentlemanshipということ
を言いますね。このgentlemanshipの原型
を、それぞれの大学、あるいは高校が持っ
ています。今日ここでご紹介したいのは、
有名なパブリックスクールの一つである
イートン校ですね。その卒業生がどうで
あったかという話をしたいと思います。
　1816年、ナポレオン軍とイギリス軍が、
Waterlooという所で戦いました。その
Waterlooの戦いを率いたのは、イギリス
軍はウェリントン将軍でした。ウェリント
ンはイートン校の卒業生です。この戦いは
ナポレオン軍のほうが圧倒的に優勢で、も
うちょっとでイギリス軍が負ける所でし
た。敗戦寸前の状態の中、ウェリントン将
軍の、あと五分頑張る、あと五分頑張れ、
という命令のもと、皆で戦い続けた所、幸
いにもイギリス軍が勝った。勝った瞬間に
言った言葉が非常に有名で、“The Battle 
of Waterloo was won on the playing 
ground of Eton.”、「Waterlooの戦いで我々
が勝利したのは、イートンの校庭で我々が
過ごした日々があったから」と言ったとい
います。本当に大事な教育をイートンが
やっていることが、如実にわかりますね。
　もう１人の例で、これも代表的なパブ
リックスクール卒業生ですけれども、
チャーチルの話をします。チャーチルは
1940年、第二次世界大戦に突入してまもな
く、母校のハロー校というパブリックス
クールに呼ばれました。今まさに起ころう

としているイギリスとドイツの戦いに陣頭
指揮をとろうとしているということで、校
長先生が紹介したわけですね。それから、
今度は本人が演壇に上がってきた。壇上に
立ったチャーチルは、たった一言、“Never 
give in, never, never, never.” と言ったそ
うです。今の日本人が教わった英語で言う
と、“Give up”です。“Never give up, 
never, never, never.”。それが、彼がイギ
リス人魂をハロー校で叩き込まれた、一つ
の証であったと思うのです。
　そういうnational spiritをどういう仕組
みで以て教えるか、大学がどう担い、受け
持つか、しかもそれが一般教育の中で行え
るか、ということが、今や私たちに問われ
ているのだと思います。

おわりに

　偉そうなことばかり申しましたけれど
も、実際にそれを自分の大学でやろうとす
ると、壁だらけです。さっきの慶應ニュー
ヨーク高校の実例が如実に語っております
ように、最大の壁は教員諸君ですよ。教授
会というのがありまして、教授会は、重要
事項を決定するとは法律で書いてあります
が、「何をしてはいけない」ということは
何も書いていない。教授会が今一番必要と
しているのは、学部長や学長が素晴らしい
旗振りをしたときに、皆でもって前を向い
て走ることだと思うんですよ。しかし、実
際はそうではなくて、私の経験して来た幾
つかの学校の事例で言えば、大学の本質は、
妬みの構造で出来上がっています。そうで
はなくて、そのような妬みの構造を捨てて、
前に向かって一緒に歩く教授会を作らなけ
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れば、今お話ししたことが全部、机上の空
論で終わります。そのようなわけで、本日
は先生方のお話を伺って、色々と意見交換

をすることになると思うのですが、参考に
なるご意見を賜れば、幸いでございます。
ありがとうございました（拍手）。
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平成 24 年度教育開発シンポジウム 
講演要旨 
 
 

青年の心に太い支柱を！ 
 

慶應義塾 元塾長 
鳥居泰彦  

 
 
 
I. 教養教育の原型――11 世紀ボローニャ大学 
   基本課目―神学・法学・医学・人文学 
   人文学の七教科 教養の原型 

―文法・修辞・倫理・算数・幾何・天文・音楽 
 
 
II. 日本の教育を考える 

 

  １．教育とは 

    Education：大久保利通  森有礼  福澤諭吉 

          「教化」  「教育」  「開発」 

  ２．教育の４側面 

   （１）人間形成 

     体力、身体能力、運動神経、フェアプレー 

     精神力、忍耐力、被統率力・統率力、作戦能力 

     言語、表現力、美しい文字、美しい言葉 

     習慣、社会規範、道徳、礼儀、作法、自己統御 

     罪悪；刑法の定義＝全宗教共通の戒律：殺・盗・嘘・姦淫 

     信仰、感謝 

   （２）基礎知識、専門知識の伝授 

     ＜時間軸＞ 太古から現代の歴史を知る 

     ＜空間軸＞ 世界の文化・民族・国家の多様さを知る 

     ＜概念軸＞ 考え方・概念・理論の歴史を知る 

   （３）学習・学習の方法・学習の支援 

      「知識」を教える、教わる 

      「学習の方法」を教える、教わる 

   （４）成長の支援、人生設計の支援 

      生涯を通じての自己実現 

      人生は多様であることを知る・職業に貴賎なきことを知る 

      社会のため、他人のためになる人生・自分が満足できる人生 
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III．教育改革の歴史的背景――日・英の類似性 

 

  １．戦後 67年の新しい世代 

 

   発展の帰結   新世代の特徴      必要な教育 

   繁栄の極  苦しい時代を知らない世代  父祖の努力・先人の努力と 

                          遺産への尊敬と感謝 

   困難な時代   危機を知らない世代     志・努力・勤勉・忍耐・ 

                          創意工夫の上に成功がある 

   文化変容    豊かさを当然視する世代   身近な危機 

           礼節規律を無視する世代   命の継承・文化の継承 

           異常行為を個性の主張と   古今東西の文化の広さ 

            思い込む世代 

 

  ２．英国と日本 

 

   （１）サッチャーの英国        日本の教育 

       1944 年教育法     教育新制度（昭 24（1949））     

               地方教育委員会 

               教職員組合 

               国家批判教育 

               自虐的歴史教育 

     「トピック学習」  子供中心主義    話し合いと「総合学習」 

                ↓ ↓ 

           基礎的能力（読・書・算）低下 

           規律低下（徘徊・校内暴力、不登校） 

 

      「英国病」（～1980 年代）    日本の状況（1990年代～） 

        低成長+インフレ        マイナス成長+デフレ 

        財政赤字            財政赤字 

        非効率的国営企業        国鉄・道路公団等の民営化 

        失業・リストラ         リストラ・失業・フリーター 

          ↓              ↓ 

      サッチャーの改革（1980 年代）  小泉改革（2001～2006） 

        経済：規制緩和・民営化     官から民へ・国から地方へ 

        教育：1988 年教育法       義務教育費国庫負担法改正 

          ↓              ↓ 

      ブレアの改革           安倍（第一次）改革 

       「一に教育、二に教育、三に教育」「教育再生は最重要課題」 
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VI. 日本戦後の一般教養教育 
 
   1947 年 学校教育法  

・旧制大学・旧制師範学校、旧姓高等学校を新制大学に統合 
・高等教育が 6 年から 4 年に短縮 
 旧帝国大学の専門学部に一般教養（州立大学）を接続 
・一般教養 
 広い知識（人文、自然、社会、倫理、道徳） 
 

   1956 年 大学設置基準 
       ・一般教養教育を必修化 
        人文、社会、自然 36 単位 外国語、保健体育 
 
   何故「パンキョウ」は評判が悪くなったか 
    入学時に専門を決めている学生には高校の延長にみえた 
    専門を重視する大学人が、一般教育の教員を軽く見た 
    教える者の不勉強、教わる側の理解不足 
    古典に対する日本人の理解不足 
 
   1991 年 大学設置基準改正―大綱化 教養部解体 
         人間社会・世間・世界・人生を知らない若者 
 
   1998 年～2000 年 中教審 教養教育軽視に危機感 
 
 
 
V. 人間教育の崩壊 
   ・人間教育の古典を読まなくなった 
     聖書、仏典、記紀 
   ・童話・少年文学 
     『小公子』（Little Lord Fauntleroy） 
     『トムおじさんの小屋』（Uncle Tom’s Cabin） 
   ・少年・青年教育の崩壊 
     郷中教育の消滅 
     （鹿児島市立清水小学校の郷中教育、錦江湾遠泳） 
     （台東区立忍ケ岡中学校の寒稽古） 
     （中学校武道の必修化） 
   ・伝えられるもの 
     人生・志・心・祈り 
     闘い（自然、人間、世界、運命、自分） 
     伝統、相伝、信仰 
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   ・先進国・戦勝国の教育改革 
     レーガン：A Nation at Risk「危機に瀕する国家」（1983 年） 
     中曽根：臨教審（1985 年） 
     ミッテラン：教育基本法（ジョスパン法）（1985 年） 
     ブッシュ：2000 年のアメリカ、教育改革の戦略（1991 年） 
     クレソン：「経済再建のための教育政策」（1991 年） 
     ブレア：教育改革（2003～2006 年） 
      
     サッチャーの教育改革（1980 年～） 1988 年「教育法」 

 ＜サッチャーの基本理念＞ 

       子供たちに必要な教育を 

       伝統的な道徳価値の尊重 

       イデオロギー色の強い教育の正常化 

       読み・書き・計算の基本能力の回復 

       伝統的な家族を重視 

       「ビクトリア朝の美徳の復活」（勤勉・努力・勤労・競争） 

     ＜1988 年法の内容＞ 

       親は子の通学校を選択できる 

       ナショナル・カリキュラム 

       義務教育の学期末における学力評価試験 

       必須科目：コア科目（宗教、数学、英語、理科） 

         基礎科目（歴史、地理、技術、音楽、美術、体育、外国語） 

       教育大臣は、コア科目の到達目標、学習プログラム、評価手順を策定し 

管理する 

 

 
VI. 「国難」の時代 
   ・「国難」を憂うることを教える 
   ・3.11 大災害と尖閣領海危機がきっかけ 
   ・自然の脅威と人災 
   ・福澤諭吉の時事新報「社説」 
   ・自分と家族と国家を守る 
   ・死者を弔う 
 
 
VII. 若者の心に太い支柱を 
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パネリスト報告

龍谷大学における建学の精神と「仏教の思想」

長谷川岳史（龍谷大学大学教育開発センター長、経営学部教授）

 
はじめに

　皆さん、こんにちは。龍谷大学大学教育
開発センター長の長谷川と申します。本日
はお招きいただきまして、本当にありがと
うございます。私からの報告は「龍谷大学
における建学の精神と『仏教の思想』」と
いうことで、大学教育開発センター長とい
うFD関係の仕事をしていますのと、もう
一つは自己点検評価の仕事をしております
ので、建学の精神ということについては、
今の時期、報告書を作成しないといけない
ということで、どのようにまとめるかとい
うことについて日々頭を悩ませている最中
ですので、ちょうど関心があったところで
ございます。
　ここでは、龍谷大学の事例ということに
なります。建学の精神と、仏教の思想と、
それぞれに歴史がありますので、話が並行
するところもあるかと思いますが、簡単に
ご説明させていただきたいと思います。

１．龍谷大学の歴史にみる「建学の精神」
と教養教育

（１）第一期　学林から大教校・普通教校へ
　まず、龍谷大学は現在８学部と１短期大
学、９研究科、それから法科大学院があり
ます。学舎としましては、大宮・深草・瀬
田と、三学舎で展開しております。学生数

は、ざっと２万弱といったところでござい
ます。
　歴史につきましては、創立は1639年、西
本願寺に「学寮」を竣工したところを起点
としてございます。その時代背景というの
は、僧侶養成機関だったわけですが、1635
年のキリシタン禁制強化、あるいは1638年
にキリシタン統制の法度が出て、日本人全
員に寺請証文の提出を義務付けるというこ
とがありました。それまで日本人全員が、
別にお寺に所属したわけではないし、仏教
徒だったわけでもないし、葬式を寺でやっ
てきていた訳でもないのですけども、急に
こういう事態になったものですから、特に
庶民を門徒としていた真宗では、寺が足り
ない、僧侶が足りない、という危機的状況
が創出されたわけです。そこで、急遽、こ
ういう要請に応えなければならないという
ことで創立したというのが当時の背景でご
ざいます。そこでは、対キリスト教的な民
衆教化ということも使命としてあったわけ
です。ですから、キリスト教に関しまして
は、江戸時代に西本願寺の中ではたくさん
情報を収集していたということがございま
す。
　これが、幕末から明治にかけての学林あ
るいは大教校、中教校という流れにも影響
し、対キリスト教、あるいは対神道という
形で外側の――仏教では「内」と言った場
合は仏教の教えを示して、「外」と言った
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場合はそれ以外のものと、内外と、こうい
う感覚がありますので――外の学問を吸収
して行くことにも力を注ぎます。従って仏
教系の大学というのは、いわゆる教養です
とか、基礎的な部分の吸収の仕方としては、
キリスト教系や神道系とは違う感覚でス
タートしたのであると思われます。
　幕末から明治にかけて、国学・神道から
の排撃、廃仏、神仏分離令、寺領の没収、
寺請制度の廃止ということがありました。
そこで、仏教徒が初めて国に見放された訳
ですから、海外に宗教施設を視察に行くと
いうようなことが起こります。真宗教団と
しましては、神仏習合を原則として採らず、
寺領を経済基盤としていなかったので、さ
ほど打撃は無かったように思われるのです
が、真宗門徒に「仏敵」たる新政府軍への
決起を呼びかけた。今の時代の政府は仏の
敵であると、こういう中で、他のキリスト
教系、あるいは神道系の学問を仏教と並行
して学ぶ動きが活発化します。
　このとき、明治２年の安居では、兼学６
科として挙げられた中にまず「破邪」とあ
りまして、つまり「邪を破する」という意
味ですけども、ここで何がテキストに使わ
れたかと言いますと『出埃及記』です。ま
た「暦学」では『立世阿毘曇日月行品』と
ありますが、これは須弥山説――須弥山が
世界の中心にあり、その周囲を太陽と月が
運行するというのが仏教の世界観としてあ
りまして、これは天動説なわけです。仏教
の世界観の定説の『倶舎論』に基づきまし
て、阿毘曇（アビダルマ）と言いますが、
それと、日本に入ってきた地動説とを対比
するというか、こちら側の考えをもう一度
しっかりと認識し直すために学ばれたとい

うことですね。先程申しましたように、旧
約聖書であるとか、そうしたものは江戸時
代から収集していたようでございます。
　こういった流れが更に進んでいきます
と、文明開化への対応ということで、明治
８年に学校制度を採用しまして、普通学を
開講します。ここで門末の僧侶への宗政へ
の参加、つまり末端の僧侶でも、宗派の運
営に関われるように教育を施し、さらに一
般の門徒、つまり在俗の信者とともに――
僧俗共学で学ばせるという流れが出てきま
す。私のレジュメ（p.138）に挙げてござ
いますが、宗乗（真宗学）・余乗（仏教学）
に加えて、句読・作文・算法・地理・史学・
博物・物理といった科目が並んでおります。
このような普通学を開講して、だんだんと、
こういった流れの中で充実していったとい
うことが、歴史を紐解いて行くと見えるわ
けです。
　こういったカリキュラムは本学では山ほ
どあり、非常に細かいのですが、以降1876
年に大教校が設置されまして、1879（明治
12）年に落成しましたが、これは現在の大
宮学舎です。大宮学舎は本館の両方に南黌・
北黌というのがありますが、そこが寄宿舎
になっていまして、教室は真ん中の本館の
みと言う形、つまり寮生活を送りながら学
ぶという体制です。
　また、1885年に普通教校、これは現在の
大宮の東黌の場所に設置されていました
が、ここでは「宗門の僧俗で内外高等専門
学校を修めんと欲し、あるいは実業に就こ
うという者のために教育を施す」という目
的のために設置されています。ここから「反
省会雑誌」というのが学生と教員の間から
出て来て、高楠順次郎が、リーダーシップ
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を取って、後にこれが「中央公論」になっ
て行くわけです。1888年の大学林開講では、
ここでもキリスト教への対抗意識というも
のが見て取れるわけですが、当時の本願寺
執事長の訓告というのを見ますと、「神学
なるものは屹然として大学の一部分を占
む」。これは「外国教育においては」とい
うことですね。「然り而して我が国未だ佛
教大学あること聞かず、豈に一大欠典に非
ずや、考究院――これはおそらく大学院の
話だと思うのですけど――これ本宗の蘊奥
を攻究し、内学院は内典の義理及び応用を
教授し、文学寮は内外諸科に亘り学術技芸
を教授し」と。つまり、「日本に仏教の大
学がないのはおかしい」という危機感です。
ここでは、普通教校は文学寮に改称統合さ
れていますが、こういった形の学校制を
採って行くわけです。

（２）第二期　単科大学時代
　ここから大学令等を経て、だんだんと今
の大学に近づいて来るわけですが、1900年
には佛教大学――これは今の佛教大学とは
違います。佛教大学という、浄土宗系の大
学が今ありますけれど、それとは違って、
本願寺派の設立した本学の前身の佛教大学
です。ここでは本科三年、考究院五年、後
に予科・本科・研究科が置かれます。ちな
みに、この予科・本科・研究科という構成
はですね、本願寺の専門学校になっており
ます中央仏教学院が、今でも同じ予科・本
科・研究科という形の構成を採っておりま
す。1922年には大学令による大学に昇格し
て佛教大学から龍谷大学に改称、ここで龍
谷大学という名称が出て来るわけですが、
これはですね、当時は特定の宗教の名前を

つけてはいけないという話があったよう
で、たとえば大正大学や駒澤大学も同じ流
れだと思います。そこで、西本願寺の山号
が龍谷山でしたので、そこから取って龍谷
大学という名称になったというわけです。
　1949年、戦後になりますが、新制龍谷大
学として認可されて行くわけですが、ここ
で専門科目と、一般教育科目、あるいは一
般教養科目というものが錯綜して出てまい
ります。旧制の場合は正科と副科という名
称だったようですが、現在の学則にある「本
学は教育基本法及び学校教育法に従い、浄
土真宗の精神に基づく大学として」、とい
うのは、現在の建学の精神が浄土真宗の精
神であるという根拠がここで示されている
ということになります。「広く知識を授け
るとともに」、おそらくここは教養的な部
分も表しているかと思いますが、続けて「加
えて深く専門の諸学科を教授研究し」と、
ちょっと微妙に言い回しを変えている所に
専門と教養というコンセプトがあったの
か、ちょっと、今となってはわかりません。
　ただ、このスタートの時点で、一般教育
あるいは一般教養について――名称が錯綜
しているので、ちょっとわからないのです
けれども――設置認可の付帯条件がつきま
して、「整備が間に合っていない」という
指摘を受けております。自然科学および社
会科学の専任教員を開講までに必ず置くよ
うにということで、当初はまだ設定してな
かったということですね。それから、自然
系の研究室が足りないので整備・充実せよ
と、こういった付帯条件がついた上で新制
大学としてスタートしているということで
ございます。
　昭和24年のスタート時点でのカリキュラ
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ムが今に残っておりまして、レジュメ
（p.139）に載せてございます。一般教養科
目としてこのような配置になっている。中
でもまず人文科学関係のトップに「仏教学」
というのが置いてありますが、これは現在
の「仏教の思想」に繋がります。なお、「体
育」の横にポンと「芸術」というのが置い
てありますが、これが数年経つと消えてし
まいましたので、実際のところどのような
授業が行われていたのかは定かではありま
せん。
　その後の「仏教学」という科目の流れを
言いますと、1949年では「仏教学」と「宗
教学」がともに開講されておりますが、
1952年になりますと「宗教学」の中に「仏
教学」を入れるのだと、そのように評議会
の議事録にあります。ただ、本学らしいと
言えばらしいのですが、1960年になると、
「宗教学」が削除されて「仏教学」が復活
しています。これは何をどうしたのかはわ
からないのですが、ともかく、突如復活し
ている。1969年からは「仏教学」が一年次
必修ということで、私も龍谷大学出身です
が、90年代までは「仏教学」という名称で、
かつ全学必修という形で置いていたという
のが実際の所でございます。

（３）第三期　総合大学へ
　このような流れを経て、一般教養科目の
中に「仏教学」が置かれているわけですが、
実はこの1969年というのは、学生運動等で
「執行部は建学の精神を忘れている」とい
う批判が学生のほうからあり、文学部教授
会は「親鸞精神を標語化して終わることを
避け、改めて龍大人として真剣に親鸞精神
の探求に向かい、それを龍大改革の実現の

なかで明らかにしてゆきたいと思う」と、
こういう声明を出したりしております。そ
れと、星野元豊第９代学長が「真実を求め、
真実に生きん」という形で、浄土真宗の精
神を簡潔に表したのも、ここが最初です。
翻って歴史のほうを見ますと、やはり深草
学舎を開設して、それまでは文学部のみで
あったものが――文学部の中であれば「仏
教学」を置く意義は自明だったのですけど
――経済学部、経営学部と増えて行く中で、
やはり多少の一般化と申しますか、わかり
やすさを求めた表現というのが、建学の精
神にも表れていると思われます。
　更に一般教育に関しても、1969年に、元々
は文学部内に全教員が所属していたのを独
立させるという動きが出て来ております。
つまり一般教育の実質的な責任主体の組織
的確立が課題であると考えられたからです
が、これが契機となって、まず文学部から
の独立が第一段階。ただ、実はこれは一年
限りで、すぐに次の段階に行くということ
が前提とされていました。ところが、これ
が延長されて結局1978年まで続くことにな
ります。一般教育部改組で学部分属という
ことで、一般教育委員会が代わりに会議体
として設置されるという形です。実は今、
本学の教養教育の問題について議論になる
際は、このあたりに立ち返ることが非常に
多いのです。つまり、ここである種の確執
が生まれていると申しますか、過去に一定
の組織として運営していたということが、
教養教育の責任主体という問題を話し合う
ときに、常に引き合いに出されるわけです。

（４）第四期　建学の精神の空洞化
　このように、1978年まで目立った改革が
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ないわけですが、1982年から84年にかけて
「一般教育カリキュラム検討委員会」とい
うのが構成されています。レジュメ（p.142）
に「1988年度、第１次カリキュラム改革」
と記載してありますが、その少し前ですね。
82年から84年にかけて構成されたその委員
会で、実はこのまま今の教養改革に使いた
いような提言がなされています。すなわち、
学生は学修動機を明確にする。学修意欲を
引き出す。多様な進学目的に対応する。学
修レベルが常に把握出来るようにする。学
生の努力が常に報われるようにする。本学
の存在意義が社会的に評価される。本学の
社会的環境に立脚したカリキュラム――
と、このまま会議にかけられるような内容
があるわけですが、実は、その後第二次答
申は出されることなく、教授会でも議論さ
れなかったということで、その場では結局、
日の目を見ずに終わったかに思えるのです
が、ところが、1988年の第１次カリキュラ
ム改革でこれらが実現化されることになり
ます。その内容としては、初期教育を重視
し、学生へのより有効な動機付けを図るた
め、一年次の少人数クラス編成、段階的・
系統的学修を進めるためのセメスター制と
グレイド制の導入を行う。GPAについて
はちょっと遅い導入になりましたけれど
も、かなり先進的にこういった事を採り入
れる。その当時のパンフレットが残されて
いますが、「法学部でビジネスマンを目指
します」「経済学部で英会話をマスターし
ます」、こういう形で学生を集めます。ただ、
これらは実は一般教育部からの流れとし
て、アイディアとしてあったのですが、す
でに会議体になってしまっていて、これ以
降、マネジメントをどうするかという点で、

形骸化していった感があります。やはり、
これに関する責任主体が弱かったからです。
　実は、本学の教養教育というのは、ここ
から現在に至るまで、あまり動いておりま
せん。94年に第２次カリキュラム改革がな
されたとありますが、結局は共通科目・学
部固有科目という、開講形態に基く科目区
分に変えただけです。京都学舎のほうでは
５つのプログラム科目というのを作りまし
たが、そのプログラムを運営する主体はあ
りません。つまり、科目運営委員会はその
ままで「メニューを示しますので、こうい
う形で取るといいですよ」というだけの話
で、お店はないのですね。誰かがそこを見
てくれるというわけではない。こういった
決め方をしている流れが、現在も継続して
いるわけで、つまり廃止する責任を誰も取
れないという状況があるように思います。
　次に、90年代です。これは一般教育の問
題も含めて、90年代というのは、とくに瀬
田学舎の拡充を含めて、外へ外へと本学が
向いた時期です。その頃になりますと、建
学の精神というものについて、やはり浄土
真宗の精神というのが非常にセクト的に捉
えられていて、「狭い」とか「社会性がない」
とかいうような批判があって、これをより
わかりやすくしようという動きが出てきま
す。私自身はこれを「失われた20年の始ま
り」と言いたいのですけれど、ここにその
文章がありまして、非常に質の悪い文章で
す。龍谷大学白書『開發』（1993年度）に載っ
ているのですが、建学の精神の内容を「学
内外に理解されやすい表現に改める必要が
ある」と。中身を突っ込んでくれるなら良
いのですけど、ガワだけを問題にしている
わけで、非常に軽い文章です、そう言い切っ
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てしまっても大丈夫だと思います。
　更に、ここに「建学の精神検討委員会」
というのが乗ってしまいまして、「五項目」
（平等・自立・内省・感謝・平和）という
ものを、これは、どこの大学でも言えそう
なことを定めます。その上、「仏教学」の
在り方についての検討委員会が設置され
て、名称を「仏教の思想」に変更するとい
う流れ。これが90年代の動きです。
　つまり、仏教色をどうにかして削ぎたい、
削ぎたい、と言う志向が、本学の中に蔓延
していた時代です。

（５）スローガンの乱用による建学の精神の
崩壊
　更にこれが悪化しますと、レジュメ
（p.143）には2000年以降の流れを記載して
ございますが、このあたりの本学の歴史を
見てもですね、何の面白味もないですね。
ハコモノばかり作っているし、学科を開設
したり――そんなことで、ここから中身に
関する歴史的な記述が無くなって来るわけ
ですが、ここで「共生（ともいき）をめざ
すグローカル大学」「進取と共生（ともい
き）、世界に響きあう龍谷大学」というス
ローガンが掲げられるに至りました。これ
を掲げたおかげで、「共生（ともいき）」と
いう言葉が一人歩きします。この顛末につ
いてはレジュメに書いてありますが――建
学の精神にまつわる事柄について、年代ご
とにまとめてあります。
　実は、2011年にはこういうことがありま
した。これは、今の学長の執行部に変わっ
てからの出来事ですので、批判ではなくて
評価なのですが、建学の精神との関わりか
ら「共生（ともいき）の捉え方について、

どう捉えたらいいのですか」という問い合
わせが宗教部に対してあったというのです
ね。それに対して当時の宗教部長は４項目
にわたって回答したのですが、その２番目
と３番目には「浄土真宗の精神から共生（と
もいき）をどのようにとらえて行くか」「共
生（ともいき）を建学の精神に基づいて誰
でもわかるような言葉で説明出来るか」と
あって、これは大学側からの問いかけです。
　つまり、やっぱり混乱していたのですね
と。今更「建学の精神との関係を説明して
くれ」などと言われても、と思ったのです
が。――ということで、答えた内容分析の
文章をレジュメにも載せています。あまり、
いけないとかそういうことを言うわけでは
ないのですけれども、やはり、かなりぶれ
ていた歴史がこの20年間ということです。
　これを是正するために、ようやく動き出
したきっかけが、レジュメにも載せてある
文章なのですが、これは実は、私と当時の
宗教部長とで書きました。骨子は私の文章
で草案ですから構いません、載せさせてい
ただきました。
　話は戻って、2001年度から第３次カリ
キュラム改革というのを行ったのですけれ
ども、結局は名称変更です。「共通科目」
が「共同開講科目」になって、更に現在は
「教養教育科目」になっている。先程お話
しした５つのプログラムが、ここで６つの
プログラムへと増えているのですけども、
プログラム科目を教養科目に変更したにも
関わらず、プログラムというのは残ってい
て、それが単なるメニューとして履修要項
に載っている形になっている。ですから、
これは88年度の改革以降の流れからほとん
ど動いていない。しかも、ここを総括する
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ような機能も備わっていないというのが、
実は本学の現状です。
　実際、教養教育科目というのはどのよう
に動いているのかと言いますと、京都学舎
と瀬田学舎で別々に動いています。科目運
営委員会はあるのですが、プログラムを運
営する責任主体というのはありません。依
然として88年度以降の科目運営委員会主体
のバラバラな展開が行われている。つまり、
科目を増設する機能があっても、全体のバ
ランスを見て削る機能がない、そういった
状況になっています。本来であれば今日こ
の場で、教養改革がなされて、その成果を
ご報告したかったところなのですが、実は
今月末に教養教育センターの構想が提案さ
れるので、本日の報告には間に合いません
でした。ともあれ、今までのこういった状
況をどうにか全学共通の「龍大の教養」と
して展開出来ないか、という動きが、今進
んでいるということでございます。

２．今の「建学の精神」と教養教育と「仏
教の思想」

　ここで「仏教の思想」について簡単に説
明しておきますと、実は私は「仏教の思想」
科目担当者として今経営学部にいるのです
が、2009年度までは文学部の所属でした。
どういう意味かと言いますと、実は教養教
育の中でも、「仏教の思想」科目担当者の
動きというのはちょっと特殊です。つまり
建学の精神の具現化を全学的に促進し実現
する必須の方策として移籍交流を盛んにし
て、「仏教の思想」を担当出来る教員が各
学部に配置されてそれを動かす、こういう
形で運営しています。このように「仏教の

思想」の担当者というのは、常に色んな学
部を動くという構成で行っているというの
が、本学の特徴だと言えます。
　それから、教養教育の中では、「仏教の
思想」を、ディプロマ・ポリシーやカリキュ
ラム・ポリシーにおいて、建学の精神を教
える科目として位置づけているのですが、
学生のほうから見ると、どの科目がどの内
容に該当しているのかということが、実は
見えません。あるいはホームページから
入っても、龍谷大学のホームページに「教
養教育」という文言はありません。極めて
内部的な会議体というか、科目だけの話で、
その点についても教養教育センターを設置
する際の課題に挙がっているところでござ
います。
　時間がなくなりましたので、簡単に端折
りますと、こういった教養教育や建学の精
神が揺らいでいたという状況を、学生はど
う感じていたか、という声を拾ってみます
と、学生のFDサロンを開いたときに、こ
ういう意見がありました。「理想としては
建学の精神を基に自分の中にプラスの自信
を持っている、そういった学生でありたい」
と。ものすごく意欲が高いです。ところが
現実は建学の精神を知らない、興味のない
学生が多いと。あるいは本学の特徴をよく
表していると思うのですが、「素材がある
のに全て不発」と。「色んなことをやって
いるけど、実を結んでないのじゃないか」
と。学生が一番よくわかっております。全
学協議会というのがあるのですが、これも
毎年のように建学の精神の普及と研鑚に関
する意識向上、これが大学執行部に向けて
学生のほうから要求されております。新し
いロゴも作ったりするのですけども、建学
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の精神の普及のほうを優先させて欲しいと
いう要求もあります。
　こういった大学の状況というのは学生の
ほうにもよく伝わるのだなあという風に思
います。ですので、本学としては、これま
での歴史を踏まえてですね、もう一度88改
革当時に戻せとは言いませんが、歴史を学
び、その時代の状況であるとか、雰囲気と
いうものをもう一度検証し直して、本学な
らではの教養教育という事を展開出来ない
かという事を今模索している最中です。

おわりに

　会議にかかっている途中のものが多く
て、なかなか話せない部分が多くて、長い
発表になりましたが、学生の意見を踏まえ
ますと、結論的にはこういうことになると

（スライドに「おしい！龍谷大学」と表示・
場内笑）。こういう感じかな、と思います。
つたない報告でしたけれども、どうもあり
がとうございました（拍手）。
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2013.2.16  國學院大學創立 130周年記念事業 「平成 24 年度 教育開発シンポジウム」 

 

龍谷大学における建学の精神と「仏教の思想」 

 
長谷川岳史 

 

 

１． 龍谷大学の歴史にみる「建学の精神」と教養教育 

 

 

第一期 学林から大教校・普通教校へ  対キリスト教、廃仏、対国家神道、僧俗共学、海外教情 

 

1639（寛永 16） 京都西本願寺境内に学寮竣工 

1655（明暦元） 幕府の命により学寮を破却、以後、東中筋魚棚下ル仮屋の学林で講義をおこなう 

1695（元禄 8） 東中筋学林町に学林講堂・衆寮を再建 

1824（文政 7） はじめて勧学職を置き、年預勧学の制を設け、集団指導体制をとる 

1830（天保元） 広如宗主より「真宗学庠」の扁額をおくられる 

1864（元治元） 兵火により学林全焼 

1866（慶応 2） 仮講堂できる 

1867（慶応 3） 学林改正を通達 総督・副総督を置く 

1869（明治 2） 破邪学（キリスト教研究）など兼学 6 科を開講 

1871（明治 4） 学林敷地の上知により本願寺境内に移転 

1872（明治 5） はじめて洋学を開講（伊勢円山中座による「独乙語学篇」） 

1876（明治 9） 学林を大教校と改称し、全国 7カ所に中教校、各県に小教校を設置 

1879（明治 12） 
大教校落成（現・大宮学舎本館・南黌・北黌・正門）現在の大宮学舎の本館と南北教室棟は、

当時の講堂及び寄宿舎であり、西洋の修道院建築に範を求めたともいわれている。 

1880（明治 13） 明治天皇大教校に行幸 

1885（明治 18） 普通教校を現大宮学舎東黌の地に開講 

1887（明治 20） 

普通教校学生有志「反省会雑誌」を発刊 

普通教校の教授や学生を中心に、禁酒などをスローガンに掲げた社会改良運動「反省会」が

組織される。機関誌として発行された「反省会雑誌」は、1898（明治 32）年に「中央公論」

と改題。 

1888（明治 21） 大学林例を発表し、考究院・内学院および文学寮（普通教校を改称統合）の二院一寮制採用 

1891（明治 24） 大学林例を廃止し、大学林・文学寮分立とする。 

1899（明治 32) 大学林同窓会会報（現在の「龍谷大学論集」の前身）を創刊 

 

※兼学 6科（明治 2年安居）…破邪（出埃及記）・暦学（立世阿毘曇日月行品）・国学（日本紀神代巻）・ 

国学（古語拾遺）・儒学（左伝）・一乗家（八教大意） 

 

※1875（明治 8）年…学校制度の採用、普通学の開講。現存する｢普通学科下等｣の｢課業表｣には、宗乗（真宗

学）、余乗（仏教学）に加え、句読（漢文講読）、作文、算法、地理、史学、博物、物

理の各分野が記載されている。 

 

※1887（明治 20）年 5月 21日、普通教校において宗祖親鸞の降誕会開催（大教校は翌年から開催） 
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第二期 単科大学時代 仏教大学から龍谷大学へ 

 

1900（明治 33） 学制を更改し、仏教大学・仏教高等中学・仏教中学の３種とする 

1902（明治 35） 仏教大学を仏教専門大学（京都）と高輪仏教大学（東京）とに分立 

1904（明治 37） 両大学を仏教大学（京都）に統合 

1905（明治 38） 専門学校令により認可される 

1922（大正 11） 大学令による大学となる。龍谷大学と改称。※｢宗学｣から｢真宗学｣へ改称 

1928（昭和 3） はじめて女子学生の入学を認める。「女子学生第 1号 山下よしゑさん」 

1933（昭和 8） 学歌制定 

1937（昭和 12） 本館（大宮）史蹟指定 

1949（昭和 24） 新制龍谷大学として認可 文学部（4年制）開設 

1950（昭和 25） 短期大学部仏教科開設 

1953（昭和 28） 
大学院文学研究科 真宗学真宗史専攻、仏教学仏教史専攻修士課程を開設 

大谷探検隊将来の仏典・古文書類が西本願寺大谷家より寄贈される 

1955（昭和 30） 
宗祖親鸞聖人の 700 回大遠忌（1961）記念事業として総合大学への方向が提案される 

大学院文学研究科 真宗学真宗史専攻、仏教学仏教史専攻博士課程を開設 

1958（昭和 33） 大谷探検隊資料による「西域文化研究」刊行はじまる 

1959（昭和 34） 経済学部経済学科設置申請決定 

 

※1949（昭和 24）年度「学則」（第六条） 

 

一般教養科目 

 

Ａ 人文科学関係 

   仏教学 哲学 倫理学 教育学 宗教学 心理学 国文学 漢文学 史学 人文地理学 

 人類学 外国語（英語） 

 

Ｂ 社会科学関係 社会学 法学 経済学 統計学 

 

Ｃ 自然科学関係 自然科学概説 数学 物理学 人類学 

 

Ｄ 体育 

 芸術 

 

※1949（昭和 24）年 仏教学・宗教学ともに開講 

 

 1952（昭和 27）年 「仏教学は宗教学の中で教授する」（評議会議事録） 

 

 1960（昭和 35）年 宗教学が削除され、仏教学が復活 

 

 1969（昭和 44）年 仏教学１年次必修、宗教学は２年次受講 
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第三期 総合大学へ 

 

1960（昭和 35） 
深草学舎を開設。京都市伏見区にあった米軍の駐留地を取得したもので、教室や事務室も

そのまま米軍キャンプ施設が使用された。 

1961（昭和 36） 経済学部経済学科を開設 

1962（昭和 37） 短期大学部に社会福祉科を開設 

1963（昭和 38） 経済学部に経営学科を開設。深草学舎 13号館（現・1号館）新築 

1964（昭和 39） 大宮学舎本館・正門等、重要文化財に指定される 

1966（昭和 41） 
大学院文学研究科修士課程と博士課程に、真宗学・仏教学・哲学・国史学・東洋史学・国

文学各専攻を開設。経営学部経営学科を開設。 

1967（昭和 42） 
大学総務部を大宮学舎から深草学舎に移転 

大学院文学研究科英文学専攻修士課程並びに博士課程を開設 

1968（昭和 43） 法学部法律学科を開設。文学部社会学科を開設。入学志願者 10,000人を突破 

1969（昭和 44） 社会学研究所を開設。学園紛争おこる。 深草学舎 50日間にわたり封鎖される 

1970（昭和 45） 第 1 回宗教公開講座を開く 

1972（昭和 47） 
大学院法学研究科・修士課程を開設 法学部による巡回無料法律相談はじまる 

受験者数 20,000人突破 

1973（昭和 48） 創立 330 周年式典を行う 深草図書館竣工 

1974（昭和 49） 大学院法学研究科・博士課程を開設 

1975（昭和 50） 龍谷大学第 1次長期計画を発表。経済学部で第一回推薦入学試験を実施 

1976（昭和 51） 文学部、法学部で推薦入学試験を実施 

1977（昭和 52） 受験者数 30,000人突破 特別研修講座開設。国際交流委員会発足 

1979（昭和 54） 紫英館（研究・事務棟）竣工 

 

※1969（昭和 44）年、一般教育部独立。1978（昭和 53）年、改組、分属。 

 

※1969（昭和 44）年、大宮変革会議（大学院生 12～3 名で組織）が、大学当局は制度改革のみを考え、真

の「建学の精神」を忘れていると批判。これに対し文学部教授会が態度表明。 

 「龍大改革に対する文学部教授会の基本姿勢」 

   我々の当面する龍谷大学の改革は、「建学の精神」に基づくものでなければならないことはいう

までもないが、「建学の精神」として浄土真宗の精神に基づく研究教育の理念が全龍大人によって

十分に把握されているとは言いがたい現状である。浄土真宗を開いた親鸞の精神は、全龍大人の主

体的な探求によってはじめて「建学の精神」たり得るのである。我々は親鸞が真実を求めて信仰に

到達したことの意義を、教育研究の主体の形成と現代の歴史的課題のなかでとらえられなければな

らない。我々は、親鸞精神を標語化して終わることを避け、改めて龍大人として真剣に親鸞精神の

探求に向かい、それを龍大改革の実現のなかで明らかにしてゆきたいと思う。 

 七月九日          文学部教授会 

 

※星野元豊第 9代学長（任期：1964.5.7-1969.6.19）は「龍谷大学の教育とその理念」（『真実探求への

出発』龍谷大学学生部'69年、4-5 頁）において、「浄土真宗の精神」を「真実を求め、真実に生きん」

と要約し、ここで言う「真実」が独断的な主張ではなく、客観性を有する普遍妥当的な「真実」であ

ることは、親鸞聖人の主著『顕浄土真実教行証文類』（教行信証）の「顕」「真実」の語によって明ら

かであるとし、「浄土真宗の精神」は「歴史と社会を超えていついかなるところにおいても常に生き生

きと働く最も具体的な普遍的精神である」としている。 

※この話から「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」という表現がつくられる。 
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第四期 建学の精神の空洞化 

 

1982（昭和 57） 大学院経済学研究科、経営学研究科の修士課程を開設 

1984（昭和 59） 深草学舎・顕真館竣工 

1985（昭和 60） 

大学院経済学研究科、経営学研究科の博士課程を開設 

短期大学部専攻科を開設 留学生別科開設 

第 2次長期計画がスタート 

第 1回「龍谷洋上セミナー」で約 600人の学生・教職員が上海の 5大学と交流する 

1987（昭和 62） 龍谷大学・ハーバード大学創立 350 周年・日米国際シンポジウム開催 

1989（平成元） 

瀬田学舎開学。理工学部・社会学部開設 

創立 350 周年記念式典 

地域総合研究所（現・国際社会文化研究所）、科学技術共同研究センター開設 

受験者数 50,000人突破 

1991（平成 3） 

大学院社会学研究科（修士課程・博士後期課程）を設立 

大学院社会学研究科修士課程が昼夜開講、社会人入試をはじめる 

第 3次長期計画がスタート 

瀬田学舎・龍谷エクステンションセンター（REC）を設置 

1992（平成 4） 

文学部仏教学科真宗学専攻、文学科国文学専攻・英文学専攻を真宗学科、日本語日本文学

科、英語英米文学科に学科改組・法学部に政治学科を開設。短期大学部専攻科に福祉専攻

を開設。 

大学院経済学研究科社会人特別選抜入試をはじめる 

1993（平成 5） 
大学院理工学研究科数理情報学専攻、電子情報学専攻、機械システム工学専攻、物質化学

専攻修士課程を開設。 

1994（平成 6） 

大学院文学研究科教育学専攻・修士課程を開設 

大学院文学研究科・法学研究科・経済学研究科・経営学研究科の各修士課程が昼夜開講、

社会人への門戸を開く 

1995（平成 7） 大学院理工学研究科・博士後期課程を開設 

1996（平成 8） 国際文化学部開設 

1997（平成 9） 
文学部・経済学部・経営学部を昼夜開講し、夜間主コース開設 

瀬田学舎 ハイテク・リサーチ・センター（HRC）を開設 

1998（平成 10） 

社会学部地域福祉学科・臨床福祉学科開設（社会福祉学科からの改組） 

深草学舎 21 号館竣工 

龍谷大学福祉フォーラム開設 

瀬田学舎福祉実習棟（6号館）竣工 

1999（平成 11） 瀬田学舎開設 10周年記念事業 

 

【建学の精神についての 70年代から 80年代後半までの状況】 キーワードは普遍的「真実」 

「浄土真宗の精神」＝「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」 

  本学の「建学の精神」は、学則に謳われているように「浄土真宗の精神」である。この「浄土真

宗の精神」は浄土真宗の宗祖「親鸞聖人の精神」とほぼ同義と考えられた。 
星野元豊第 9 代学長（任期：1964.5.7-1969.6.19）は「龍谷大学の教育とその理念」（『真実探求へ

の出発』龍谷大学学生部'69 年、4-5 頁）において、「浄土真宗の精神」を「真実を求め、真実に生き

ん」と要約し、ここで言う「真実」が独断的な主張ではなく、客観性を有する普遍妥当的な「真実」
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であることは、親鸞聖人の主著『顕浄土真実教行証文類』（教行信証）の「顕」「真実」の語によっ

て明らかであるとし、「浄土真宗の精神」は「歴史と社会を超えていついかなるところにおいても常

に生き生きと働く最も具体的な普遍的精神である」としている。 
この星野元豊第 9 代学長の認識を踏まえ、80 年代後半まで本学の「建学の精神」である「浄土真

宗の精神」は、普遍的な「真実」という語をキーワードに「真実を求め、真実に生き、真実を顕か

にする」と示されてきた。この「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」は、現在でもかろ

うじて本学ホームページに明記されている。また、「顕」「真実」の語が「顕真館」の名称の由来に

なっていることは言うまでもない。 
   
  ※1988（昭和 63）年度、第 1 次カリキュラム改革（セメスター制、グレイド制） 

 
【90年代の状況】 普遍的「真実」の相対化・具体化・一般化という矛盾 

「浄土真宗の精神」→「人間・科学・宗教」・「五項目」の一人歩き 

  80 年代後半まで普遍的な「真実」というキーワードのもとに語られてきた建学の精神「浄土真宗

の精神」であるが、90 年代に入ると「建学の精神」を研究教育の上で具現化するために「人間・科

学・宗教」のテーマがかかげられた。 
また、龍谷大学白書『開發』（1993 年度第 1 部「教育活動」および「学術研究活動」）において、 
「建学の精神は、大学の根幹をなすものであり、これが教職員・学生そして一般社会の人々に

理解され、受け入れられなければ何の意味もない。本学の建学の精神の表現が非専門家には難

解であることが多くの人によって指摘されている。その内容が学内外に理解されやすい表現に

改める必要があるのではないか。」 
と指摘されるにいたり、「建学の精神検討委員会」が組織され、1996 年に「五項目」としてまとめ

られた。本来、この「五項目」は「世運の流れ」に応じて変更可能なものとして設定されている。 
この「五項目」は、本学ホームページにおいては、建学の精神が「浄土真宗（親鸞聖人）の精神」

であることを明示した後に以下のように記載されている。 
すべてのいのちを大切にする「平等」の精神 

真実を求め真実に生きる「自立」の精神 

常にわが身をかえりみる「内省」の精神 

生かされていることへの「感謝」の精神 

人類の対話と共存を願う「平和」の精神 

以上は、龍谷大学の拠り所とする建学の精神すなわち親鸞聖人の精神を共に学び、共に実

践することを願って、平易に表現したものです。 

この「五項目」は、建学の精神である「浄土真宗の精神」を「平易に表現」したものであり、理

解しやすいように解釈的に表明したものであったにも関わらず、本学においては、現在に至るまで

「建学の精神＝五項目」と表記する文書が少なくないのは問題である。 
また、この「五項目（全ての項目に「精神」がついている）」が表明されて以降、普遍的な「真実」

という語をキーワードにした「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」という表現が使用さ

れなくなる。この時点から不変的であった「建学の精神」が可変的・部分的に語られるようになり、

普遍的な「真実」は相対化され、構成員の認識にばらつきが出るようになる。そして、「建学の精神

＝浄土真宗の精神」という認識が構成員間で低下していく。 
さらに、学内において、文書にはとりあえず「建学の精神に基づく」という枕詞をつけて、後で

つじつまを合わせておけばよい、という風潮が生まれ、「建学の精神」である「浄土真宗の精神」に

ついて語ることが封印（タブー視）され、臨機応変のものとして解釈的に設定された「五項目」が

あたかも「新しい建学の精神」として固定化されたかのような誤解が蔓延し、「五項目」を「浄土真

宗の精神」に立ち返って考えなくなるようになる。 
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ここに「建学の精神の具現化」という本学の使命・目的実現のための一手段であった「五項目」

が目的化されてしまった。このことは先の『開發』（1993 年度）における「理解されやすい表現に

改める必要があるのではないか」という指摘を受けて作成した「五項目」を、「建学の精神の改変」

「新たな建学の精神の作成」と誤解したことに起因する。 
なお、この時代は、本学が、瀬田学舎の開設によって、さらなる総合大学化を目指し、学内外に

周知されていた本学の特色であった「仏教（真宗）」ブランドを一般化・大衆化しようとした時期と

一致し、上記「建学の精神」周辺の問題もその流れの一環であったことを忘れてはならない。 
   
  ※1994（平成 6）年度、第 2 次カリキュラム改革（共通科目としての教養教育） 
  
 
第五期 スローガンの乱発による建学の精神の崩壊 

 

2000（平成 12） 

大学院文学研究科教育学専攻博士後期課程開設。大学院国際文化学研究科修士課程開設 

第４次長期計画がスタート（～2009 年まで） 

「共生（ともいき）をめざすグローカル大学」を 21世紀の龍谷大学像とする 

2001（平成 13） 

人間・科学・宗教総合研究センター設立。大学教育開発センター開設。 

龍谷ボランティア・NPO活動センター開設。古典籍デジタルアーカイブ研究センター開設。 

RECを再編し、REC 滋賀に加え、REC京都を開設 

2002（平成 14） 
大学院国際文化学研究科博士後期課程開設 

人間・科学・宗教オープンリサーチセンター開設。矯正・保護研究センター開設。 

2003（平成 15） 
理工学部情報メディア学科・環境ソリューション工学科開設 

大学院法学研究科・経済学研究科共同運営による「NPO・地方行政研究コース」開設 

2004（平成 16） 
社会学部コミュニティマネジメント学科開設 

里山学・地域共生オープン・リサーチ・センター開設 

2005（平成 17） 
大学院法務研究科（法科大学院）開設 

アフラシア平和開発研究センター開設。東京オフィスを開設。知的財産センターを開設 

2006（平成 18） 

大宮図書館改修工事が竣工 

Ryukoku University Berkeley Center（龍谷大学バークレーセンター：RUBeC）を開設 

経済学部経済学科を現代経済学科・国際経済学科に改組 

2007（平成 19） 
理工学研究科情報メディア学専攻・環境ソリューション工学専攻修士課程開設 

小学校教諭免許状取得支援制度を開始 

2008（平成 20） 
大学院文学研究科教育学専攻が臨床心理士第１種指定大学院となる 

平安高等学校・中学校の付属化 

2009（平成 21） 
理工学研究科情報メディア学専攻・環境ソリューション工学専攻博士課程開設 

実践真宗学研究科を開設。創立 370 周年記念事業式典 

2010（平成 22） 

第 5次長期計画がスタート「進取と共生（ともいき）、世界に響きあう龍谷大学」をス

ローガンとする（～2019年まで） 

矯正・保護総合センターを開設。アジア仏教文化研究センターを開設。現代インド研究

センターを開設。 

2011（平成 23） 
龍谷ミュージアムを開設 

政策学部・大学院政策学研究科を開設。短期大学部改組・こども教育学科を開設 
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【00年代の状況】 「共生（ともいき）」の登場とさらなる混乱 

「浄土真宗の精神」≠「人間・科学・宗教」「五項目」≠共生（ともいき） 

第 4次長期計画におけるスローガン「共生（ともいき）をめざすグローカル大学」がかかげられ、

「共生（ともいき）」の語を乱発するようになる。「共生（ともいき）」はその聞こえの良さから周知

されるが、めざしている「共生（ともいき）」が何であるのか、明確な説明はついになされなかった。

ただでさえ生物学的な「共生（きょうせい）」と捉えられてしまうこの言葉に、すでに戦前に浄土宗

の椎尾弁匡師が用いていた「ともいき」という読みをあてたため、語る者によって解釈が異なる事

態となる。 

これを収拾すべく、独自性を発揮しようとして「共生（ともいき）は、すべのいのちが支えられ

て生きているという仏教の縁起説にもとづいている」という見解が学長から何度も語られることに

なる。 
しかしながら、この説明は、二重の誤った仏教観にもとづくものであった（結局、仏教とは何ら

関係のない内容であったわけである）。 
まず、仏教の「縁起」説は、本来「因果律」の域を出るものではなく、「相依性」を意味せず、さ

らにその「相依性」に善的な価値を見出してはいないからである。次に、仏教語としてとらえる「共

生」は「（阿弥陀仏の本願力によって）共に（浄土に）往生する」という、めざすべき方向性・目的

が明確な内容を有する語であり、さらにここには「共苦」「共死」が内包されている。ここからも「相

依性」の価値は見出せない。 
この「共生」をめぐる対応は、仏教系大学としては致命的ともいえる誤解であった。 
よって、本学で語られた「共生（ともいき）」は、一般的に生物学的な概念として捉えられる「共

生（きょうせい）」の内容とさほど変わらなかったと言ってよい。 
しかしながら、この聞こえのよい「共生（ともいき）」という言葉は、一人歩きし、「建学の精神」

と同一視する向きもあった。以下、その一例である。 
    『2008(平成 20)年度事業報告書』26 頁「国際交流について」 

  ……建学の精神としての『共生き』を世界へ発信していくこととしている。……本学のキャ

ンパスが『多文化共生（きょうせい）キャンパス』となることも目指している。 
結局、この「共生（ともいき）」は、反省も総括もされないまま、さらに「多文化共生」という「き

ょうせい」という読みも加わって、第 5 次長期計画のスローガン「進取と共生（ともいき）、世界に

響きあう龍谷大学」の中に使用されていく。「世界に響きあう」という表現から、依然として「相依

性の縁起」に価値を見出そうとする誤った仏教観に影響されており、そこから「きょうせい」とい

う読みも容認するに至った経緯が見て取れる。 
「相依性の縁起」に価値を見出そうとする誤った仏教観に依存せざるを得ない状況は、80 年代ま

で本学に活きていた「普遍的な『真実』に照らす」という大原則を見失ったことが要因と考えられ

る。 
 

※2001（平成 13）年度、第 3 次カリキュラム改革… 
全学必修科目である「仏教学」の在り方を検討し、「仏教の思想」と名称変更。 
90 年代には廃止の議論もあった。 

 
【現在の状況】 「建学の精神」と「五項目の精神」と「共生（ともいき）の精神」 

「建学の精神」＝「浄土真宗の精神」？「五項目」？共生（ともいき）？ 

「建学の精神」は私立大学にとって「いのち」である。またその具現化のために教育研究活動を

行うことは「使命」である。しかしながら、現在、本学構成員の「建学の精神」に対する認識はば

らばらであり、無関心であるといってもよい。 
これまでの経緯から、「浄土真宗の精神」あるいは「真実を求め、真実に生き、真実を顕かにする」
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と示されてきた「建学の精神」は、普遍的な「真実」という語をキーワードとしていたことすら忘

れられた。「真実」を相対化・一般化し、「縁起」を相依性でとらえ、さらにそこに価値を見出そう

とするといった幾重もの誤解のもと、副次的な産物であった「五項目」や時限的なスローガンであ

る「共生（ともいき）」が、無内容のまま「建学の精神」と同一視されている。 
つまり、本学には構成員が共通して語ることができる「建学の精神」がないといっても過言では

ない。構成員の認識がばらばらであるのだから、社会に発信することは不可能であり、龍谷大学が

社会的に認知されることは不可能である。 
なお、現在に至るこの流れが、本学の最大唯一の特色である「仏教（真宗）」ブランドを一般化・

大衆化しようとした 90 年代に端を発することを忘れてはならない。 
 

 

２． 今の「建学の精神」と教養教育と「仏教の思想」 

 

「建学の精神」と「建学の精神」周辺の言葉の整理（2012年 9月 部局長会決定、以降、全学周知）  

※有志が声をあげてから 16 年かかっている。ただし、「共生（ともいき）」問題はまだ残っている。

加えて「新ブランドコンセプト」を浸透させようとする動きがある。学生も戸惑っている（今年

度の全学協議会で、「新ブランドより『建学の精神』の浸透を優先させるべき」と学生側から強い

要望があった）。 

 

 

龍谷大学の建学の精神 

 

龍谷大学の「建学の精神」は「浄土真宗の精神」です。 

浄土真宗の精神とは、生きとし生けるもの全てを、迷いから悟りへ転換させたいという阿弥陀仏の

誓願に他なりません。 

迷いとは、自己中心的な見方によって、真実を知らずに自ら苦しみをつくり出しているあり方です。

悟りとは自己中心性を離れ、ありのままのすがたをありのままに見ることのできる真実の安らぎのあ

り方です。 

阿弥陀仏の願いに照らされ、自らの自己中心性が顕わにされることにおいて、初めて自己の思想・

観点・価値観等を絶対視する硬直した視点から解放され、広く柔らかな視野を獲得することができる

のです。 

本学は、阿弥陀仏の願いに生かされ、真実の道を歩まれた親鸞聖人の生き方に学び、「真実を求め、

真実に生き、真実を顕かにする」ことのできる人間を育成します。このことを実現する心として以下

５項目にまとめています。これらはみな、建学の精神あってこその心であり、生き方です。 

・すべてのいのちを大切にする「平等」の心 

・真実を求め真実に生きる「自立」の心 

・常にわが身をかえりみる「内省」の心 

・生かされていることへの「感謝」の心 

・人類の対話と共存を願う「平和」の心 

 

 

「建学の精神の具現化」を目的とした正課授業 ※すべて教養教育科目 

 

「仏教の思想」…「仏教の思想 A」（2単位、1セメ）は釈尊の生涯と教え、後期「仏教の思想 B」（2

単位、2セメ）は親鸞聖人の生涯と教え。全ての学部及び短期大学部に必修科目と

して開講。 

「歎異抄の思想」…「歎異抄の思想Ⅰ」（2単位、3セメ）、「歎異抄の思想Ⅱ」（2単位、4 セメ）。選

択科目 
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「大学論」（2単位、3セメ）…教養教育科目特別講義として 2011 年度から試行的に開設。自校史教

育がねらい。選択科目。 

 

 

「建学の精神」の周知の方策（自己点検評価報告書より） 

 
建学の精神については、学部入学生全員が参加する新入生オリエンテーションの内容に本学の淵源

である西本願寺への「本山参拝」があり、宗教部長の講話によって、本学の歴史と建学の精神にふれ

る機会を設けている。 
また、全ての学部の１年次に、教養教育科目として建学の精神を学ぶための必修科目「仏教の思想

Ａ・Ｂ」（各２単位、計４単位）を開講し、授業では宗教部発行の冊子（『龍谷大学「建学の精神」』）

を使用し、建学の精神の普及に努めている。なお、同冊子は新任教職員の就任者研修時においても建

学の精神を記した「就任者ガイドブック」とともに活用している。 
さらに、本学の構成員に対する建学の精神の普及活動として、以下のような法要、宗教行事を学年

暦に定め、建学の精神にもとづく教育を施す拠点である礼拝堂（深草学舎：顕真館、大宮学舎：本館、

瀬田学舎：樹心館）において実施している。これらの法要・行事の法話の内容については、小冊子（り

ゅうこくブックス、宗教部報りゅうこく）にまとめ、配布している。 
 

法要・行事 学舎 日程 
法要における 

法話担当者 
内容 

ご命日法要 大宮学舎 毎月 16 日 本学教員 親鸞聖人のご命日を機縁とする法要 

お逮夜法要 深草学舎 毎月 15 日 本学教員 
親鸞聖人のご命日前夜を機縁とする

法要 

ご生誕法要 瀬田学舎 毎月 21 日 本学教員 
親鸞聖人のお誕生日を機縁とする法

要 

顕真アワー 大宮学舎 
毎月１回 

水曜日 
本学教員 ご命日法要を補完して行う法要 

親鸞聖人降誕

会法要（創立

記念日） 

全学舎 ５月 21 日 

学友会降誕会

実行委員会が

運営 

親鸞聖人のお誕生日と本学の創立記

念日を記念して行う法要 

報恩講 全学舎 10 月 18 日 
学長および学

内外講師 

本学創立の淵源である学寮を創設し

た西本願寺第 13代宗主良如上人の祥

月命日を機縁とする法要 

 

その他、学寮以来の伝統を受け継いで、全ての授業実施日に毎朝３学舎にて教職員が当番制で行っ

ている「朝の勤行」において、毎月１回「学長法話」を行っている。学生による「朝の法話」も学生

サークルである伝道部が中心になって随時行い、特に報恩講前の１週間を「顕真週間」として位置づ

け、重点的に法話を実施している。 
社会への公表については、ホームページに「建学の精神」のページを設けるほか、学長法話の内容

を掲出し公開している。また、宗教部主催の「公開講演会」や学友会宗教局６サークル（男声合唱団、

宗教教育部、伝道部、パイオニアクラブ、仏像研究会、仏教青年会）から選出された学生で組織する

顕真週間実行委員会主催の宗教文化講演会を顕真館で行い、広く本学の建学の精神に触れる機会とし

ている。 
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３． 課題と今後の方向性 

 

教養教育については、何年も議論しているものの、2001（平成 13）年度、第 3 次カリキュラム改革

以降、建学の精神が崩壊する中、何も改善されていないのが現状…… 

    

   教養教育論は断続的に行われるが、教養教育の責任主体がない。 

教養教育科目はあるが、教養教育はない。 

   歴史を丁寧に検証すれば、建学の精神の具現化としての｢龍谷大学の教養教育｣が見えるはず。 

 

 

 
                                           以上 



─ 148 ─

國學院大學教育開発推進機構紀要第 5号

パネリスト報告

教養教育の担うもの　―建学の精神は伝わるのか―

柴﨑　和夫（國學院大學教育開発推進機構共通教育センター長、人間開発学部教授）

はじめに

　教育開発推進機構の副機構長と同時に、
共通教育センター長をしております、柴﨑
でございます。大学全体では教務部長とい
う職をやっていますので、「今回ここで、
こういう講演をやってくれ」ということに
なりました。皆さんにお配りしております
レジュメ（pp.158-161）は、ちょっとその
後色々と考えることがあって、本日お見せ
するパワーポイントのスライドとは、若干
違っている部分があります。
　最初の挨拶等でお話がありましたよう
に、國學院大學も130周年を迎え、色々と
歴史を経ております。先に龍谷大学さんか
ら龍大史のお話もありましたが、私の報告
では、あえてそういう歴史は省かせていた
だきました。この建物の地下に校史資料の
センターもありますので、興味のおありに
なる方はそこにお寄りいただき、資料をご
覧になっていただければと思います。

１．國學院大學の建学の精神

　さて、建学の精神ということになります
と、國學院大學の場合は、資料にも掲げま
したように、まずは母体となる皇典講究所
が設立されたときに、有栖川宮幟仁親王に
よる告諭というのがあります。これは建学
の精神と言うよりも、國學院の学問につい

て、何をやるかということにむしろ重きの
ある文章でありますが、これが一番の大本
になります。また、建学の精神というとこ
ろで言えば、学則の第一条にもっと長く、
教育基本法云々という文章があるのです
が、そこでは「神道精神に基づき人格を陶
冶し」ということにずっとなっております。
　問題は、ではその「神道精神」とは何か
ということなのですが、正直に言えば、あ
えてそれを議論するようなことがあったか
どうか――少なくとも、私はこの大学の出
身ではありませんので、私自身はそういう
教育をこの大学で受けておりません。また、
國學院に勤めて30年になるのですが、こう
いう議論はあえて封印されてきたところが
あります。それはうちの大学の、ある意味
では神道の特性ということもあったとは思
うのですが、「神道精神とは何か」について、
議論はあったにせよ、表にそれらを発表す
るようなことはあまりなかったというのが
正直なところだと思います。しかし、そう
はいかなくなったのが世の中の流れという
ものでありまして、一番の大きなきっかけ
は、やはり、認証評価を受けざるを得なく
なったというところにあると思います。
　すなわち、いわゆる法律で義務付けられ
た認証評価を國學院大學が受ける前に、ま
ずは自己点検・自己評価をするということ
で、平成10年、内部的な試行として『自己
点検・評価報告書』を作りました。そのと
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きに、一体神道精神とは何かということの
議論が正式にと言いますか、とにかく外に
向けて発表するということで、どうしたら
いいか、議論が様々に行われました。更に、
今からちょうど10年前の創立120周年とい
うときに、それまで文学部の中にあった「神
道学科」を、独立した「神道文化学部」に
改組することになり、ここでまさしく「神
道」が学部名として表に出て来るというこ
とになりましたので、そのときに改めて、
それでは神道精神とは何だろうか、という
ことが、それこそ学部設立の目的等々を含
めて議論された訳です。私自身は専門家で
はないのですが、その場に加わってはおり
ました。
　そこで様々な議論が行われましたが、最
終的に表に出た言葉は、神道精神とは「主
体性を保持した寛容性と謙虚さの精神」で
ある、ということになりました。つまり、
資料に抜粋しておきましたが、『自己点検・
評価報告書』の中に「神道精神を端的に言
い表すならば、それは『主体性を保持した
寛容性と謙虚さの精神』ということになろ
う」とあります。報告書ではそれに続いて、
学問に関わるようなことも含めて色々と説
明されているのですが、しかし、これはな
かなかに難しい。何が難しいかと言うと、
たとえば、「主体性を保持した寛容性と謙
虚さの精神」とは何かと言われて答えられ
る先生というのは、國學院大學にもそうは
いないのですね。即答出来る方は、この問
題について率先して、中心となって考えて
来られた先生方、たとえば先程の阪本是丸
先生ですとか、そういう方たちくらいで、
その他の先生方は――もちろん文言それ自
体の意味については恐らく誤解の余地はな

いとは思いますが、それでは、これがなぜ
建学の精神、すなわち神道精神ということ
になるのかと問われると、非常に答えに困
ると言いますか、なかなか難しい面があり
ます。
　しかし、その報告書の文章の続きを見ま
すと、ともかく教育という面で見れば、國
學院大學が目指すことの一端はそこに書か
れてあります。要するに、日本古来の人々
の文化・伝統を培ってきた考え方に基づく
というようなことが述べられており、國學
院の学問はそれを明らかにすることである
となります。もっとも、既に有栖川宮幟仁
親王の告諭にも「国体を講明して」という
言葉があり、この「国体」とは何かという
と「国柄」というふうに國學院大學では呼
んでおりまして、これもまた色々と議論が
ある言葉ではあるのですが、今回の教養教
育という観点から「神道精神」について見
るならば、まさに、日本の伝統文化に敬意
を払いながら、日本人を日本人たらしめて
いる精神について考える、というふうに言
うことが出来るだろうと思います。

２．國學院大學の教育課程

　それでは実際に、國學院大學の中で教育
が、特に建学の精神について、どういう風
になされてきたかということについてお話
していきたいと思います。
　まず、これは龍谷さんでも他の大学でも
同様ですが、大綱化以前の教育課程は、い
わゆる一般教育と専門教育という形に分か
れておりました。また、これも先程の龍谷
さんと同じですが、一般教育を担当する教
員は、その当時は全て文学部に所属してお
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りました。つまり学科に所属はしていない
けれども、学部としては文学部に所属して
おりまして――私もそうでした――つまり
当時の本学の一般教育の教員は、各学部に
分属するというよりも、文学部に所属しな
がら、全ての学部の一般教育を担当してい
たということになります。
　しかも、國學院の場合はいわゆる教養部
という形をとってはおらず、あくまでも課
程の区別としての一般教育と専門教育とい
う形でしたから、別に、一・二年のうちに
一般教育の科目を全部取らねばならないと
いうことではなくて、一応、一年から四年
までの間に、つまり四年間かけて一般教育
の科目をとれば良かった。今から思えば、
ある意味でかなり先進的だったのかも知れ
ませんが、もちろん、裏を返せばそれにも
問題点はありまして、本来であれば一年生
のときに取っておいて欲しいような科目
を、取らないまま卒業が近づいてしまい、
ぎりぎりで慌てて取る、というようなこと
もありました。ともあれ、いずれにしても
國學院の場合は教養部という形にはなって
おりませんでした。
　もちろん、実際のところでは、一般教育
科目は一・二年生で開講され、専門科目と
いうのは三年生以降で開講されることが多
かったので、当然と言えば当然ながら、学
生の側では一年次には主として一般教育の
科目を取っていたわけですが、その一方で、
一般教育を担当する教員からは、むしろ専
門を学んでいる三・四年生のときにこそ、
一般教育と言われる科目を学んだほうが良
いということが強く言われていました。私
も一般教育担当の教員でしたので、そうい
うことを言い続けてきたことは確かです。

これは、たとえば国立大学のように、教養
と専門とが明確に分かれることがなかった
というところが、あるいは少々特徴的なと
ころだったかも知れません。
　では、一般教育とは何かというと――こ
れは法律の定めもありましたし、大学に
よって大きく違っているとは思いませんが
――やはり、誰も一般教育とは何かという
ことについて、30年くらい前の段階ではそ
れほど議論していたわけでもありません。
しかも、まだ大学進学率が今の時代ほどに
は高くない頃の話ですので、「旧制高校的
な教養としての一般教養」という型があり
まして、もちろん法律の上でも、人文・社
会・自然という科目分けがあって、たとえ
ば卒業までに人文科学分野から何科目何単
位以上、また社会科学系も、それから自然
科学系でも同じく、というような、決まっ
た枠の中で学生は受講していたわけです。
当然ながら、その内容の多くはいわゆる古
典的な――これもまた色々と議論のある言
葉ですが――ディシプリンという形で行わ
れていました。たとえば私は自然科学系の
人間なので、そこでは物理学ですとか、物
理学概説ですとか、あるいは科学史とかい
うような名前の授業が開講されていて、と
いう形になります。ですから、ある意味で
は、授業の名前を見れば何をやっているの
かが誰にでもわかる時代であったと。そう
いう形で行われて来ていたことは事実です。
　また、これもどこの大学でも同じだと思
いますが、一般教育科目から何単位、専門
教育科目から何単位と要卒単位を定めて、
それらを修得すれば卒業要件を満たすとい
う形になっていました。國學院大學は、教
員養成でも名が知られていて、当時たくさ
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んの教員になった学生を輩出していまし
た。こういういわゆる一般教育と、今の教
職等の資格課程とは並列的に置かれてい
て、広い意味では一般教育の延長的な取扱
いを受けていましたが。ただし、多くの学
生は教員免許を取るための課程の授業もか
なり受けていて、それが、広い意味では、
当時の学生にとって、今でいう教養の形成
に役立っていたとも考えております。

３．一般教育における「建学の精神」
教育

　では、その中で建学の精神に関してはど
のように教えられていたかと言うと、実は
「神道」という科目が置かれていまして、
その当時は１年間、つまり通年４単位必修
という形になっておりました――先程言い
ましたように私はこの大学の卒業生ではな
いので、この科目を受講しておりませんか
ら、どういう授業であったかは後で聞いた
話でしかわからないのですが。ただ、これ
は当時であれば別に本学だけの特徴という
ことではなく、どこでも同じようなことを
していたかもしれません。全員必修ですの
で、かなり多くの数が開講されておりまし
て、もちろん神道が関わる科目は一つだけ
ではないので、二つ、三つと、取りたいも
のは複数取っても良かった。無論、文学部
の神道学科では専門できちんと学ぶわけで
す。ただし、どこでもそういう傾向はある
と思いますが、初めは建学の精神とか、神
道精神とか言っている分には良いのです
が、これらを授業として学ぶと言うことに
なると途端に人気がなくなりまして、この
科目も最後のほうになると、人それぞれで

はありましょうが、あまり人気のある科目
ではなかったようです。
　もう一つ、建学の精神という点から言う
と、これは今でもうちの大学の課題の一つ
なのですが、当然ながら多くの先生方が担
当しております。「神道」は建学の精神を
学ぶ科目ではなくて、神道を学ぶ科目です
ので、個々の先生の専門ないしは考え方で
授業が行われていましたから、履修する学
生は、確かに神道については学んだ訳です
が、建学の精神について学んだかというと、
なかなか微妙なところだと思います。現在
でも、多くの場合そうですが、どうやって
何を教えるかは完全に個々の教員にお任せ
で、どの先生がどういう授業をやっている
かはわからない。非常に面白い、人気のあ
る先生もいれば、もちろんそうでない先生
もいるし、授業を受けて共感する学生もい
れば、嫌悪感を示す学生もいる、というよ
うな状況です。
　これは、恐らく――部外者の立場からの
言い方になりますが――神道には、いわゆ
る経典というような書かれた文書が、つま
り創始者がいて、その創始者が語った言葉
云々というのが存在しない。つまり、拠っ
て立つ所は何かということが、ある意味で
曖昧にならざるを得ないということとも関
わるのではないか。もちろん、どうやって
教育するのかというときに、その拠って立
つ所について色々と議論はあるのですね。
しかし、拠って立つ所が明確にあって、そ
れを解釈するという形での議論をして行く
ことは、なかなか難しい。神道の一つの苦
しいところは、経典というようなものが存
在していない。何に拠って立つのかという
ときに、それが果たして個人の意見なのか、
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神道それ自体に関わる、内在するものなの
か、難しい判断ということになるのだと思
います。

４．大綱化を契機として

　この状況が大きく変わる契機となったの
が、先程申し上げた大綱化です。いわゆる
教養部の廃止ということについては、東大
等は教養部廃止には明確には動きませんで
したけれども、國學院大學でも様々な議論
がありました。その際に、先程も言ったよ
うに國學院では教養部というものは置いて
おりませんでしたから、教養部の廃止とい
うことは特に問題とならないわけですが、
やはり問題は一般教育の部分をどうするか
ということについて――つまりはっきり
言って、一般教育を担当している教員と、
学科に所属して國學院の学問・伝統を教授
しているという軸を持つ教員との間に、
様々な論争がありました。つまり、「一年
生の段階から専門をもっとしっかり教えな
ければ、四年間では國學院の学問の伝統を
伝えることが出来ない。従って一般教育を
もっと減らすべきだ」というような意見も
ありますし、その一方で、1991年という時
期ですので、一般教育の担当者からは「い
や、一般教育こそは本当に重要だ」という
意見が出るなど、様々なやり取りがあった
わけです。最終的には内部の力関係もあっ
たのですが、國學院大學としては、これを
契機に、いわゆる切り捨てと言いますか、
縮小のようなことをするのではなくて、む
しろ「一般教育の原点に返って、しっかり
と一般教育をやろう」という形になりまし
た。

　そのときに問題になったのは、何を教養
として教えるべきかということです。1991
年ですから、80年代のバブルの時代が終わ
り、浮かれた気分も消えた頃の時代ですが、
そろそろ大学も、ユニヴァーサル化までは
もう一歩かもしれませんが、いわゆるマス
化が進んで、様々な学生が入って来るよう
になった訳ですね。当然、その当時の教員
は「学問」というものを重く見ていました。
特に専門課程の教員はそうですね。ですか
ら、そこで考えられていた教育の中身とい
うのは、専門教育もそうですが、学者・研
究者を目指す学生に対して、どういう風に
ものを伝えたらいいかということが重視さ
れていましたし、あるいは授業においても、
そういう学生たちを相手にするような形の
授業というのが、数多く残っていたわけで
す。
　しかし当然ですが、もちろん、学生は全
員が学者を目指しているわけではない。國
學院大學の法学部、経済学部でもその当時
からそうでした。また、特に一般教育と言っ
た場合、当時大学で教えていたような形で
そのまま教えて良いのか、それが本当に教
養になるのか。というのは、それぞれ専門
分野がますます狭くなっていて、広く学問
全体を見通せなくなって来た時代でもあり
ますので、そんなものを学生に教えて良い
のか、あるいは逆に、広く全体を見通しな
がら教えるということが出来るのだろう
か、という問題提起がありました。
　また、むしろ大事なのは、社会へ出てか
らのことであって――もっとも、この当時
は別に「社会からの要請に応える」という
ような意識はまだそれほどはっきりしては
いなかったのですが、しかし議論の中では、
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我々個々の立場として、我々がどうかとい
うことよりも――社会に出て行く学生自身
にとって、どういう教育を受けることが良
いことなのだろうかという問題意識もあっ
たわけです。

５．「一般教育」から『教養総合カリキュ
ラム』へ

　色々な議論があった中で、最終的には「一
般教育縮小」とはなりませんでした。國學
院大學では「一般教育」の名前を改めて「教
養総合カリキュラム」という名前をつけま
した。単なる「教養」ではなく、「教養総合」
とつけたところには、少なくともカリキュ
ラム変更を主導した人たちの信念、あるい
は希望といいますか、期待が含まれていま
した。スライド（No.9）で示してあります
が、つまり「学生一人一人が主体的・能動
的に学修する態度を身につけると共に、学
生自身が学び問う『方法』と『技能』を修
得し、さらに物事を多面的にとらえる視点
を養うことを目的」とする、ということで、
理 念 と し て は 非 常 に 強 く 、 つ ま り
Disciplineではなくて、多面的という言葉
もありますが、ものごとを総合する力を学
生に学ばせたいと。どのように学ばなくて
はいけないかという「学び方」を学生に伝
えることが教養総合カリキュラムの主眼と
され、今後はこれを基にしてカリキュラム
を考える、という形になりました。これは、
ある意味では、今でも通用する理念であろ
うと考えております。
　教養総合カリキュラムでは、たとえば、
従来物理学とか社会学とか、言われたもの
は、大きく変わりました。当時は主題講座

というものがあり、これは教室で多くの学
生を相手にして教える授業ですが、その科
目名には、先程言いましたように、学問別
の名前が色々とつけられていたのですが、
それらをまず「テーマ」別に分けた上で、
たとえば「神道」をテーマとする科目群な
らば、その中に更に幾つかの「神道と文化」
「神道と人間」などと名づけた科目を置く
ようにしました。
　また、「方法とスキル」の明示も始めま
した。これは「この授業を取れば、学生は
こういうことについて、その方法論を含め
て学ぶことが出来ますよ」ということを明
示する試みです。すなわち、授業で学生が
学ぶ内容としてＡからＦの区分を設けまし
て、教養総合の科目を担当するそれぞれの
教員が、「自分の授業では、ＡからＦまで
のどこを主体として学生に学んでもらうの
か」ということを、今でいうシラバスの中
に明記して行くことを始めたものです。
　これらの背景には、先に申し上げました
Disciplineからの脱却ということがまずひ
とつ。そして、Top-DownからBottom-Up
へ、複眼的・多面的に物事を見る――現実
に起こっていることを学問の見方で理解す
るには、どのように見れば良いのか、そし
てどこに問題があるのかということ。ある
いは、ある意味では、そもそも解決された
答えが出るような問題ではないというこ
と。そういった事柄について、学生にどの
ように伝えて行くかということが主眼とし
てありました。
　同時に、これは大綱化の中の流れでもあ
りましたが、一般教育の中でのいわゆる必
修に当たる部分、つまり、最低何科目取ら
なければならないという意味での必修を減
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らすと言うこと。更に、教育課程全体の中
で、専門と一般教養（今でいう教養総合）
の垣根を外しまして、たとえば要卒の必修
単位数124単位のうち、専門教育から64単
位、教養総合科目から36単位の、合わせて
100単位。残りの24単位については、専門
科目、それも自分の所属している学科に限
らず他学部他学科の科目も含めての専門科
目から、あるいは教養総合の科目から、い
ずれからでも良いのですが、自分で自由に
選んで最終的に124単位にする。このよう
に、学生が自分で考えてカリキュラムを組
める単位領域を24単位分設定しまして、こ
れは現在でも引き継がれています。一時期
は「共通領域」と言いましたが、現在は「オー
プン科目」と呼んでおります。
　このように運営して来たのですが、やは
り残念ながら、なかなか理念通りには行か
ないようです。平成19年頃から教養総合の
マイナーチェンジをやりまして、一つは主
題講座、それから一番大きなのは「方法・
スキル」、先程説明しましたが、各科目に
与えられていた「何を主体として学ぶか」
を明示する部分を廃止いたしました。これ
は、レジュメにも書いておりますが、理念
は崇高なのですけれども、当然ながら教え
ているのは一人の人間ですから、人間が変
わる訳ではない。つまり、一般教養から教
養総合になっても教員が変わる訳ではない
ので、これは今で言うとFD（ファカルティ・
ディベロップメント）というテーマとも関
わって来ます。当時はまだFDという概念
はあまりなかったのですが、やはり教員は
すぐには変わらないし、そういう意識で授
業をすることはなかなか出来ない。それか
ら、専門科目との有機的な連携という目標

もあったのですが、その点もなかなか難し
いところがあります。もちろん、理念を落
とした訳ではないのですが、若干表向きの
形を変えたのと、それから時代の流れで、
キャリアをどう考えるかということで、
キャリア科目というものを教養教育の中に
入れました。また、FDをどうするかとい
う問題もあります。

６．外的要因の変化

　1991年から20年くらいの間に、世の中は
大きく変わりました。大学がユニヴァーサ
ル化したこともあり、ますます入学者の多
様化が進みました。学生間の色々な差異が
拡大して来ました。やむを得ないと言えば
やむを得ないことで、当然それを前提に考
えなくてはいけません。一方、社会的には
大綱化を契機として――大綱化は、確かに、
読んでみれば「一般教育を縮小しろ」等と
いうことは言っていないのですが、しかし、
世の流れとして、そういう風に受け取られ
てしまったことから、教養教育見直しの機
運が出て来ました。そして、これが國學院
としては一番大きかったのですが、認証評
価での説明の必要性ということです。アカ
ウンタビリティという言葉が一時期はやり
ましたが、外部に対して、自分たちが行っ
ていることを、きちんと説明しなくてはい
けない、ということが出て来たということ
です。
　また、これは最近のことですが、学士課
程教育という考え方が出て来た。國學院で
もその流れの中で、アドミッション・ポリ
シー、カリキュラム・ポリシー、ディプロ
マ・ポリシーを設定して、それらを実質化
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するためにはどうしたら良いかという議論
が進んでおります。現状では、なるべく共
通化を図る。たとえば神道科目も、ここ数
年は統一シラバスで、また、同じサブテキ
ストを使って、一つの内容で最低限のとこ
ろは、どの教員が教えても同じ内容を伝え
る、というようになって来ました。更には、
全ての授業に対して、シラバスに観点別記
述を導入する。つまり、何を学生に教えて、
学生がその授業を受けたときに何を学んだ
と言えるのか、という視点への配慮という
ことですね。ただし、さっき言ったFDの
問題が残っていまして、これは結論の出て
いないままなのですが、一体その結果、質
をどう保証するかという問題があるわけで
す。

７．教養総合における「建学の精神」
教育

　今申し上げました神道科目は、今はセメ
スター化されたので、半期２単位が必修と
して設けられています。これは、これまで
は教養総合カリキュラムの中で、複数の科
目で、複数の教員が教授していたのですが、
来年度からは必修のものは一つの科目名
で、同じシラバスで、内容も同じサブテキ
ストを使って授業をする。そこでは、自校
史、それから建学の精神、そして大学の先
人たちの業績等々を最低限学ぶ、というこ
とになります。しかし、先程も言いました
ように、神道というのは経典がありません
ので、こういうことだけで本当に伝わるの
かということが、外部から来た人間として
も大きな疑念と言いますか、國學院大學の
苦悩するところでもあります。

　これまで、建学の精神というものがどの
ようにして継承されてきたのかというと、
授業は当然ですが、もう一つは、むしろ教
養というよりは専門の、いわゆる国学と言
われた國學院大學の学問の伝統と、それか
ら、卒業生が社会に対して与えているイ
メージというのが、非常に大きかったので
はないかと思います。現実に神職として活
躍する神道文化学部の卒業生、あるいは学
内にある神殿、そういう対外的なもの、当
然うちの教職員にも卒業生がいますけれど
も、そういう幾つかの要素が、何となく「國
學院大學らしきもの」を世間的にイメージ
させているのではないかと思います。しか
しながら、それでは今後もこれで良いのか、
というところがあります。どういうルート
で建学の精神を広めて行くのか、というこ
とが、現在議論になっています。

８．國學院大学として――『教養総合
カリキュラム』の再構築へ

　今、我々が議論しているのは、現在の社
会や大学の動きを見定めつつ、今後１～２
年のうちに教養総合のカリキュラムをもう
一度再構築して行こうということです。基
礎となるのは神道科目に、外国語、そして
昔でいえば保健体育――國學院ではスポー
ツ身体文化と言っていますが――というこ
とになります。教員側としては、実学ある
いはスキルを学ぶということと、教養を身
につけるということとの関わりというのが
難しい。教える教員の側と、社会が要請し
ているものの間に、少しギャップがある場
合があって、大学として一体どうするかと
いう議論は、今後も続いて行くことになろ
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うと思います。そこに、更にテーマ別講義
科目がある、という形で考えております。
　去年の八月に出ました中教審の答申に出
ているような「求められる人材育成像」と
いうのは、昔で言えば、全て一般教養で培
われるものではないのか、ということにな
るのですが、我々が現在考えていることは
こういうことです。一応の指針として、今
は学内で議論中なので、このままこうなる
というのではないのですが、國學院の教養
教育において、「日本理解」というのが一
つのキーワードとなる。それから、「國學
院らしさ」というのを可視化、目に見える
形にするということが出来ないかというこ
と。もう一つ大事な点は、従来の座学から、
体験ということの重視。日本の伝統文化を
座学で学ぶと同時に、自分の体でも体験す
る部分を、教育の中に入れて行かなければ
ならないということです。
　それから、外への発信力ということで、
言わばスローガンになります。実は、國學
院大學は「神道」を謳ってはいますが、元々、
母体である皇典講究所の頃からの発想とし
て、別に外国を排除しているわけではない
のです。校歌にも「外つ国の長きを採りて」
という言葉で示されているのですが、つま
り、外国の良いところは積極的に学んで行
こうということなのです。逆に言えば、日
本の良いところは外に、積極的に発信して
行くことが出来るようにしたい、そうあり
たいということです。
　ただ先程も言いましたが、それらを実施
する主体はどこかということがやはり非常
に問題です。現在、私も含めて、多くの一
般教育を担当している教員は文学部に所属
しているのですが、全員が学部学科に所属

している訳ではないのであって、一体、ど
こが責任を持って教養総合を運営して行く
のかが課題です。元々國學院大學は委員会
制度があったのですが、三年前に教育開発
推進機構が設置され、その中に共通教育セ
ンターが出来、そこが教養総合カリキュラ
ムの運営主体となりました。けれど、既存
の様々な学内の組織との役割分担ですと
か、どこまでの権限があるかという問題は、
やはり学内でも合意をとるのが難しい面が
あります。
　これらに加えて、現在私たちが考えてい
るのは、先程も触れましたが「國學院らし
さ」の可視化ということがあります。これ
も、國學院科目と仮につけて、レジュメに
も示してありますが、外から見れば「國學
院らしい」科目が並んでいるだけという面
もあります。ここははっきり言って、建学
の精神から少しは外れていても構わないと
思っておりまして、対外的に、外の人が見
たときに「國學院らしい」と思えるような
科目群というふうに、ちょっとずるい形で
今は考えております。
　あとは、より積極的に、地域との連携と
いうことを考えていきたいと思っていま
す。今「渋谷学」という、渋谷と協同して
いる研究分野があるのですが、そういうも
のも、もっと戦略的にやって行きたいと考
えています。これについても先程言ったよ
うに、体で学ぶ授業をやることを考えてい
ます。
　中教審の答申にも出ていますが、こうし
たことを大学でやる上で、やはり大事なの
はFDですね。あとはカリキュラムの全体
を変えなくてはいけないのですが、先程龍
谷大学さんのお話にもありましたけれど
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も、科目というものは、付け加えることは
出来ても、削ることはなかなかに難しい。
実は、國學院大學は、ここのキャンパスは
綺麗ですが、教室数ということではかなり
のハンデを抱えておりまして、今言ったこ
との全てについて、新しく科目を開くとい
うようなことは出来ません。現在開講して
いる科目を、どこか取りやめないと、新た
な科目は開けないということです。それに
ついて学内を説得出来るかどうかという問
題があって、これは共通教育センター長と
して頭が痛いところではありますが、何と
かやらざるを得ないと考えています。教養
総合カリキュラムの、本来の発想それ自体
は、我々としても非常に共感出来る理念と
して始まったので、それを、今の学生にとっ
てより良い方向で持って行きたいと考えて
おります。これは私の考えですが、國學院
大學はこのようなことを通して、建学の精
神の「寛容性と謙虚さ」という言葉の有す
る精神ですね、違いを受け入れて、多様性

を理解しつつ、伝統と文化に対して敬意を
払い、そして、世界に向かって自己をちゃ
んと主張出来る精神を――精神ですから目
に見えないので、これと言うことはなかな
か難しくはありますが――学生に学んで
行って欲しいと思っています。

おわりに

　最後に、皆さんのレジュメにはありませ
んが、社会に対しての責任ということもあ
ります。つまり、言葉は悪いですが社会に
迎合して行くといいますか、社会からの求
めに応える責任というのはどう考えるかと
いうことです。これについては、大学教育
の価値というようなものは、卒業したとき
にわかるというのではなくて、30年、40年
たったときにわかる、そのような教育をし
たいと、私の本音としてはそう思っており
ます。ご清聴ありがとうございました（拍
手）。 
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教養教育の担うもの
ー 建学の精神は伝わるのか ー

國學院大學教育開発推進センター

共通教育センター長

人間開発学部 柴崎 和夫

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 1

『神道精神』とは何か

外部評価の開始をきっかけに議論

「平成１０年度自己点検・自己評価」試行

神道文化学部設置：平成14年『創立120周年』

「神道精神」とは「主体性を保持した寛容性と謙
虚さの精神」

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」

3

國學院大學の教育課程

大綱化（平成３(1991)年）以前

一般教育と専門教育の区別

積み上げ型の構成ではあるが、明確な教養課程と専
門課程の区別ではない

教養部（１、２年）ではなかった

（一般教育科目は４年までに取得すればよかった『む
しろ、３、４年での受講を推奨』）

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 5

國學院大學の建学の精神

皇典講究所開所式における
有栖川宮幟仁親王 による告諭

「凡學問ノ道ハ本ヲ立ツルヨリ大ナルハ莫シ故ニ
國體ヲ講明シテ以テ立國ノ基礎ヲ鞏クシ徳性ヲ涵
養シテ以テ人生ノ本分ヲ盡スハ百世易フベカラザ
ル典則ナリ而シテ世或ハ此ニ暗シ是レ本黌ノ設立
ヲ要スル所以ナリ」

学則第一条
本学は神道精神に基づき人格を陶冶し、・・

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 2

神道精神

「神道精神」を端的に言い表すならば、それは「主体性を保持し
た寛容性と謙虚さの精神」ということになろう。神々や自然、そ
して祖先と子孫との通時的かつ共時的関係を考慮しつつ、今生き
て在る者が自己の主体的責任と判断において、よりよき現在およ
び将来の社会・国家を形成しようと努力してきたのが日本の歴史
である。独自の神格を保持しながらも、相互対立や各種の困難を
克服しつつ調和しようとする古典に示された神々の存在、そして
全国各地に鎮座する多様な由緒・歴史を有する神社、仏教の仏・
菩薩との共存・融合を認める宗教的な心性、異文化や外国の文物
を積極的に摂取し、受容しようとする進取の気風。これらはみな
「寛容性と謙虚さ」を基盤とする基層信仰に基づくものである

「自己点検・自己評価報告書」より

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 4

一般教育の提供したもの

当時の常識としての『教養（暗黙の了解）』
旧制高校的教養か．．

人文・社会・自然 という科目分け
（各分野から最低○○科目履修）

Discipline（古典的学問区分け）別が基本
例）自然分野なら
物理学、教養の化学、社会学、倫理学、自然地理学 etc

取得単位数の厳格（固定的）運用
一般教育(専門教育）科目の必要単位数は固定

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 6

【No.1】

【No.3】

【No.5】

【No.2】

【No.4】

【No.6】
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一般教育における「建学の精神」教育

「神道」という科目４単位必修

（神道学科を除く）

事実として：

余り人気のある科目ではない

建学の精神を意識して（統一的見解はない）
いない → 内容は個々の教員まかせ

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 7

「一般教育」から『教養総合カリキュラム』へ

平成７（1995）年より
専門科目との有機的連携を意図

「学生一人ひとりが主体的・能動的に学修する態度
を身につけると共に学生自身が学び問う「方法（メ
ソッド）」と「技能（スキル）」を修得し、さらに
物事を多面的にとらえる視点を養うことを目的」

学生に「ものの見方・考え方」について多様
な視点を与える。発想の転換の契機を与える

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」
9

教養教育の深化を目指した

 Discipline からの脱却

現実の『事象』からの視点

Top-down から Bottom-up の発想へ

複眼的視点と応用の視点（学問の視点で現実
を見る）

選択の拡大（必修科目減）と単位の流動化

専門科目でも教養科目でも良い単位24単位

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 11

一般教育における「建学の精神」教育

「神道」という科目４単位必修

（神道学科を除く）

事実として：

余り人気のある科目ではない

建学の精神を意識して（統一的見解はない）
いない → 内容は個々の教員まかせ

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 7

主題講座の例（テーマと方法・スキル）

テーマ

I 神道（神道と文化）、II 人間・心性・認知（芸術
と人間、認知と思想）、III 生活・文化（民衆文化と
生活）、IV 記号・情報（記号と テクスト）、

V 環境・地域（環境と開発）、 VI 宇宙・地球
（地球時代と人間）

方法・スキル

A 日常言語、B 人工言語、C 調査・実験、

D 問題発見と解決、E 歴史批判的方法、

F 理論的批判方法

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 10

教養総合のマイナーチェンジ

平成１９年から

 主題講座 → 人間総合科目群

 キャリア科目の独立

方法・スキルの廃止

 目的、目標は意欲的だったが・・・

 形骸化が目立ってきた（有機的カリキュラ
ムになっていない）→ FDが必要

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 12

【No.7】

【No.9】

【No.11】

【No.8】

【No.10】

【No.12】
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さらに

外的(社会的）要因の変化

１）少子化の進展

大学のユニヴァーサル化が明白に

→ 入学者の多様化が一層進む

（学力、意欲 etc の格差拡大）

２）教養教育の見直し機運

平成20年中央教育審議会答申

３）外部評価実施による説明責任の発生

４）学士課程教育への流れ

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 13

教養総合における「建学の精神」教育

 初年次教育（導入教育）の一貫

神道科目 ２単位（半期） 卒業までに必修

共通シラバスの徹底へ

校史教育

建学の精神

課題

「神道精神」が座学による知識伝達

のみで伝えられるのか

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」
15

教養教育に求められるもの

大学進学率の上昇

大学のユニヴァーサル化

社会の要求あるいは期待

昔（？）の教養から

リベラル・アーツが答えか

学士課程教育の構築

すべてが教養教育（専門も）の立場へ

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」
17

続

５）３ポリシィの制定

ポリシィの実質化へ向けて

６）統一シラバスの徹底と「観点別」シラバ
スの導入

 Learning Outcome への配慮

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 14

建学の精神の継承

これまで

幾つかの要素

１）授業（神道関連科目）

２）学問の伝統（国学、国史）

文学部の専門科目（教育）

３）神道学科（神道文化学部）と神殿の存在

様々な行事を含めて

４）院友教職員の存在

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 16

教養総合カリキュラムの再構築へ

現状

基礎（ほぼ必修）科目群
神道科目、外国語、スポーツ身体文化

＞教養からスキル学習へ

例）外国語：人文教養から実用（コミュニケーション）重視

人間総合科目群
テーマ別講義科目（座学主体）：社会と人間、自然と環境他

キャリア形成科目

情報処理科目群

その他
平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 18

【No.13】

【No.15】

【No.17】

【No.14】

【No.16】

【No.18】
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教養教育とは ー 原点を見つめて

学士力の育成への模索

中央教育審議会答申（平成24年8月）

求められる人材育成像

・知識応用と問題理解・解決力（批判精神）

・倫理観、社会的責任感をもちチームワーク

でリーダーシップをとれる能力

・学修経験の総合による創造力と構想力

・基盤的教養、知識、経験の保持

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 19

環境（場）の生成を

１）建学の精神の継承

・座学（知識）による伝達は不可欠

（神道科目：共通シラバス、共通サブテキスト）

・日本の伝統・文化への理解（日本理解）の推進

（積極的な発信『学内での仕掛けを』）

・学問の伝統部分の発信を(専門科目）

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 21

環境（場）の生成を（３）

４）体験（身体で学ぶ）の充実へ

５）外への発信力の育成

・授業の刷新へ FD：科目間の有機的連携

知識の身体化（体験型授業）、双方向型授業
（コミュニケーション力、発信力強化）、問題解決

型授業

→ 能動型の授業へ

平成25年2月16日（土）教育開発シンポジウム「私立大学にお
ける学士課程教育と教養教育のこれか

ら」

23

國學院大學として

教養とはなにか（人生を生きる基礎を作る）
を考えながら

再構築の方針

１）國學院の建学の精神の継承

２）日本理解（グローバル化を見据え）

３）國學院らしさの可視化へ

４）体験（身体で学ぶ）の充実へ

５）外への発信力の育成

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 20

環境（場）の生成を（２）

２）日本理解

＋

３）國學院らしさの可視化

・國學院科目（仮称）群の設置

歴史、伝統・文化、日本語力、外国語力

・地域と連携して 伝統行事、伝統文化についての
より一層の発信（戦略的広報）

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 22

終わりに

教養教育の役割

・知識の血肉化の支援

・座学のみでは『精神』は身につかない

・５感を最大限使う『場』を提供すること

・大学のあらゆる場所に『建学の精神』

を宿らせる努力

→ 寛容性と謙虚さ：違いを受け入れ、
多様性の重要さを理解し、伝統と文化に敬意、
そして世界にひるまない堅固な意思を

平成25年2月16日（土） 教育開発シンポジウム「私立大学における学士課程教育と教養教育のこれから」 24
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パネリスト報告

教養教育と建学の精神　―同志社大学の事例報告―

圓月　勝博（同志社大学文学部教授）

はじめに

　同志社大学の圓月と申します。今は文学
部で学部長をさせていただいているのです
が、これまで、いわゆる教育開発センター
というのを立ち上げたときに最初の所長に
なり、その後は教務部長をさせていただき、
全学共通教養教育センターというのを立ち
上げ、そちらのほうも軌道に乗るまで
ちょっと仕事をしていたというのもあっ
て、本日のこのシンポジウムに呼んでいた
だいたということではないかと思います。
面白い話が出来るか分かりませんが、お疲
れのところだと思いますけれども、宜しく
お付き合いいただければと思います。

１．同志社大学における「建学の精神」

　同志社大学は、國學院さんや龍谷さんと
同じように、また独自の伝統がありまして、
1875年に同志社英学校というのが創立され
たのが機縁だと言われています。私たちと
しては、建学の精神について言うときに「新
島精神」という言い方もします通り、創立
者の新島襄の言葉、そしてその教育理念を
基に深く考えて行くということを建学の精
神にしています。ですから、先程長谷川先
生が言っておられた通り、また國學院さん
も今のお話にちょっとそういうところがあ
るのかなとも思うのですが、伝統のある大

学で建学の精神というものについて、明確
な文言で理解がなされていないという課題
はありました。「人一人を大切に」とか、
あるいはちょっと難しいのですけど、「倜
儻不羈（てきとうふき）の人物を育成する」
とかですね、それぞれお好みに合わせて、
あるいは学部や部署ごとに合わせた形で、
建学の精神について色々と述べておられ
た。そこで、2004年に教育開発センターの
まとめ役をさせていただくことになったと
き、これからはやはり建学の精神というも
のを一つの言葉で理解出来るようにしてお
かなければならないと――実はこれ、決め
るだけで一年くらいかかったのですけども。
　そこで建学の精神について、スライド
（No.2）を御覧いただきたいのですけれど
も、まず、一番上にあるのが「良心教育」、
これは写真くらい載せておけばよかったの
ですが、うちの大学に「良心碑」というの
が立っています。「良心之全身ニ充満シタ
ル丈夫ノ起リ来ラン事ヲ」として英学校を
作ったと、すなわち良心を持っている人物
を育成するということが一番大事なのだと
いうふうに、明らかに創立者が考えている
のであって、それを守っていこうというこ
とで「良心教育」ということです。そして、
それを支える教育理念として「キリスト教
主義」「自由主義」「国際主義」ということ
が挙げられます。
　ちなみに、真ん中の「自由主義」は「自
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治自立の精神」と言い換えてもよいと。こ
れは新島先生の著作の中で「自由」という
ものを「自治自立の精神」とほぼ同義語と
して用いられている箇所がある、というこ
とに依拠する訳ですね。ここで確認してお
きますと、ここでの自由主義と言いますの
は、経済や商学などに詳しい方が言及され
るような「新自由主義」とか「ネオリベラ
リズム」とか言うとのとは、またちょっと
違ったニュアンスになるのですね。そうい
うふうな、コンサバティブとリベラルとの
関係も非常に複雑になって来ていているわ
けですが、決して政治的・現代的なイデオ
ロギーではなくて、自由を人間の最も重要
な価値だと考える人間観というものを「自
由主義」と呼んでいるということでありま
す。
　ちなみに、これについては一年くらいも
めたのですけど、たとえば神学部の先生方
からは、「キリスト教主義」のほうが上に
あって、そこから良心というものが発生す
るのではないか、順番が逆であるというの
で、ちょっと神学論争に近いのですけど、
色々と議論しました。そのときに説得いた
しましたのは、同志社大学はミッション・
スクールではないということです。これは
外部の方で、佐藤八寿子著『ミッション・
スクール』（中公新書）というとても面白
い本があって、同志社に入れていただいて
いるのですが、学問的には違うなあと思い
ながら読んでいます。ミッション・スクー
ルというのは、基本的にキリスト教では、
布教活動というものを到達目標として挙げ
ている教育機関というのを言うのでありま
す。うちは新島先生が、決して信者を増や
すということを目的にして学校を立ててい

るのではないと言うことをおっしゃってい
ます。ですから、ミッション・スクールで
はないから「キリスト教主義」が上に来る
のではないと、これが仮にミッション・ス
クールであれば逆になるというのはよくわ
かるけれども、ということで、一年くらい
かけて説得しました。その上で、最後のと
きに部長会で議題にしますけれどもよろし
いでしょうかと言いますと、認めると、た
だし不満があることは付け加えてさせてい
ただくと言っておられて、結構ですと。人
生には不満がつきものでございますと、何
とかまとめたわけであります。
　それから「国際主義」については、幕末
に新島先生がアメリカに飛び出して行っ
て、日本で最初にアメリカの高等教育機関
で学位を取った方となっておりますので、
幕藩体制という、ある意味では鎖国状態に
対するアンチを最初に唱えた方である、と
いう意味で「国際主義」というものを挙げ
ているわけでございます。
　更に、その後私が教務部長になったあと
になって、後継者の方が教育開発センター
で「同志社大学の教育目標」ということを
定めて下さいました。主旨としては、別に
報告書を書くために作ったというわけでは
ないのですけれども、三つの方針の策定と
かが第一に求められておりましたよね。そ
の際に、「キリスト教主義」の実現という
ことについて、ちょっと書きにくいな、と
いう声があったのです。ですから、それを
踏まえた上で、各学部学科の教育方針、三
つの方針、あるいは教育目標の中で使って
いただけるように、建学の精神を更にブレ
イクダウンして行く、あるいは噛み砕いた
形で述べられるようにして行く。たとえば、
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「良心とは何を指すか」と言うと「高い倫
理観と豊かな人間性の育成」と説明するこ
とが出来るようにする。また、「国際性」
というときには、「語学力」の問題という
のは外せないだろうとかいう事を確認す
る。そのような形でこれを決めた訳であり
ます。これも、ちょっとそれを定めた際の
手続きが大雑把だったこともあって、半年
くらいもめておりましたけれども。
　ちなみに、同志社大学の徽章にあります
三つの三角形は、それぞれ「知」「徳」「体」
と、この三つがあらわされていると言われ
ています。リベラルアーツの伝統をくんで
おりますので、知識だけではなく、徳と体
というようなものを非常に重要だというこ
とを言っている。ですから、長い間、建学
の精神はリベラルアーツだと信じていた方
もたくさんおられるということであります。

２．自校史教育の三つのレベル

　そうした自校教育の話ですが、私はこう
いう職につきましてから、本日お休みの寺
﨑先生、先生に可愛がっていただいて、自
校教育のことについて色々と話を聞かせて
いただいたのですけれども。自校教育など
を進めるときにどうやって進めるか――こ
の頃はFDのほうでも、愛媛大学の佐藤浩
章先生が「ミクロ・ミドル・マクロ」の三
つのレベルについて話しておられて、たぶ
ん金子元久先生なんかも東大にいらっ
しゃった時分から言っておられたと思うの
ですが、自校教育とか、建学の精神を活か
すということについても、三つのレベルが
あるのではないかと思うわけです。
　一つはミクロレベル。いわゆる個々の授

業の中で、どういう風に建学の精神を活か
して行くか。もう一つはミドルレベル。こ
れが、今一番大事だと言われていますがプ
ログラム、あるいは後からも言う通り、カ
リキュラムというものですね。マクロレベ
ルとしては、大学組織全体の中での話で、
たとえば神殿を持っているとか、これは授
業やカリキュラムの問題ではないですよ
ね。文化をどういう風に醸成して行くかと
いう問題になります。この三つのレベルで
考えて行くということがいいのではないか
なと、勝手に思っております。
　たとえばミクロレベルで言うと、私は英
文学が専門ですけど、専門では割と古いこ
とを対象にしておりまして、ミルトンとい
う、シェイクスピアと並んで英文学の巨匠
と言われている存在について――「古典」
と言うと、一応、学問的には「ギリシア文
学」という非常に明確な学問的権威がある
のですが――いわゆる古典的な作家などを
やっております。しかし、先程からのお話
の中で言われておりますように、鳥居先生
のお話にもありましたが、古典などはやは
り学生からは「受けが悪い」わけでありま
す。ただ、私は「受けが悪い」と思い込ん
でいる教師のほうにも色々と問題があるん
じゃないか、自信を持ってちゃんとやって
いけばいいんじゃないか、ということも考
えております。
　たとえばミルトンの詩の中にこういうの
があります――時間がありませんので、英
語の原文を読むことはいたしませんけれど
も。彼はいわゆるピューリタン革命に参加
したりしましたが、その後、両目を失明し
てしまうわけです。けれども「何があなた
を支えているのですか」と若い友人が訊い
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たところ、「友よ、良心なのだよ。使いす
ぎて視力を失っても、自由を守るためなら
ば、それは私の気高い務めだと思っている。
それはヨーロッパのいたるところで口の端
に上っている」という言い方をしている。
ここで「良心」というのは、キリスト教的
な概念で使っているのですね。つまり人間
が罪に堕ちたときに、自分の力だけでは正
しく生きて行くことが出来なくなったの
で、神が罪に溺れた人間の中に良心という
ものをセットして下さった訳であります。
言わば一種の警報器のような形で作動する
ようになって行くのであります。そして、
それを何のために使うかと言うと、ミルト
ンは自由主義の源流みたいなところがある
のですけれども、自由というものを守りた
いと。すなわち、力のあるもの、権力ある
いは時代というものに流されて、誤った道
を進まないように、そのために良心という
ものがあるのだと。そして、自由を守るた
めに良心を使った人は、ヨーロッパ中がと
言っていますけれども、つまり国境とか人
種とか、人種まで行くかどうかはわかりま
せんけども、国境というものを越えて賞賛
の対象になるのであると、ここには国際主
義が見て取れますね。
　要するに、自分の知性を立派に用いるこ
とでたどり着いた真理というものには、国
境を越える力があるのだ、ということを
言っている。そこで、私としては、これが

「良心教育」なのであり、その背後にある「キ
リスト教主義」、また自由というものを重
んじる「自由主義」、そして「国際主義」
の原点であるのだ、ということを説明して
みるわけです。
　こういうことを言うと恥ずかしいようで

すけれども、同志社には初期に湯浅半月と
いう学者がいて、彼は「十二の石塚」と言
う、今では忘れられていますけれども、近
代新体詩の革新的な作品というのを発表し
ていたりする。「十二の石塚」というのは、
明らかにミルトンの『失楽園』、パラダイス・
ロストと僕ら呼んでいますけど、その代表
作等からの影響を受けて、初めて書かれた
日本語の詩だということであります。よく
私が冗談で言ったりするのは、「半月から
圓月へ」などと（場内笑）――こういう良
い詩を書いていますからというような。湯
浅半月という、ちょうど百年前に生まれた
先輩をリスペクトしているところでありま
す。それを、次の世代にも伝えていきたい、
というふうに思っております。
　ちなみに、ミルトン、湯浅半月と並んで、
スライド右上に写真を挙げておりますの
は、山本覚馬という、大河ドラマ『八重の
桜』に出てくる八重さんのお兄さんです。
ミルトンも失明しておりますが、彼も失明
をした。その中で大きな仕事をしている、
そうした稀有な人物もいるんだ、というこ
となんかも触れてみたりする。こういうの
を授業でやっても受けないかなあと思うの
ですけれども、回収したコミュニケーショ
ンペーパーなど見ると、意外と反応がいい
んですよね。「こういうことを、本当に真
面目に教えてくれる先生というのはいな
かった」「こういうふうな古典に触れるこ
とが出来て、また同志社で学ぶということ
に誇りを持てるようになった気がする」と
いうような、肯定的な反応が多いです。か
えって、若い人はそういうところに飢えて
いるという面もあるのではないかと、私は
思うのであります。岩波新書なんかでも、
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たとえば『聖書の読み方』とか、堅い本な
のですけれども結構よく売れていて、版を
どんどん重ねていたりする。そういう需要
があるのに、それに対して「こんな授業は
受けないだろう」などと思い込んでいる私
たちのほうがいけないのではないかと、こ
の頃は思い始めているところもあります。

３．ミドルレベルの重要性

　ただ、こういったことは、ここまでだと
個人技であり、一体験に留まるわけであり
ます。FDでも言われることですが、教員
個人の努力に、あまりに大きく依存する組
織的運動というのは弱いのですね。たとえ
ばその先生が病気で倒れられたり、あるい
は「どこか他の大学に行くわ、さよなら」
と言われた途端に、それまでのことが全て
立ち消えになってしまうと。それではやは
り弱いわけで、そういう意味でも、今大切
なのはミドルレベルです。
　これについては、四年ほど前に出ました
中教審の答申「学士課程教育の構築に向け
て」を見ますと、ここで問題として挙げら
れているのは、一つは戦後の学制改革に伴
う一般教育の導入。鳥居先生のお話の中に
も触れておられましたけれども、それが必
ずしも成功していなかったと。もう一つは、
よく問題になることですが、大綱化を受け
て教養教育が後退していったことについて
の反省というものが、今、主導的なものに
なってきていると。教養教育の再評価とい
うものを強く打ち出したのがこの学士課程
答申だと思っています。
　それに比べると、最近出た「新たな未来
を築くための大学教育の質的転換に向けた

答申」――多分、質的転換答申と呼ばれる
ことになると思いますけれども、ちょっと
個性がないというか、非常に穏便にまとめ
てある感じなのですが、その中の四つの課
題の一つとして「プログラムとしての学士
課程教育」という概念の未定着という、明
らかにその前に出た答申をさらに遂行する
ということを宣言し、それが大きな課題と
されていると。
　私は文学研究者の常として、こういうふ
うな答申などが出ると、ついキーワードを
探しにかかってしまうのですけど、今回は
キーワードと言いますか、一つよく出てく
るのが「プログラム」という言葉ですね。
本文30ページの中で44回出て来るというこ
とを確認しているのですけれども、つまり
一頁に一回くらい「プログラムとしての学
士教育」「プログラムとしての大学教育」
「プログラムとしての推進を」というよう
なのが、呪文のように出て来る。そういっ
た意味でも、やはり、今一番重視すべきな
のがミドルレベルということであろうな、
というふうに思っているのであります。

４．「教養教育」の不明瞭さ――再構造
化へ

　「学士課程教育の構築に向けて」の中で
も指摘してありましたが、色々な言い方が
あるのですけれども、なぜ教養教育が忘れ
られたかというと、一つには、「一般教育」
（パンキョー）という概念と「教養教育」
（キョーヨー）という概念が、学士課程答
申の中でも混乱しています。一般教育とい
うのは、言わばあらゆる分野の中の「根太」
である、つまり汎用的な部分なのですが、
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今や学問分野がアトム化している、すなわ
ち、ものすごく細かく細分化されるように
なって、共通性が見えなくなって来たと。
　たとえば私の所属する英文科にしても、
昔は、英文学研究者も、英語学研究者もシェ
イクスピアを読むことになっていたのであ
ります。そういった語学力の錬磨というこ
とは、どのような学問をするにも、言わば
英文科の教養として認識されていたのです
けど、この頃の言語学のほうでは「シェイ
クスピアなんか読んで論文書いている奴い
ないぜ」というようなことを言って、もっ
と何と申しましょうか、オシログラフです
とか、実験を使ったような、そういうのが
最新の研究ということになっている。英文
学科という小さいコミュニティの中でも、
共通性が失われてきているわけです。
　もう一つは、教養教育の自明性の喪失と
いうことがある。つまり「教養」と言われ
ているものがわからなくなってきた。確か
に「古典だ」というのは私が言いたいとこ
ろもあるんですけど、それが「教養」であ
るというふうに見做されると、つらいとこ
ろがあります。たとえば神道に経典がない
という話がありましたが、それだけではな
く、キリスト教や仏教においても、聖書を
読んだり仏典を読んだりすることが、果た
して「教養」だと認識されているかどうか。
むしろ「専門研究」に近いものと認識され
てはいないか。
　これはちょっとおふざけなのですが、た
とえばアマゾン・コムで「教養」を検索す
ると、二万三千件以上が当たるのですね。
そこから三つを挙げてみますと、上のほう
に出てくるのが、『韓国ドラマガイド　ト
ンイ』とかですね、教養・文化シリーズと

銘打たれて。そうか、韓流ドラマも教養の
一つかと。うちの妻が大ファンで一緒に見
てますけれども、こういうのも知っていな
いと教養らしくない。あとの二つは真面目
ですけれども、資格試験の分野に「教養」
というのがあるのですね。ですから「教養
を勉強している人は、資格取得を目指して
いる学生」であるという、非常にアイロニ
カルというか、パラドキシカルというか、
逆説的な状況が起こってきているというこ
とが、よくわかるわけです。
　かつての大綱化以前であれば、一般教育
という、この共通性の部分が、影が薄かっ
たということを学士課程答申以来指摘され
ているわけであります。もしくは大綱化以
降は、いわゆる教養部を解体して、同志社
でもパンキョーの先生というのは、全て学
部配属になるか、語学センターになったの
ですけれども、そうなったとき、色々な学
部、個性ある学部を作って行く。ただし、
それぞれが向いている方向も異なりますか
ら、教養教育はそれらの裏にあるのですけ
ども、色々なカリキュラムの中に、色々な
かすり方をしながら落としこまれている
と。ですから、教養教育自体が、また、誰
がそれを責任運営して行くのかということ
が、わからない状態になって来たと。――
学士課程答申が指摘している状況を視覚化
して行くと、こういうことになのだと思い
ます。
　教養教育は――先程も別段韓流ドラマを
馬鹿にしているわけではなくて、本当に面
白いですし、話題の点でもとても重要な点
でありますし、ハリウッド映画と韓流ドラ
マという、これらは視覚芸術という観点か
らも外すことが出来ないと思うのですけれ
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ども――とにかく、教養教育というものが
アトム化されていると。もっとも、テレビ
ドラマから聖書まで、同じ領域に入れて行
こうということ自体にちょっと無理がある
のであります。ですから、今しなければな
らないのは、教養教育というものをある程
度構造化あるいは再構造化して行くこと。
せめて形と色と同じようなものを揃えて
括って行くということが大事ではないかと
いうのが、全学共通教養教育センターが出
来たときの、私の一つの着想でした。色々
な学部にわたって、色々な科目が、共通科
目というところに雑然と、ゴミ箱のように
放り込んである状況である、それを何とか
しようということで、半年くらい使いまし
た。

５．プログラムとしての学士課程教育

　教養教育と専門教育の繋ぎ方というのは
幾つかあると思うのですが、スライドで言
うと（No.12）、まず、これがいわゆる「煙
突型」、昔のタイプです。――僕は、もう
一つは実は進学率の問題があると思うので
すね。進学率15％以下の時代の大学の状況
は、現在でもよく言われていますが、エリー
ト型と呼ばれています。さっきの教養教育
がなぜ薄かったかという話で、色々な理由
があるのですけれども、一つには色々な学
部の科目をやっていて、マスプロ教育の代
表みたいになってしまったというのもある
のですが、もう一つあるのは、進学率が
15％位だと、大学に入ったときに、ある程
度エリートの切符を約束されているのです
ね。そうなったときに、こう言うと文学部
的になってしまいますけど、大学に入るよ

うな人は比較的恵まれたところの、あるい
は苦学生型で、それまでストイックに中学・
高校を受験勉強してきてやってきた。それ
が大学に入ってきて一、二回生くらいに
なったとき、悪く言うと酒と賭博と不純異
性交遊をちょっと勉強して、遅ればせなが
ら大人になって行くための、今の流行り言
葉で言うとギャップイヤーの役割を果たし
たという気がしますけれどもね。それを社
会でも認めていたのであります。京都は学
生が多いので「学生さんやさかいに、ちょっ
と無茶苦茶しはっても」という言い方とい
うのがよくあるのであります。学生さんが
ちょっとお酒飲んで、人に迷惑かけていた
りしても、「学生さんやから」というふうに。
それがあったのがこの時代。進学率15％
だったら、それを社会が許容出来た訳であ
ります。
　けれども、これではやはり課程としての
一貫性にも欠けていて、プログラムとして
も弱いのでということで、そこで大綱化以
降に割と中心になったのは「くさび型」と
言われているスタイルであります。最初の
段階では教養教育を主として、その中に専
門教育の比率を、一年生、二年生、三年生
と増やす、だんだん変わって行くようにす
ると、そういう形が「くさび型」と呼ばれ
ているものであります。ただし、ここでの
専門と教養との間に、やはり階層化という
のが起こってきて、何かしら「教養の科目
を取っているというのは、履修がうまく
行っていないということで恥ずかしいか
ら、教養のほうは早めに取って、とにかく
専門のほうへ、専門のほうへ」という意識
が出てきたり、あるいは教員の階層化とい
うのも、これに連動してきて起こって来た
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ような気もいたします。
　そこで、大学もユニバーサル型になって
進学率が50％を越えた今となっては、僕は、
少なくとも同志社大学では「二本柱型」で
良いのではないか、ということを提案して、
わりかし多くの方に賛同していただきまし
た。すなわち「何年次のうちに済ませてし
まう」とか「後に持って行く」というので
はなくて、１・２年生のときには、１・２
年生にふさわしい教養の科目を、自分自身
で選べるようにしておいてあげる。けれど
も４年生になったら、このくらいの科目を
出来たら取っておいてほしいと――これ
は、もちろん就職活動の問題があるという
ことですね、それはまた違う問題であるの
ですが――将来的には、そこにナンバリン
グとかいうふうな発想というものなんかも
出てくるであろうということなども言って
います。

６．同志社大学の取り組み

　それで、ここからは少しスピード上がり
ますけれども、教養教育のプログラム化と
いうことで、同志社大学の取組についてお
話いたします。
　平成４年、大綱化の翌年ですけど、一般
教育委員会が解散されました。平成12年に
一度、全学カリキュラム連絡会というのを
作ろうとしたという記録だけが残っている
のですけど、会議録も何も残っていないと
いうことになっている不思議な会議で、要
するに空中分解したのであります。
　平成19年、私が教務部長になったときに、
前任者が「作ることだけは決めておいて
やった」というふうに言われて、教務部長

をやりながらの兼任という形で、全学共通
教養教育センターというものを作りまし
た。組織のタイトルがずいぶん長いのです
けれども、今、私たちが教養と言っている
のには、英語で言うとgeneral education（一
般教育）と、liberal education（教養教育）
と訳されている二つの概念が雑じり合って
いるのですね。ですから、ここでは、概念
を整備して何かをリストラするというより
は、両方を考えながら進めていこうという
ふうな、実践的な方針で行ったわけであり
ます。
　私が受け継いだときには、全共通科目の
中に入っているものを無理に抽出すると、
これだけありました。まず「外国語科目」。
次に、旧三分野と言っていますけども、「自
然科学」と「人文・社会科学」というやつ
ですね。ちなみに、なぜ二つに分けてある
かと言うと、自然科学は工学部の先生がな
さる（今は理工学部なのですけれども）、
それ以外の学部の先生がなさるのが人文・
社会であるということで、人文系の六学部
体制の名残であります。
　もう一つは「保健体育科目」。これはや
はり体育も非常に重要でもあるからという
ことであります。実際、資格関係の点でも
絶対外せないのですけれども。
　そこに、更に何をしたかと言うと、「国
際教養科目」というのをその上に作りまし
た。これは何かと言うと、いわゆる外国語
担当の先生方が、科目分類を担当者でおや
りになったのですね、だから外国語担当者
がやっている講義科目は、外国語科目の中
に入ってしまっていたのであります。ただ
し、語学の訓練クラスと、外国語文化につ
いての講義クラスとは違うだろう。違うも
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のは同じ科目群に入れてはいけないという
ことで、これは一部で抵抗もあったのです
が、講義クラスだったら講義クラスとして
自信をもってしてくださいと。更に新しい
ところでは、留学プログラムも充実してき
たので、そういう留学生との交流の場のよ
うな新しいものをそこで作っていただかな
いと困る、と言うふうなことを言って作っ
たわけであります。
　次に作ったのが「学際科目」です。経緯
をちょっと説明しますと、これは前々から
あったのですけども、上に出したのであり
ます。スライドで自然科学と人文・社会に
またがって配置してありますが、つまりこ
このところに学際科目というのを出しまし
た。なぜかと言うと、同志社では文化情報
学部とか、新しいタイプの学際性を売り物
にした学部をたくさん作っていったのです
ね。そしたら、そこの先生方が「僕達は教
養科目は持たなくていいのね」というよう
な言い方をなさるのであります。「いえ、
あなたたちも持たなくてはなりません」と
いうので、居場所を作ってあげたというの
が一つであります。もう一つは、今、教養
という概念自体が動いているのだとした
ら、動いている学問、形成途上の学問とい
うものを目撃・体験するということも、教
養として非常に大事なのではないか。学問
分類が、先程はdisciplineという言葉があ
りましたが、discipline自体が歴史的に変
化して行くのだということを学ぶというこ
とが、教養の一つなのではないかと。つま
り分野間教育交流の促進ということで、学
問はそのままだとだんだん蛸壺化して行く
ので、それを防ぐためというのがあります。
　もう一つ、「プロジェクト科目」。これは

GP用に策定したものの一つであります。
ただしそれまできちんとした位置づけがさ
れていなかったので、ここに入れておこう
と。課題発見能力とか言われておりますが、
つまりアクティブ・ラーニングですね、ア
クティブ・ラーニング系の科目等を教養科
目として位置づけて行くということも必要
なのじゃないかということで入れたわけで
あります。もっとも嫌がる先生もいらっ
しゃって、「いや僕は教養科目をやってい
るつもりはないよ」とか、PBL（Problem 
Based Learning）の先生が言っておられ
たのですけど、「いえ、その言い方自体が
教養に必要なんです」とか言って、言いく
るめてしまうわけです。なぜ説得が功を奏
しているのか謎ですけど。
　続いて「キャリア形成支援科目」。これ
はもう一つ基本のところで、どなたもあま
り大きく触れておりませんでしたけれど
も、二年前に法令化されました、キャリア
ガイダンスに関して。平成23年４月の大学
設置基準改正において、スライドに引用し
ていますけれども、ここで特に問題になっ
たのは三行目の「社会的及び職業的自立を
図るために必要な能力」というところです
ね。ここは、恐らく「社会的自立こそがキャ
リア教育の目的だ」と言う人と、「職業的
自立、要するに就職や」というふうなこと
を言っている人とが二通りおられて、つい
に折り合うことがなかったんだと私は理解
しておりますけども。人間派と就職派であ
ります。その両方どっちをして行くか。私
は、教養に入れる限り、同志社大学のキャ
リア教育は人間育成型の教育のことを言う
ものと位置づけまして、これは大方の賛成
をいただきました。
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　そして最後に、「同志社科目」という流
れになっています。これも昔から、同志社
科目と言うのを、神学部とキリスト教文化
センターの先生が、細々と、全学共通科目
としてなさっていたのですけど、位置づけ
がなかったし、取る人も少なかった。だか
ら見えるようにしないといけないんだとい
うことで、まず見せるという事で、ここに
こういうふうに置いてもらったわけです。
　これは先程寺﨑先生に教えていただいた
ことで、自校教育ということが今一番大事
なのではないかと。自分の学び舎に誇りを
持つ、ということですね。それをやっても
らいたい、と。そして、建学の精神という
ことを教育の中にやり続けないといけない
し、学びの共同体に対する帰属意識を持っ
てほしい。今の若い人は帰属意識がないの
ですね。それをやはりもう一遍作るという
こと自体が教養なのではないかということ
です。
　科目としては、最初は五クラスくらいで、
先生方がボランティアに近い形でやってお
られたのですけど、色々な学部を説得しま
して、必修科目にして下さったところがあ
ります。それも理工系と新しい学部がもの
すごく積極的に必修科目にして下さって、
かえって古い文学部ですとか、そして法・
経・商とかが、僕のところもそうなのです
けど「そんなの今やってるのか」という言
い方をなさるのですけれども、新しいとこ
ろが、非常に積極的にやって下さった。
　そこで「同志社科目区分」として、その
中に「建学の精神とキリスト教」「キリス
ト教と人間」「キリスト教とは何か」とい
うのがある。キリスト教主義というものを、
先程の教育理念の埋め合わせでもあるので

すけど、全学の中に落とし込んで行くもの
です。ただし、昨年からもう一つキリスト
教が入らないクラスを、新島先生が行かれ
たアーモスト大学との協定が軌道にのって
きたので、それとリベラルアーツ教育とい
うものをここで勉強するということで、
「アーモスト大学とリベラルアーツ教育」
というのを設けました。文学・教養教育の
歴史的重要性というものがあるのかとか、
ここで国際主義と言うことも入れていいの
ではないか、という考えです。ここで、先
生方に言っておりますのは、キリスト教と
イスラム教の問題です。私は、今、日本人
の教養で一番大事なこととして、イスラム
教に対しての基本的・学問的な知識という
のが国際社会の中で絶対に必要だと思うの
で、そういうこともやって下さらないかと
言い続けております。イスラム教の先生は
ちょっと発想が違うところがあって、なか
なかコミュニケーションが進んでいないの
ですけれども。

７．マクロレベル――自校教育文化の
育成

　最後に、これ、どこで言うかと――これ
言うと嫌われるのわかっているんですけど
（場内笑）、『八重の桜』であります。これ
は同志社が売り込んだわけではなくて、明
らかに福島応援プロジェクトの一つで、多
分、福島出身の元気のいい女性を探してい
たら新島八重という人が見つかって、たま
たま、その旦那が同志社の創立者だった、
というふうな仕掛けになっているのだと思
います。
　ただし、新島八重については同志社の評
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価はあまり高くなくて、徳富蘆花なんかが
「ぬえのような女だ」「新島先生人生最大の
失敗は結婚だ」とかですね（場内笑）、ボ
ロカスに言われているんですね。
　でも、こうやって見ると、同志社の会津
との関わり方――明治の時期に、反体制で
はないけれども、非体制としての立場を意
識的に選んだ同志社の立場、そういうこと
について考えさせられるということがたく
さんあるのであります。
　マクロレベルとしては、現在キャンパス
の整備計画を続けておりまして、「同志社
記念ギャラリー」を重要文化財の建物（ハ
リス理化学館）の全部を使って展開しまし
て、今は新島八重についても問いあわせが
多いので、こういうときに一緒にやってし
まえ、というノリの部分もありますが。展

示室を設けることも重要で、こうした資料
を集めて、整理して、人々に見せて行くと
いうことも、組織を挙げてそれを進めて行
くというのも大切なことなのではないか
な、と考えております。

おわりに

　最後になりますが、『八重の桜』を見て
いると、一番かわいかったのは一回目の子
役でしたけれども、やはり若者を育てて行
くこと、そして、そこでこそ力を入れるべ
きは教養教育であり、大学の歴史というも
のではないだろうかと思います。細かい点
については、ホームページをご覧ください。
以上で終わらせていただきます。ありがと
うございました（拍手）。
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私立大学における
学士課程教育と教養教育のこれから
―建学の精神・キャリア教育・質保証―

― ―

圓月 勝博（同志社大学文学部教授）

平成２５年２月１６日（土）
１３時～１７時30分

國學院大學渋谷キャンパス
常盤松ホール

國學院大學創立１３０周年記念事業 3

建学の精神と教育目標

同志社大学の教育目標

知

徳 体

國學院大學創立１３０周年記念事業 5

語り合う建学の精神

①ミクロレベル：担当科目の授業

The conscience, friend, to have lost them overplied
In liberty’s defence, my noble task,
Of which all Europe talks from side to side.

John Milton (1608-～74) （1858～1943）

1828 92

國學院大學創立１３０周年記念事業 2

建学の精神の明文化

同志社大学の建学の精神

同志社大学の教育理念

新島襄（1843～90）

國學院大學創立１３０周年記念事業 4

建学の精神と大学教育

③マクロレベル：大学組織

②ミドルレベル：プログラム

①ミクロレベル：授業

國學院大學創立１３０周年記念事業 6

「学士課程答申」と教養教育

②ミドルレベル：プログラム（カリキュラム）

平成20年中央教育審議会答申

「学士課程教育の構築に向けて」（３ページ）

＊戦後の学制改革に伴う一般教育の導入」

＊平成3［1991］年以降の大学設置基準の大綱化を受けた

カリキュラムや学位制度の改革、教養教育の後退への反省の動き

平成24年中央教育審議会答申

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」（１７ページ）

＊「プログラムとしての学士課程教育」という概念の未定着

キーワード：「プログラム」（本文３０ページ中４４回使用）

【No.1】

【No.3】

【No.5】

【No.2】

【No.4】

【No.6】
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國學院大學創立１３０周年記念事業 7

「パンキョー」と「キョーヨー」

「学士課程教育の構築に向けて」

「一般教育」（「パンキョー）と「教養教育（「キョーヨー」）の混乱

＊「一般教育」の共通性の喪失

学問分野のアトム化

＊「教養教育」の自明性の喪失

アマゾン・コムで「教養」の書名検索をすると

2万3千件以上ヒット

・『韓国ドラマガイド トンイ（教養・文化シリーズ）』

・『地方上級教養試験 過去問５００』

・『教職教養３０日完成』

國學院大學創立１３０周年記念事業 9

後退した教養教育（大綱化以後）

國學院大學創立１３０周年記念事業 11

教養教育の構造化

系統性

國學院大學創立１３０周年記念事業 8

一般教育

影が薄かった一般教育（大綱化以前）

國學院大學創立１３０周年記念事業 10

教養教育のアトム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 12

プログラムとしての学士課程教育

専門教育と教養教育の接合モデル①

エリート大学（進学率１５％以下）

一般教育

専門教育

煙突型

【No.7】

【No.9】

【No.11】

【No.8】

【No.10】

【No.12】
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國學院大學創立１３０周年記念事業 13

プログラムとしての学士課程教育

専門教育と教養教育の接合モデル②

マス大学（進学率１５～５０％）

教養 教育

くさび型

専門教育

國學院大學創立１３０周年記念事業 15

教養教育のプログラム化

同志社大学の取組

平成4（1992）年
一般教育委員会廃止

平成12（2000）年
全学カリキュラム連絡会（？）

平成19（2007）年
全学共通教養教育センター設置

general 
education
（一般教育）

liberal 
education
（教養教育）

「パンキョー」と
「キョーヨー」の融合

國學院大學創立１３０周年記念事業 17

保健体育
科目

自然科学
科目

国際教養
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 14

プログラムとしての学士課程教育

専門教育と教養教育の接合モデル③

ユニバーサル大学（進学率５０％以上）

二本柱型

國學院大學創立１３０周年記念事業 16

保健体育
科目

自然科学
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 18

教養教育のプログラム化

「国際教養科目区分」の新設

①「外国語科目」との差異化

②教養教育の国際化

③留学生と日本人学生の学びの
交流

【No.13】

【No.15】

【No.17】

【No.14】

【No.16】

【No.18】
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國學院大學創立１３０周年記念事業 19

保健体育
科目

自然科学
科目

国際教養
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

学際
科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 21

プロジェクト
科目

保健体育
科目

自然科学
科目

国際教養
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

学際
科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 23

プロジェクト
科目

保健体育
科目

自然科学
科目

国際教養
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

学際
科目

キャリア
形成

支援科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 20

教養教育のプログラム化

「学際科目区分」の新設

①文化情報学部・政策学部・生命医科学部の新設

②形成途上の学問の目撃体験

③分野間教育交流の促進

國學院大學創立１３０周年記念事業 22

教養教育のプログラム化

「プロジェクト科目」の新設

①課題発見能力・問題解決能力の育成

②人間関係構築能力の育成

③アクティブ・ラーニングの推進

國學院大學創立１３０周年記念事業 24

教養教育のプログラム化

「キャリア形成支援科目区分」の新設

大学設置基準改正（平成23年4月）
中央教育審議会質保証システム部会

キャリア教育・職業教育特別部会

大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、

学生が卒業後自らの能力を発揮し、

社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、

教育課程の実施及び厚生補導を通じて

培うことができるよう、

大学内の組織内の有機的な連携を図り、

適切な体制を整えるものとする。

【No.19】

【No.21】

【No.23】

【No.20】

【No.22】

【No.24】
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國學院大學創立１３０周年記念事業 25

キャリア形成
支援科目

プロジェクト
科目

保健体育
科目

自然科学
科目

国際教養
科目

同志社
科目

良心教育

キリスト教主義
自由主義
国際主義

外国語
科目

人文・社会科学
科目

学際
科目

教養教育のプログラム化

國學院大學創立１３０周年記念事業 27

教養教育のプログラム化

「同志社科目区分」（２０１２年度３１クラス）

①「建学の精神とキリスト教」（１８クラス）

②「キリスト教と人間」（６クラス）

③「キリスト教とは何か」（６クラス）

④「アーモスト大学とリベラルアーツ教育」（１クラス）

國學院大學創立１３０周年記念事業 29

自校教育文化の育成

③マクロレベル：大学組織

同志社記念ギャラリー（仮称）
ハリス理化学館（重要文化財）

２０１３年８月オープン

歴史資料館展示室
知真館１号館

２０１３年８月オープン

國學院大學創立１３０周年記念事業 26

教養教育のプログラム化

「同志社科目区分」の新設

①自校教育の推進

②建学の精神の具現化

③学びの共同体帰属意識の醸成

國學院大學創立１３０周年記念事業 28

自校教育の再発見

國學院大學創立１３０周年記念事業 30

同志社大学全学共通教養教育センターについては
下記のＵＲＬをご参照ください
http://cgle.doshisha.ac.jp/center/msg.html

ご清聴ありがとうございました

【No.25】

【No.27】

【No.29】

【No.26】

【No.28】

【No.30】
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［パネリスト］

　　長谷川岳史氏（龍谷大学大学教育開発センター長、経営学部教授）

　　柴﨑和夫氏（國學院大學教育開発推進機構共通教育センター長、人間開発学部教授） 

　　圓月勝博氏（同志社大学 文学部教授）

［コメンテーター］

　　川島啓二氏（国立教育政策研究所高等教育研究部総括研究官）

　　鳥居泰彦氏（元慶応義塾塾長、元中央教育審議会会長、國學院大學理事）

［司会］

　　加藤季夫（國學院大學教育開発推進機構長）
※所属等は開催当時のもの

パネリスト討議

【全体へのコメント】

（司会・加藤）
　第二部で司会を担当させていただきま
す、加藤でございます。ここまでに、龍谷
大学・國學院大學・同志社大学の三大学よ
り報告をいただきました。後半では討議に
移りますが、その前に、以上の報告を受け
て、まず国立教育政策研究所高等教育研究
部総括研究官の川島啓二先生、それから鳥
居泰彦先生より、それぞれ全体についての
コメントをいただきたいと思います。それ
では、川島先生、宜しくお願いいたします。

■川島　啓二
　ご紹介頂いた川島でございます。全体の
コメントということで、本日のシンポジウ
ムの次第に関わることでお話させていただ
きたいと思います。お疲れのところだと思
いますけれども、しばしお付き合いいただ
ければと思います。
　今日のシンポジウムのタイトルですが、
「私立大学における学士課程教育と教養教

育のこれから」ということですね。実は、
このタイトルの中に非常に深いテーマが含
まれているなと――鳥居先生の御講演、そ
れから三つの大学の事例を伺って、その思
いを一層強くいたしました。そうしたとこ
ろに加えて、全体のコメントをしなければ
ならないという重圧も感じまして、なかな
かにこれは大変だと思っているところでご
ざいます。
　それで、コメントに含まれる意味という
ことについてでございますけれども、先程、
圓月先生が、「2008年の学士課程答申とい
うのは、教養教育の再評価であったのだ」
というお考えを示されました。確かにあの
答申は、1991年の大学設置基準大綱化以来
の大学教育の大きな変化を、学士課程プロ
グラムという枠組みで再整備しようという
――つまり「専門分野を越えた学習成果」
という、これまでの学部教育にもともと無
かったような考え方に基づいて、91年以来
の展開をどうにかしようという意味があっ
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たものと理解しております。
　ただ、皮肉なことに、あの答申の中では
教養教育という言葉がそもそも使われてい
ないということも事実ですし、それから、
教養教育について正面切った議論を行うの
を、わざと避けて来た面があるようにも思
います。そう考えますと、大学に対して政
策的なメッセージと共に打ち出されて来た
学士課程というものと、教養教育の在り方
との、絡み合った状態を解きほぐして行く
のは、そう簡単な作業ではないだろうと
思っております。
　そのことについて、ちょっと考えるにあ
たって、学士課程教育とは一体何であった
のか、この四年間我々が何を議論して来た
のかということを整理しておきたいと思う
のですけれども、実は、大学教育というの
は専門的な学術に基づく教育ということで
すから、大学教育に共通する課題というこ
とについては、学士課程答申以前から議論
はされて来たわけです。そこでは、単に専
門的教育の柱としての大学ということだけ
ではなくして、大学教育共通の目的という
ものが考えられて来ました。
　それはたとえば、1998年の「21世紀答申」
と呼ばれる「21世紀の大学像と今後の改革
方策について」においては「課題探求能力」
という形で語られ、2005年の「将来像答申」
＝「我が国の高等教育の将来像」において
は「21世紀型市民」という言葉で語られ、
それから学士課程答申では、何と言っても
「学士力」という言葉で語られてきたとい
うことです。
　そして、2012年の「新たな未来を築くた
めの大学教育の質的転換に向けて」＝「質
的転換答申」そこでは「主体的学修」とい

うことが言われているということで、つま
り、1998年からですから、21世紀になる前
から、そういう課題について、政策的には
明確にイメージされていたということであ
ります。
　そこにおいて、まず「課題探求能力」と
いうのは、このように表現されております。
「主体的に変化に対応し、自ら将来の課題
を探求し、その課題に対して幅広い視野か
ら柔軟かつ総合的な判断を下すことのでき
る力」と。それから「21世紀型市民」につ
きましては、「専攻分野についての専門性
を有するだけでなく、幅広い教養を身に付
け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時
代の変化に合わせて積極的に社会を支え、
あるいは社会を改善していく資質を有する
人材」ということで、この専門分野を越え
るというところで、「学士力」への芽が出
て来ていると理解しても良いかも知れませ
ん。そのお馴染みの「学士力」、これは皆
様も良くご存じでしょうから、細かいとこ
ろまでは読みませんけれども、汎用的技能
とか、態度・志向性などといった概念に整
理されて出て来ているわけです。そして質
的転換答申の中では、まさにその学士課程
答申で提案されている内容を実質的に実行
して行くということが強く意識されてお
り、そのための具体的手立てとしての答申
であるということが明確に謳われているわ
けでございます。
　それで、学士課程答申では、学士課程、
あるいは圓月先生もおっしゃいましたが、
プログラムという言葉が繰り返し用いられ
ている。ブレアの「教育、教育、教育」で
はありませんけれども、プログラム、プロ
グラム、プログラムと、プログラムの大切
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さが強調されているわけです。つまり、仕
掛けとか、枠組みとか、容れ物とか、色々
な表現の仕方はあるにせよ、形というもの
をきちんと作っていくということが学士課
程改革の主題であったし、今もそうあり続
けているということだと思います。
　質的転換答申の中で言われていること
は、学位授与の方針、つまり「成熟社会に
おいて学生に求められる能力をどのような
プログラムで育成するか」ということを各
大学でちゃんと決めて下さいということ。
それから、個々の教員の認識と授業展開。
つまり、プログラム全体の中で明らかにさ
れて、他の授業科目と関係・連携しながら
の組織展開が必要であるということが言わ
れ、そして最後に、いわゆる改革サイクル
というものを実行していって下さいという
ことが言われているわけです。――という
わけで、ここまででもプログラムという言
葉が、このページだけでも４回使われてお
りますが（場内笑）、圓月先生のおっしゃ
るのも宜なるかな、というところでござい
ます。
　このようなシナリオに沿って改革して
行って欲しいというのが、学士課程教育改
革の基本的なトーンであったわけです。そ
して一方で、先程の学士力のほうに、かつ
ての教養教育で非常に強調されていたよう
な、人間・社会・歴史等に対する深い理解
であるとか、自由な知性であるとかいった
ものが、少し異なるニュアンスで、より凝
縮された、人間のジェネリックな能力とい
うような言い方で整理されている。そして、
この能力というのは、実は専門分野を越え
たものであると、そのような位置づけがな
されているということが、今後非常に重要

になって来るだろうと考えます。
　以上を整理しますと、学士課程教育にお
いては、大学というパッケージが有効に機
能し、社会的に説明責任を果たすことが重
要である。どういう人間を入学させるのか
方針を決めて、カリキュラムの上を学生に
きちんと歩んでもらって、そして卒業する
ときにはちゃんとした資質・能力を備えて
いる、そういう教育を有効に機能させて下
さいと、そういう意味であったわけです。
ですから、学士課程教育と言えば３ポリ
シー、そして「学士力」と、そういうシナ
リオになるのであろうと思います。
　さて、そこで、幾つかの論点を考えてみ
ました。これらは、この数年の大学教育改
革の中で、残念ながら未だに整理が付いて
いない問題と言って良いのではないかと思
います。それらを整理して行くためのきっ
かけとして、今日これからの議論が進んで
行けば良いなと思っております。
　論点１としましては、先程申し上げまし
たように、学士課程教育というのはプログ
ラムということが問題になる教育改革でし
た。その中において、このシンポジウムの
テーマでもあり、鳥居先生が非常に危機感
を持って論じられたような、内容論と申し
ますか、一体どういう教育内容・教育方法
で、どういう青年を育てて行くのか、どう
マッチングして行くのかといった問題が、
一つの論点になろうかと思います。
　それから論点２は、汎用的能力と申し上
げましたように、この間の教育改革という
のは、専門分野を越えて行くということ、
つまり非常に普遍的・汎用的なものを求め
る考え方で進められております。しかしそ
の一方で、各大学の個性的な教育というも
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のも求められている。つまり、専門分野を
越えるという発想とパラレルな形で、大学
間を越えた汎用的能力というものを求めて
いるはずなのですけれども、しかし実際に
は、本日のお話にもありましたように、各
大学がそれぞれの建学の精神に基づいた形
で教養教育など、その大学なりの教育とい
うものを設計し、実行し、展開しようとし
ている、そういう現状の問題です。そうし
た、教養教育の考え方と、それに対する現
状の在りようというものを、どのように整
理して考えて行けば良いのかということ
が、問題としてあろうかと思いました。
　それから論点３として、この学士課程改
革のシナリオであるわけですけれども、た
とえば汎用的能力を育成するために特化し
たようなものは必要ないと。汎用的能力と
いうのは、それぞれの大学のカリキュラム
を学生が学んで行くことによって、つまり、
授業科目の履修を通して身につくものであ
るというふうな位置づけがなされているわ
けです。しかしその一方で、今日のお話で
いう教養教育・教養科目の中においては、
たとえば国際的な科目を作るとか、あるい
はコミュニケーションに特化したような科
目を教養教育に設けるとか、そうした動き
が多く見られるところです。そういう、教
養教育の内容ということが問題としてあり
ます。
　つまり、学士課程教育のシナリオにおい
ては、専門的学術が人間形成力を持ってい
る、これこそが実は大学の本質であって、
だから大学は意味があるのだというような
考え方に立てるわけですけれども、そのよ
うに、まさにdisciplineを学ぶことによっ
て人間というのが形成されて行くのか、そ

れとも、人間を形成するための教育方法と
いうのがそれとは別にあり得るのか、とい
う問題。実はここも、どう整理したら良い
か考えなければならないところであります。
日本の私立大学というのは、内容的にも、
質的にも、日本の高等教育の相当大きい部
分を担って来たところでありますけれど
も、その日本の私立大学で、今まさに、教
育に関する問題で焦点となってはいるけれ
ども、実はまだ整理し切れていないところ
に応えて下さろうとしているのではないか
と思っています。本日のシンポジウムで、
その議論が少しでも進めばと思っている次
第でございます（拍手）。

（司会・加藤）
　どうもありがとうございます。続きまし
て、鳥居泰彦先生より、全体へのコメント
を宜しくお願いいたします。

■鳥居　泰彦
　川島先生より、非常に良いまとめをいた
だきまして、ありがとうございました。挙
げていただきました三点は、実は、私から
お話したいと思っていることと全く同じな
ので、ありがたいと思っております。
　今日のシンポジウムのひとつのテーマ
は、「私立大学の」という所にあると思い
ます。今日のシンポジウムは、たまたま、
國學院・同志社・龍谷というふうに、宗教
に根ざした学校が中心となって行われてい
るわけですが、このことを軽く見ていただ
いては困ります。と言いますのも、日本の
教育の仕組みから言うとですね、国立大学
が圧倒的な額の教育投資を行っている。
我々私立大学はそのほんの僅かな部分を使
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わせていただくという形で運営しているに
も関わらず、学生の数で言うと、８割近い
学生を背負うことになっています。しかも
宗教のことについては、制度的に考えると、
国立大学は一切触れない、触れてはいけな
い、そういう国柄なのですね。その中で、
私立大学が、宗教を初めとする諸々の教養
教育をどういうふうに背負って行くか。そ
して、それを国がどう支えるか。こうした
ことは、非常に大事な問題点だと思います。
今この場では、この問題についてこれ以上
は申し上げませんけれども、今日のこれか
らの議論の中で、是非触れていただければ
と思います。
　それから２番目に、教養教育の内容とい
うことを挙げていただきましたけれども、
もうそろそろ、その実行段階に入るべきだ
と私は思います。私のレジュメの３枚目に、
皆さんが「えっ」と思うようなものを、あ
えて出しておきました。人間教育の崩壊と
いう項目で、古典を読むということについ
て、そこにまず聖書、仏典があり、また『古
事記』、『日本書紀』がある。それから童話・
外国少年文学の代表的なものとして、『小
公子』（Little Lord Fauntleroy）、『トムお
じさんの小屋』（Uncle Tom’s Cabin）と
いうのを挙げております。これは実は、昔、
私の父が学生だった時代の――明治の末年
から大正の時代でしょうね、少年文学の代
表的なもので、何故英題が書いてあるかと
いうと、それを、東京で言えば青山学院が
採用していたのです。もう皆分からなく
なってしまっておりますけれども、この『小
公子』の原文の素晴らしさ、そういうもの
を教えるアメリカ人の女の先生がいたそう
です。日本のキリスト教系の学校では、こ

うした人々が、ここに挙げているような代
表的な本を、真剣になって教えていたわけ
です。
　要するにこれは――キリスト教とは関係
ないのですが――『小公子』について言え
ば、一人のイギリス人の少年が、元はとい
えば侯爵のお孫さんなのですが、事情が
あってニューヨークで貧困生活を送ってい
た。その少年が、イギリスの侯爵であるお
祖父さんの跡を継ぐことになって、イギリ
スにやって来たと、そういう話です。それ
で、これを読むときに我々がどういうこと
を学べるかというと、イギリスという国が
持っているしきたり、人の育て方の仕組み、
そういうものが非常によく分かるわけで
す。それが、恐らく英文学の授業だと思い
ますけれども、教材として使われていた。
こういう例を見ても、私たちは、教養教育
の内容ということを考えるときに、どこに
目を付けるかということを、真剣に考える
べきところに来ているのではないでしょう
か。
　私たちの教育のレベルは、知らないうち
に相当落ちています。特に1945年の敗戦の
後は、レベルを非常に落としてしまいまし
た。ところが、落としていることに気づか
ないまま、三世代、四世代と経て、今やこ
こまで来てしまった。そういう現状にあっ
て、私が申し上げたいことは、教養教育の
内容という問題とは、まさに、今述べたと
ころにあるのではないかと、そう思うので
あります。他の大学の教養教育の個性につ
いても同じ事で、充実して行くべきことと
思います。
　本日の会場は國學院大學ですから、本当
は『古事記』と『日本書紀』についても少
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し触れたいと思っていたのですが、時間の
関係もありますので省略いたします。以上

でございます（拍手）。

【フロアからの質疑応答・パネリスト討議】

（司会・加藤）
　鳥居先生、ありがとうございました。そ
れでは引き続き、全体討議に入ります。今
回、フロアの皆様からたくさんの質問をい
ただいておりますので、それに先生方から
答えていただく形で進行させていただきた
いと思います。かなり多くの質問がござい
まして、全てを取り上げることは無理です
ので、同じような質問についてはまとめて
回答するということにさせていただきたい
と存じます。また、それぞれの先生に対し
て、フロアのほうから、特別訊きたいこと
がございましたら、挙手をしていただきた
いと思います。宜しくお願いいたします。
　それでは最初の質問です。鹿児島国際大
学の小野原さんから、鳥居先生に、「必要
な教育について」という題で、

本学（鹿児島国際大学）においても、
２ページにあるような必要な教育や、
道徳・倫理観を育てる教育の必要性を
感じています。このような教育は、教
養教育として行うことが適当かどうか
迷っているところがありますので、そ
のあたりについて教えて下さい。

ということでございます。鳥居先生から宜
しくお願いいたします。

■鳥居　泰彦
　どうも、ご質問ありがとうございました。
私は、道徳・倫理観の教育ということにつ
いて、いわゆる昔の言葉で言うところの道
徳教育ということですが、今の日本の教養
教育の中に入って良いと思います。入れな
ければ間に合わない、と思います。
　道徳教育というのは、昔、まだ私たちが
子供だった頃には「修身」と呼ばれていた
のです。その「修身」の中には、お辞儀の
仕方、挨拶の仕方から始まって、生活の中
でのしきたりの守り方、公衆道徳の守り方、
親を大切にすること、兄弟を大事にするこ
と、そうしたことが、みな書いてありまし
た。そうした「修身」を、戦後の1946年に
始まった新しい教育の仕組みの中で、もう
一度小学校・中学校教育に導入しようとし
たときに、ストップがかかったわけですね。
ストップをかけたのは占領軍です。ところ
が私たちは、自分の心にストップをかけた
まま、その後68年間走り続けているのです
よ。
　本来ならば、よく取捨選択をすれば――
たとえば世界の標準から考えれば「こんな
ことは小学校で教えることである」とか、
「そんなことは大学の教養教育の中で教え
ることだろうか」というふうに選別をして、
より分けていって良いだろうと思いますけ
れども、今や、それをすることが間に合わ
ないくらいに、日本の人格教育というもの
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が、その中でごく当たり前の世の中のルー
ルを教えるといったことが、置き去りに
なっているのではないでしょうか。そうし
た意味で、私は、今のご質問に対して「そ
の通りです」と答える他ありません。
　鹿児島には、有名な剣道の強い大学があ
ります。そこの人々と私は、年中剣道を通
じて付き合っております。彼等と接触があ
る度に、私は、彼等に対しても、お辞儀の
仕方など注文を付けております。今は我々
のような最後に残った者が――戦後の変な
時代に子供時代を過ごした世代というの
が、もう八十に近づいているわけです。こ
の爺さんたちが何か言わない限り、間に合
わないところに来ているのだということ
を、彼等に理解してもらおうと思って、積
極的に今、アプローチしているところです。

（司会・加藤）
　ありがとうございました。引き続き、鳥
居先生へのご質問です。東京理科大学の柴
田さんから、

教養教育を重視した場合に、高等学校
を後期中等教育と置くべきか、前期高
等教育とすべきか、先生のご意見を下
さい。

とのことですが、この点に関してはいかが
でしょうか。

■鳥居　泰彦
　簡単にお答致します。私は、前期高等教
育において行う、つまり、大学の予科のよ
うなものを作るということが――これは、
法律の改正という一点を取っても膨大な改

正作業が必要になる、大変なことであると
いうのを承知の上で、無責任な言い方にな
ることを承知であえて発言いたしますけれ
ども――必要だと思います。これを後期中
等教育にするというのは、もう時代遅れだ
と思いますね。

（司会・加藤）
　ありがとうございます。質問者の柴田さ
んのペーパーには「個人的には高校は大学
の予科として考えている」ということです
から、前期高等教育として考えるというこ
とで、鳥居先生と同じご意見ということに
なろうかと思います。
　引き続きまして、名城大学の黒田さんか
ら、長谷川先生・柴﨑先生・圓月先生のお
三方に、「教養教育の実施体制について」
ということで、以下の三点について、ご意
見を伺いたいとのことです。

①各大学のセンターの実態、つまり、
所属教員・職員・部署の関連について。
②教養教育の担当者について、つまり
全学の教員が等しく担当するか、一部
の教員だけが担当するのか。
③教養教育科目の必要単位は、どのく
らいか。

　では、柴﨑先生のほうからご回答いただ
けますでしょうか。

■柴﨑　和夫
　國學院大學の場合、現在教養科目の検討
を行っている共通教育センターというの
は、三年前、教育開発推進機構が出来たと
きに設置されたセンターです。それ以前は、
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教養総合カリキュラム委員会というのがご
ざいまして、そこが一応責任を担っており
ましたが、実際には教務部が最終的な責任
主体でした。
　現在は、共通教育センターが、教養総合
カリキュラムの運営に形としては責任を
持っておりますけれども、実際に担当して
おります教員は各学部・学科に所属してお
りまして、共通教育センターには兼任ある
いは兼担という形でも参加はいたしており
ません。そういう意味では、各学部の先生
方が担当しているということになります。
　ただ、語学や、スポーツ身体文化、ある
いは自然科学というものに関しては――か
つては全て文学部に所属していて、今では
各学部に分かれていますが――一応「主に
そういうものを担当する教員」という形で
は残っておりません。もちろん、各学部・
学科で専門科目を担当しているのですが、
私の場合ですと、４割から半分くらいは、
教養総合の自然科学系を担当しているとい
う形で、また語学の先生も、いわゆる語学
系の科目を主に担当する方と、学部・学科
のほうを主に担当する方とに分かれてい
る。これでいいかどうかはまた別ですが、
現実的にはそういう状況です。
　ただし、個人的な見解も含まれますが、
共通教育センターを作ったからには、もう
少しセンターの位置づけをしっかりして、
教養総合カリキュラムの在り方、流れを決
めるシステムというものを作って行かなけ
ればならないかなと思っております。
　単位のことについては、報告の中でも触
れましたけれども、これは、基本的には國
學院大學では、教養総合という分類に入る
様々な科目は、最低36単位は取らなくては

いけない。専門教育の科目は64科目は取ら
なくてはいけない。そして、残りの24単位
は、どちらからでも取って良いということ
になっている。ですから、最大では専門科
目を64単位、教養総合の科目を60単位取っ
て卒業する学生もおります。

■圓月　勝博
　同志社大学の場合、まず教務部があり、
その横に全学共通教養教育センター、学習
支援・教育開発センター、そして免許資格
課程センターというのが横並びになってい
て、これらを括って教育支援機構と、その
ような組織になっております。その全学共
通教養教育センターを立ち上げた当時は、
教務部長をやっていた私が所長を兼任して
おりましたけれども、やはり不健全な形だ
ということで、二代目からは別の方が所長
をやって下さっております。
　ただ、うちは今度の４月から14学部16研
究科、学生が２万６～７千人と、かなりサ
イズが大規模なことになるので、その運営
の仕方がなかなか難しいですね。センター
での協定事項というようなものは、教務主
任に連絡が行って、全学会議で必ず周知す
るようにしているのですけれども、全ての
学部の方が本当に理解して下さっているか
どうかという問題は、どうしてもつきまと
うのではないかな、と思っております。
　ちなみに報告でも紹介しましたような科
目区分、その科目区分ごとに分科会を作り、
分科会ごとにまた分科会長を設けて、その
ブロック分についてはある程度質保証です
とか、来年からはFDの委員会などにも入っ
てもらい、FD的な取り組みとしてどのよ
うなものがあるか、教養教育の授業改善の
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適切なやり方について考えて行くような、
そういう仕組みへと少しずつ育ててもらっ
ております。
　担当者について言えば、語学については
ややこしいところもあるのですけれども、
学部の科目を主に持たれる先生と、全学共
通を主に持たれる先生というのは分かれて
います。先程も申し上げましたように、今
日の建学の精神、自校教育を行う同志社科
目については、基本的にはキリスト教文化
センターと、神学部の一部の先生が持って
おりますが、最後に紹介した「アーモスト
大学とリベラルアーツの教育」については、
担当者の方が商学部の先生なんですね。
色々な所へ学生を連れて行ったり、ご自身
も実学をやっていたから、かえって教養の
必要性を感じたということで、自分でも
ずっと勉強をして下さって、教育内容につ
いて提案をして下さったりもしています。
これからもそういうことをやってみて良い
のではないかということで、会議で了承を
するところまではやっていただきました。
　すなわち、同志社科目でも、同志社出身
の、その人しか教えちゃならないというよ
うなものではなくて、かえって同志社出身
以外の中から同志社のことを語ってもらう
というのも面白いんじゃないか。そういう
試みもまた教養なのではないか。どんな批
判があるとか、どんな問題点があるとか、
そういうことを考えるのも教養ではない
か、そういうふうに言っております。
　単位については難しくて、学部によって
かなり違います。30単位くらい置くという
ことで、かなり明記しておられる所と、選
択科目の中で、他の学部の科目とある程度
交換出来て、実質上20単位程度で済むとこ

ろもあります。ちなみに、先程も申し上げ
ました通り、新しい学部や理工系の学部の
ほうが、同志社科目を必修科目にして下
さったり、あるいは語学などについても割
と厳格な基準を作って下さったりするな
ど、ちょっと意外な反応がありました。か
えって人文系のほうなどは「語学だったら
専門でもちゃんとやっているから」などと
言って最低限になさったりするような傾向
もありますけれども。そこはまた、学部自
治の問題をどう切り崩すかということが
あって、それはまた次の問題になると思い
ますが。

■長谷川岳史
　龍谷大学では、センターの設置は今月末
の全学教学会議で、前年度はちょっと流れ
ましたが、そこでかかる予定です。先程説
明しました通り、教学部のもとに京都学舎
教養教育科目会議というのがございます。
その教学部長と、京都学舎の学部の教務主
任、それから「仏教の思想」、外国語、経営、
人文、社会、自然――このあたりの分類は、
1988年の第一次カリキュラム改革（八八改
革）以降全く変わらないまま、科目の括り
だけを変えて来たので、先程申し上げたよ
うに、メニューはあるけれども店がないと
いう状態が続いているわけですが、ここの
委員長で構成される会議というものがあ
る。それから瀬田学舎のほうでは、そこの
教学部長と教務主任と、「仏教の思想」、ス
ポーツ系科目、英語、初修外国語等の運営
委員長が出て行っているという形です。
　今問題なのは、八八改革のあと、すぐに
瀬田のほうに新学部構想が出たものですか
ら、実質、1988年くらいまでは一つの形態
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で動いていたものが、新学部設置が進行し
て行くに連れて分割してしまい、結局京都
学舎とは微妙に異なる形で、瀬田独自の教
養というものが形成されてしまったという
ことがございます。それを何とか一体化出
来ないかということで、ちょっと時間がか
かっているわけですけれども。
　センターのことに関してはまた後ほど申
し上げますが、次に担当者について。基本
は採用する際に、大綱化以降の処理でこう
しているのだと思いますが、「主たる担当
科目」というのを記入する欄があります。
その前に四つくらいの人事のフローチャー
トがありまして、結局教養の人事なのか、
専門の人事なのかというところでは「主た
る担当科目」でそれを示すという形になっ
ております。
　たとえば教養の場合でしたら、教養教育
科目会議というのを通す形で、学部がその
意向を聞いた上で決定するというフロー
チャートで、専門の場合は学部教授会で同
意が取れればそのまま、ということになり
ます。
　ここで問題になるのは、教養科目の内容
ということと、それから「大綱化で区分が
無くなったはずなのに、これはどういうこ
とか」というような議論ですね。更に「教
養には人事権がない」と言う人もいるので
すが、手順としては、その意向を尊重しな
がら教授会において決定するという形で、
担当者を決めております。
　ただ、これは複雑なことですが、そうと
は言えですね、担当する科目のノルマを、
教養教育科目が大半で満たせるかというと
そうでもないわけで、たとえば私は経営学
部の仏教の担当者となっておりますが、「仏

教の思想」を持つと言っても３コマが限度
です。あとの２・３コマは文学部の科目を
持ったり、経営学部のフレッシャーズ・ゼ
ミを持ったり、あるいは教養科目の人文の
「アジアと文化」を持ったり、そういうこ
とで満たしております。従って「主たる担
当科目」というふうに書いてあるからと
言って、それで全部満たせるわけではない。
また、その科目の区分によってもですね、
教養科目については学部分属ですので、全
学で人件費が案分するというのが基本路線
になっています。ですから、単純に構造だ
けでなくて、人件費とか、そういうことを
含めますと、色々と複雑な問題があるのも
事実です。
　単位についてですが、基本的に「仏教の
思想」は全学必修ですので、全学で前期
61・後期61クラスずつ、短大だと通年で６
クラスと、これくらいの規模で開講してお
りますが、これは２単位・２単位で４単位
が全学必修です。それと、語学系は恐らく
12単位くらい揃えていると思いますが、国
際文化学部では専門科目でやるということ
で、少し位置づけが違うかも知れません。
それと、教養科目のほうは、恐らく16から
20単位くらいの幅で、これは各学部で異な
ると思います。それに加えて、大体20単位
――もうちょっと少ないかもしれません
が、フリーゾーンという、専門科目でも教
養科目でも取れる領域がありますので、そ
こで補っている場合もあるかと思います。
以上で、大体30ちょっとくらいの所で推移
しているのではないかと思います。
　ただ、問題は、ここでプログラムの体系
化をどうするかということなのですが、先
程申しましたように、科目運営委員会が非
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常に細かく分かれておりますので、一体化
した教養教育というものを、なかなか考え
られない状況にございます。その科目運営
委員会もまたタコツボ化してしまってい
て、なかなか難しい。そこでセンターとい
うものを構想しているのですが、人事面と
いうのは難しいわけで、このセンターの一
つの特徴としては、執行する責任主体を持
つということでございます。以上です。

（司会・加藤）
　ありがとうございます。三人の先生方の
所属している大学も、基本的には、教養関
係の授業を担当する先生方は各学部に所属
していて、そこから出講あるいは派遣とい
う形を取っておられる。従って、センター
等を作らないと全体のプログラムがなかな
か作りにくいということで、担当の先生方
は苦労されていると。これは恐らく、どの
大学でも同じような状況であろうと思いま
す。明星大学の服部さんからも「担当教員
の所属はどこですか」というご質問がござ
いましたが、多分、センター所属の、いわ
ゆる教養教育専門の教員というのは、なか
なか私立大学では難しいと考えられます。
　もう一件、圓月先生に、また、柴﨑先生
のお話にも一部関係しますけれども、横浜
国立大学の安野さんから「圓月先生が教養
教育の構造化というところで示された、順
次性ということについて」ということで（ス
ライドNo.11）、

初年次生に必要なもの、二年次生に必
要なもの、と割り当てて行く考え方は
理解出来るのですが、実際に、どの年
次に、どの教養の単位・授業内容を行

うのか、割り当てて行くことは難しい
のではないでしょうか。具体的なアイ
デアがありましたらご教授下さい。

とのことです。圓月先生、宜しくお願いい
たします。

■圓月　勝博
　どうもありがとうございました。全く
おっしゃる通りだと思います。今日の話で
はあまり出て来なかったことですが、教養
教育との関係ではもう一つ、初年次教育と
の関係はどうなるのかということが問題と
してありますね。うちは、基本的に初年次
教育については各学部の専門教育の形で
やっておりますけれども、全学共通の中に
も初年次教育的な要素を持っている教育が
あって良いのではないかと考えています。
私たち関係者の間で一致しているのは、「同
志社科目」がそれにあたると思っているの
ですけれども、まず入学して来たときに、
建学の精神ですとか、あるいは同志社の歴
史というものに親しんで行くのは非常に良
いことですから、卒業間際に取っても良い
けれども、１回生のときに取っても良いだ
ろうと、そのように考えております。
　先程も申し上げましたとおり、その次に
出て来る技術的な問題はナンバリングの問
題なのですけれども、たとえば「同志社科
目」を100番台、200番台、300番台、400番
台と、その４レベルについて作れるかとい
うと、それはなかなか難しい問題だと思う
のですね。一方で、ナンバリングが大変馴
染みやすいのは、語学科目かなと思ってお
ります。英語で言うなら、たとえば
TOEICのスコアで言うと450点まで、500
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点まで、550点まで、600点を目指す、といっ
た科目で100番台、200番台、300番台と取っ
た上で、プレイスメントテスト等の結果も
ある程度参照しつつ、これらの科目をナン
バリングに従って履修させて、ふさわしい
力を付けて行ってもらうというのは、実現
しやすいかなと思っております。
　あと、実はこの間決められたのですけれ
ども、「同志社科目」については初年次教育、
１年次にという流れで取ってもらいたい
と。４年次で取らせたいという意見も出た
のですが、ひとつには４年生にならければ
取ることの出来ない教養科目というのは、
教養科目として果たして適切かなという問
題と、それから、段階の中で取って行くと
いうことを考えたい、いきなり400番台の
みというような科目はあり得るかどうか、
という問題もあります。更に、これはやや
殺伐とした問題なのですけれども、実際の
ところ、４年生は就職活動で忙しいという
ことで、結局取らないのではないかという
こと。そういう無理なことはちょっと、と
いう考えもあって、最終的には初級・上級
の２段階くらいで分ける形にしたほうが現
実的ということで、そのようになっており
ます。

（司会・加藤）
　それに関連いたしまして、九州産業大学
の秋山さんから圓月先生に対して、

教養教育の構造化で、「順次性」と「系
統性」はどう違うのでしょうか。

という質問がございますので、その点に関
してはいかがでしょうか。

■圓月　勝博
　「順次性」は学士課程答申の中でよく使
われていた言葉ですが、普通は１年生、２
年生、３年生、４年生と考えるのが一般的
かなと思います。それで、ある程度の基礎
知識があったりしたら、その上に行くと。
専門家の方々は、年次で縛るというよりは
科目の到達目標のレベルで考えて、ナンバ
リングのような形のほうが国際的な通用性
は高いと言っておられるのですけれども、
実際にモデルを作って欲しいというのが正
直なところです。
　「系統性」というのは、体系性と同じよ
うな意味だと思いますが、先程も申しまし
たように、三分野で言えば人文・社会・自
然科学というふうに挙げて行く。更にもっ
と色々な形のもの、うちで言えば学祭科目
とか、PBL、キャリア支援科目とかいうよ
うな新しい科目についても、体系的な形で
まとめられるものがあるのではないか。そ
して、それを見せて行くのも大事なことだ
と思っています。
　ただ、その一方で、ある程度変って来る
部分もあるだろうと思います。たとえば、
教養の伝統的な形では自由七科・リベラル
アーツ教育というのが出て来るのですけれ
ども、そのあたりも時代によって変わって
来ることがあるでしょう。天文学というの
も、専門ではなく、教養としての天文学を
やるというような難しいことが出て来るの
で他のものをやるとか、あるいはレトリッ
クというようなものが学問自体として弱体
化して行くと、むしろ、それがしばしば抱
えていたラテン語を学ぶということそれ自
体が、教養ある人間の象徴だというふうに
なって行くというようにですね。カリキュ
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ラムの第一目標が変わってゆくこともある
ので、やはり、時代を見ながら修正して行
くということになる。それが言わば「系統
性」の問題なのではないかなと、私は理解
しております。

（司会・加藤）
　ありがとうございます。引き続いて、同
様の内容ですけれども、國學院大學の成田
さんのほうから、圓月先生と柴﨑先生両方
に「教養教育の構造化あるいはプログラム
化を貫くもの」ということで、

教養教育の再構築を進める際に、全体
を貫く柱をどう求めて行けば良いのか
をご教示下さい。柴﨑先生が教養とス
キルということをおっしゃったことと
も関連しているかと思います。

ということでございます。では、柴﨑先生、
圓月先生、宜しくお願いいたします。

■柴﨑　和夫
　同僚の先生からの質問ということで、な
かなか答えにくい部分もあるのですが、あ
くまでも私見を含めてということでお答え
します。
　教養教育プログラムの再構築につきまし
て、私は基本的に、ひとつは國學院科目を
作るということで先程申し上げましたけれ
ども、そのように科目群としてまとめると
いうことが、外から見て國學院大學を可視
化するための、ひとつの表現の仕方として
重要なのではないかと考えます。次に、こ
れはかなり個人的な思いも強いのですが、
授業の中に「体験」ということを含めて行

く。もちろん、いわゆる座学は大切ですか
ら、座学の講義自体をなくすことはしない
わけですが、それはそれとして、体験させ
る科目というものを國學院科目の中に含め
て行くことが大切ではないかと思います。
そしてもう一つ、座学などを残すとしても、
教育の方法として、アクティブ・ラーニン
グのようなことをどのように導入して行く
かということですね。
　語学に関しては、これはどこかで割り切
らなければいけないことなのですが、語学
をやる目的として、スキルあるいはコミュ
ニケーション能力というものを中心とする
方向で行くのか、行かないのか、というこ
とを考えなければならないと思います。
　それで、教養教育の構造化、プログラム
化を貫くものは何か、ということで言えば、
私は「体験」ということ、つまり、手を動
かすことも含めて、何らかの形で自分の身
体を動かすということ――それは学修時間
を増やすこととも絡んで来るのですが――
そういう部分を教養教育の中に取り入れる
ことが、今は一番大事なことではないかと、
今の学生を見ていて思っております。現在
は授業がセメスター化されているのですけ
れども、夏休みや春休みを使って正課の中
で、もちろんフィールドスタディとかそう
いうやり方もあるのですが、そういう所で
自分の身体を使って学ぶということをやっ
て行くことが、これはかなり個人的な思い
もあるのですが、大切なことではないかと
考えています。その一方で、大学全体で言
えば、國學院科目というものを明確な形で
作って行くことが、今度の教養総合カリ
キュラムのプログラム化においては一番大
事なことであると思っております。
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■圓月　勝博
　非常に難しい問題だと思います。先程川
島先生が適切に言って下さった通り、「学
士課程教育の構築に向けて」では、前書き
において、大綱化については必ずしも成功
していない部分があったということを、こ
れは官僚の方々が書かれるに際しては結構
勇気が要ったのではないかなと思うのです
が、これまでのやり方を見直す必要がある
ということを言っているのは大きい所なの
ではないかなと思っております。具体的に
書いていないということも言われますが、
まあ答申というのはそういうものかなと思
います。職能開発とかFDの重要性という
ことも言っていますけれども、そこでしか
しFDにも様々な定義があるが、というふ
うに言ってですね。ここで結論を出すわけ
ではないが、と言いつつ記述的に入って行
く。キャリア教育についても、色々な考え
方があるが、というふうに、両論併記とい
いますか、色々な考え方があるということ
をずっと述べてあるわけです。ですから、
教養教育とは何かという問題は難しいの
で、それぞれの大学の状況に従って考えて
行くべきだと思います。
　体験型の授業というようなことについて
は、先程PBLについて述べる件で言いまし
た。昔は、教養教育の代表と言えば、哲学、
歴史、文学といったものが、教養ある者の
学ぶべき科目であるとされていた。今はち
なみに、心理学、情報、英語、というのが
新御三家と言われていますけれども、心理
学の人気というのはありますね。やはり心
の問題ですとか、あるいは高校生の方など
は、いじめの問題など、ひしひしと自分自
身の切実な問題と考えておられるので、心

の闇について理解出来ると様々な社会的問
題が分かって来るというような考えがあっ
て、人気があるわけです。心理学の科目は
幾つ作っても、次から次へと科目登録が増
えて来ると、担当者の方が言っておられる
のを伺ったことがございます。ですから、
一つはそういうふうに、ニーズに合わせた
形で作って行く、そのために調査をして行
くということも大事なのだと思います。
　ただ、ニーズに対応して行くことばかり
やっていると、それは迎合して行くことに
なりますし、難しい所です。先程のお話で
は、本として『小公子』などが挙げられて
おりましたが、近頃全国の大学でやってお
りますのは、「ハリー・ポッター論」とい
うのがありまして――突然ファンタジーの
専門家を名乗る人々が色々出て来てです
ね、「こんなの知ってたか？」というよう
なことになったりすることもあるのですけ
れども、ともあれ、そうやって「ファンタ
ジーについては専門家の私が、あなたたち
にも分かるように」という形で、文学離れ
を食い止めて行こうとされる、ということ
もあるわけでございます。そのように、色々
な科目の可能性があるということは言える
と思います。
　もう一つ私が申し上げたいのは、アク
ティブ・ラーニングの関係で体験する科目
というのもありますけれども、教養教育と
言うと「大講義室で講義をするだけ」とい
う発想自体を変えて行く必要があります。
もちろん、それはあってもいいのですけれ
ども――私は哲学や歴史、文学といった旧
三分野というのは大事で、受講生にかかわ
らず勉強して欲しいと思っていますけれど
も――それとともに、色々なやり方という
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のがあるだろうなと。たとえばインターン
シップなんかと一部組み合わせて展開して
みるとか、アイデアを出すようにしながら
教養というものを作って行くということが
大事なのではないかと思っています。答え
になっているかどうか分かりませんが、以
上でございます。

（司会・加藤）
　どうもありがとうございます。次の質問
でございますが、駒沢大学の石井さんのほ
うから、柴﨑先生に対して「統一シラバス
と、観点別シラバスについて」と題して、

・個々の教員まかせであった神道のシ
ラバスについて、どの程度の統一を図
られたのか、具体的にお教え下さい。
・シラバス統一の際、教員（教授会）
の説得はどのような形で行われたので
しょうか。

ということですので、この２点についてご
回答をお願いいたします。

■柴﨑　和夫
　統一シラバス、共通シラバスと、恐らく
大学によってその呼び方は色々あると思い
ますが、國學院大學の場合は、建学の精神
に関わる神道の科目というのが、神道文化
学部の教員の方々を中心として行われてお
ります。かつては、先程も言いましたよう
に、テーマ別の講義科目・主題講座という
くくりの中に、「神道と文化」「神道と現代
社会」等々、「神道と～～」という幾つか
の科目が設けられており、その中からどれ
を履修しても良い、という形でやっており

ました。ただ、初年次教育や自校教育等々
色々なことを含めた、神道文化学部内の、
また全学的な議論の中で、やはりもう少し
統一的な形で教えたほうが良いのではない
かという気運が出て参りました。その中で、
特に神道文化学部の先生方から、来年度か
ら入って来る学生からはシラバスを一つに
しよう、それまでの「神道と～～」の中か
らどれを取っても良いという形から、必修
科目を一つに統一しよう、ということにな
りました。従って、シラバスの記述につい
ても、十五回の授業の内容を、全てそこに
書いてある通りで共通にするということに
なります。もちろん、現実にはそれぞれ担
当の先生方が、全く同一の授業を出来るわ
けでも、やるわけでもないのですが、形と
してはそのようになっております。
　使用するテキスト・サブテキストも、神
道文化学部の先生方がお作りになった同じ
ものです。それを使って、全十五回の内、
少なくとも半分くらいについては、当該の
テキストを用い、共通シラバスに則って、
少なくとも知識の教授という面では同じ内
容で行うということに、これは来年度から
そうなります。実は現在でも、ある程度そ
ういう形になっているのですが、来年度以
降はより徹底して行うわけです。ただし、
もちろん、それ以外の神道に関する科目も
あるわけで、それは残ります。ですから、
神道についてより学びたいという学生は、
それら他の科目を取ることも可能です。そ
の場合は、必修科目ではないので、教養総
合の科目としてそれらを取るという形にな
ります。
　他にも外国語など、幾つかの科目が共通
シラバスでやっております。ただ、今度の
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神道の科目以外について言えば、特に語学
のほうは統一シラバスになってはおります
けれども、現実問題として――ここではっ
きり言ってしまうと、あとで暗い夜道を歩
けなくなってしまうかも知れませんが（場
内笑）――共通シラバスは名目に過ぎませ
ん。実際には、ものすごく違う授業がなさ
れているという部分もあることは事実で
す。また、専門科目の中にも、学科によっ
ては統一シラバスで、教科書も共通のもの
を用いてやっているものがございます。
　次に、シラバスに観点別到達目標を導入
したことについてですが、実は、今ここで
司会をして下さっている加藤季夫先生が教
務部長でいらっしゃったときに導入された
わけですが、それまでに本学でも、教養総
合の在り方も含めて色々と議論がなされて
来まして、実は議論疲れという部分もあっ
て、はっきり言って、導入に際してブツブ
ツという文句程度ならありましたけれど
も、あまり表だって、論争らしき論争とい
うようなものは無いままに導入が決まりま
した。あとは、各学部の教務委員の先生方
の努力で、先生方がシラバスを執筆された
後、あまりにも観点別記述の方針から大き
く外れているものについては、各学部にお
いてその先生に注意を促して、方針に沿っ
た書き方に直していただくという形でやっ
ております。ですから、観点別の目標記述
というのは実は、導入に際してそれほど大
きな議論はされていないというのが本学の
状況です。

（司会・加藤）
　ただいまの柴﨑先生の、観点別到達目標
の導入に関するお話について、私のほうか

らも当事者ということで付け加えさせてい
ただきますと、こういった改革や改定とい
うことを行うときに、まず一つには「文科
省のほうから、こういうことが必要だと
言って来ていますよ」ということを表に出
して行くのがよろしいかと思います。とは
言っても文科省べったりのつもりは全くあ
りませんので、文科省の答申その他を利用
させていただくというのが一つのやり方だ
と思いますので、そういうことも考えなが
ら、各大学それぞれの事情に合った改革の
仕方で遂行していっていただければと思い
ます。
　それから、ヤマザキ学園大学の石田さん
のほうから、今日の内容にも密接に関係し
ていますが、

教養教育（または初年次教育）の質保
証の確立のために、どのようなPDCA
サイクルを作成すれば良いのでしょう
か。専門領域の授業改善行動に役立て
るための質保証に関するPDCAサイク
ルは容易に作成することが出来るけれ
ども、教養教育と専門教育の有機的な
連携についてのPDCAサイクルを作る
ことは困難です。

という質問が寄せられております。どなた
に回答していただきたいかということは特
に記されていないのですが、これは川島先
生にお答えいただいてよろしいでしょうか。

■川島　啓二
　教養教育におけるPDCAサイクルを作っ
て行くためにはどうすれば良いかとのご質
問ですが、先程、教養教育の責任組織や担
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当者に関するご質問がありましたけれど
も、そのことと裏表になっているのかなと
思います。
　教養教育という言葉において、「教養と
いうのは幅広いものだ」というイメージが
何となくありますから、やはり、一体その
大学の教養教育の目的はどこにあるのかと
いう点が明確にされていないということが
大きな問題になるかと思います。ですから、
ターゲットの明確化――それは、教養科目
の内容・方法においてどういうメニューを
揃えるのかという意味でもあるでしょう
し、その大学の科目構成としてのカリキュ
ラムが、どういう構造になっていて、その
結果どのような学生が育つのかという問題
でもありうるかと思うわけですけれども、
いずれにいたしましても、その大学の教養
教育のターゲットは一体どこにあって、そ
のための戦略をどのように立てているのか
ということが明確化されていれば、自ずと、
その結果として、PDCAサイクルというの
は作らざるを得ない、そのようになるはず
だと思うのです。
　教養教育のジレンマというのは、冒頭申
し上げましたように、ターゲット・戦略が
うまく立てられない、それをどう作るかと
いう問題が、まさに、教養教育という事柄、
あるいは言葉の語感もそうですけれども、
そうしたところから出て来ている点にある
と思います。
　ですから、お答えとしては、ターゲット・
戦略というものを明確に作る、明らかにし
て行くという、そのプロセス自体が、大変
素晴らしいFDになるのではないかなと。
そのように私は考えております。

（司会・加藤）
　今の質問に関係して、私のほうから川島
先生にお訊きしたいのですが、いわゆる質
保証ということに関して、日本の大学の取
り組みの現状等について、概略をいただけ
ればと思うのですが、いかがでしょうか。

■川島　啓二
　これは質的転換答申の冒頭に書いてある
のですが、大学改革というのがそれなりに
進んで来たことについては、文部科学省の
人たちも結構分かっているのだろうと思い
ます。しかし、にも関わらず、やはり社会
から評価されていない、これが厳しい現実
だろうと思っております。それを考えたと
きに、質保証を担保するものの一つとして
認証評価ということがありますし、様々な
学生の学修成果をめぐるアセスメントとい
うことをどうやって行くかという問題もあ
ります。
　確かに、認証評価というのが入って来て
から、それなりの結果を出して来たところ
はあります。けれども、認証評価というの
はご存じのように、適格認定というところ
から発想が始まっていますので、その仕組
みそのものの展望が、個々の学生の学修成
果というところまではストレートには行き
にくいところがあります。従って、これか
ら恐らく「個々の学生の学修成果に関わる
ところのアセスメントがどうなっているの
でしょうか」という問いかけが各大学に対
してなされて行くであろうと、個人的には
考えております。

（司会・加藤）
　ただいまの、質保証及びPDCAサイクル
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に関することで、ご意見、ご質問などござ
いましたら受け付けますが、いかがでござ
いましょうか。

■圓月　勝博
　私のほうから、少しよろしいでしょうか。
質保証の問題は難しいですし、特に学修成
果のこととなると、教養教育では本当に難
しいと思うのですね。三つの方針というこ
とで言うと、カリキュラム・ポリシーは書
けるのですね。ですから私は、科目区分ご
とに分科会をやって、まず教養教育全体の
カリキュラム・ポリシーと、科目区分ごと
のカリキュラム・ポリシーを作って、それ
を達成出来るような科目を提供出来ている
かどうかというところで、PDCAでチェッ
クをすると。まあ、PDCAと言うほど厳密
には出来ないにしても、それで毎年チェッ
クして、科目・クラス数が足りないとか、
あるいは、本来と異なるようなものが入り
込んできているということが分かったら、
そこでまた、責任を持ってチェックをする
というようなことなら出来るのではないか
と思います。

■鳥居　泰彦
　今、PDCAということが出されましたが、
PDCAというもののイメージを拝聴してい
ると、大体皆決まったイメージで捉えてい
ると思うのですけれども、私どもは全く違
うのです。今から二十五年くらい前のこと
ですが、SFCという新しい学部を作ったの
ですが、そこでPDCAということが深刻な
問題になりました。特に、DとCです。Dは、
実際に実行するわけですが、相手は学生で
すから、学生がまだいない状況では出来な

いわけです。Cはチェックですが、それで
は一体、誰がチェックするのだろうか。学
校の上にもっと偉い神様がいてですね、「駄
目だ」と言ってくれればいいのですけれど、
いないわけですから。いるのは、自分たち
は皆同列だと思っている教授たちなのです
よ。
　そこで考えまして、「アゴラ」というの
をやることにしました。アゴラというのは、
昔のギリシアの市民集会です。そのアゴラ
をやろうということになって、ところが学
生がまだいない、SFC作る前のことですか
ら。そこで先生が全員、約束して授業をや
ることにしました。出ているのは皆教員ば
かりですが、その中で授業をする。そうす
ると、「先生、今の話は聞こえないよ」と
か「板書の仕方が下手だ」とかいうのから
始まって、「そもそも話がおかしい」とか（場
内笑）、色々な話が出て来るわけです。そ
れを全員でやり合うわけです。そして最後
に評価を付けるのです。ちょうど本日皆さ
んにお配りしている質問用紙のような紙を
配って、評点を付けるのですね。そうした
ら、一番評価が低かったのが某有名教授で
すね、この間亡くなりましたけれども（場
内笑）。こうしたことを通じて、我々は大体、
同じ太さのパイプを走っているんだな、と
いうことを自分たちで確認しあうことが出
来ました。私は途中で辞めましたので、そ
の後真面目にやっているか知りませんが、
続けていてくれれば良いと思います。こう
いうアゴラのような試みが、非常にわかり
やすく、重要なやり方だと思っています。

（司会・加藤）
　ありがとうございます。なかなかに、非
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常に強力な指導力の下でなければ難しいこ
とかと思いますけれども、方法としては面
白いやり方ではないかと思います。それで、
今、色々な雑誌で「大学叩き」のようなこ
とが行われていてですね、まあ大学を叩け
ば、あるいは売りにすれば良く売れるとい
うことで、マスコミの餌食になっているよ
うなところがあると思いますけれども、そ
こから色々な情報が見えて来ます。
　最近話題になったのは、文系の学生の一
日の平均自習時間が28分だということです
ね。これは、90分の授業のために予習が90
分・復習90分との想定の下で単位というも
のが決まっていることを考えますと、現状
は単位の実質化には全くほど遠い状況で
す。従って、これからそれぞれの大学では、
質保証に関連して、学生の学修時間の把握
に向けた調査がなされているかどうか、あ
るいは、そういった学修をさせるラーニン
グ・コモンズがあるかどうか、というよう
なところが訊かれて来るかと思います。
　たまたま私は、去年の夏に大学教育のシ
ンポジウムに行ったときにですね、玉川大
学の教務部長の先生と懇親会でお話をする
ことがありまして、そのときに「先生、真
夜中のスターバックスに行ったことがあり
ますか」と質問をされましたので、「そう
いう不良が行くような所は行きません」と
答えましたら、「学生でいっぱいですよ」と。
つまり、「みんな一所懸命学修しています
よ」ということで、玉川大学はそういうこ
とが出来る場所を早急に作るんだとおっ
しゃっていました。このようにして、しっ
かり学修の質保証をした大学が、これから
は生き残って行くかと思います。私も、担
当の常務理事がいますので、そういう場所

をどんどん作ってくれという要望はしてあ
りますけれども、どうなるかわかりません、
財政の問題ですから。
　そろそろ時間も残り少なくなって来まし
たので、今日のテーマのうちで大きなもの
として、「建学の精神について」というこ
とで質問を出させて頂きたいと思います。

建学の精神について、学士課程教育、
あるいは教養教育に反映出来るのか、
活かすことが出来るのか、またその中
でどういうポジションを占めて行くの
か。

これは、長谷川先生にお訊きするのが一番
かと思いますが、いかがでしょうか。

■長谷川　岳史
　ありがとうございます。建学の精神につ
きましては、本学でもここ十五年くらい不
安定な状態が続いています。圓月先生のお
話にもありましたが、これを整理するとい
うのを前年度行ったところです。本学の場
合は、先にお話ししたように建学の精神と
いうものがブレて行った、あるいは拡大し
て行った時期と、教養教育が横着化したと
いいますか、動かなくなってしまった時期
とが非常に一致しております。そこに「仏
教学」あるいは「仏教の思想」というのが
あるというのは自明なのですが、ただ、既
にお話しました通り、仏教については、な
るべく一般的にということで「仏教の思想」
といった形に名前を変えられたわけですけ
れども。
　ここ数年の間に、三つのポリシー等を定
めて行く等、色々なことがありました。そ
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れらのプロセスの中で、実は良かった点と
して、教養教育において「仏教の思想」を、
建学の精神を具現化するための科目である
と明確に言わざるをえない、そう定義せざ
るを得ない状況になったということが、ひ
とつの成果だったのではないかと思いま
す。ディプロマ・ポリシーとか、カリキュ
ラム・ポリシーのところでも、観点別の考
え方を用いているわけですが、うちの大学
では、建学の精神というのもひとつの観点
として捉えて、そこに「仏教の思想」ある
いはそれに関連する建学の精神の関連科目
のことも盛り込んでおります。
　これと学部のポリシーとを併せて――
もっとも、これらは学生に十分伝わってい
るとは言えないところがありますので、そ
こは改善してもらわなければならないので
すけれども――作成段階では教養・専攻併
せて不都合はないかどうか、一応議論して
いただいています。ですから、ここで初め
て、教養と専門とが同居する場を、ポリシー
というのが作ってくれたかなと。後はこれ
を、どのようにして実質的に運用して行く
のか。これもまた形骸化しつつありますの
で、そこはまた、難しい問題であるかなと
思います。
　また、うちの場合「仏教の思想」が建学
の精神の具現化だというイメージが強すぎ
ますので、改めて構想として――教養科目
の中において、専門との接点を含めてです
ね、ひとつは自校史教育における「仏教の
思想」がある。それと、各学部の基礎ゼミ
の１セメスター分くらいを「龍谷科目」と
して位置づけて、教養と専門の橋渡しをす
るという形で出来ないだろうかということ
が、現時点での案としては出ているところ

です。
　そしてあと、正課と課外という関係で、
課外活動をどういうふうに建学の精神との
関係で捉えて行くかということも一応検討
はしておりますが、まだ、大まかな絵を描
いた段階に留まっています。
　私が期待しておりますのは、今まである
種のタブーであった建学の精神――私のレ
ジュメの、８枚目に現在決定したものを示
してございますが――今、その英訳・中国
語訳・韓国語訳を作っておりまして、留学
生にも伝わるような形で整理されましたの
で、ここを機として、何かしら動き出さざ
るを得ないような状況に持って行けたかな
というふうに思っています。時代的には逆
行して「阿弥陀仏」とかが入っていて、こ
れについては学長が「阿弥陀仏じゃなくて
仏くらいにしておきましょうか」と言った
のですけれども、「そんなもの隠してもしょ
うがない、浄土真宗なんだから阿弥陀仏に
決まっているじゃないか」ということで、
まあこの文章の中では浄土真宗というもの
をいかに具現化しているかということが説
明されていますので、説明文と併せて建学
の精神を示すものということで、今後はこ
れを教育改革の起点として行けるのではな
いか。歴史を見て行くと、そんな感じがし
ております。

（司会・加藤）
　どうもありがとうございます。かなり時
間が過ぎておりますので、私のほうから、
最後の質問を鳥居先生にさせていただきた
いと思います。
　今日本では、800を超える大学がありま
して、偏差値で輪切りにされている状況で
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すけれども、これから少子化が更に進んで
来るときに、それらの大学が同じもので
あって良いのかということですね。どうし
ても、アメリカで見られるような大学の機
能分化が起こって来るということで、文科
省のほうでも、平成20年にそういった資料
を出しています。そこで、「日本における
大学の機能分化について」ということに関
して、鳥居先生から何かありましたら、一
言お願いしたいと思います。いかがでござ
いましょうか。

■鳥居　泰彦
　そうですね。アメリカのような機能分化
が出来れば、本当に良いと思います。それ
が出来ないので、日本は愚かにも、偏差値
による輪切りのようなことを続けているの
だと思います。今の日本では、こうした偏
差値による輪切りが、最終的には就職の輪
切りにもなっているわけですね。その就職
の輪切りによって、結局人生の輪切りにさ
れてしまっています。これを直すというこ
とは、大学の責任でもありますけれども、
90％は社会の責任だと思います。社会は
もっと本気でこのことを考えるべきだと思
います。
　たまたま先週、島村文部大臣が財界の人
と話をしたということで、そのときのこと
を大臣と会ったときに――つい二、三日前
ですが、朝食を取りながら聞きました。驚
いたことに、「就職協定をやりましょう」と、
今頃になって財界の代表が言っているので
すよ。そもそも就職協定というものを作ら
ざるを得なくなったのは、産業界が、大学
四年生の初めくらいに、どんどん学生の面
接を始めたのがきっかけです。それがだん

だんひどくなって、今は三年生の初めくら
いに面接をやっているわけでしょう。それ
で、その就職協定を作るに際しては、国立
大学の代表と、公立大学の代表、私立大学
の代表の三者が集まりまして、連合体を作
りまして、私が代表になりました。それか
ら経団連を初めとする産業界の団体が集
まって、そちらも代表をひとり選びまして
――日経連の代表、その当時は日本郵船の
会長の根本さんが代表でしたが――そし
て、就職協定を結んだわけです。しばらく
その協定の下でやって来たんですね。とこ
ろがある日に、根本さんが「鳥居さん、あ
なたの所はひどいよ。就職協定を破って、
道徳破りをしているのは大学生ですよ」と。
私は「何を言っているんですか」と。「あ
なた方が先に学生達を集めているんじゃな
いですか」と言ったんですが、彼は断固譲
らずに、結局就職協定破棄に持ち込んだん
です。
　そのようにして、就職協定がなくなって
から十何年経ちます。そして今、島村文部
大臣が改めて財界人に会ってみたら、改め
て「就職協定が必要ですよ」と。そして「大
学の、せめて四年のはじめくらいまで、落
ち着いて勉強して来た学生でなければもう
使い物になりません」と言い出した。絶好
のチャンスですよね。連中が頭を切り換え
たのであれば、それで結構ですよ。むしろ
それに乗っかって、日本社会全体を変えて、
この就職だけで人生を輪切りにする日本を
変える。就職だけを変えても駄目です。偏
差値だけを変えても駄目です。我々の生き
方について考える必要があります。そうし
て社会の構造を変えない限り、日本は良く
ならないんですよ。そういうことを考える
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一つのチャンスが来ていると、私は思いま
す。

（司会・加藤）
　ありがとうございます。鳥居先生から、
やはり生き方ということを考える必要があ
る、そうしなければ日本は沈没だ、という
こと、そしてその生き方を考えて行く上で
大学は非常に有用な所だ、というお話をい

ただきました。本日会場にいらっしゃった
皆さん方の肩に、それぞれの大学の運命が
掛かっていると言うことになるかと思いま
す。――それでは、また機会がありました
ら、こういったシンポジウムを開催させて
いただきたいと思います。今日は五人の先
生方、どうもありがとうございました（拍
手）。
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《編集後記》
　『國學院大學　教育開発推進機構紀要』第５号
をお届けする。今回は研究論文４点、研究ノート
４点、取り組みレポート１点に加えて、シンポジ
ウム「私立大学における学士課程教育と教養教育
のこれから」の講演・討議録を収録した。
　幸田論文は、留学生のための日本語教育の実践
報告である。受講生自らが自立的な学習法を習得
することを目標として、活動型授業を取り入れる
試みを行い、そこで得られた効果と、今後の課題
について論じている。
　白川論文は、第２次世界大戦に「歴史」として
接している日本人大学生を対象として、授業にお
いて、戦後の西ドイツがどのようにナチズムの過
去に向き合ってきたのかについて講義し、ドイツ
の「過去の克服」についての感想を書かせること
を行い、そこから見えてきた、学生の日本の加害
の過去に対する姿勢の複雑な様相について論じた
ものである。
　二宮論文は、もともと音楽大学の学生を対象と
して考えられていた教育法であるリトミックが、
小林宗作によって日本の保育現場に導入され、盛
んに実践されて来たという経緯を紹介し、その上
で、土橋五郎が作り出したと理解されている律動
遊戯・表情遊戯に対する小林の批判に焦点を当て
て、リトミック導入にまつわる状況を明らかにし
たものである。
　吉住論文は、学習者の動機付けに効果的な英語
指導の在り方を明らかにすることを目的として、
Motivational strategiesを理論的枠組みとする混
合研究法を用いた調査を行い、その結果について
報告・考察したものである。
　上原ノートは、会計基準がIFRSへと統合しつ
つある世界的動向の中で、大学における会計教育
もまたIFRSを含めたものとなる動きが今後加速
するだろうという見通しに則して、このような動
向に適応した教育方針や具体的なカリキュラムを
検討することの必要性を訴えたものである。
　佐川ノートは、障害のある学生に対する学修支

援の現場において、いかなる支援を行うべきかを
検討するための基本的概念を提示し、併せて、今
後の学修支援には平成28年４月施行予定の「障害
者差別解消法」を見据えた取り組みが必要である
ことを指摘したものである。
　猿田ノートは、本学における小学校教員志望学
生に対して、化学実験の経験の有無や、その内容
に対する自信の程度をアンケートした結果に基づ
き、教職課程において、受講生が経験の少なさゆ
えに内容理解に不安を有する実験・観察を重点的
に取り上げ、実施する機会を設けるべきであるこ
とを指摘している。
　東海林・鈴木ノートは、学修支援センターで実
施してきた出席不良学生に対する呼び出し対応か
ら見えてきた個別対応の重要性を指摘し、今後の
学生対応の展望および学修支援センター相談室専
従教職員に望まれることについて指摘したもので
ある。
　安倍リポートは、シャーマニズムについての一
般的な通念に対して、アカデミックな立場からの
言説がどの程度その立場を確保できるかという問
題意識を念頭に置きつつ、「文化人類学」の授業
で行った学生に対する意識調査を通して、一般通
念との理解回路を見出そうとした試みについて報
告したものである。
　講演録は、本学創立130周年記念事業の一環と
して開催された教育開発シンポジウム「私立大学
における学士課程教育と教養教育のこれから―建
学の精神・キャリア教育・質保証―」の基調講演、
パネリスト報告およびディスカッションを収録し
たものである。
　今号は、本学の専任教員のみならず多数の兼任
講師の先生方からも投稿をいただいた。今後も、
様々な教育現場の実践事例の報告や、教育に活か
されるべき高等教育に関する研究を掲載してゆき
たい。本学の教育に携わる全教職員の積極的な投
稿をお願いする。（鈴木）
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